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[略号]

本報告書で用いた略号等は、次のとおりである。

: Advisory CircularＡＣ

Aircraft Communication Addressing and Reporting SystemＡＣＡＲＳ :

: Airborne Collision Avoidance SystemＡＣＡＳ

: Area Control CenterＡＣＣ

: Aircraft Condition Monitoring SystemＡＣＭＳ

: Airplane Flight ManualＡＦＭ

: Aeronautical Information CircularＡＩＣ

: Aircraft Integrated Data SystemＡＩＤＳ

: Aeronautical Information PublicationＡＩＰ

: Air Navigation OrderＡＮＯ

: Aircraft Operating ManualＡＯＭ

: Auto PilotＡ／Ｐ

: Air Traffic ControlＡＴＣ

: Audio Visual TutorＡＶＴ

: BrokenＢＫＮ

: Cabin AttendantＣＡ

: Civil Aviation Authority PublicationＣＡＰ

: Computed AirspeedＣＡＳ

: Computer Based TrainingＣＢＴ

: Clear of ConflictＣＬＲ ＣＦＴ

: Conflict AlertＣＮＦ

: Chief PurserＣＰ

: Crew Resource ManagementＣＲＭ

: Cockpit Voice RecorderＣＶＲ

: Digital Flight Data RecorderＤＦＤＲ

: Electronic Engine ControlＥＥＣ

: EngineＥＮＧ

: Federal Aviation AdministrationＦＡＡ

: Federal Aviation RegulationsＦＡＲ

: Flight LevelＦＬ
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: First OfficerＦＯ

: International Civil Aviation OrganizationＩＣＡＯ

: Joint Aviation AuthoritiesＪＡＡ

: Joint Aviation RequirementsＪＡＲ

: Joint Aviation Requirements - OperationsＪＡＲ－ＯＰＳ

: Line Oriented Flight TrainingＬＯＦＴ

: Mean Aerodynamic ChordＭＡＣ

: Maximum Continuous ThrustＭＣＴ

: Navigation DisplayＮＤ

: Non-Directional Radio BeaconＮＤＢ

: On the Job TrainingＯＪＴ

: OPERATIONS MANUALＯＭ

: OvercastＯＶＣ

: Procedures for Air Navigation ServicesＰＡＮＳ－ＡＴＭ

Air Traffic Management

: Procedures for Air Navigation ServicesＰＡＮＳ－ＯＰＳ

Aircraft Operations

: Procedures for Air Navigation ServicesＰＡＮＳ－ＲＡＣ

Rules of the Air and Air Traffic Services

: Pilot FlyingＰＦ

: Primary Flight DisplayＰＦＤ

: Pilot in CommandＰＩＣ

: Pilot Not FlyingＰＮＦ

: QUALIFICATIONS MANUALＱＭ

: Resolution AdvisoriesＲＡ

: Radar Data Processing SystemＲＤＰ

: Revolutions Per MinuteＲＰＭ

: ScatteredＳＣＴ

: Traffic AdvisoriesＴＡ

: Traffic Alert and Collision Avoidance SystemＴＣＡＳ

: Thrust ReferenceＴＨＲ ＲＥＦ

: Team Resource ManagementＴＲＭ
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: Coordinated Universal TimeＵＴＣ

: Very High FrequencyＶＨＦ

: Vertical NavigationＶＮＡＶ

: VHF Omni-Directional Radio RangeＶＯＲ

ＶＯＲＴＡＣ ＶＯＲ ＴＡＣＡＮ（ＵＨＦ ）: and Tactical Air Navigation aid

combination

: Vertical Speed IndicatorＶＳＩ

[用語使用上の注釈]

( ) 方位は、相対方位を除き、磁方位による。ただし、付図１、９及び１０に記1

載の方位記号Ｎは真方位による。

( ) 「進路」は 「磁航路」と同義で使用した。2 、

( ) 「機首方位」は 「磁針路 「針路」又は「マグネティック・ヘディング」と3 、 」、

同義で使用した。

( ) 「バンク角」については、ＤＦＤＲの「ロール角」の値から引用する場合に4

は 「ロール角」という用語によることとした。、

( ) 「ＴＣＡＳ」については、 の略で5 Traffic Alert and Collision Avoidance System

。「 」 、 。ある ＡＣＡＳ については の略であるAirborne Collision Avoidance System

いずれも、航空機衝突防止装置のことを意味している 「ＡＣＡＳ」の用語に。

ついては、ＩＣＡＯの規程、航空局発行のＡＩＣ及びヨーロッパの規程で用い

られている 「ＴＣＡＳ」の用語については、管制機関、運航者の規程類等及。

び米国の規程で用いられている。

本報告書においては、原則として「ＴＣＡＳ」の用語を用い、ＩＣＡＯの規

程、航空局発行のＡＩＣ及びヨーロッパの規程の引用文については 「ＡＣＡ、

Ｓ」の用語を用いて記載している。
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航空事故調査報告書

所 属 日本航空株式会社

型 式 ボーイング式７４７－４００Ｄ型

登録記号 ＪＡ８９０４

同社所属 ダグラス式ＤＣ-１０-４０型 ＪＡ８５４６との接近

発生場所 静岡県焼津市付近海上上空

発生日時 平成１３年１月３１日 １５時５５分ごろ

平成１４年７月８日

航空・鉄道事故調査委員会（航空部会）議決

委 員 長 佐 藤 淳 造（部会長）

委 員 勝 野 良 平

委 員 加 藤 晋

委 員 松 浦 純 雄

委 員 垣 本 由紀子

委 員 山 根 三郎

１ 航空事故調査の経過

１.１ 航空事故の概要

日本航空株式会社所属ボーイング式７４７－４００Ｄ型、ＪＡ８９０４は、平成

１３年１月３１日（水）、同社の定期９０７便（東京国際空港－那覇空港）として、

東京国際空港を離陸し、東京航空交通管制部の上昇指示に従って､高度約３７,０００ft

付近を上昇飛行中、同管制部からの指示により高度３５,０００ftへ降下を開始し

た。また、同社所属ダグラス式ＤＣ－１０－４０型、ＪＡ８５４６は、同日、同社の

定期９５８便（釜山国際空港－新東京国際空港）として釜山国際空港を離陸し、飛行

計画に従って高度３７,０００ftで愛知県知多半島の河和ＶＯＲＴＡＣを通過し、大

島ＶＯＲＴＡＣへ向けて巡航中であった。両機は、同日１５時５５分ごろ静岡県にあ

る焼津ＮＤＢの南約７nm（約１３km）の海上上空約３５,５００ft～３５,７００ft付

近で、異常に接近し、双方が回避操作を行ったが、９０７便において、回避操作によ
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る機体の動揺により、乗客及び客室乗務員が負傷した。

９０７便には、機長ほか乗務員１５名、乗客４１１名計４２７名が搭乗しており、

乗客７名及び客室乗務員２名が重傷を負い、乗客８１名及び客室乗務員１０名が軽傷

を負った。

９０７便は、機体が動揺した際、機内の一部が小破したが、火災は発生しなかっ

た。

一方、９５８便には、機長ほか乗務員１２名、乗客２３７名計２５０名が搭乗して

いたが、負傷者はなかった。

９５８便には、機体の損傷はなかった。

１.２ 航空事故調査の概要

1.2.1 調査組織

1.2.1.1 航空事故調査委員会は、平成１３年１月３１日、本事故の調査を担当す

る主管調査官ほか６名の航空事故調査官を指名した。

平成１３年７月１日、航空事故調査官２名を追加指名した。

人事異動に伴い、平成１３年１０月１日、主管調査官を、平成１４年１月１日､

航空事故調査官を、及び同年４月１日、航空事故調査官を、それぞれ新たに指名

した。

1.2.1.2 本事故に関する航空機衝突防止装置の作動状況及び航空管制用レーダー

記録の解析のため、独立行政法人 電子航法研究所 電子航法開発部機器研究室の

協力を得た。

1.2.2 調査の実施時期

平成１３年１月３１日～８月７日 実機調査

平成１３年２月１日～平成１４年６月６日

口述聴取（９０７便及び９５８便の乗務員）

平成１３年２月２日～平成１４年２月４日 口述聴取（航空管制官）

平成１３年２月８日～６月１１日 口述聴取（乗客）

平成１３年２月１日～６月１５日 負傷者に関する調査

平成１３年２月１日～８月３１日 飛行記録装置の記録データに関する解析

平成１３年２月１日～９月２０日 航空機衝突防止装置の記録及び航空管制レーダー

記録に関する調査及び解析

平成１３年２月１９日 無線通信機器の台上性能試験

平成１３年３月６日～平成１４年２月５日
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フライト･シミュレーターによる模擬飛行試験

平成１３年４月１７日～５月９日 実機による航空機衝突防止装置の機能試験

1.2.3 経過報告及び建議

平成１３年６月２２日、その時点までの事実調査結果に基づき、国土交通大臣に

対して経過報告を行うとともに、当面改善すべき事項について建議し、公表した。

（建議については、別添６参照）

1.2.4 意見聴取会

平成１３年１２月１４日「事実調査に関する報告書の案」を公表し、平成１４年

１月１７日、意見聴取会を開催して、公述人９名から意見を聴取した。

(1) 開催日時 平成１４年１月１７日 １０時から１６時１５分

(2) 開催場所 東京都千代田区霞が関２丁目１番３号 中央合同庁舎第３号館

国土交通省共用大会議室

(3) 主宰者 航空・鉄道事故調査委員会事務局長 茅野泰幸

(4) 公述人 （公述順に記載）

当委員会から公述を委嘱した参考人

黒田 勲 日本ヒューマンファクター研究所所長

水町 守志 芝浦工業大学教授

鈴木 英明 (社)日本航空機操縦士協会専務理事

中野 秀夫 (財)航空交通管制協会専務理事

公述の申し出があった公述人

河野龍太郎 東京電力(株)原子力研究所

ヒューマンファクターグループ主管研究員

小林 宏之 日本航空(株)運航安全推進部長 747-400機長

大野 則行 航空安全推進連絡会議議長

林田 幹男 日本乗員組合連絡会議議長

武田 修 全運輸労働組合中央執行委員

(5) 概要及び委員会側出席者 「航空事故に関する意見聴取会の記録」

（平成１４年１月）に記載

1.2.5 原因関係者からの意見聴取

原因関係者から意見聴取を行った。
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２ 認定した事実

２.１ 飛行の経過

2.1.1 飛行記録装置の記録、管制交信記録等による飛行の経過

平成１３年１月３１日、日本航空株式会社（以下「日本航空(株)」という。）所

属ボーイング式７４７－４００Ｄ型ＪＡ８９０４（以下「Ａ機」という。）は、同

社の定期９０７便として、東京国際空港を１５時３６分（日本標準時。以下同

じ。）に離陸し、飛行計画に従って、那覇空港へ向け、計器飛行方式（航空管制の

指示に常時従って行う飛行の方式）により飛行していた。

Ａ機の操縦室には、左前席に機長、右前席に副操縦士昇格訓練中の訓練生、

オブザーバー席には左側に副操縦士、同右側に副操縦士昇格訓練中の訓練生の計

４名が搭乗していた。

国土交通省東京空港事務所に通報された飛行計画は、次のとおりであった。

飛行方式：計器飛行方式、出発地：東京国際空港、移動開始予定時刻：１５時

２５分、巡航速度：４９７kt、巡航高度：ＦＬ３９０（標準大気における高度

３９,０００ft）、経路：ＫＺＥ ＵＲＡＧＡ ＯＣＥＡＮ ＹＺ ＣＥＬＬＯ

ＳＡＫＡＫ Ｗ２８ ＴＡＰＯＰ Ｇ５８１ ＯＮＣ ＮＨＣ、目的地：那覇空港､

所要時間：２時間２２分、持久時間で表された燃料搭載量：３時間５２分、

搭乗者数：４１５名

事故発生地点付近における飛行経過は、飛行記録装置（以下「ＤＦＤＲ」とい

う。）の記録、管制交信記録、航空管制用レーダー記録、ＡＣＭＳ及びＡＩＤＳに

記録された航空機衝突防止装置（以下「ＴＣＡＳ」という。）の記録等によれば、

概略次のとおりであった。

当時、東京航空交通管制部（以下「東京ＡＣＣ」という。）の関東南Ｃセクター

の管制卓には、レーダー対空席に訓練中の航空管制官と訓練監督者、レーダー調整

席に航空管制官の計３名の航空管制官が配置されていた。

１５時４１分１６秒、東京ＡＣＣに対してＡ機は、１１,０００ftを通過して

ＦＬ３９０へ向かう旨を通報し、東京ＡＣＣの訓練中の航空管制官は、これを了承

した。

同４２分１２秒、及び同４４分３３秒、訓練中の航空管制官はＡ機に対し、焼津

ＮＤＢに向けて針路をとるための指示を与え、Ａ機は、これに従う旨応答した。

同４５分２５秒、訓練中の航空管制官はＡ機に対し、通報があるまでＦＬ３５０を

維持するよう指示した。Ａ機はこれを復唱した。なお、このころＦＬ３９０におい

て伊豆大島近傍から和歌山県串本に向け、アメリカン航空１５７便（以下「Ｃ機」
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という。）が飛行していた。

同４６分３８秒、ＦＬ２１６付近を上昇中であったＡ機は、訓練中の航空管制官

からＦＬ３９０へ上昇するよう指示を受け、同４６分４１秒、Ａ機は、ＦＬ３９０

まで上昇する旨、東京ＡＣＣに応答した。

同４６分５１秒、隣接セクターが、日本航空(株)所属ダグラス式ＤＣ－１０－

４０型ＪＡ８５４６（同社の定期９５８便。以下「Ｂ機」という。）の管制移管の

ための操作を行った結果、関東南Ｃセクターのレーダー表示画面上の同機のデータ

ブロックに「ＨＮＤ」の文字が表示され、点滅を開始した。

同４７分０２秒、訓練中の航空管制官はＣ機に対し、他機がいるためＦＬ３５０

まで降下するように指示したが、Ｃ機からの応答はなかった。

同４７分１４秒、日本航空９５２便（以下「Ｄ機」という。）は新東京国際空港

近傍のフィックスへの直行許可を東京ＡＣＣに求め、訓練中の航空管制官は要求を

保留する旨応答した。

同４７分４７秒、関東南Ｃセクターの管制卓では、Ｂ機の業務移管を受けるため

のコンピューター操作が行われた。

同４７分５６秒、訓練中の航空管制官は再びＣ機を呼び出したが、Ｃ機からの応

答はなかった。

同４８分０８秒、訓練中の航空管制官はＤ機に対して、新東京国際空港ターミナル

管制所との交信を指示し、Ｄ機は同４８分１２秒これを了解した。

同４８分１４秒、Ａ機の西方向において、ＦＬ３７０で新東京国際空港へ向け、

計器飛行方式により飛行中のＢ機から東京ＡＣＣに対し、ＦＬ３７０である旨の通

報があり、同４８分１８秒、訓練中の航空管制官は、これを了解した。

訓練中の航空管制官は、引き続き他の航空機との交信を行った。

なお、Ｂ機の操縦室には、右前席に機長、左前席に機長昇格訓練中の副操縦士、

及び航空機関士の計３名が搭乗していた。

同４８分２２秒、それまでＣ機と交信していた関東南Ｂセクターの航空管制官

が、Ｃ機に対し関東南Ｃセクターへの周波数変更を指示した。

同４８分３７秒、Ｃ機からＦＬ３９０である旨、関東南Ｃセクターに通報があっ

た。そのため、訓練中の航空管制官は、再びＣ機に対し、関連航空機がいるため

ＦＬ３５０まで降下するように指示した。Ｃ機は、これを復唱するとともに、

ＦＬ３９０を離脱する旨応答した。

同４３分００秒～５２分００秒の９分間に、訓練中の航空管制官は、訓練監督者

の指導のもとに最大１４機の航空機を管制しており、計３７回の送信を行ってい

た。そのうち１８回の送信には管制指示が含まれていた。この間における１５秒以

上の交信の空白は３回で、１分当たりの送信回数は４～５回であった。同５２分
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００秒から、事故に関連する一連の交信が開始された同５４分２２秒にかけては、

３機に対して計４回の送信を行っており、そのうち出された指示は１回であった。

同５３分５０秒、それまで機首方位２７０゜で上昇を続けていたＡ機は、このこ

ろから左旋回を開始し、程なく２５゜程度のロール角を維持しながら上昇を続け

た。

同５４分００秒には、Ｂ機は、事故発生地点の西方向において、ＦＬ３７０、機

首方位０９５゜、対地速度５６８ktで飛行中であった。また、そのころ、Ｂ機の

ＴＣＡＳ情報を表示する計器（以下「ＴＣＡＳ情報表示器」という。）に表示され

たＡ機のシンボルマークの横には、Ａ機が上昇中であることを示す上向きの矢印が

表示されていた。

同５４分１５秒、東京ＡＣＣの関東南Ｃセクターのレーダー表示画面に異常接近

警報（コンフリクト・アラート、以下「ＣＮＦ」という。）が作動した。その時の

レーダー表示画面には、Ａ機のＦＬは３６７、Ｂ機のＦＬは３７０と表示されてい

た。

同５４分１８秒、Ｂ機のＴＣＡＳにおいて、接近する航空機があることを示す

トラフィック・アドバイザリー（以下「ＴＡ」という。）が作動した。

同５４分１９秒、Ａ機のＴＣＡＳにおいてＴＡが作動した。Ａ機は、ＦＬ３６９

で左旋回を続けながら上昇中であり、レーダー表示画面にもＦＬは３６９と表示さ

れていた。

なお、ＴＡが作動すると、ＴＣＡＳ情報表示器上に対象機が黄色で表示されると

ともに、「TRAFFIC, TRAFFIC」の音声がＴＣＡＳにより操縦室内に向けて発せられ

る。

同５４分２６秒～２９秒の間に、それまでエンゲージされていたＢ機のオート・

スロットルがオフとなった。

同５４分２７秒～３２秒の間、訓練中の航空管制官は、Ａ機に対して、ＦＬ３５０

まで降下すること、及び関連航空機があるので降下を開始することを指示した。

同５４分３２秒、それまでエンゲージされていたＡ機のオート・パイロットがオフ

となった。

同５４分３３秒、Ａ機の燃料流量が減少し始めた。

同５４分３３秒～３８秒の間、ＦＬ３７１付近を上昇中であったＡ機は、訓練中

の航空管制官からのＦＬ３５０までの降下指示に従い、ＦＬ３５０まで降下するこ

と及び関連航空機を視認している旨を応答した。なお、管制交信記録によれば、同

５４分３５秒～３８秒の間、Ａ機からの送信の中に「CLIMB, CLIMB, CLIMB」の音

声が記録されていた。

同５４分３４秒、Ａ機のピッチ角が減少し始めた。
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同５４分３４秒、Ｂ機のＴＣＡＳは、回避を指示するレゾリューション・

アドバイザリー（以下「ＲＡ」という。）が作動し、－１,５００ft/minの降下を

指示した。同５４分３５秒にＡ機もＲＡが作動し、１,５００ft/minの上昇を指示

した。

このころ、Ａ機は、旋回しながらＦＬ３７１付近を上昇中であり、Ｂ機は、機首

方位０９５゜でＦＬ３７０を巡航中であった。

なお、ＴＡがＲＡに変わると、ＴＣＡＳ情報表示器上の対象機の表示が、黄色か

ら赤色に変わるとともに、上昇の回避指示の場合は、計器上に上昇率の指示が表示

され、かつ「CLIMB, CLIMB, CLIMB」の音声がＴＣＡＳにより操縦室内に向けて発

せられる。降下の回避指示の場合は、計器に降下率の指示が表示され、かつ、

「DESCEND, DESCEND, DESCEND」の音声がＴＣＡＳにより操縦室内に向けて発せら

れる。

同５４分３７秒、減少していたＡ機のピッチ角が、一瞬わずかに増加したが、そ

の後減少を続けた。

同５４分３８秒、Ａ機のオート・スロットルがオフとなった。

同５４分３８秒～４１秒の間、訓練中の航空管制官は、Ｂ機に対し、間隔設定の

ため１３０゜の方向へ針路変更するよう指示した。これに対するＢ機からの応答は

なかった。

同５４分３９秒～４３秒の間、Ａ機のエンジンの燃料流量が、一時的に上昇した

が、その後減少を続けた。

同５４分３９秒、それまでエンゲージされていたＢ機のオート・パイロットがオフ

となった。

同５４分４０秒、Ａ機は、左旋回を続けながら上昇の頂点（ＦＬ３７２）に達

し、その後、高度が低下し始めた。

同５４分４３秒、Ｂ機の高度が低下し始めた。

同５４分４６秒、Ａ機のロール角が、一時的に左３０゜を超えるまで増加、この

後、浅くなり始めた。このころＡ機は、既にロールアウトを開始しており、機首方

位が徐々に２０７°の方向に向き始めた。

同５４分４９秒、Ｂ機のＲＡはインクリース（－２,５００ft/minの降下指示）

となった。この時、Ｂ機はＦＬ３６９を降下中であり、Ａ機はＦＬ３７０を降下中

であった。このころ、Ａ機のＲＡは、１,５００ft/minの上昇を指示していた。

なお、ＲＡがインクリースになると、降下の回避指示の場合は、ＴＣＡＳ情報表

示器に降下率の増加が指示されるとともに「INCREASE DESCENT, INCREASE DESCENT｣

の音声がＴＣＡＳにより操縦室内に向けて発せられる。

同５４分４９秒～５２秒の間、訓練中の航空管制官は、Ｂ機に対して、間隔設定
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のため１４０゜の方向へ針路変更するよう指示した。これに対し、Ｂ機からの応答

はなかった。このころ､Ｂ機はＦＬ３６９付近を降下中であり､Ａ機はＦＬ３７０～

３６９を降下中であった。

同５４分５１秒～５５分１２秒の間、Ａ機とＢ機のフライトレベルは、次のとお

り変化している。（注：下記の高度データは、誤差を含むものである。同５５分

１１秒ごろの最接近時の高度差については、3.2.6項を参照）

時刻 （１５時） Ａ機のＦＬ Ｂ機のＦＬ

５４分５１秒 ３６９ ３６９

５２秒 ３６９ ３６９

５３秒 ３６８ ３６８

５４秒 ３６８ ３６８

５５秒 ３６７ ３６８

５６秒 ３６７ ３６７

５７秒 ３６６ ３６７

５８秒 ３６６ ３６６

５９秒 ３６６ ３６６

５５分００秒 ３６５ ３６５

０１秒 ３６５ ３６５

０２秒 ３６５ ３６４

０３秒 ３６４ ３６３

０４秒 ３６３ ３６３

０５秒 ３６３ ３６２

０６秒 ３６２ ３６１

０７秒 ３６２ ３６０

０８秒 ３６０ ３５９

０９秒 ３５８ ３５８

１０秒 ３５７ ３５８

１１秒 ３５５ ３５７

１２秒 ３５４ ３５７

同５４分５４秒、Ａ機のＴＣＡＳ情報表示器上に、Ｂ機が降下中であることが表

示された。この表示は、Ｂ機のシンボルの脇に下向きの矢印で表示される。

同５４分５５秒～５７秒の間、東京ＡＣＣでは訓練中の航空管制官から訓練監督

者に交代し、訓練監督者は日本航空９５７便に対して、降下を開始するよう指示し
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たが、付近に該当する航空機はなかった。

同５５分０２秒～０５秒の間､訓練監督者は､Ａ機に対してＦＬ３９０まで上昇す

るよう指示した。これに対するＡ機からの応答はなかった。このころＡ機のＲＡ

は、１,５００ft/minの上昇を指示しており、Ｂ機のＲＡは、－２,５００ft/minの

降下を指示していた。

同５５分０５秒、Ａ機の降下のピッチ角が更に大きくなり始めた。Ｂ機は、ＦＬ３６２

付近を降下中であったが、同機の操縦桿の角度が機首下げ側から機首上げ側に変化

した。なお、Ｂ機のＲＡは、－２,５００ft/minの降下を指示していた。

同５５分０６秒、Ａ機がＦＬ３６２まで降下していた時、Ａ機のＲＡはインクリース

（２,５００ft/minの上昇指示）となった。Ａ機のＣＡＳは、２８４ktで、降下中

においてほぼこの付近で安定していたが、このころから増加し始めた。

なお、ＲＡがインクリースになると、上昇の回避指示の場合は、ＴＣＡＳ情報表

示器に上昇率の増加が指示されるとともに、「INCREASE CLIMB, INCREASE CLIMB」

の音声がＴＣＡＳにより操縦室内に向けて発せられる。

同５５分０７秒、Ａ機のピッチ角がこの降下中、機首下げ側で最大－１０.８°

となった。同機のピッチ角は、この後、徐々に機首上げの方向に戻された。

同５５分０８秒ごろ、Ａ機の燃料流量は、アイドル付近の値に低下していた。こ

のころＡ機は、ＦＬ３６０付近を降下中であった。

同５５分０９秒、Ｂ機のＴＣＡＳ記録ではインクリースＲＡがＴＡとなった。こ

れは、Ａ機の情報を受信できない状態が連続したためであり、その結果、同時刻に

ＴＣＡＳ装置からデータが削除されるトラック・ドロップとなり、Ｂ機のＴＣＡＳ

情報表示器上からＡ機のシンボル表示は消え、ＴＡは表示されなかった。

同５５分１０秒、Ｂ機のＴＣＡＳにおいて、Ａ機の情報が再受信され、Ａ機の

シンボルは再表示されたが、受信直後であったため、回避指示は出なかった。

同５５分１１秒ごろ、Ａ機とＢ機が最接近した。

同５５分１３秒、Ａ機は、ＦＬ３５３付近を降下中において、ＣＡＳが本降下中

最大の２９９ktに達した。この時、Ａ機の燃料流量は、アイドル付近の値となって

おり、ピッチ角は－５.５゜まで戻されていた。

この時Ｂ機は、ＦＬ３５６付近を降下中であった。

同５５分１５秒、２,５００ft/minでの上昇を指示し続けていたＡ機のＲＡがＴＡ

となり、ＣＬＲ ＣＦＴとなった。

同５５分１８秒、Ａ機は、ＦＬ３４８付近まで降下していたが、このころから、

Ａ機のピッチ角が正の値となり始めた。

同５５分２０秒、Ａ機は、ＦＬ３４８付近となり、同５５分２１秒から上昇に移

り始めた。
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同５５分２１秒～２７秒の間、東京ＡＣＣに対し、ＲＡが作動したこと、現在降

下していること、及び再び上昇するとの通報があった。この通報は、便名は含んで

いなかったが、調査の結果、Ｂ機からのものであった。この間､Ｂ機は､ＦＬ３５３

付近まで降下していたが、同５５分２６秒ごろには上昇し始めていた。

同５５分２９秒、東京ＡＣＣの訓練監督者は、「日本航空９０・・８便、了解」

と応答した。付近には該当する航空機はなかった。

同５５分３２秒～３４秒の間、Ａ機は、東京ＡＣＣに対し、関連航空機は解消し

た旨通報し、同５５分３６秒～３７秒の間、訓練監督者は、これを了解した旨、Ａ機

に応答した。

Ａ機が降下中の同５５分００秒ごろから、再び上昇し始めた同５５分２１秒ごろ

までの間に、顕著な垂直加速度の変化があり、同５５分０６秒には－０.５５Ｇ、

同１７秒には＋１.５９Ｇが発生した。なお、垂直加速度は、機体の重心位置付近

の値を示す。

Ａ機は、オート・パイロット及びオート・スロットルを再エンゲージした。さら

に、東京ＡＣＣに対し、「ＤＣ－１０型機とのニアミス」があった旨を通報し、そ

の後、負傷者が発生しているため東京国際空港へ引き返すことを要求し、了承され

た。

Ａ機は、１６時４４分、同空港に着陸した。

なお、Ｂ機は、Ａ機を回避後、オート・パイロット及びオート・スロットルを再

エンゲージして飛行を続け、１６時３２分、新東京国際空港に着陸した。

（付図１､２､３､４､５､６､７､８､９､１０､１１､１２､１３､別添１及び２参照）

2.1.2 飛行の経過に関する運航乗務員の口述

2.1.2.1 Ａ機の機長

Ａ機の飛行の経過は、機長によれば、概略次のとおりであった。

東京国際空港を滑走路３４Ｒから１５時３５分に離陸した。エンジン、機

体とも異常はなかった。高度約５,０００ft、２５０ktに加速した時点で、

オート・パイロットを入れた。ＭＩＵＲＡポイントの手前でヘディングを右

に振るよう指示があり｢DIRECT ＹＡＩＺＵ」のクリアランスがきた。

ＹＡＩＺＵポイントに向けＦＬ３９０へ上昇中、１１時の方向に飛行機雲

を引いて飛行しているトラフィックを確認した。私達の位置からの距離は

４０nm程度で高い高度だった。そのトラフィックについて、どの程度の距離

になったらＮＤ（航法指示計器）上に表示されるかについて、訓練生と話し

合った。トラフィックが、２５nmの位置になった時に、ＮＤ上にＴＣＡＳに

よる表示が現れた。ＴＣＡＳ表示高度は、ＦＬ３７０だった。クルー間で
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「あのトラフィック気になるね」という話はした。

焼津付近でコース２０７°へ乗るように左旋回を開始した。旋回終了後、

ＦＬ３７０に近づきつつあったころ、東京ＡＣＣから「DESCEND FL350」の指

示があり、これはトラフィックとの距離を保つためのものだと理解したが、

まだ差し迫った状況ではなく、我々にトラフィックの下を行かせるのだなと

思った。多くのトラフィックを総合的にコントロールしている管制の指示に

従い降下した。

上昇中の降下指示だったのでオート・パイロット、オート・スロットルを

オフとし、パワーをアイドルにして降下を開始した。実際には慣性により

ＦＬ３７１あたりまで上昇した。

機体が降下し始めたころ、ＴＣＡＳのＴＡである「TRAFFIC, TRAFFIC」が

発せられた。

その直後、ＴＣＡＳのＲＡである「CLIMB, CLIMB, CLIMB」が発せられた。

その時、相手機はほぼ同高度で右前方に近づいていたが、既に降下の操作

をしており、衝突を回避するには、この高度では、ＴＣＡＳの指示に従うよ

りは降下を続ける方が最良と判断しＦＬ３５０への降下を続けた。また、不

十分なスラストのままピッチアップすると、ストールしてしまう危険性があ

り、更に危険な状況となってしまうとの考えもあった。

相手機は、ＦＬ３７０をほぼ水平飛行しているように見えた。

相手機との相対位置が変化しなかったので、このままだと衝突すると思

い、更なるピッチダウン操作を行った結果、その後相手機は目線の高さを右

から左に通過していくように見えた。

機長報告書には、相手機との最接近距離は、垂直距離１０ｍ程度と表現し

たが、ＤＣ－１０の下をかいくぐるように操作しているなかで、ＤＣ－１０

が前方の窓いっぱいに見え、衝突を回避できた。その時の高度は､ＦＬ３６８～

ＦＬ３６８.５であったと書いた記憶がある。

ＦＬ３５０でレベルオフ操作を行い、ピッチ、スラストレバーを安定させ

た後、オート・パイロットをエンゲージした。レベルオフ後、東京ＡＣＣに

対して異常接近の報告を行った。

ＣＰ（先任客室乗務員）からインターホンで連絡を受け、乗客及びＣＡ

（客室乗務員）の数名が負傷しているとのことだった。羽田への引き返しを

決心し、クリアランスをもらい、１６時４４分羽田空港に着陸した。

（注）同機長からは、2.1.2.3項(注)にある、本事故調査の最終段階における

副操縦士の「キャプテンＤ(Ｃ)１０降りてます」との助言については、

「認識できなかった」との口述があった。
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2.1.2.2 Ａ機の副操縦士昇格訓練中の訓練生

Ａ機の飛行の経過は、右前席に着座していた副操縦士昇格訓練中の訓練生によ

れば、概略次のとおりであった。

東京国際空港を１５時３５分、滑走路３４Ｒから離陸した。離陸後、東京

ディパーチャーにコンタクトしたら、すぐに「VECTOR TO ＭＩＵＲＡ」、高度

はＦＬ３９０まで上昇の指示であった。

その後再び「VECTOR TO ＹＡＩＺＵ」、そして「DIRECT ＹＡＩＺＵ」と指

示があった。

天候は非常に良好であり、視程、気流ともすべて問題はなかった。

はるか彼方の１０時～１１時の方向に、結果的にはそれがＢ機のものだっ

たのだが、飛行機雲が見えた。トラフィックがあるということで、クルーで

共通の認識を持った。

その後、ＮＤ上にトラフィックの表示が出た。３０～４０nmの距離で高度

はＦＬ３７０を示していた。

焼津ＮＤＢ上空付近で左旋回をし、南に向いたときには、かなりトラフィック

が近いことを認識していた。

上昇中、ＦＬ３６５～３７０くらいの時に、ＡＴＣから「JAL907 DESCEND

AND MAINTAIN FL350」といわれた。我々は既に目視しているトラフィックに

よるものと判断し、キャプテンは、オート・パイロット、オート・スロットル

を外し、マニュアルで降下を開始した。結果的に、慣性の影響でＦＬ３７２

くらいまで上昇し、その後下がり始めた。

その降下の操作中にＴＣＡＳが作動し、ＴＡ「TRAFFIC, TRAFFIC」が発せ

られた。

その後ＲＡ「CLIMB, CLIMB, CLIMB」が発せられたが、キャプテンは、ＡＴＣ

から言われたこともあって、「このまま降下するから」と降下を継続した。

ピッチダウンのみで、バンクはとっていない。（注）

結果的に目の前か、目の前から若干上をＢ機が通過するような感じで、こ

のまま行くと衝突すると思った。キャプテンは更にピッチダウンし、その

時、体が浮き上がる感じがした。

その後、ＡＴＣから「CLIMB AND MAINTAIN FL390」という指示がきた。そ

れに従って上昇を開始し、上昇中、機体が安定した状態でオート・パイロット

を入れた。

ジャンプシートに座っていたＦＯ（副操縦士）が、機体の損傷、客室の状

況を確認し、けが人がいるということなので羽田に戻る決心をした。
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戻る途中、後席の２名はカンパニーとの連絡及び客室の状況の確認を行っ

た。

１６時４４分に東京国際空港の滑走路３４Ｌに着陸した。

（注）同訓練生からは、本事故調査の最終段階において、「副操縦士は外部

視認により、『キャプテン、向こうも降りています』と言った」との意

見の提出があった。

2.1.2.3 Ａ機の副操縦士

Ａ機の飛行の経過は、左後席に着座していた副操縦士によれば、概略次のとお

りであった。

管制からの「DESCEND FL350」という指示はスマートではないが、あり得る

指示と思った。相手機を視認していたのでそれを避けるためであると思っ

た。時間間隔は定かではないが、ＴＡの後に、ＲＡの「CLIMB, CLIMB, CLIMB｣

が発せられた。しかしながら、この時点で「DESCEND FL350」に従って降下の

ための操作がされており、スラストレバー・クローズ、かつピッチも既に降

下のための姿勢をとっていたため、機長は「もう降りているので、降りま

す」と言いながら、更に降下する操作を続けた。この時点でＴＣＡＳのＲＡ

指示に従うように、再度マックスパワーをアプライし、ピッチアップをＲＡ

のコマンドに従ってするということは、高々度の３７,０００ft近辺であった

と思うが、非常に危険であった。

この数十秒間、後席に着座していた私には、計器は見えなかった。右前方

１時か２時くらいの方向に相手機を視認し続けていたため、ＴＣＡＳの

オーラル・アナウンシエーションを耳で聞きながら目で相手機を捉えてい

た。この間の機長の操作は、何の違和感もなく、私にとっては、すべてに

タイムリーな処置がされていたと思う。（注）

ＴＣＡＳのインクリースＲＡは聞いていない。ＡＴＣは何か言っていたよ

うだが、それどころではなかった。また、最接近時の距離は相手機の胴体か

ら１０メートルぐらいと感じた。

その後、けが人がいるとのことで、機長の許可を得て客室内を一周し、対

応処置を行った。

（注）同副操縦士からは、本事故調査の最終段階において、同副操縦士は

「ＲＡ発生の前後に、すでに航空管制官からの指示により降下をしていた

時、『キャプテンＤ(Ｃ)１０降りてます』という趣旨の言葉で伝えた」と

の意見の提出があった。
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2.1.2.4 Ｂ機の右席の機長

Ｂ機の飛行の経過は、機長によれば、概略次のとおりであった。

当日は、成田、釜山そして成田の日帰りパターンだった。

副操縦士の機長昇格のためのＯＪＴ中で、彼が往復とも左席でＰＦ（操縦

中の操縦士）をしていた。ＰＩＣ（機長）は私です。それまで、管制機関に

対する周波数の変更は、通常どおりに行われてきた。

ＸＭＣ（河和ＶＯＲＴＡＣ）を出て、ＸＭＣとＸＡＣ（大島ＶＯＲＴＡＣ)

の中間より手前くらいで、ＰＦが「１０～１１時の方向にトラフィックがい

ます。」ということで、飛行機雲を引いていたので確認できた。ＴＣＡＳ画

面上でも１０nmアークの外側の約１２～１３nmくらいの位置に表示されてい

た。

相手機が、ＹＡＩＺＵの上空で旋回しているのを見たとき、距離は約１０nm、

ＦＬ３７０でＴＣＡＳのＴＡ「TRAFFIC,TRAFFIC」が出てきた。相手機の高度

もＦＬ３７０を表示していた。ＰＦはＲＡに備え、オート・スロットルを解

除した。

ほどなく、ＴＣＡＳのＲＡ「DESCEND, DESCEND, DESCEND」が作動してＰＦ

がオート・パイロットをオフとし、パワーをアイドルにしノーズを徐々に下

げた。この時の降下率は１,０００ft/min弱だったので「もっと、さげて下さ

い。」とアドバイスしながら、私が操縦桿を手で押した形になった。

ほどなく、「INCREASE DESCENT, INCREASE DESCENT」のＴＣＡＳが出た。

私は、これは早く降りなければいけないと思い、「スピード・ブレーキを引

きます。」と言ってスピード・ブレーキをフルまで引いた。ＰＦはノーズを

更に下げた。シートベルトサインをオンにした。その時に外を見ると相手機

が同じ見え方で、左前方から近づいてくるのが見えた。最終的にはどんどん

近づいて来るという形だった。降下の仕方も我々と同じように見え、胴体上

面が目視でき、降下率を増そうとしていると判断できたので、これは非常に

危険だと感じた。ＰＦも同じような感じだとは思ったが、会話などしている

暇はなく、ほぼ同時に二人で操縦桿を引き上げた。

パワーはＰＦがパワーアップした。ここからは、外を見ながらの回避だっ

た。スピード・ブレーキをフルに引いたままだったので、バフェットが発生

した。バフェットを感じながらも操縦桿を引いたままにして、緩めないでい

たところ、瞬間的に大きな機体が下を抜けていった。

交差した時は前というよりも横の方という感じだった。１０時半より１０時

寄りかなという感じだった。ノーズ・ダウンしているなというのは分かっ

た。相手機の背中が見えたからだ。高度は一緒について来る感じで、かなり
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ノーズ・ダウンしているなという印象だった。それを見たので、これは引く

しかないという判断をした。

私の記憶では管制機関からは何の指示もなかった。

ＴＣＡＳのウォーニングが「INCREASE DESCENT, INCREASE DESCENT」と頭

の上から言われるように聞こえ、管制機関からは何もなかった。私自身は何

も聞いていない。その後、ＦＬ３７０に戻りながら、管制機関に「ＴＣＡＳ

が発生して降下した。現在上昇中で、ＦＬ３７０に向け３５,５００ft通過

中。」と通報したが、これがすれ違った後、管制機関に最初に発したもので

ある。管制機関からは確か「ラジャー」だけだった。

ＦＬ３７０に達し、９０７便が管制機関に対し行った「ニアミスがありま

した・・・」との内容の日本語による通報を聞き、あれは９０７便だったの

だなと認識した。

その後、無事に成田に着陸した。

2.1.2.5 Ｂ機の左席で機長昇格訓練中の副操縦士

Ｂ機の飛行の経過は、左席で操縦していた機長昇格訓練中の副操縦士によれ

ば、概略次のとおりであった。

釜山国際空港を出発し、ＦＬ３７０で新東京国際空港に向け飛行を継続し

た。２回高度をおさえられたため、ＦＬ３７０に達したのはＪＥＣ（美保

ＶＯＲＴＡＣ）の手前だったと思う。

その後、ＸＭＣの前後で１２４.５５MHzだったと思うが、無線機の周波数

を東京ＡＣＣにチェンジし、通信設定は終了した。

ＸＭＣからＸＡＣに向けて飛行中、ＲＡが作動の前後だが、かなり小さな

声で、「９０７」か「９５７」かどちらかはっきりしないが、「降下して下

さい。」というのを聞いた。

その後だと思うのだが、ＴＣＡＳ表示器上１２～１３nmにＦＬ３７０の上

昇降下の矢印なしのトラフィックを確認した。同時に目視でも１０～１１時

の方向にトラフィックを確認した。なぜ同高度にトラフィックがいるのかと

疑問に思った。

そうこうするうちに、ＴＣＡＳのＴＡ「TRAFFIC, TRAFFIC」が発生した。

ＲＡに備えてオート・スロットルをオフとした。

その後、ＲＡ「DESCEND, DESCEND, DESCEND」が作動した。私は、オート・

パイロットをオフとして、スロットルを絞り、降下態勢にしたが、降下率が

少なくてキャプテンから指摘を受けた。降下中も、トラフィックは、斜め上

方１０～１１時の方向にチラチラと見えていた。
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その後、ＲＡ「INCREASE DESCENT, INCREASE DESCENT」が作動した。

キャプテンは、スピード・ブレーキをフルにし、ベルト着用サインをオンに

した。

計器を見る余裕がなく、同じ方向から、相手機がどんどんこちらに突進し

てくる感じで、ＴＣＡＳに従って降下しているのに何故という疑問をもっ

た。その後更に相手機が大きくなって、ちょうど自機の左翼の突端か、少し

中にはいった所あたりで、機首を下げているのが見受けられた。あの時点で

あの姿勢では、相手機は、機首を１０°～１５°前後下げていたので、相手

機も同高度で降下していると思い、とっさにパワーを入れホイールを引い

た。相手機のテールの部分が引っかかるのではと思うほど近かった。相手機

の機影が見えなくなってしばらくして、抜けたと思った。

その後、しばらくしてキャプテンが東京ＡＣＣに対して、ＴＣＡＳによる

ディセントをしたこと、今から元の高度に戻ることを通報していた。それに

対する答えは、「ラジャー」のみで、男性の声だったように記憶している。

ＣＰがコックピットに入ってきて、キャビンには異常がないとの報告を受

けた。

その後、予定どおり新東京国際空港に着陸した。

2.1.3 航空管制官の口述

2.1.3.1 訓練中の航空管制官

関東南Ｃセクターのレーダー対空席でＡ機及びＢ機を航空交通管制していた訓

練中の航空管制官の口述は、概略次のとおりであった。

１２時３０分に出勤し、同３５分から約１時間、事故当時指導を受けてい

た航空管制官からシミュレーターを用いた関東南Ｃセクターの訓練を受け

た。

１４時３０分に、当直チーム交代のため管制室に入り、同４０分から関東

南Ｃセクターのレーダー対空席に着席し、実地訓練を受けていた。私の現在

の技量は、山登りに例えると４合目付近だと思う。実地訓練を受けていた当

時の交通量は、なんとか処理できる程度のものだった。

新東京国際空港に到着する航空機があったので、Ａ機に対して、磁針路

２４０゜で飛行させた後、ＹＡＩＺＵに直行する指示を出した。さらに、

Ａ機にはＦＬ３５０を暫定維持高度として指定した。これは、太平洋上で交

差する可能性のあるＣ機がＦＬ３９０で飛行していたためである。

その後、Ｃ機が指示に従ってＦＬ３９０からＦＬ３５０に降下を始めたの

で、Ａ機に対して希望高度であるＦＬ３９０に上昇する指示を出した。
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Ｂ機については、隣接セクターからの業務継承及び通信設定をいつ行った

か覚えていない。

ＣＮＦが作動し、Ａ機とＢ機のデータブロックに「ＣＮＦ」の文字が点滅

表示されて、はじめて、Ｂ機の存在に気付いた。私はＢ機を降下させること

が、適切だと判断してＦＬ３５０に降下する指示を出したが、Ａ機に指示を

出した意識はなかった。

今までにもＣＮＦが作動した経験はあるが、今回はＢ機の存在を意識して

いなかったので、びっくりしてしまった。

Ｂ機が降下を開始しないので、同機に対して磁針路１３０゜を指示した。

その後、同機からの応答がないので磁針路１４０゜を指示した。

その直後に管制卓における交信は訓練監督者と交代した。

2.1.3.2 訓練監督者

関東南Ｃセクターのレーダー対空席でＡ機及びＢ機を航空交通管制していた訓

練中の航空管制官を監督していた訓練監督者の口述は、概略次のとおりであっ

た。

１２時３０分に出勤し、３５分から約１時間にわたり当該訓練生に対し、

シミュレーターを用いて関東南Ｃセクターの訓練を行った。以前に実施した

ことのある訓練問題であったので、そつなく処理できたと思う。１５時１５分､

レーダー対空席で指導監督していた航空管制官と交代して当該訓練生の指導

監督を引き継いだ。

Ａ機と太平洋上で交差する可能性のあるＣ機が、ＦＬ３９０で飛行してい

た。私は訓練生に対して、Ａ機にＦＬ３５０を暫定維持高度として指定する

ように指導した。

隣接セクターと調整が行われた結果、訓練生はＡ機に希望高度である

ＦＬ３９０に上昇する指示を出した。航空交通の流れが整えられたので、

Ａ機とＣ機が交差する位置や両機に出した指示、それ以外の両機に対する措

置の仕方を説明した。その他の航空機についても、それまでの交通状況、訓

練生が行った一連の指示及び他の措置の方法について説明をしていた。

その説明が終わるころに、Ａ機とＢ機のデータブロックに「ＣＮＦ」の文

字が点滅表示された。Ｂ機の存在を失念していたので、あわててしまった。

この時点では、Ｂ機を降下させることが最も良い判断だと思っていたので、

訓練生がＡ機を降下させたにも拘わらず、Ｂ機に対する指示が出されたと思

い込んでしまった。訓練生が降下指示を発出し、それがＡ機であることは後

で分ったことだが、Ａ機が復唱している時に、バックに何か警報のような音
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が聞こえてきた。

Ｂ機の高度が変わらないので、訓練生は、磁針路１３０゜への変針を指示

したが、これは訓練生の判断だった。高度間隔を設定するための措置が先決

だとは思ったが、あえて修正する必要はないと思った。

Ｂ機の高度もコースも変わらないので、訓練生が再度、磁針路１４０゜へ

の変針を指示した後、私が交信を替わった。

2.1.3.3 レーダー調整席の航空管制官

関東南Ｃセクターのレーダー調整席の航空管制官の口述は、概略次のとおりで

あった。

１５時１５分ごろから、レーダー調整席に着いた。 私は、Ａ機が磁針路

２４０゜からＹＡＩＺＵに直行指示を受けたころ、当該機の高度は確認して

いる。高度は覚えていないが、その時の高度は、ＹＡＩＺＵに達するまでに

承認高度のＦＬ３９０まで到達可能な高度になっていたと思った。

Ｂ機の存在はレーダー表示画面上で確認しており、両機の位置関係からＡ機

には、その時点でＳＡＫＡＫに直行指示を出してもよいと思ったが、Ｃ機が

あり、その関係でＹＡＩＺＵ経由で飛行させているものと思った。

その後、Ａ機は、Ｃ機との関連でＦＬ３５０が暫定維持高度として指定さ

れたが、関東南ＢセクターからＦＬ３９０へ上昇させてよい旨の調整があ

り、私がそれをレーダー対空席に伝えた。

Ａ機とＢ機のデータブロックに「ＣＮＦ」が表示されたときに、自分もそ

のことに気が付いた。両機の関係からはＢ機を降下させるのが普通だが、

Ａ機を降下させても高度間隔は設定できると思った。最接近直前のＡ機の

高度は確認できなかったが、Ｂ機のデータブロック上の表示はＦＬ３６９で

あった。

両機がすれ違った後の１６時００分ごろ、レーダー対空席に着席していた

訓練監督者に交代を勧め、業務引継が完了した後、自分もレーダー調整席の

業務を替わってもらった。

2.1.4 事故時の客室内状況

2.1.4.1 Ａ機のＣＰ及びＣＡの口述

Ａ機の事故時の客室内の状況は、ＣＰ及びＣＡの口述によれば、概略次のとお

りであった。

離陸して約１０分後、シートベルト着用サインが消灯後、機内テレビジョン

にニュースの放映を開始した。しかし、その後も気流による通常の揺れがあ
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り、ギャレー内で飲み物の準備をしながら、サービス可能な状況になるま

で、約５分待っていた。サービスが開始されて約５分後に、上昇中のはずな

のに「フワー」と沈むような嫌な揺れが数回あって、その直後に急降下し

た。

「急降下」当時の状況は、前方客室、後方客室及び２階客室ごとに要約す

ると、次のとおりであった。

(1) 前方客室（コンパートメントＡ～Ｃ）

「身体が機体前方に引っ張られるような感じの揺れ」、あるいは「フワ

フワと２回ほど通常の縦揺れ」の直後に、急降下があり、スローモーション

で（約２～３秒）身体が浮き上がった。ギャレーカートは、握ったり押さ

えたりしたが、身体と一緒に浮き上がり、落下した。

その揺れは、ＣＡが天井で背中や頭を打ち、ギャレーカートが落下時に

横転するほどであったが、５台中２台のギャレーカートは、元の位置に立

っていた。

(2) 後方客室（コンパートメントＤ～Ｅ）

「ゆっくりした上下の揺れが２～３回あり、おかしいと感じた」、ある

いは「足が床から離れない程度の揺れがあり、タービュランスと思った」

その瞬間に、機体が急降下した。その時、ほとんどのＣＡは、とっさに何

かにしがみつこうとしたものの、ギャレーカートを押さえるのが精一杯の

状態で浮揚し、身体が天井パネルに、それを突き破るほどの衝撃で当たっ

て急激に床にたたき落とされた。この状況は、「気が付いたら真っ暗な天

井裏で横転していた」、また、「自分の側にいた別のＣＡと一緒に浮いて

いた」といったような、一瞬の出来事であった。

１台のギャレーカートは、天井裏に跳ね上げられ、横転していた。その

他のギャレーカートは、通路に落下、あるいは横転し、中には損傷したも

のもあった。

(3) ２階客室（アッパー・デッキ）

「２回、スーと沈んだ」直後、ギャレーカートが浮き上がってきたので

必死で押さえつけたが、足が離れ、乗客の頭の高さくらいまで浮いた。

その後、ギャレーカートと一緒に元の位置に立っていた。

2.1.4.2 Ａ機の乗客の口述

事故時の客室内状況について、面接、電話又は書面等によりＡ機の乗客から得

た口述によれば、概略次のとおりであった。

急な降下をしたのは、「シートベルト着用サインが消灯した直後からＣＡに
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よる飲み物のサービスが開始されて、約５分経過したころ」、「右側窓から富

士山が見え、リラックスし始めたころ」あるいは「最初に２回ほどグラグラと

横揺れを感じた直後」であった。

急な降下当時の状況について、前方客室、後方客室及び２階客室ごとに要約する

と次のとおりであった。

(1) 前方客室

「突然、フワーとエアポケットに入った」、「ジェット・コースターに乗っ

たよう」、「フリーフォールの着地時のような衝撃があった」、「ドンと下

がり、コップが浮いた」、あるいは「機首が急にガタンと下りた」など、感

じ方は様々であったが、シートベルト非着用の者は浮揚し、天井等に当た

り、落下した。

(2) 後方客室

前方客室と同様､「エアポケット」､「フリーフォール」､又は「ジェット・

コースターのようだった」と感じた者が多かったが、「機首が真っ逆さまに

なる感じ」､あるいは「ゆっくり数えて１０程度の垂直降下だった」などの

表現もあり、シートベルトを着用していても身体が持ち上がり、非着用者に

あってはいきなり天井にぶつかったなどであった。

(3) ２階客室

「ジェット・コースターのようだった」､「急に前に突っ込むように、機

首が下がり、真っ逆さまに降下した」､あるいは「降下、横揺れ、更に軽く

降下後に、いきなり落ちた」等であった。

また、客室内の全般的状況としては、「パンフレット、靴、バッグなどが後方

に飛んだ」､「客室乗務員が宇宙遊泳のように浮かんでいた」､「飲み物が天井をつ

たわって降りかかった」､「悲鳴が聞こえた」などと表現されるような状況であっ

た。

乗客が聞いた機内アナウンスには、急な降下の約１０分後にあった降下の説明

として、「気流の変化」、「管制からの指示」、「他の航空機との回避操作」な

ど様々なものがあった。さらに、ドクターコールの時には「お医者さんか看護婦

さんはいませんか」、しばらくして、「けが人が出たので引き返します。到着予

定は１６時４５分ごろです」などの機内アナウンスがあった。

なお、前方客室の男性からは、「左窓から、左後方を少し見上げる感じで、

５００～６００ｍ程度の距離に航空機が見えた」との口述があった。
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２.２ 人の負傷に関する情報

日本航空(株)、関係機関及び当委員会の調査結果を総合すると、Ａ機における負傷

者数は、以下のとおりであった。なお、軽傷者については、本人の口述（電話又は書

面）のみによるものも含む。

重 傷： 乗客 ７名、 ＣＡ ２名、 合計 ９名

軽 傷： 乗客 ８１名、 ＣＡ １０名、 合計 ９１名

負傷者計： 乗客 ８８名、 ＣＡ １２名、 合計 １００名

Ｂ機については、負傷者はなかった。

（付図１４参照）

２.３ 航空機の損壊に関する情報

事故後、Ａ機とＢ機を調査した結果、両機の機体外部に損傷は認められなかった

が、Ａ機の客室の一部が破損していた。

各部の破損状況の詳細は、以下のとおりであった。

(1) 座席

破損の結果、交換した座席を列記する。( )内は付図１５の位置番号を示す。

座席１９Ｇ席の右アームレスト部が破損していた。(①)

座席３１Ｈ席の左アームレスト部が破損していた。(②)

座席３２Ｈ席の左アームレスト部が破損していた。(③)

座席３３Ｇ席の右アームレスト部が破損していた。(④)

座席３５Ｈ席の左アームレスト部が破損していた。(⑤)

座席４１Ｇ席の右アームレスト部が破損していた。(⑥)

座席４４Ｃ席の右アームレスト部が破損していた。(⑦)

座席４５Ｃ席の右アームレスト部が破損していた。(⑧)

座席３２ＢＣ席のテーブル部が破損していた。 (⑨)

(2) 天井板

左側通路付近

座席３２付近の天井板の一部に打痕があり、曲がっていた。

座席３３付近の天井板の一部に亀裂があった。

座席４１付近の天井板は亀裂があり、床に落下していた。

座席４２付近の天井板の一部に亀裂があった。

座席４８付近の天井板の一部に亀裂があった。

座席５１付近の天井板の一部に打痕があった。

右側通路付近

座席２６付近の天井板の一部に亀裂があった。
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座席３２～３３付近の天井板の一部に亀裂があった。

座席４５～４８付近の天井板の一部に亀裂があった。

(3) 床板

座席３４Ｇと座席３４Ｈ間の右側通路床板に打痕と亀裂があった。

座席４６Ｇと座席４６Ｈ間の右側通路床板に打痕と亀裂があった。

(4) ギャレーカート

乗客サービス用ギャレーカート５台が破損していた。そのうちの１台が、座

席４７ＥＦ付近の天井裏に乗っていた。

(5) ダクト

座席３２～３４Ｃ付近の天井裏に配管されていた空調用ダクトに孔があいて

いた。

座席３２～３４Ｈ付近の天井裏に配管されていた空調用ダクトに孔があいて

いた。

座席４５～４７Ｈ付近の天井裏に配管されていた空調用ダクトの一部に亀裂

があった。

座席４６～４８ＥＦ付近の天井裏に配管されていた空調用ダクトにギャレー

カートが乗っており、同ダクトの当該部分がややつぶれていた。

(6) その他

１階客室は、前方客室の右側通路付近、中央客室の左側通路付近、後方客室

の左右通路付近が、飲み物等により汚れていた。

２階客室は、前方及び後方の通路付近が飲み物等で汚れていた。

前方ギャレー左側のカーテンが飲み物等で汚れていた。

乗客案内用のスピーカーや灯火の一部が破損していた。

（付図１５、写真１、２、３、４、５、６、７及び８参照）

２.４ 航空機乗組員、航空管制官等に関する情報

2.4.1 運航乗務員

2.4.1.1 Ａ機の運航乗務員

(1) 機 長 男性 ４０歳

定期運送用操縦士技能証明書（飛行機） 第４６０２号

平成 ６ 年１２月 ７ 日

限定事項 陸上多発機 昭和５７年 １ 月２７日

ボーイング式７４７－４００型 平成 ３ 年１１月 ７ 日

第１種航空身体検査証明書 第１１７１４１６７号

有効期限 平成１３年 ４ 月１７日
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総飛行時間 ７,４４６時間３０分

最近３０日間の飛行時間 ４５時間１０分

同型式機による飛行時間 ３,７５８時間２５分

最近３０日間の飛行時間 ４５時間１０分

同型式機機長発令 平成 ９ 年 １ 月２７日

ライトシート・アプルーブ機長発令 平成 ９ 年１１月１７日

(2) 副操縦士 男性 ２８歳

事業用操縦士技能証明書（飛行機） 第Ａ３１６３５７号

平成１０年 ４ 月 ９ 日

限定事項 陸上多発機 平成１０年 ９ 月１６日

ボーイング式７４７－４００型 平成１１年１２月２４日

計器飛行証明 第７９７８号

平成１０年１２月２５日

第１種航空身体検査証明書 第１１７２１６６７号

有効期限 平成１３年 ８ 月 １ 日

総飛行時間 ５６９時間５３分

最近３０日間の飛行時間 ３０時間３２分

同型式機による飛行時間 ２８８時間５５分

最近３０日間の飛行時間 ３０時間３２分

同型式機副操縦士発令 平成１２年 ６ 月１９日

(3) 前席右側の訓練生 男性 ２６歳

事業用操縦士技能証明書（飛行機） 第Ａ３１６８２４号

平成１０年１２月２５日

限定事項 陸上多発機 平成１１年 ８ 月 ５ 日

ボーイング式７４７－４００型 平成１２年１１月 ２ 日

計器飛行証明 第８１７９号

平成１１年１１月 ２ 日

第１種航空身体検査証明書 第１１７２１４２５号

有効期限 平成１３年 ５ 月 ７ 日

総飛行時間 ３０３時間２１分

最近３０日間の飛行時間 １１時間４６分

同型式機による飛行時間 ２９時間３６分

最近３０日間の飛行時間 １１時間４６分
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2.4.1.2 Ｂ機の運航乗務員
(1) 機 長 男性 ４５歳

定期運送用操縦士技能証明書（飛行機） 第４３９２号
平成 ６ 年 １ 月１８日

限定事項 陸上多発機 昭和５３年 １ 月２５日
ダグラス式ＤＣ－１０型 昭和６０年 ７ 月２２日

第１種航空身体検査証明書 第１１７２２３３８号
有効期限 平成１３年 ６ 月１９日
総飛行時間 ６,５８４時間１８分
最近３０日間の飛行時間 ４１時間４４分
同型式機による飛行時間 ５,６８９時間５０分
最近３０日間の飛行時間 ４１時間４４分
同型式機機長発令 平成 ８ 年 ３ 月１４日
レフトシート・アプルーブ機長発令 平成１２年 ９ 年２５日

(2) 副操縦士 男性 ４９歳
定期運送用操縦士技能証明書(飛行機) 第Ａ１０５３７１号

平成１０年１０月２６日
限定事項 陸上多発機 平成 ３ 年 ８ 月２１日

ダグラス式ＤＣ－１０型 平成 ４ 年１０月３０日
第１種航空身体検査証明書 第１１７１４８４５号
有効期限 平成１３年 ８ 月１５日
総飛行時間 ４,３３３時間２０分
最近３０日間の飛行時間 ３９時間５６分
同型式機による飛行時間 ３,８７３時間５９分
最近３０日間の飛行時間 ３９時間５６分
副操縦士発令 平成 ５ 年 １ 月 １ 日

(3) 航空機関士 男性 ４３歳
航空機関士技能証明書（飛行機） 第２２９２号

昭和５８年 ４ 月１１日
限定事項 陸上多発機

ダグラス式ＤＣ－１０型 昭和５８年 ４ 月１１日
第１種航空身体検査証明書 第１１７１２８１４号
有効期限 平成１３年 ３ 月２２日
総飛行時間 ８,３３６時間３３分
最近３０日間の飛行時間 ３３時間２３分
同型式機による飛行時間 ８,３３６時間３３分
最近３０日間の飛行時間 ３３時間２３分
航空機関士発令 昭和５８年 ５ 月 ９ 日
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2.4.2 Ａ機の客室乗務員

(1) 先任客室乗務員 女性 ５７歳

乗務配置 Ｌ１ コンパートメントＡ

入社年月日 昭和３８年 ５ 月１４日

総乗務時間 １４,５２０時間

(2) 客室乗務員 女性 ４２歳

乗務配置 ＬＵ アッパー・デッキ

入社年月日 昭和５７年１１月１１日

総乗務時間 １２,２３８時間

(3) 客室乗務員 女性 ３５歳

乗務配置 Ｌ４ コンパートメントＤ

入社年月日 昭和６２年 ４ 月 １ 日

総乗務時間 １０,１２７時間

(4) 客室乗務員 女性 ３５歳

乗務配置 Ｌ２ コンパートメントＢ

入社年月日 昭和６３年 ７ 月 １ 日

総乗務時間 ５,２９８時間

(5) 客室乗務員 女性 ２４歳

乗務配置 Ｌ５ コンパートメントＥ

入社年月日 平成１１年 ５ 月２８日

総乗務時間 １,０１４時間

(6) 客室乗務員 女性 ２４歳

乗務配置 Ｒ１ コンパートメントＢ

入社年月日 平成１１年 ５ 月２８日

総乗務時間 １,０２１時間

(7) 客室乗務員 女性 ２４歳

乗務配置 Ｒ５ コンパートメントＥ

入社年月日 平成１１年 ５ 月２８日

総乗務時間 ９８２時間

(8) 客室乗務員 女性 ２４歳

乗務配置 Ｒ４ コンパートメントＥ

入社年月日 平成１１年 ５ 月２８日

総乗務時間 １,０１１時間
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(9) 客室乗務員 女性 ２４歳

乗務配置 ＲＵ アッパー・デッキ

入社年月日 平成１１年 ６ 月 ４ 日

総乗務時間 ９８４時間

(10) 客室乗務員 女性 ２４歳

乗務配置 Ｌ３ コンパートメントＣ

入社年月日 平成１１年 ６ 月１４日

総乗務時間 ９７４時間

(11) 客室乗務員 女性 ２４歳

乗務配置 Ｒ３ コンパートメントＤ

入社年月日 平成１１年 ６ 月１４日

総乗務時間 ９８３時間

(12) 客室乗務員 女性 ２４歳

乗務配置 Ｒ２ コンパートメントＣ

入社年月日 平成１１年 ６ 月２２日

総乗務時間 ９４２時間

2.4.3 航空管制官

(1) 訓練中の航空管制官 男性 ２６歳

基礎試験合格証明書 第２２８２号

航空管制技能証明書 第３１２５号

業務範囲

航空路管制業務 第１５８１号

平成１０年 ４ 月 １ 日

進入管制業務 第１５８１号

平成１０年 ４ 月 １ 日

航空路レーダー管制業務 第１４９１号

西関東セクター 平成１２年 ５ 月 ２ 日

身体検査合格書 第１７７０号

有効期限 平成１３年 ６ 月３０日

事故当日の事故発生時までの管制業務時間 １時間１５分

事故当日の直近の休息から事故発生時までの管制業務時間 １時間１５分
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(2) 訓練監督者 女性 ３２歳

基礎試験合格証明書 第１８２６号

航空管制技能証明書 第２９３６号

業務範囲

航空路管制業務 第１２８３号

平成 ３ 年１０月 １ 日

進入管制業務 第１２８３号

平成 ３ 年１０月 １ 日

航空路レーダー管制業務 第１２００号

西関東セクター 平成 ５ 年１１月 １ 日

南関東セクター 平成 ６ 年１０月３０日

身体検査合格書 第１４４１号

有効期限 平成１３年 ６ 月３０日

事故当日の事故発生時までの管制業務時間 ４０分

事故当日の直近の休息から事故発生時までの管制業務時間 ４０分

(3) レーダー調整席の航空管制官 男性 ４６歳

基礎試験合格証明書 第１１９１号

航空管制技能証明書 第６９３号

業務範囲

航空路管制業務 第６９３号

昭和５１年１０月 １ 日

進入管制業務 第６９３号

昭和５１年１０月 １ 日

航空路レーダー管制業務 第５５６号

（東京航空交通管制部全セクター有効） 昭和５４年 ９ 月 １ 日

西関東セクター（認定） 平成１２年１１月 ２ 日

南関東セクター（認定） 平成１２年１１月 ２ 日

身体検査合格書 第５８６号

有効期限 平成１３年 ６ 月３０日

事故当日の事故発生時までの管制業務時間 １時間２５分

事故当日の直近の休息から事故発生時までの管制業務時間 １時間２５分
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２.５ 航空機に関する情報

2.5.1 Ａ機
(1) 航空機

型 式 ボーイング式７４７－４００Ｄ型
製造番号 ２６３４８

製造年月日 平成 ４ 年 ９ 月２２日
耐空証明書 第東－１０－８５１号

有効期限 平成１１年１月２０日から整備規程（日本航空(株)）の適
用を受けている期間

総飛行時間 １８,５６３時間０２分
定期点検 後の飛行時間 ２,７４６時間５０分（Ｃ整備、平成１１年１１月２０日実施）

(2) エンジン
型式 ジェネラル・エレクトリック式ＣＦ６－８０Ｃ２Ｂ１Ｆ型

Ｎｏ.１ Ｎｏ.２ Ｎｏ.３ Ｎｏ.４
製造番号 702554 704533 703117 703119

平成２年７月１８日 平成８年５月１６日 平成２年２月７日 平成２年２月７日製造年月日
２４,０５５時間５８分 ７,３７６時間１６分 ２１,８７５時間３２分 ３３,１６３時間２９分総使用時間

（付図５参照）

2.5.2 Ｂ機

(1) 航空機
型 式 ダクラス式ＤＣ－１０－４０型

製造番号 ４７８５５
製造年月日 昭和５６年 １ 月１５日

耐空証明書 第９９－１０４号
有効期限 平成１１年５月１３日から整備規程（日本航空(株)又は本航

空機を日本航空(株)との共通事業機として使用するその他の
航空運送事業者）の適用を受けている期間

総飛行時間 ４２,９８５時間５９分
定期点検 後の飛行時間 ９５１時間２４分（Ｃ整備、平成１2年５月２９日実施）

(2) エンジン
型 式 プラット・アンド・ホイットニー式ＪＴ９Ｄ－５９Ａ型

Ｎｏ.１ Ｎｏ.２ Ｎｏ.３
製造番号 P688888 P688906 P688909

昭和５３年１２月３０日 昭和６０年７月１日 昭和６０年７月２９日製造年月日
時間 分 時間 分 時間 分総使用時間 48,457 30 45,956 30 44,066 12

（付図７参照）
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2.5.3 重量及び重心位置

(1) Ａ機

事故当時、同機の重量は５５０,３６０lb、重心位置は１９.１％ＭＡＣと推

定され、いずれも許容範囲（最大離陸重量５９５,０００lb、事故当時の重量

に対応する重心範囲１１.０～３３.０％ＭＡＣ）内にあったものと推定され

る。

(2) Ｂ機

事故当時、同機の重量は３７６,０００lb、重心位置は１５.１％ＭＡＣと推

定され、いずれも許容範囲（最大離陸重量４３４,０００lb、事故当時の重量

に対応する重心範囲６.３～２９.０％ＭＡＣ）内にあったものと推定される。

2.5.4 燃料及び潤滑油

(1) Ａ機

燃料は、航空燃料ジェットＡ－１、潤滑油はモービル・ジェットオイルⅡで

あった。

(2) Ｂ機

燃料は、航空燃料ジェットＡ－１、潤滑油はモービル・ジェットオイルⅡで

あった。

２.６ 気象に関する情報

2.6.1 天気概況

事故当日の１７時００分に東京管区静岡地方気象台が発表した東海地方の天気概

況は、次のとおりであった。

高気圧は東海上に抜け、気圧の谷が西日本に接近しています。このため、東

海地方は沿岸部で晴れている他は曇りとなっています。

静岡県の今夜は、気圧の谷の接近で全般に曇りでしょう。

2.6.2 アジア太平洋地区の雲解析情報図

平成１３年１月３１日１５時００分の雲解析情報図によれば、日本列島の陸岸部

においては、ほとんど上層雲域のみとなっていた。

また、伊豆半島上空及び大井川付近上空にも若干の積雲域のエコーが見られた。

（付図１６参照）
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2.6.3 高層気象観測値

平成１３年１月３１日１５時００分に発表された、事故発生高度付近の高層気象

観測値は、以下のとおりであった。

(1) 館野高層気象台

気圧１７５hPa 高度１２,４０４ｍ 風向２６９° 風速４９m/s

(2) 八丈島測候所

気圧２００hPa 高度１１,６９３ｍ 風向２７２° 風速７１m/s

(3) 輪島測候所

気圧１７５hPa 高度１２,３１６ｍ 風向２６８° 風速５２m/s

(4) 潮岬測候所

気圧１７５hPa 高度１２,５４２ｍ 風向２６７° 風速６５m/s

なお、平成１３年１月３１日２１時００分の２５０hPa面天気図を付図１７に

示す。

2.6.4 静浜飛行場の航空気象観測値

事故発生地点から北北東約１３kmに位置する静浜飛行場観測の航空気象観測値

は、次のとおりであった。

観測 時刻（時：分） １５：００ １６：００

風向 （°） ２４０ ２４０

風速 (kt） １２ １３

視程 １０km以上 １０km以上

雲量 １／８ １／８

雲形 積雲 積雲

雲底の高さ(ft) ２,５００ ２,５００

雲量 ６／８ ７／８

雲形 巻雲 巻雲

雲底の高さ(ft) ２３,０００ ２３,０００

気温（℃） １１ １０

露点温度（℃） －７ －４

気圧(inHg） ３０.０６ ３０.０９

２.７ 航空保安施設に関する情報

事故当時、Ａ機及びＢ機の飛行に関連する航空保安無線施設、航空管制用レーダー

施設及び航空無線通信施設は、いずれも正常に運用されていた。
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２.８ 通信に関する情報

2.8.1 通信設備の作動状況

Ａ機及びＢ機は、事故発生前、ＶＨＦ周波数１２４.５５MHzにより東京ＡＣＣと

通信設定を行い、事故後も両機は東京ＡＣＣと通常どおり通信しており、通信設備

は、正常に作動していたものと推定される。

2.8.2 管制交信記録のバックグラウンド・ノイズ・レベルの連続性

東京ＡＣＣにおける管制交信の録音装置は、連続して録音状態にあった。当該録

音テープを再生して詳細に調査した結果、東京ＡＣＣと航空機との間の通信状態に

関しては、音声レベル及びノイズ・レベルは、規定レベル内であり、かつ連続性が

あり、正常なものであった。

さらに、東京ＡＣＣと遠隔地にある対空通信施設との間の伝送回線についても、

調査の結果、異常は認められなかった。

２.９ ＣＶＲ、ＤＦＤＲ等に関する情報

Ａ機には、米国フェアチャイルド（ロラール）社製ＣＶＲ（部品番号９３－Ａ１００－

８０）及び米国アライド・シグナル社製ＤＦＤＲ（部品番号９８０－４７００－００３)

が装備されていた。

また、Ｂ機には、米国コリンズ社製ＣＶＲ（部品番号５２２－４０５７－０１０）

及び米国サンドストランド社製ＤＦＤＲ（部品番号９８０－４１００－ＢＸＵＳ）が

装備されていた。

いずれの装置も、着陸後、機体から取り降ろされた。

2.9.1 ＣＶＲ記録

Ａ機及びＢ機のＣＶＲは、装置が停止するまでの３０分間の音声を記録する

エンドレス・テープとなっている。両機のＣＶＲには、Ａ機が東京国際空港、Ｂ機

が新東京国際空港に着陸後、駐機場に停止した時からさかのぼって３０分前までの

音声が記録されていたが、それ以前の記録は上書き消去されていたため、事故発生

時の音声記録は、残されていなかった。

2.9.2 ＤＦＤＲ、ＡＣＭＳ及びＡＩＤＳの記録

Ａ機のＤＦＤＲには、同機が東京国際空港の駐機場から移動を開始し離陸後、再

度東京国際空港へ着陸し、駐機場に停止するまでのすべての記録が残されていた。

Ｂ機のＤＦＤＲには、同機が釜山国際空港の駐機場から移動を開始し離陸後、新
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東京国際空港に着陸し、駐機場に停止するまでのすべての記録が残されていた。

記録されていたパラメーター数は、Ａ機が３０６、Ｂ機が１２９であった。本報

告書において使用したパラメーターのうち、ＴＣＡＳ情報は、ＲＡ情報等や相対距

離情報等を含んでいる。ＴＣＡＳ情報は、ＤＦＤＲ記録に含まれていなかったた

め、Ａ機についてはＡＣＭＳに記録されているＴＣＡＳデータを使用し、Ｂ機につ

いてはＡＩＤＳに記録されているＴＣＡＳデータを使用した。

また、Ｂ機のＤＦＤＲ記録においては、気圧高度のデータは、副操縦士席の気圧

高度計に対応したものが記録されており、ＴＣＡＳ及び航空管制用レーダーに応答

する機長席の気圧高度計のデータが記録されていなかった。そのため、Ｂ機の気圧

高度情報については、機長席の気圧高度計のデータが含まれているＡＩＤＳの

データを使用した。

2.9.3 各データの時刻補正

Ａ機及びＢ機のＤＦＤＲ時刻の特定については、ＤＦＤＲに管制機関との交信時

のＶＨＦ送信キーの作動データが記録されているので、これと管制交信記録の音声

とを照合し、さらに管制交信記録に同時に記録されている時報と照合することによっ

て行うことができる。特に、本事故における交信では、最接近の報告のために、両

機はそれぞれ、２０秒近い比較的時間の長い送信を行うなど、通常の管制交信には

ない特徴があったため、ＶＨＦ送信キー作動と管制交信を特定する作業は比較的

容易であった。ＶＨＦ送信キーの作動データは１秒１回のサンプリングにより

オン／オフが記録されているのに対し、交信記録は音声が記録されているため、

キーの押下と発声にずれがあること及び発声終了とキー解放にも同様のずれがある

ことから、ＶＨＦキーのオン／オフによる時刻の特定は最大で±１.５秒程度の

ばらつきがあったが、Ａ機のＤＦＤＲ記録にあっては２２秒前後、Ｂ機のＤＦＤＲ

記録にあっては２秒前後の時刻補正を行えばよいことが判明した。

また、Ｂ機のＤＦＤＲとＡＩＤＳは、同一時刻におけるデータを分配する方式で

あるため、これらの記録装置間の時刻補正は不要であったが、Ａ機のＤＦＤＲと

ＡＣＭＳは、それぞれの記録装置が独立して作動している上に、時刻データの記録

方式も異なることから、ＤＦＤＲとＡＣＭＳ間における時刻補正も必要であった。

そこで、Ａ機のＤＦＤＲとＡＣＭＳ装置間における時刻補正と、両機のＶＨＦキー

によるばらつきの補正のために、両機のＤＦＤＲ、ＡＣＭＳ及びＡＩＤＳに記録さ

れている高度データに注目し、両機のそれぞれの高度データを同じ時間軸で記録し

ている航空管制用レーダーデータと厳密に比較照合することにより、ＤＦＤＲと

ＡＣＭＳ及びＡＩＤＳとの記録時刻のずれを特定した。

しかしながら、Ｂ機のＡＩＤＳにおいて、記録された全てのＴＣＡＳ情報の記録



- 33 -

と他のＡＩＤＳデータの記録に時間的なずれがあることが判明した。このずれにつ

いては、Ｂ機のＴＣＡＳは機体製造後に搭載を義務付けられたことにより、後から

搭載されたため、当初設計されていたものと記録方式が異なったことに起因して生

じることが判明した。

したがって、Ｂ機のＡＩＤＳにあってはＴＣＡＳ関連データの記録時刻と、その

他のＡＩＤＳデータの記録時刻の間でも補正が必要となった。この記録タイミング

のずれによる補正値は以下の方法により特定した。

まず、Ｂ機のＡＩＤＳユニット単体を、テスターを使用し、関連データを同時に

発生させ記録させたところ、ＡＩＤＳユニット単体としてはＴＣＡＳに関するデータ

のみが他のデータよりも２秒早く記録されることが判明した。さらに、ＡＩＤＳ

ユニットを航空機に搭載した状態での誤差を調べるため、Ｂ機の同型式機を使用

し、ＴＣＡＳテスターとエア・データ・テスターを用いて、高度の変化、ＴＣＡＳ

テスターによるＴＣＡＳ作動状況、機上時計の作動状況、ＶＨＦキー等各種キーの

押下状況、操縦系統の作動状況、等々、各種フライトの状況を設定した試験を行

い、試験状況を記録したビデオテープと、試験後出力したＡＩＤＳの記録について

詳細に分析した結果、上記のユニット単体試験時における２秒を含め、実機搭載条

件の違いと、機体の電源立ち上げタイミングによる各ユニット立ち上がり時間の微

妙な違いによると考えられる同期誤差等により、約２.５秒から３.５秒の差が生じ

ることが判明した。しかし、Ｂ機における事故当時の記録がどの程度の誤差を含ん

でいるのかを特定することはできなかった。

そこで、独立行政法人 電子航法研究所（以下「電子研」という。）の協力を得

て、Ｂ機のＡＩＤＳに記録されていたＴＣＡＳ距離データを基に、実機搭載ＴＣＡＳ

の距離算出プログラムと同じ処理機能を持つコンピューターで試算した結果と比較

したところ、ＴＣＡＳに関する記録のずれは約３秒であることが判明した。

なお、念のため、Ａ機についても上記同様ＴＣＡＳテスター等を使用した試験を

行い、分析した結果、ＡＣＭＳにはＴＣＡＳ関連情報の記録のずれは見られず、ま

た、ＴＡ、ＲＡ等が記録された時刻と、ＴＣＡＳ情報表示器における表示及び警報

音声の発生時刻とにほとんど差を生じないことも判明した。

以上を総合し、かつ、管制交信記録に記録されていたＡ機のＴＣＡＳの警報音声

「CLIMB, CLIMB, CLIMB」の発生時刻と、Ａ機のＡＣＭＳにおけるＴＣＡＳのＲＡ

記録時刻と照合することで両機の各記録データの最終的な時刻補正を行った。

これらから、本報告書においては、詳細な分析が必要なケースを除き、便宜上

１秒未満を切り捨て、Ａ機のＡＣＭＳにおいては２４秒、Ａ機のＤＦＤＲにおいて

は２２秒、Ｂ機のＤＦＤＲ及びＴＣＡＳ以外のＡＩＤＳにおいては１秒、Ｂ機の

ＡＩＤＳのＴＣＡＳ情報においては４秒の補正値で補正した時刻を用いている。
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これらの結果から、事故発生前後におけるＤＦＤＲ、ＴＣＡＳデータを含む

ＡＣＭＳ及びＡＩＤＳの主要な記録をグラフ化したものを付図に示す。

（付図１１、１２及び１３参照）

２.１０ 医学に関する情報

2.10.1 乗客及び乗務員の負傷者数

Ａ機の乗客４１１名及び乗務員１６名計４２７名中、乗客７名及びＣＡ２名

計９名が重傷を負い、乗客８１名及びＣＡ１０名計９１名が軽傷を負った。

なお、事故発生の翌日以後において、当日診察を受けなかった乗客から、日本航

空(株)羽田空港支店の旅客部に開設したコールセンターに、捻挫及び打撲の訴えが

あり、多数の受診相談が寄せられた。これら受診相談者に対して、当委員会におい

て、約１ヶ月半の期間を設定し、口頭又は書面による聞き取り調査を実施した結

果、負傷者数は事故当日に確認された４２名のほかに、新たに確認された５８名を

加えたものとなった。

Ｂ機については、負傷者はなかった。

2.10.2 重傷者の負傷状況

重傷を負った乗客７名及びＣＡ２名の負傷の部位、程度及び負傷時の状況は、

本人及び関係者の口述によると、概略次のとおりであった。

(1) 乗客 男性 ２９歳 座席番号２１Ｈ

負傷時の状況 ： 着席、シートベルト着用状況不明

（本人、知人等からの口述が得られなかったた

め詳細は不明。なお、入院及び病状について

は、病院から確認した。）

負傷部位、程度 ： 頸部捻挫、腰背部及び右大腿部打撲

(2) 乗客 女性 ７２歳 座席番号２３Ｆ

負傷時の状況 ： 着席、シートベルト非着用

（飲み物を受け取る際にベルトを外したため、

天井で頭を打ち、ひじ掛けで背中を打撲。）

負傷部位、程度 ： 頸椎捻挫、腰背部及び頭部打撲

(3) 乗客 女性 ５０歳 座席番号２３Ｇ

負傷時の状況 ： 着席、シートベルト非着用

（飲み物を受け取る際にベルトを外したため、

天井で頭を打ち、前方通路に落下。）

負傷部位・程度 ： 頸部捻挫、頭部打撲
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(4) 乗客 女性 ６０歳 座席番号４０Ｇ

負傷時の状況 ： 着席、シートベルト着用

（身体が浮いた時、頭部左側が他の乗客の頭と

ぶつかった。）

負傷部位、程度 ： 頸部及び左頭部打撲

(5) 乗客 女性 ５６歳 座席番号４１Ｆ

負傷時の状況 ： 着席、シートベルト非着用

（天井で頭を打ち、前席の後部で頭を打って

脳震とうを起こし、ひじ掛けで脇腹を打僕｡)

負傷部位、程度 ： 肋骨骨折

(6) 乗客 女性 ５４歳 座席番号４２Ｃ

負傷時の状況 ： 着席、シートベルト非着用

（天井のスピーカーに身体をぶつけ、通路へ

落下時、腰から下がひじ掛けに当たった。)

負傷部位、程度 ： 第一腰椎圧迫骨折、右足関節脱臼骨折

(7) 乗客 男性 ６３歳 座席番号４５Ｄ

負傷時の状況 ： 着席、シートベルト着用

（ＣＡが左肩に落下してきた。）

負傷部位・程度 ： 頸椎捻挫、左肩打撲

(8) ＣＡ 女性 ３５歳 コンパートメントＤ担当

負傷時の状況 ： 座席番号３３Ｃ付近の通路上で業務中

（ギャレーカートを左手で押さえた状態で天井

を突き破り、一瞬天井の中を見たと思った

瞬間、急激に床にたたき付けられた。）

負傷部位、程度 ： 頸部震とう及び外傷性頸部症候群

(9) ＣＡ 女性 ２４歳 コンパートメントＥ担当

負傷時の状況 ： 座席番号４５Ｃ付近の通路上で業務中

（近くのひじ掛けにつかまったが、手が引き

はがされ、背中から天井に当たり、通路に

落下。）

負傷部位、程度 ： 顔面切創及び腰部打撲挫傷

2.10.3 軽傷者の負傷状況

Ａ機において軽傷を負った乗客８１名及びＣＡ１０名の負傷状況は、乗客及び

ＣＡの口述を総合すると、概略次のとおりであった。
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なお、軽傷者に関する診断病名については、本人及び担当医師の口述によれば、

頸椎等の捻挫が一番多く５６名（軽傷者全体を１００％とし、そのうちの約６２％､

１人で２種類以上の負傷をしている場合は、重複して集計しているため、内訳の合

計は、１００％を超えることとなる。以下同じ。）、次いで打撲が４３名（約４７％)

となっており、その他に、擦過、切創、震とう、火傷、精神的ダメージ、血圧不安

定、目及び耳等の異常に関する症状の者が１７名（約２１％）いた。

(1) 乗客

軽傷を負った乗客のシートベルト着用状況は、着用者が５１名、非着用者

が１４名及び着用状況不明が１６名であった。

シートベルト非着用者の負傷は、身体が浮いて天井に激突し、落下したこ

とによるものであった。

シートベルト非着用者の負傷内容は、ほぼ全員が頭部及び背中等の打撲及

び頸椎等の捻挫と診断され、顔面等の切創、火傷及び精神的ダメージを負っ

た者が数名いた。

なお、非着用者の中にも、ひじ掛けにつかまったり、浮揚又は落下時に手

足で衝撃を吸収する体勢をとったことにより、負傷を免れたケースがあっ

た。

一方、シートベルト着用者５１名については、内８名の者がシートベルト

の着用が緩かった旨の口述をしており、さらにその他に、「尻が座席から離

れた」、「身体が座席に吊り下げられたような感じがして、大腿部前側に

シートベルトによる擦り傷ができた」及び「身体が持ち上げられた時に前席

の背当てに前頭部が当たり、その反動で自席の背当てで後頭部を打った」な

どの口述から判断し、シートベルトの着用方法が不適切であった者が多かっ

た。

そのため、シートベルト着用者の負傷内容としては、シートベルトで拘束

されていたとはいえ、激しい上昇及び降下時に身体が前後に激しく揺り動か

され、３２名が頸椎の捻挫又は挫創と診断されたほか、１９名が頭、腰、背

中及び肘等に打撲を負っていた。（ただし、１人で２種類以上の負傷をして

いる者は、重複して数えている。）特に、シートベルトの着用が緩かった者

等にあっては、大腿部前側及び下肢に擦過（あざ）が認められた。

また、シートベルト着用者の中には、シートベルト着用状況とは関係のな

い、次のような負傷をした者がいた。

すなわち、サービス用ギャレーカートに積載されていた飲み物等をはじ

め、ハンドバッグ、アタッシェケース、靴及び雑誌類などの飛散等により、

大腿部等の火傷、及び頭や首の打撲が認められた。さらに、耳の痛み、
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鼻血、血圧不安定、精神不安定等と診断された者がいた。

これらシートベルト着用状況とは関係のない原因により負傷を受けた負傷

者の人数は、上記の頸椎捻挫等の負傷者との重複を含めると１３名を数え

た。

なお、シートベルト着用者の中で、シートベルト着用状況に関係のない負

傷のみの負傷者は、耳の痛みの症状がある者などの３名のみであった。

(2) ＣＡ

ＣＡの全員は、機内サービス中であった。そのため、ＣＡは、機体が急な

降下をした際、ギャレーカートを押さえきれず、ギャレーカートと一緒に浮

揚後落下して、負傷した。

その負傷程度は、機体前方部（コンパートメントＡ～Ｃ及び２階客室）よ

りも、機体後方部（コンパートメントＤ～Ｅ）の方が激しかった。すなわ

ち、前方部のＣＡは天井パネルに当たる程度の浮揚であったのに対し、後方

部のＣＡは、当たった天井パネルが外れたり、又は損傷するほど激しく浮揚

し、内１名については天井裏で横倒しになっていた。

軽傷を負ったＣＡの負傷の内容は、頸椎捻挫、並びに頭、腰、胸、肩、

大腿部などの打撲及び挫傷が最も多かった。

（付図１４及び１５参照）

２.１１ 人の生存、死亡又は負傷に関係のある捜索、救難及び避難等に関する情報

2.11.1 事故発生後のＡ機の客室内の状況

事故発生後における客室内の状況は、Ａ機の機長をはじめとする運航乗務員、客

室乗務員及び乗客の口述によれば、概略次のとおりであった。

(1) 運航乗務員の口述（機長の口述を主に、他の運航乗務員の口述で補足し

た。）

回避操作を終えて、ＹＡＩＺＵから２０７°へ乗った１０nm付近で、東京

ＡＣＣに異常接近の報告をし、当初予定のＦＬ３９０を要求して承認を得た

ので上昇していた。

その後、ＣＰからインターホンで数名の乗客及びＣＡが負傷しているこ

と、後部の機内天井にギャレーカートが当たって一部破損している旨の第一報

を受け、けが人が出るほどの揺れがあったことを認識した。

それから、日本語と英語で「こちらは操縦席の機長です。管制の指示によ

り、降下しましたが、他の航空機との衝突のおそれがあったため回避操作を

行いました。その際、急激な動きが起こり、お客様、客室乗務員が数名負傷

しました。」といった内容の機内アナウンスを行った。
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機長は、客室状況の確認を副操縦士に指示した。その結果の報告は、けが

をしていたり、飲み物が天井パネル、さらに乗客にもかかり、火傷をしてい

るお客様がいるとのことであった。

また、第一報を受けた時、最寄りの空港へ向かうか、羽田への引き返しか

を考えていたが、状況確認の結果により、当時の飛行位置及び医療体制等に

ついて総合的に判断し、引き返しを決断した。

引き返し飛行のための情報整理、準備及びブリーフィングを行い、１６時

１０分ごろに管制承認を受領した。

その後、ＣＰから得た客室状況に関する情報によると、ひどい状態のけが

人が２名（乗客及びＣＡ各１名計２名）いること、天井パネルを突き破って

天井裏に上がったままのギャレーカートがあるとのことであったため、後席

の訓練生を確認に向かわせた。

副操縦士が、東京空港支店に対し社内用無線で、焼津の南でニアミスによ

る急降下をした時、けが人が出た旨を報告し、スポットの確保及び救急車

２台の出動を要請した。

けが人のことを考慮し、ハイスピードで引き返す計画をした。しかし、着

陸時に天井に上がったギャレーカートが客席に落下する危険性があったた

め、同ギャレーカート付近の乗客を移動するための時間が必要であった。

その後、東京ＡＣＣに１０,０００ft以下の高速降下及び優先着陸を要求

し、承認を受けた。羽田到着予定時刻が１６時４５分ごろである旨をＣＡに

伝え、乗客には、到着の約２５分前に機内アナウンスで知らせた。

着陸時刻は１６時４４分、指示された８番スポットへのブロック・インは

１６時４７分であった。

同スポットには、救急車は見えなかったが、救急隊員はいた。

(2) ＣＡ及び乗客の口述

事故直後に、ＣＰから「シートベルトは常時着用して下さい」及び「けが

や火傷をされた方は申し出て下さい」との客室アナウンスがあった。

なお、その後、ドクターコールを行ったが、医師及び看護婦等は搭乗して

いなかった。

アッパー・デッキのＣＡは、コーヒーがかかった人、及び鼻筋をけがした

人の湿布によるケアを手分けして行い、その後、後方客室が大変と思い応援

に向かった。

前方客室のＣＡは、首を痛がっている人のケアをするとともに、シートベルト

非着用だったため、天井に当たって、１名は座席、もう１名は前方の床に

落下した人計２名のケアをした。その後、後方客室に向かった。
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後方客室では、シートベルト非着用であったため、天井のスピーカーに当

たって通路に落下し、腰を痛めた人、ＣＡが乗客の左肩に落下したためけが

をした人をはじめ、数名の人が苦痛を訴えていた。

また、ＣＡが天井パネルを突き破り、床に叩きつけられた衝撃で、気絶状

態となっていたが、救護を手伝ってくれた乗客に助けられ、着陸まで横に

なっていた。

Ｅコンパートメント右側通路にいたＣＡは、天井裏に跳ね上げられ、反対

の通路側の天井裏に横倒しになっていたが、負傷の程度は軽傷で、近くの乗

客が手伝って降された。

しかし、天井裏に跳ね上げられたギャレーカートが中央座席４７番付近の

上にあることが判明し、落下の危険性があったため、着陸前にその周辺にい

た乗客を前方及びアッパー・デッキの空席に移動する措置を実施した。

けがの状況は、打ち身や捻挫の人が多かったので湿布薬や滅菌ペーパー等

のメディカル・キットで手当し、飲み物をかぶった乗客には、おしぼりを配っ

た。また、ギャレーカートをはじめ、散乱物の片づけ等で大変であった。機

長からは、着陸３分前を告げる機内アナウンスがあり、スムーズに着陸し

た。症状の重い人から先に搬出したが、既に、ボーディング・ブリッジ内に

救急隊及び担架３台が待機していた。

2.11.2 地上における日本航空(株)及び関係機関の対応

日本航空(株)羽田空港支店の旅客部は、１６時１９分ごろ、Ａ機から、他機との

回避操作時に負傷者が発生したこと、及び東京国際空港に引き返す旨の情報を入手

した。同旅客部は、まだ、負傷者の状況や人数把握ができず、到着スポットも未定

だったが、１６時２０分ごろに１１９番通報し、とりあえず救急車１台の出動を要

請して西旅客ターミナルビル前で待機するよう調整した。

一方、東京消防庁によれば、１６時２４分ごろ上記通報を受け、本通報に基づ

き、蒲田指揮隊、空港救急隊及び蒲田救急隊が出動し、指定場所に１６時４０分ごろ

に到着した。そこで負傷者が６名であること、Ａ機の到着予定時刻が１６時４９分

ごろで、８番スポットに駐機する旨の情報を得たため、同救急隊は、救急車が不足

と判断し、応援出動要請を行った。

Ａ機が、予定どおり８番スポットに到着したので、同救急隊は、日本航空(株)の

関係者に誘導され、１６時５０分ごろから機内に入り救助活動を開始したところ、

歩行不能となった負傷者３名（乗客１名、ＣＡ２名）及び歩行可能な負傷者３名

（乗客２名、ＣＡ１名）が確認された。歩行不能となった負傷者については、機内

で確認及び応急処置後、担架で機外に搬出、病院に搬送した。また、歩行可能者に



- 40 -

ついては、航空会社関係者に、西旅客ターミナルビル前に待機している救急車まで

誘導を依頼し、病院に搬送した。

また、同救急隊は、初期に判明した上記６名以外に、多数の負傷者がいると判断

し、再度救急車の応援出動要請を行った。さらに、機内放送及び消防隊の呼びかけ

に応じて、８番ゲートの２階待合室に設置された現場救護所に集合した負傷者を同

救急隊が確認したところ、新たに計２８名（乗客２７名、ＣＡ１名）の負傷者が判

明した。これらの負傷者のうち３名は現場救護所における医師等により処置を済ま

せたが、２５名については同救護所で応急処置後、待機させていた救急車で病院に

搬送した。

当日出動した救急活動車両は、救急車を含め計４３台で、出動隊員数は１５５名

に及んだ。

上記の負傷者の病院への搬送は、１７時２０分ごろ開始し、１９時００分ごろ終

了した。この間に、負傷者は、救急車１７台で９か所の病院に分散収容された。

なお、負傷者のうち機内で救護業務に従事していたＣＡ８名は、別途、同社が病院

への搬送をしたため、事故当日に病院に収容された負傷者数は計３９名であった。

２.１２ 事実を認定するための試験及び研究

2.12.1 航空機の調査

2.12.1.1 航空機の関連系統及び装備品の試験

地上において、Ａ機及びＢ機の本事故に関連する系統及び装備品について機能

試験を実施した。

(1) 実機で行った機能試験

以下について機能試験を実施した結果、事故の要因となる異常は認められな

かった。

① 高度計系統及び速度計系統に関連したピトー静圧系統

② ＶＨＦ無線通信機器

③ エアー・データ・コンピューター

④ ＴＣＡＳ

(2) 装備品台上試験

以下の装備品を台上試験した結果、事故の要因となる異常は認められなかった｡

① ＡＴＣトランスポンダー

② ＶＨＦ無線通信機器

③ エアー・データ・コンピューター

④ ＴＣＡＳ
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2.12.1.2 ギャレーカートによるＡ機の客室内の破損に関する調査

事故当時、客室では合計１０台のギャレーカートが、ＣＡにより機内サービス

に使用されていた。事故時は、そのすべてが浮揚し、内５台が破損し、内１台が

天井裏に跳ね上げられた。破損したギャレーカートを取り扱っていたＣＡ全員

は、身体が空中に浮揚し、ギャレーカートも同時に浮揚したと述べている。破損

したギャレーカート５台のうちの４台は、キャスター、ブレーキ等が破損してい

た。

各ギャレーカート及び客室内の破損状況は、概ね次のとおりであった。

コンパートメントＡでは、ギャレーカート１台が使用されていたが、浮揚し、

床に転倒していた。

コンパートメントＢ～Ｃでは、ギャレーカート４台が使用されていたが、浮揚

した後に元の位置へ戻ったり、床へ転倒した。そのうちの１台が破損した。付近

では天井の一部が破損していた。

コンパートメントＤでは、ギャレーカート２台が使用されていたが、浮揚した

後に床へ落下して２台とも破損した。付近では座席、天井、空調ダクトなどが破

損していた。

コンパートメントＥでは、ギャレーカート２台が使用されていた。左側通路に

あったギャレーカート１台が浮揚後に落下し、破損した。その付近では座席、天

井などが破損していた。右側通路の１台は、座席４７付近の天井を跳ね上げ、胴

体中央付近の天井裏に飛び込み、そこに前後方向に設置してある梁と空調ダクト

の上に乗って、ギャレーカート上部を左側に向けて破損し、停止していた。付近

では、床、天井、空調ダクトなどが破損していた。天井裏に跳ね上げられた

ギャレーカートを飛行中に降ろすことは不可能であったため、着陸するまで天井

裏に置かれたままであった。その位置は、床から約２.７ｍの高さであった。同

ギャレーカートは、高さ１０１cm、巾３０cm、奥行き４３cmで、重量（天井裏に

散乱した搭載物約４.５kgを含む）は約３９kgであった。

参考のため、同型式のギャレーカートを使って、標準搭載状態にして重量を実

測したところ約５１kgであった。

２階客室では、ギャレーカートは１台使用されていた。浮揚したが、その後元

の位置に戻った。

ギャレー内に収納していたギャレーカートは、破損していなかった。

なお、Ａ機のＬ３、Ｒ３、Ｌ５及びＲ５のドア付近にはギャレーカートを床面

に固定する設備が施されていたが、事故当時は使用されていなかった。
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2.12.2 ＴＣＡＳの作動に関する調査

2.12.2.1 ＴＣＡＳの概要

ＴＣＡＳは、衝突の危険が生ずる可能性のある航空機の接近を検知し、操縦士

に対して、その航空機の位置情報であるＴＡや衝突を回避するためのＲＡを提供

するものである。

航空機に装備されたＴＣＡＳは、送受信したトランスポンダーの信号から、相

手機との間の距離と高度情報を得て、装置内の演算回路で算出された相対速度と

高度変化率を基に、一定時間後の相手機との間隔及び高度差を評価し、衝突の脅

威の有無を判定する。ＴＣＡＳが衝突の脅威があると判断した時、相手機と通信

できる場合は、回避方向が同一にならないように相互に調整して上方又は下方へ

の回避方法を合成音声によって知らせるとともにＴＣＡＳ情報表示器上に表示す

る。また、回避のための高度差も最小限で安全間隔が確保されるように設計され

ている。なお、飛行高度に対して感度レベルを２～７とした６段階の安全間隔を

設定している。（注）

Ａ機及びＢ機が装備しているＴＣＡＳの型式はVer.６.０４Ａ仕様で、基本的に

は共通であり、システムの名称はコリンズ社製ＴＴＲ－９２０ ＴＣＡＳⅡシステム

である。

当該システムは、ＴＣＡＳコンピューター、ＡＴＣモードＳトランスポンダー､

ＴＣＡＳ／ＡＴＣトランスポンダー・コントロール・パネル、ディレクショナル・

アンテナ、モードＳアンテナ及び表示器で構成されている。

両機に搭載されている表示器は異なり、Ａ機はＰＦＤ及びＮＤを使用し、Ｂ機

はトラフィック／ウェザーレーダー・インディケーター及びＴＣＡＳⅡ ＲＡ／ＶＳＩ

を使用している。

（注）感度レベル２は、高度が１,０００ft以下の設定であり、しきい値も最も

小さく設定し、保護領域を狭くして不必要な警報の低減を図っている。こ

れにより、航空交通が輻輳する空港付近での警報を軽減する。また、ＲＡ

は作動させない。感度レベル３以上は高度は１,０００ft以上で、ＲＡが作

動するようになり、しきい値を高度とともに徐々に大きく設定し、保護さ

れる領域を広げることで、高々度ほど早めに警報が出て、高速で飛行して

いる場合でもゆとりを持って回避できるように設計されている。感度レベル

７はＦＬ３００以上(Ver.６.０４Ａ)の高度に対応している。

（付図６及び８参照）
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2.12.2.2 ＴＣＡＳの作動状況の解析

両機のＴＣＡＳ作動状況は、Ａ機のＡＣＭＳ及びＢ機のＡＩＤＳに記録されて

おり、この記録から、両機の接近の状況を解析した。解析の際、時刻は、ＤＦＤＲ､

ＡＣＭＳ、ＡＩＤＳ、航空管制用レーダー及び管制交信記録との間で2.9.3項で述

べたように、相互に補正を行い整合を確認している。この解析は、電子研の協力

を得て実施した。

解析結果は次のとおりである。

(1) 作動条件

両機の接近は、ＴＣＡＳの感度レベルが７になるＦＬ３００以上の高度で

起きており、ＴＡ及びＲＡの作動条件は次のとおりであった。

ＴＡ及びＲＡの作動条件（感度レベル７の場合）

保護領域半径（nm） 高度しきい値（ft） 接近時間しきい値（秒）

ＴＡ 約１.３ １,２００ ４８

ＲＡ １.１ ８００ ３５

インクリースＲＡ (略） ２００ ２６

（注）しきい値とは、ＴＣＡＳが相手機との衝突の脅威の評価を行う際の判断

基準としてあらかじめ設定された値のことである。最接近点が保護領域半

径及び高度しきい値内にあると判断された場合、最接近時刻の接近時間し

きい値(TAにあっては48秒)前に作動する。

(2) 最接近までの作動状況の概要

最接近までのＴＣＡＳの作動状況は次のとおりである。（ ）内に示す距

離、高度差は、ＴＣＡＳが算出した値を示す。

なお、参考のため、ＤＦＤＲ記録等に基づく、Ａ機及びＢ機の飛行状況を

[ ]で併記する。

また、両機の接近から回避までの航跡は、付図９のとおりであった。

１５：５４：１８ Ｂ機にＴＡ作動（Ａ機との距離、高度差、相対速度

：１２.４～１２.８nm、－１００ft（Ａ機が低い）、

約９１０kt）

１５：５４：１９ Ａ機は、上昇飛行中にＴＡ作動（Ｂ機との距離、高

度差、相対速度：１２.３８～１２.６３nm、０ft（ほぼ

同高度）、約９１０kt）

[１５：５４：３３～３８ Ａ機、東京ＡＣＣに降下する旨を応答]

１５：５４：３４ Ｂ機に降下－１,５００ft/minのＲＡが作動（Ａ機
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との距離、高度差、相対速度：８.５～８.７nm、

１００ft（Ａ機が高い）、約９１０kt）

１５：５４：３５ Ａ機に上昇１,５００ft/minのＲＡが作動（Ｂ機と

の距離、高度差、相対速度：８.３８～８.６３nm、

－１００ft（Ｂ機が低い）、約９１０kt）

[１５：５４：３６ Ａ機は上昇を緩和]

[１５：５４：４０ Ａ機は降下に転ず]

[１５：５４：４１ Ｂ機は緩やかに降下を開始]

１５：５４：４９ Ｂ機は、インクリースＲＡ（－２,５００ft/min）

作動（Ａ機との距離、高度差、：４.９nm、１００ft

（Ａ機が高い)）

[１５：５５：００ Ａ機は旋回しながら接近、左バンク２.５゜に一時

的に戻し。]

１５：５５：０３ Ｂ機のＴＣＡＳ記録で、Ａ機のトラック欠落が始ま

り、表示器でのトラック表示は、線形予測位置で継続

[１５：５５：０５ Ａ機は左バンク１１.６゜､Ｂ機は右バンク９.４°]

１５：５５：０６ Ａ機は、インクリースＲＡ（２,５００ft/min）作動

（Ｂ機との距離、高度差：１.２５nm、０ft（ほぼ

同高度)）

[Ａ機は、左バンク１５.６°]

[１５：５５：０６～０７ Ａ機に負のＧが発生]

[１５：５５：０６～０８ Ｂ機に大きな正のＧが発生]

[１５：５５：０７ Ａ機はピッチ－１０.９゜（Ｂ機との距離、高度差

：１.０６nm、－１００ft（Ｂ機が低い））]

[１５：５５：０８ Ａ機は左バンク１９.３゜]

１５：５５：０９ Ｂ機のＴＣＡＳ情報表示器でＡ機の表示消失

[１５：５５：１１ 両機最接近（距離：両機のアンテナ間、０.１９nm

以下）、最接近場所は、北緯３４度４３分、東経

１３８度１５分付近]

(3) 作動解析の結果の解説

ＴＣＡＳの作動解析の結果から、ＴＣＡＳは、両機の飛行高度がＦＬ３００

以上、感度レベル７に対応した(1)の条件で作動しており、その作動に異常は

認められなかった。

各項目ごとの作動結果は次のとおりである。



- 45 -

① 両機のＴＡが作動した時の相対距離及び高度差の絶対値は、それぞれ

１２.３８～１２.８０nm及び０～１００ftであった。両機のＴＡが作動した

時刻は、最接近時刻からさかのぼって５３秒前（誤差±１秒）であった。

ＴＡがしきい値である４８秒前よりも早く作動したのは、ＴＣＡＳの予測が

自機と関連機の双方が直線運動を行ったと仮定して行われるためである。

即ち、両機の飛行経路は、Ｂ機は直線飛行を行っていたが、Ａ機が旋回し

ながらＢ機の経路と交差することになったため、ＴＡ作動後の相対速度が

ＴＡ作動時に比べて小さくなり、最接近までの時間が、ＴＡ作動時にＴＣＡＳ

が予測した時間より、結果的に長くなったことによるものである。

② 両機のＲＡが作動した時の相対距離及び高度差の絶対値は、それぞれ

８.３８～８.８０nm及び１００ftであった。両機のＲＡ作動時刻は、最接

近時刻からさかのぼって３６秒前（誤差±１秒）であった。

③ 衝突回避指示は、Ａ機が上昇、Ｂ機が降下を指示しており、両機とも回

避の相補調整機能に異常はなかったものと推定される。

④ 衝突まで２６秒のしきい値に割り込んで、残り２１秒に、Ｂ機にインク

リースＲＡが作動したことについては、Ｂ機が、ＲＡが指示する降下率

－１,５００ft/minに従っていても、Ａ機との間に、２００ft以上の高度

差を取れないとＴＣＡＳが計算したためと推定される。

⑤ Ａ機のインクリースＲＡが、しきい値２６秒を割り込んで、残り５秒ま

で遅延したことについては、Ａ機がそれまでのＲＡが指示する上昇率

１,５００ft/minに従わずに降下をしていたため、ＲＡに従って上昇すれ

ば、Ｂ機との間に、２００ft以上の高度差を達成できる状況が継続したた

めであると推定される。

⑥ Ｂ機側のＴＣＡＳ記録において、Ａ機のトラックが欠落したのは、両機

が接近した際に、相互に反対方向にロールしたため、Ｂ機のＴＣＡＳ受信

アンテナがＡ機の送信電波を受信できない状態が数秒間継続したことによ

る可能性が考えられる。このことにより、Ｂ機のＴＣＡＳ記録上では、

インクリースＲＡがＴＡとなったが、同時にトラック・ドロップとなり、

ＴＡの状態がＴＣＡＳ情報表示器上に表示されることはなかった。

2.12.3 フライト・シミュレーターによる模擬飛行試験等

2.12.3.1 スラストレバー操作とエンジン推力の追従性

Ａ機と同型式機の場合に、高度３７,０００ftを飛行中にエンジン推力がアイドル

の状態からＭＣＴに達するまでの変化を示す航空機製造会社作成の資料によれ

ば、スラストレバーを操作してからエンジン推力が上昇するまでに要する時間は
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約５秒、推力が増加し始めてからＭＣＴに達するまでに約２０秒の時間が必要で

あることが示されていた。

また、降下から上昇へ移行するためのエンジン推力の応答特性を確認するた

め、Ａ機のＡＣＭＳに記録されていた事故発生前後のＮ１、Ｎ２及びスラスト

レバー位置の時間変化をグラフ化したものを付図１９に示す。

（注）Ｎ１は、低圧タービン回転数で、Ａ機のエンジンでは３,２８０ＲＰＭを

１００とした時の割合を％で表す。推力を設定する場合の指標としている｡

（注）Ｎ２は、高圧タービン回転数で、Ａ機のエンジンでは９,８２７ＲＰＭを

１００とした時の割合を％で表す。

2.12.3.2 フライト・シミュレーターによる模擬飛行試験

事故発生前のＡ機の対応の可能性及びＴＣＡＳ指示に対する飛行の実施可能性

について、フライト・シミュレーターによる模擬飛行試験を行った。

なお、試験に使用したフライト・シミュレーターは、第１種模擬飛行装置で、

高度なビジュアル装置及びモーション装置を有し、最も模擬の程度が高いフェイズ３

の装置として国土交通省航空局が認定している機材であった。

ただし、Ａ機はボーイング式７４７－４００Ｄ型であったが、当該型式のフライト･

シミュレーターはないため、ボーイング式７４７－４００型のものを用いて試験

を行った。両型式機の相違については、外形は翼端のウイングレットの有無であ

り、航空機の性能上の相違については日本航空(株)のＡＯＭ SUPPLEMENTに詳細に

記載されているが、両型式間には、本事故調査におけるフライト・シミュレーター

による模擬飛行試験結果に影響するような顕著な差はないと考えられる。また、

本事故調査におけるフライト・シミュレーターによる模擬飛行試験は、飛行性能

に関する厳密な定量的データの取得を目的としたものではなく、Ａ機の飛行方法

の可能性の検討や、定性的な飛行状態の把握のため、航空機製造者の性能に関す

る資料や、ＡＦＭ等の記述と比較しながら行ったものである。

(1) Ａ機に対し降下の管制指示がなかった場合の上昇

この試験は、東京ＡＣＣからＡ機に対し、ＦＬ３５０への降下指示がなか

ったと仮定した場合に相当し、事故時の最接近地点付近の位置では、高度は

約３８,１００ftに達することとなった。

[実施内容]

Ａ機の上昇性能等の設定は、事故時と同様とした。また、直線での上昇率

を約１,０００ft/min、ＹＡＩＺＵ付近からの旋回においては、約２５°の

左バンク角をとり実施した。風向風速は事故時とほぼ同様とした。
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[結果]

Ａ機は、巡航高度のＦＬ３９０まで継続的に上昇した場合、事故時の最接近

地点付近の位置では、高度約３８,１００ftを通過した。ＹＡＩＺＵ付近で

は旋回中であるため、上昇率は、１,０００ft/min程度の値から４００ft/min～

８００ft/min程度の値まで減少した。この試験結果については、3.2.3.4項(4)

で言及する。

（付図１８参照）

(2) 上昇推力回復時間

この試験は、オート・スロットル使用時におけるアイドル位置から上昇推

力位置への推力の追従性に関するものである。

[実施内容]

手動による操作ではデータにばらつきがでることから、オート・スロットル

を用いて試験を行うこととし、オート・スロットル使用時における、推力の

スラストレバーに対する追従性を確認するため、上昇推力（事故時の高度で

はＭＣＴの値と同じ）への回復時間の計測を行った。上昇形態で、ＶＮＡＶ

ＳＰＥＥＤモードの状態から、スラストレバーをアイドル位置まで手動で動

かし、同位置で５秒間保持した後（約７３％Ｎ１）、同位置からスラスト

レバーと燃料流量が上昇推力位置に戻るまでに要する時間を計測した。

[結果]

スラストレバーは、アイドル位置から上昇推力位置に戻るのに、約５秒を

要し、燃料流量は、上昇推力まで戻るのに、約１０秒を要した。

これらの時間を要することは、エンジンのフレーム・アウト等を防止する

ため、ゆっくりとした燃料供給操作をＥＥＣが行うためと考えられる。この

試験結果については、3.2.3.7項(1)で言及する。

(3) Ａ機のＲＡに従う上昇

この試験は、Ａ機においてＲＡの上昇指示が作動し、Ａ機がこれに従って

上昇したと仮定した場合に相当し、事故時の最接近地点付近の位置では、

高度は約３７,８００ftに達することとなった。

[実施内容]

ＦＬ３７１付近での上昇中における、燃料流量、約７,６００lb/hrから、

ゆっくりスラストレバーを操作してアイドル位置にし、約５秒後（燃料流量

が約５,４００lb/hrになった時）、再び上昇するため、スラストレバーを前

進させ、機首を引き起こした後、上昇率が１,５００ft/min以上に達するま

での間の高度低下、降下率の変化、機体の安定性等について調査した。
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[結果]

スラストレバーをゆっくりアイドル位置にして推力を減少させた時点での

上昇率については、昇降計の計器指示値は最大で－１２０ft/minにまで下がっ

たが、高度はＦＬ３７２に約９秒間留まり、その後、次第に上昇に転じ、最

接近のころには、３７,８００ftに達した。この間、機体の安定性につい

て異常は認められなかった。この試験結果については、3.2.3.5(2)並びに

3.2.3.7項(1)及び(4)で言及する。

（付図１８参照）

(4) ＴＣＡＳ情報表示器の利用

この試験は、Ａ機がＴＣＡＳ情報表示器上でＢ機の降下を確認して上昇に

移行したと仮定した場合に相当し、事故時の最接近地点付近の位置では、

高度は約３６,２００ftとなった。

[実施内容]

上昇途中からスラストレバーをアイドル推力位置にして降下を開始し、その

状態から２０秒経過後に、再び上昇推力に戻し、上昇姿勢をとった場合におい

て上昇に移行するまでの必要時間、及びその間の高度低下の状況を調査した｡

[結果]

上昇推力再設定時の高度から､最も降下した時までの高度低下は３２０ft

で、最接近のころの高度は、３６,２００ftとなり、最初にアイドル推力に

した高度まで戻るのには、約３６秒を要した。この試験結果については、

3.2.3.8項(2)で言及する。

（付図１８参照）

(5) 失速までのマージン

この試験は、Ａ機にＲＡが作動した状況での失速に対する余裕に関するも

のであり、①の試験ではスラストレバーをアイドル位置にした場合、速度が

低下しバフェットは約１０５秒後に発生した。また、②の試験では、毎秒１°

でピッチ姿勢を上昇側に操作した場合、約１７秒後にバフェットが発生した

が、その間に高度は約１,４００ft上昇していた。

① [実施内容]

高度３７,０００ft、速度２８０ktの水平飛行の状態から行った。スラスト

レバーをゆっくりアイドル位置にした時点から高度、針路を保持し、速度

の減少状態、失速警報のシェイカー作動までの時間等を計測した。

[結果]

バフェットは約１０５秒後に発生し、この時の指示対気速度は２１５kt

であった。
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② [実施内容]

スラストレバーをゆっくりアイドル位置にし、５秒後、スラストレバー

を９３％Ｎ１までアドバンスしながら、機体のピッチ姿勢を毎秒１°と毎

秒２°の割合で上昇側に操作し、３０秒以内に獲得できる高度と、バフェット

の発生やシェイカー作動に至る状況を確認した。

[結果]

毎秒１°でピッチ姿勢を上昇側に操作をし続けた場合、ピッチ操作開始

から、約１７秒後にバフェットが発生し、この時の速度約２３０kt、ピッチ

角約＋１７°でこの間に約１,４００ftの高度を獲得することができた。

毎秒２°でピッチ姿勢を上昇側に操作した場合、ピッチ操作開始から、

約５～６秒後にバフェットが発生し、期待できるほどの高度は獲得できな

かった。

これらの試験結果については、3.2.3.7項(2)及び(4)で言及する。

(6) エンジンの加速性能

この試験は、高々度における高度を保持した状態でのエンジンの加速性能に

関するものであり、Ｎ１がアイドル状態からＭＣＴまで回復するのに要する時

間は、３０,０００ftでは約１８秒、４０,０００ftでは約２４秒であった。

[実施内容]

３０,０００ft及び４０,０００ftそれぞれの高度を保持した状態におい

て、２８０ktの巡航状態からスラストレバーをアイドル位置にし、Ｎ１が

完全にアイドル状態で安定してから、スラストレバーを上昇推力位置まで進

めてエンジンの加速性能を確認した。

[結果]

① ３０,０００ftの場合

加速性能は、スラストレバー操作開始の約１０秒後からＮ１が増加し始

め、速度は最小２５５ktから増加し、Ｎ１はスラストレバー操作開始から

約１８秒後にはＭＣＴのＮ１まで回復した。

② ４０,０００ftの場合

加速性能は、スラストレバー操作開始の約１８秒後からＮ１が増加し始

め、速度は最小２３０ktから増加し、Ｎ１はスラストレバー操作開始から

約２４秒後にはＭＣＴのＮ１まで回復した。

これらの試験結果については、3.2.3.7項(1)で言及する。

(7) 最高運用高度付近における上昇性能

この試験は、Ａ機の最高運用高度付近において、ＲＡの上昇指示に従った

上昇性能を確認するものである。Ａ機と同型式の航空機の実際の運用におい
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て、最高運用高度付近で本試験のような飛行が行われることはほとんど考え

られないが、最も厳しい条件での試験を行った。その結果、ＲＡが指示する

１,５００ft/minの上昇を優先したため速度はいくらか減少したが、１分間

に１,３００ftの上昇は可能であった。

[実施内容]

最高運用高度付近と考えられる高度４５,０００ft、速度２３５kt、重量

５０万lbsにおいて、ＴＣＡＳの上昇指示（１,５００ft/min）が出た場合、

ＭＣＴでＴＣＡＳの上昇指示に対応した上昇が可能であるかを確認した。

[結果]

３０秒後には、速度の減少は約１０ktであったが、高度は約６５０ft獲得

することができ、１分後には、速度は約２２kt減少したが、高度は約

１,３００ft獲得することができた。この試験結果については、3.2.3.7項

(2)及び(3)で言及する。

2.12.4 航空管制機器等に関する調査

2.12.4.1 航空路レーダー情報処理システム

東京ＡＣＣに設置されている、航空路レーダー情報処理システムについて調査

した結果、事故当日のハードウェア及びソフトウェアに関する障害は発生してお

らず、レーダーデータの受信から管制卓への表示まで、すべて正常に作動してい

た。

なお、ＣＮＦ作動直前からＡ機とＢ機の最接近直後までの間において、東京

ＡＣＣの関東南Ｃセクターの管制卓レーダー表示画面上で、Ａ機とＢ機のデータ

が更新された時刻を、表示されたフライトレベルと併せて記載すると、次のとお

りとなる。

Ａ機 Ｂ機

データ更新時刻 ＦＬ データ更新時刻 ＦＬ

１５時５４分０９秒 ３６７

１５時５４分１４秒 ３７０

（１５時５４分１５秒 レーダー表示画面上の両機にＣＮＦ表示）

１５時５４分１９秒 ３６９

１５時５４分２４秒 ３７０

１５時５４分２９秒 ３７０

１５時５４分３４秒 ３７０

１５時５４分３８秒 ３７２

１５時５４分４３秒 ３７０
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１５時５４分４８秒 ３７１

１５時５４分５３秒 ３６９

１５時５４分５８秒 ３６７

１５時５５分０３秒 ３６６

１５時５５分０８秒 ３６２

１５時５５分１２秒 ３５９

１５時５５分２１秒 [Ｂ]（注） １５時５５分２１秒 ３５４

１５時５５分３１秒 ３４９ １５時５５分３１秒 ３５３

（注)：[Ｂ]とは、レーダー表示画面上にＢの文字が表示され、高度情報が

無効であることを示す。なお、この時レーダー表示画面上に表示され

たＡ機のデータは、直前まで追尾していたレーダーからの情報が、

Ａ機とＢ機が重なったことにより、読み取り不能となって欠落したた

め、その前に受信できていた他のレーダーサイトの情報で補完され

た。しかしながら、データを補完したレーダーサイトは、両機からの

距離が遠く、かつ、誤差が出やすい方位に位置していたため、高度情

報が欠落した上、レーダー表示画面上の航空機の表示位置も、許容範

囲内ではあるが、比較的大きな誤差をもって表示された。

以上のことは、本レーダー・システムの限界に起因することであっ

て、システムの異常ではない。

また、レーダー受信から、表示画面に表示されるまでには伝送時間

を含めて２～３秒の処理時間を要するため、表示されたＦＬはその分

遅れた情報となり、ＤＦＤＲの記録とは必ずしも一致しない。なお、

表示位置においては、遅延時間分の補正がなされている。

両機の表示更新時刻が交互に５秒程度ずれているように見えるの

は、本事故発生地点付近の空域が複数のレーダーでカバーされてお

り、表示に使用されたレーダーがそれぞれ異なっていたためである。

2.12.4.2 ＣＮＦ（異常接近警報）

航空機が互いに接近すると予想される場合、航空路管制用のレーダー表示画面

に表示されるデータブロック等に「ＣＮＦ」の文字が赤色で点滅表示される。航

空路レーダー情報処理システムにおけるＣＮＦの作動条件については、同システム

操作要領（航空局管制情報処理システム室 制定）において、次のように記載され

ている。



- 52 -

２機の航空機のターゲットがその進行方向において高度的に７００フィート

（２９,０００フィート以上のターゲットについては１,６００フィート）未

満の垂直間隔、平面に５nm未満の水平間隔となることがシステムにおいて予

測される時に、当該事態の３分前に表示される。

なお、航空機が旋回して、２機の垂直、水平間隔が減少していく場合、すべて

の状況下において３分前に「ＣＮＦ」が表示されることにはならない。今回の事

例では最接近点の北約７nmの地点でＡ機が左に旋回しているため、Ａ機の進行方

向の片側５nmの幅の中にＢ機を捕らえた時点(１５時５４分１５秒)でＣＮＦが規

定の時刻よりも約２分以上遅れ作動したと考えられる。

また、航空管制官の業務におけるＣＮＦ作動時の対応についての規程等は定め

られておらず、ＣＮＦが作動条件どおり動作しない場合があることについての知

識付与も行われていなかった。ＣＮＦ作動時の特別な訓練は実施されていない

が、通常の航空路管制用レーダー・シミュレーター訓練において、しばしばＣＮＦ

の作動を体験することがある。

（付図４参照）

2.12.4.3 レーダー・ハンドオフ

航空機に関する識別情報（以下「識別」という。）の送り手側航空管制官は、

管制下にある航空機が管轄セクター内を通過し、隣接セクターに接近すると、隣

接するセクターを担当する受け手側航空管制官に、通信及び識別の移送を伴う業

務移管を行う。これをレーダー・ハンドオフという。通常、この行為はレーダー

表示画面脇にあるファンクション・キー及びトラック・ボールを操作して行われ

る。

受け手側航空管制官のレーダー表示画面上には、該当機のデータブロック（個

々の航空機の情報表示欄）に「ＨＮＤ」の文字が点滅表示される。受け手側の航

空管制官は、送り手側航空管制官と同様のキー操作を行うことによりレーダー・

ハンドオフを受け取る。

送り手側航空管制官は、レーダー表示画面上の該当機のデータブロック上に

「ＯＶＲ」の文字が点滅表示されることにより、受け手側航空管制官が航空機の

識別を受け取ったことを知る。この後、送り手側航空管制官は該当機に対して次

のセクターで使用する無線周波数への切り替えを指示する。

これを受けて該当する航空機の運航乗務員は、隣接するセクターの受け手側航

空管制官と通信設定を行う。

受け手側航空管制官は、運航票と呼ばれる航空機の運航に関する情報が書き込

まれた紙片に、記憶に留める行為として、識別の継承及び交信が開始された旨を
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示すマークを記入し、一連の操作が完了する。

なお、事故当時のＢ機のレーダー・ハンドオフに関しては、運航票には実施済

みのマークが書き込まれていた。

（付図３及び４参照）

２.１３ 組織及び管理に関する情報

2.13.1 事故当時の運航乗務員の業務

2.13.1.1 両機の運航乗務員の基本配置

運航乗務員の基本配置は、Ａ機と同型式機のボーイング式７４７－４００Ｄ型

機の場合は、機長及び副操縦士各１名からなる２名編成である。

また、Ｂ機と同型式機のＤＣ－１０－４０型機の場合は、機長、副操縦士及び

航空機関士各１名からなる３名編成である。

同社のOPERATIONS MANUAL（以下「ＯＭ」という。）によれば、機長（ＰＩＣ)､

副操縦士及び航空機関士の責任及び任務は、以下のとおりである。

１．ＰＩＣ

(1) ＰＩＣは、運航の実施にかかわる判断および運航全般を通じての指

揮、監督の責任を有する。

(2) ＰＩＣは、飛行中の航空機、搭乗者および搭載物の安全について責任

を有する。

(3) ＰＩＣは、乗員および乗員の実施する業務内容を統括し、的確な指揮

をとる。

また、他の乗員の指導、育成に心がける。

(4) ＰＩＣは、規程類に定めのない事項について、必要がある場合には、

各運航乗務員間の業務分担を明確にする。

(5) ＰＩＣは、自己の責任において、その職務の一部を他に代行させるこ

とが出来る。

(6) ＰＩＣは、操縦室を離れる場合、予測される事項について代行者に必

要な指示を与えるとともに、事後速やかに報告を受ける。

(7) 緊急事態に際しては、ＰＩＣは事態終了まで的確な指示を与える。そ

の場合、ＰＩＣは、極力自ら操縦にあたるように努める。

２．副操縦士

副操縦士は、運航の全般にあたりＰＩＣを補佐するとともに、ＰＩＣに

不測の事態が生じた場合、直ちにその職務を継承する。

３．航空機関士

航空機関士は、ＰＩＣを補佐し、特に、機体、エンジンおよびその他の
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諸系統の機能を正常な状態に維持するよう努める。

また、ＡＴＣ通信、Flight Path（主として高度）等のモニターを行い

ＰＩＣおよび副操縦士をバックアップする。

2.13.1.2 事故当時の運航乗務員の配置及び業務分担

事故当時、Ａ機にあっては、機長及び副操縦士以外に２名の副操縦士昇格訓練

生が搭乗して運航が行われており、Ｂ機にあっては、機長、機長昇格訓練中の副

操縦士、航空機関士の３名が搭乗して運航が行われていた。それぞれの乗務配置

及び任務は、以下のとおりであった。

Ａ機については、機長は左前席に着座し、ＰＦ業務を行いながら、専任乗員教

官として、右前席に着座してＰＮＦ（操縦中でない操縦士）業務を行っている副

操縦士昇格訓練生の指導を行っていた。

副操縦士は、左後席に着座し、機長の指導の下に、副操縦士昇格訓練生の指導

に当たっていた。

２名の副操縦士昇格訓練生のうち１名は、右前席に着座し、ＰＮＦ業務の仕上

げ及び計画力・判断力の演練のための業務を行っていた。もう１名の訓練生は、

右後席に着座していた。

Ｂ機については、機長は右前席に着座し、ＰＮＦ業務を行いながら、左前席の

機長昇格訓練中の副操縦士の指導を行っていた。

副操縦士は、機長昇格訓練のため左前席に着座し、ＰＦ業務を行っていた。

航空機関士は、所定の席に着座し、航空機関士の業務を行っていた。

2.13.1.3 運航乗務員の資格要件

機長、副操縦士及び航空機関士は、航空法に基づく航空従事者技能証明が必要

なほか、航空運送事業に従事するため、航空法令及び関連社内規程により、更な

る資格要件、乗務要件等が付加されている。

同社のＯＭによれば、機長及び副操縦士については、乗務要件の一つとして、

ＴＣＡＳの運用にかかわる個別要件を満足することが求められている。(2.14.2.1

参照）

両機の機長、副操縦士、訓練生ともそれぞれの資格要件を満たしていた。

なお、事故当時に配置されていた運航乗務員の特別の業務に関する資格要件

は、同社の社内規程によれば、概略以下のとおりである。

１. 副操縦士初期訓練生

運航乗務員訓練生として副操縦士基礎訓練を終了した訓練生をいう。

２. 機長昇格訓練副操縦士
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当該型式機のレフトシート副操縦士として、左席で６０回以上の離着

陸経験を有する副操縦士の中から、総合評価に基づき候補者を選定し、

人物審査を実施の上機長昇格訓練への投入の適否につき、運航乗務員資

格審議委員会に上申する。同委員会は、候補者について、技倆・人物に

わたり審議のうえ、機長昇格訓練者を決定する。

３. ライン操縦教官

運航乗務員としての資格要件に加え、下記要件を満足していること。

(1) 訓練を適切に遂行するに足る経験、技倆、識見を有しているこ

と。

(2) 所定の任用訓練を終了していること。

(3) 特別教官の業務については６５歳をもって上限とする。

(4) 操縦教官およびライン操縦教官については、レフトシート・

アプルーブ機長であること。

４. レフトシート・アプルーブ機長訓練

レフトシート・アプルーブ機長（副操縦士に左席操縦を行わせうる機

長）として指名する機長については、レフトシート・アプルーブ機長訓

練基準に基づき、地上訓練、シミュレーター訓練、局地飛行訓練を実施

する。

５. ライトシート・アプルーブ機長訓練

ライトシート・アプルーブ機長（副操縦士に右席操縦を行わせうる機

長）として指名する機長については、ライトシート・アプルーブ機長訓

練基準に基づき、地上訓練、シミュレーター訓練、路線訓練を実施す

る。

６. 専任乗員教官

専任乗員教官は、副操縦士昇格訓練時に当該訓練生に実機訓練を行わ

せうる教官で、任用訓練を受けた教官。

2.13.2 事故当時の航空路管制業務

2.13.2.1 関東南Ｃセクターの概要

事故発生地点の航空管制上の管轄区分は、関東南Ｃセクターであり、東京ＡＣＣ

の管轄区域に含まれている。

当該セクターの空域は、東西約１２０nm(約２２０km）､南北約６０nm(約１１０km)

であり、三宅島から和歌山県串本を結ぶ航空路の北側で河和(愛知県美浜町、知多

半島南端)と伊豆大島を結ぶ航空路のうち、河和の東１０nm（約１８km）から千葉

県御宿近傍(東京国際空港到着機は伊豆大島の東１５nm(約２８km)）までの空域を
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飛行する航空機を扱っている。当該セクターが取り扱う航空機は、１日約５００機

に上るが、東西に飛行するジェット機の場合、当該セクターを巡航高度で通過す

るのに要する時間は１５分程度である。

また、当該セクターは九州や中国、四国地方から東京国際空港へ到着する航空

機を主に管制しており、その他に新東京国際空港、米軍横田基地、海上自衛隊厚

木基地、下総基地及び航空自衛隊静浜飛行場等へ飛行する航空機も管制してい

る。出発機については、静浜飛行場を離陸する航空機、及び静浜飛行場以外の上

記空港等から南若しくは南西方向に向かう出発機を管制している。このセクター

で取り扱う航空機は巡航高度のまま通過するものは少なく、上昇又は降下飛行を

行うものが多い。

なお、Ｂ機の目的地は新東京国際空港であったが、ＦＬ３７０を巡航している

場合は、進入のための降下開始点は両機がすれ違った地点よりも東側に約２０nm

（約３７km）の地点となる。近隣諸外国からＸＭＣ（河和ＶＯＲＴＡＣ）を経由

して新東京国際空港に到着する航空機は１日約３０便あり、これらがＢ機と同様

の経路を飛行している。

（付図２参照）

2.13.2.2 管制席の配置及び業務分担

関東南Ｃセクターには、基本的配置としては、レーダー対空席及びレーダー調

整席の２席が配置されている。事故当時、関東南Ｃセクターのレーダー対空席に

おいては、訓練中の航空管制官が訓練監督者の指導のもとに航空機の管制を実施

していた。また、レーダー調整席に１名の航空管制官が配置されていた。

これらの管制席の基本的業務は、「東京航空交通管制部 管制業務運用要領」

に記載されており、その内容は次のとおりである。

レーダー対空席は、管轄空域を飛行する航空機と交信を行い、航空機の識別と

管制間隔を維持するため、必要に応じて管制承認又は管制指示を発出する。ま

た、レーダー・ハンドオフを、コンピューター・システムによりキーボードを

介して行うこととなっている。

レーダー調整席は、レーダー対空席が行う交信の聴取、レーダー表示画面上に

表示される航空機の識別の維持等を補完し、隣接するセクターや管制機関との

口頭による業務調整を行う。さらに、レーダー調整席は、当該セクターの業務を

統括する。

また、東京ＡＣＣの「東京航空交通管制部 管制業務運用要領」の下位規程で

ある「管制業務処理要領」によれば、当該セクターのレーダー調整席は、概略、

以下の業務を行うこととなっている。
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① 羽田地区空港／飛行場、新東京国際空港及び横田地区飛行場から西又は南

方に出域する出発機、及び静浜飛行場を出発する航空機に対する管制承認の

発出。

② 横田地区飛行場に到着する航空機及び通過機に関する情報の提供及び口頭

による航空機のレーダー・ハンドオフ。

③ 羽田地区飛行場及び新東京国際空港に到着する航空機のうち、口頭での連

絡調整を必要とする事項。

④ 隣接する他セクターとの連絡調整。

（付図３参照）

2.13.2.3 航空管制官の資格要件

航空管制官になるためには、人事院の実施する航空管制官採用試験に合格し、

航空保安大学校に入学することが必要である。

航空交通管制職員試験規則等によれば、航空管制官は航空保安大学校卒業まで

に、航空管制官としての基礎的な科目を学習し、基礎試験として航空に関する法

規、管制方式等の９科目を受験して、これに合格しなければならない。

卒業後、航空交通管制部に赴任した場合は、地域特性や飛行計画情報処理

システム等についての座学を受けた後に、航空管制官の補助的業務を行う副管制

席の資格取得のための訓練を６ヶ月間行う。

その後、航空管制業務の資格は、セクターごとに、かつ、レーダーを用いない

業務とレーダーを用いる業務とに分けて、取得していく。通常、東京ＡＣＣでは

最初にレーダーを用いない航空路管制業務として洋上セクターの訓練を受ける。

洋上セクターの資格取得後に行われる国内空域でのレーダーを用いない航空路

管制業務の訓練では、担当空域内の航空交通の特性を理解し、当該空域内の空港

から出発する航空機への管制承認の発出及び他機関との業務調整が行えることが

主眼となる。

通常、国内空域の航空路管制業務のうち、最初に訓練を受けたセクターの資格

を取得した後、航空保安大学校岩沼分校（平成１４年４月より岩沼研修センター

に改組）において、レーダーを用いた航空路管制業務の訓練を実施する。事故当

時訓練中であった航空管制官は、この研修を平成１１年５月から受講しており、

同校でＴＣＡＳに関する授業を受けている。

また、同校では、レーダー誘導及び速度調整等の基礎的な技術を修得し、その

後は、各官署において各セクターごとに、その特性に関する座学及び地域特性に

合わせたレーダー・シミュレーターによる訓練を実施する。

その後も、管制卓における実地訓練と平行して、チームごとに配属されている
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訓練担当者により、管制業務時間外にレーダー・シミュレーターによる訓練が続

けられる。訓練期間はセクターごとの航空交通の特性により異なるが、本事故の

発生した、関東南セクター（資格取得上は、関東南Ａセクター、同Ｂセクター、

同Ｃセクターを一括して、関東南セクターとして取り扱っている）ではレーダー

による航空路管制業務の資格取得までに約１１ヶ月の訓練期間を要している。事

故当時訓練中であった航空管制官は、関東西セクターの航空路レーダー管制業務

の資格を平成１２年５月に取得した。その後、関東南セクターの航空路管制業務

（非レーダー管制業務）の資格を同年９月に取得し、当該セクターのレーダーを

用いた航空路管制業務の訓練開始から約４ヶ月が経過していた。

また、事故当時東京ＡＣＣで勤務に就いていたチームでは、各々の訓練中の航

空管制官に対して訓練担当者が決まっており、レーダー・シミュレーターを用い

た訓練を行っている。

（付図２０参照）

2.13.2.4 訓練監督者に関する要件

事故当時、訓練監督者になるための研修や資格について明文化されたものはな

かった。必須ではないものの、訓練監督者の研修としては、航空保安大学校岩沼

分校や米国ＦＡＡアカデミーにおける研修コースが設けられているが、同訓練監

督者は受講していなかった。

東京ＡＣＣで編纂された「インストラクターズ・ハンドブック」には、ＯＪＴ

を実施する際の基本的留意事項が記述されているが、実施した業務の解説を行う

場合の留意事項についての記載はされていない。また、訓練の方法については、

東京ＡＣＣで規定されている管制業務処理要領､「技能証明未取得者に対する訓練

について(第7-6号)」において以下の記述がある。

(抜粋)

技能証明未取得者（以下「訓練生」という。）に対し管制席において訓練

を行う場合には、次に掲げる事項を遵守して訓練を実施するものとする。

① 運用次席は、技能証明を有する管制官のうちから、技量その他を配慮の

うえ監督者を指名する。

② 監督者は、訓練生に対し全面的な責任をもって訓練を実施する。

③ 監督者は、訓練に適当な交通状況において訓練を実施するものとし、交

通が訓練生の管制能力の限界をこえると判断した場合は、直ちに訓練を中

止する。

④ 監督者は、常時適当な助言又は指示を与え、場合によっては自ら管制席

につくものとする。
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⑤ 監督者は訓練生を着席させる前に、１５分間以上のモニターを行わせ、

かつ訓練上の留意事項等を与える。

⑥ 管制承認または指示の発出、業務移管、位置通報の記入、運航票の取り

外し等については、特に監督者と訓練生との間の連絡指導を密にし、正

確、適切を期すものとする。

２.１４ その他の情報

2.14.1 ＴＣＡＳの運用に係る規程

2.14.1.1 我が国の規程

(1) 航空法第９６条第１項

航空機は、航空交通管制区又は航空交通管制圏においては、国土交通大臣

が航空交通の安全を考慮して､（中略）飛行の方法について与える指示に従っ

て航行しなければならない。

(2) 航空法施行規則第１４７条（抜粋）

航空法第６０条の規定により、航空運送事業の用に供する航空機に装備し

なければならない装置は、次の各号に掲げる装置であって、当該数量以上の

ものとする。

（一～四 略）

五 垂直方向に回避指示を表示する航空機衝突防止装置（客席数が３０又

は最大離陸重量が１５,０００キログラムを超え、かつ、タービン発動

機を装備した飛行機に限る。） １

（この号の規定は、平成１３年１月４日施行）

(3) ＡＩＣ（航空情報サーキュラー）

ＴＣＡＳの運用に関して航空局からＡＩＣが発行されており、ＲＡによる

回避操作については、次の記述がある。（抜粋）

（別添３参照）

4. パイロットがとるべき措置

（１）b. パイロットがＲＡにより回避操作を実施する場合には、衝突の

おそれのある航空機の目視確認に努めるとともに自機が変更しよ

うとする方向の外部監視も行うこと。

（１）c. ＲＡにより高度を変更する場合、その変更は必要最小限にとど

めること。

（１）d. ＲＡによりパイロットが管制指示高度を逸脱し、その後衝突の

危険が回避された場合には、直ちに所定の管制指示高度に復帰す

ること。また、無線電話により管制機関へ可及的速やかにその旨
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の報告をすること。なお、管制機関への連絡に当たっては、以下

の用語例に従うこと。

状況 用語例
TCAS CLIMB (or DESCENT)ＡＣＡＳ ＲＡに従って高度変更を行った場合

ＡＣＡＳ ＲＡに応答後､｢Clear of Conflict｣ ）RETURNING TO (assigned clearance
となったとき

TCAS CLIMB (or DESCENT),ＡＣＡＳ ＲＡに応答後、ＲＡが消失したとき

RETURNING TO (assigned clearance)

TCAS CLIMB (or DESCENT),ＡＣＡＳ ＲＡに応答後、現行の管制承認に

COMPLETED (assigned clearance) RESUMED復帰したとき

UNABLE TO COMPLY, TCAS RAＡＣＡＳ ＲＡに従うため、管制承認／指示に

従えないとき

（注）管制用語として使用する場合のみ“ＡＣＡＳ”に替え“ＴＣＡＳ”を使用する。

5. 運航者がとるべき措置。

（１）運航者は、詳細な操作手順を運航規程に規定すること

6. パイロットの責任

ＲＡにより管制指示高度から逸脱を行う場合、パイロットは航空法

第９６条第１項の違反には問われない。

7. 管制官の責任

航空機がＲＡにより管制指示高度から逸脱している間、管制官は当該機

と回避操作により影響を受ける他の航空機との間における管制間隔の設定

について責任を有しない。

管制官の管制間隔設定の責任は、次の場合に再び生ずる。

（１）航空機が回避を終了し、指示高度に復帰したとき。

（２）航空機から回避を終了した旨の通報があり、当該機と他の航空機と

の間に管制間隔が設定されていることが管制官に確認されたとき。

2.14.1.2 国際民間航空機関の規程

国際民間航空機関（以下「ＩＣＡＯ」という。）の関連資料は以下のとおりで

ある。

(1) 国際民間航空条約第６附属書

国際民間航空条約第６附属書第１部6.18項には、次の記載がある。
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（抜粋）

（仮訳）

6.18.1 ２００３年１月１日から最大離陸重量１５,０００kg又は、乗客

数３０人を超える、すべてのタービン発動機の飛行機は、ＡＣＡＳⅡ

の航空機衝突防止装置を装備しなければならない。

6.18.4 航空機衝突防止装置は、第１０附属書第４巻の該当する規定に

従って運用されなければならない。

(2) ＰＡＮＳ－ＯＰＳ

第６附属書補足編であるＰＡＮＳ－ＯＰＳ、第１巻パートⅧ第３章ＡＣＡＳ

装置の運用には以下の記載がある。

なお、原文については別添４参照

（仮訳）

3.1 概説

3.1.1 航空機衝突防止装置（ＡＣＡＳ）によって与えられる情報が意図

するところは、航空機の安全運航のために操縦士を手助けすること

である。

3.1.2 以下の 3.2に明記された手順は、いずれも機長が、交通上の障害

を解決するためにとるべき最良の手順を選択する際に、最良の判断

と全幅の権限を行使することを妨げるものではない。

3.2 航空機衝突防止装置の指示の用法

航空機衝突防止装置の指示が意図するところは、脅威機を操縦士が

活発に探索かつ視認し、更に衝突のおそれを回避するのを手助けする

ことである。航空機衝突防止装置が作動したときの指示を操縦士が活

用する場合には、以下の安全上の配慮に従わなければならない。

ａ） 操縦士は、ＴＡのみに従って航空機を操作してはならない。

Note 1.－ＴＡが意図するのは、脅威機の視認を手助けすること、

及びＲＡの可能性のあることを操縦士に警報することであ

る。

Note 2.－ＴＡを活用する際の上記の制限は、方位精度に限界があ

ること、及び表示された交通情報から高度の変化率を読み取

るのが困難であることによるものである。

ｂ) 飛行経路を変化させるＲＡが作動した時には、脅威機の探索は、

自機が飛行していくかもしれない空域を目視で監視（スキャン）

することを含むこと。
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ｃ） 飛行経路の変更は、ＲＡに従うために必要な最小範囲に限るこ

と。

ｄ) ＲＡに応答して航空交通管制の指示又はクリアランスから逸脱す

る操縦士は、衝突の危険が解消された場合には、当該指示又は

クリアランスで伝達されたことに即座に復帰すること、及び適切

な管制機関に対して、実施可能な限り速やかに、飛行方向や逸脱

がいつ終了したかを含め、逸脱について通報すること。

Note.－ＲＡに応答しての機体の回避運動について通報するために

使用する専門用語は、ＰＡＮＳ－ＲＡＣ、パートＸの3.1.2

に記述されている。

(3) 国際民間航空条約 第１０附属書

国際民間航空条約 第１０附属書第４巻第４章 航空機衝突防止装置 付録Ａ

ガイダンス・マテリアルに操縦士の逆反応について以下の記載がある。

（抜粋）

（仮訳）

3.5.8.10.3 操縦士の逆反応

ＲＡの指示と逆の回避飛行は、脅威機との垂直間隔を縮めることに

なるので、必ず避けなければならない。このことは特にＡＣＡＳ対

ＡＣＡＳの空対空調整された遭遇の場合にあてはまる。

(4) ＰＡＮＳ－ＲＡＣ

第２及び第１１附属書補足編であるＰＡＮＳ－ＲＡＣ パートⅡにおいて

は、航空機衝突防止装置と航空管制の関係について以下の記載（抜粋）があ

る。原文については別添５参照。 ただし、ＰＡＮＳ－ＲＡＣは２００１年

１１月から、ＰＡＮＳ－ＡＴＭとして改訂されている。また、ＰＡＮＳ－ＲＡＣ

パートＸ 3.1.2 の用語については、ＰＡＮＳ－ＡＴＭ第１２章 12.3.1.2に

記載されている。

（仮訳）

19.1 ＡＣＡＳ装備機に対して適用する航空管制の方式は、ＡＣＡＳ非

装備機に対するものと同じでなければならない。特に、衝突の防

止、適切な間隔の設定並びに脅威機及び取り得る回避操作に関連し

て提供される情報は、通常の航空交通業務における方式と一致しな

ければならず、ＡＣＡＳを装備していることによる航空機の能力を

排除したものでなければならない。

19.2 操縦士がＡＣＡＳのＲＡに基づいた機体運動を行った旨の報告を

した場合は、航空管制官は、現在の管制指示又は管制承認への復帰
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を操縦士が通報してくるまで、航空機の飛行経路を修正しようとし

てはならず、その代わり、適宜交通情報を提供するようにしなけれ

ばならない。

Note 1.-航空機のＡＣＡＳの能力については、通常は航空管制官には

知らされていない。

Note 2.-ＡＣＡＳの運用手順については、ＰＡＮＳ－ＯＰＳ第１巻、

パートⅧ 第３章に含まれている。

Note 3.-航空管制官と操縦士との間で用いられるべき用語について

ＰＡＮＳ－ＲＡＣ パートＸ 3.1.2 に記載されている。

2.14.1.3 Ａ機の規程

(1) ＯＭ SUPPLEMENT

航空法第１０４条に基づき日本航空(株)の運航規程が定められており、運

航規程に基づき設定された の付属書であるＯＭ SUPPLEMOperations Manual

ENT には、以下の記載がある。（抜粋）

1. ＴＣＡＳのＲＡが発生した場合は、機長がＲＡに従って操作を行うこ

とが危険と判断した場合を除き、ＲＡに直ちに従うこと。尚、ＲＡによ

り高度を変更する場合、その変更は必要最小限にとどめること。

また、必要な操作が完了した後に可及的速やかに管制官へＲＡに従っ

た旨報告すること。

２．「 」 が出た場合は、ＡＴＣから別途指示がなClear of Conflict Advisory

い限り、ＡＴＣから当初指示のあった高度に速やかにもどること。

また、必要な操作が完了した後に可及的速やかに管制官へその旨の報

告をすること。

Operations Order(2)

同社の には以下の記載がある。（抜粋）Operations Order

ＴＣＡＳの運用について

1. ＴＣＡＳの運用については、衝突防止に有効であることを重視し、

空域によらずＴＡ／ＲＡモードとする。

３．ＲＡが発生した場合の処置

ＴＡ／ＲＡモードを使用してＲＡが発生した場合は、必要な操作が

完了した後に所定の用語を用いて速やかに管制機関にその旨を通知す

Operations Orderるとともに、飛行終了後に機種毎に発行されている

に従ってコメント・シートを提出する。
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ＴＣＡＳの運用データの収集について

４. その他

(2) ＲＡが発生した場合は、必要な操作が完了した後、以下の用語

を用いて管制機関にその旨を通知する。（適宜平文にて補足説明

を行う。）

なお、管制機関への報告義務はＡＴＣ指示高度からの逸脱時に

限定されており、 ＲＡ発生時の報告は原則として不要Preventive

である。

状況 用語
TCAS CLIMB (or DESCENT)ＲＡに従って高度変更を行った場合

RETURNING TO (assigned clearance)ＲＡに対応後、「Clear of Conflict」 となった場合

TCAS CLIMB (or DESCENT),ＲＡに対応後、ＲＡが消失した場合

RETURNING TO (assigned clearance)

TCAS CLIMB (or DESCENT),ＲＡに対応後、現行のクリアランスに復帰した場合

COMPLETED (assigned clearance) RESUMED

UNABLE TO COMPLY, TCAS RAＲＡに従うため、管制承認・指示に従えない場合

(3) 飛行規程 ( )AIRPLANE FLIGHT MANUAL

Ａ機の飛行規程（以下「ＡＦＭ」という。）には以下の記載がある。

（抜粋）

CERTIFICATE LIMITATIONS

TRAFFIC ALERT AND COLLISION AVOIDANCE SYSTEM

(TCAS) (If installed)

Pilots are authorized to deviate from their current ATC clearance to the

extent necessary to comply with a TCAS resolution advisory.Ⅱ

NORMAL PROCEDURES

Compliance with a TCAS resolution advisory (RA isⅡ ）

necessary unless the pilot considers it unsafe to do so, or unless

the pilot has better information about the cause of the RA and can maintain

safe separation from a nearby aircraft, obvious TCAS system failure,Ⅱ

etc.
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CAUTION: Once an RA has been issued, safe separation could be

compromised if current vertical speed is changed, except as

Ⅱnecessary to comply with the RA. This is because TCAS

-to-TCAS coordination may be in progress with the intruderⅡ

aircraft, and any change in vertical speed that does not comply

with the RA may negate the effectiveness of the other aircraft's

compliance with the RA

NOTE: The consequences of not following an RA may result in additional

RAs in which aural alert and visual annunciations may not agree

with each other.

The pilot should not initiate evasive maneuvers using information from

the traffic display only or on a traffic advisory (TA) only without visually

sighting the traffic.

(4) 航空機運用規程（ ）Aircraft Operating Manual

運航規程の付属書であり、航空機の型式ごとに定められ、運航乗務員が日

常的に使用する航空機運用規程（以下「ＡＯＭ」という。）には以下の記載

がある。（抜粋）

Operating Limitations①

はＴＣＡＳ ( ）に従うために必要な範囲でPilot Resolution advisory RA

その時の 承認高度から逸脱することが認められている。ATC

Non-Normal Maneuvers②

ＴＣＡＳ ( )あるいは、 ( ）がTraffic Advisory TA Resolution Advisory RA

発生した場合には、迅速に以下の操作を実施すること。

Note：回避操作中に の作動あるいは が発生しStick Shaker Initial Buffet

た場合には、迅速に の操作を実施すApproach to Stall Recovery

る。

Note：回避操作中に が発生した場合には、 を低High Speed Buffet Buffet

減させるために必要に応じて を緩め、回避操作を継続Pitch Force

する。

ＲＡ（ ):For except CLIMB RA in Landing Configuration

ＰＦ ＰＮＦ
回避操作が必要な場合、 をAutopilot

し、 の指示を満たすようDisengage RA
に 及び を調整する。Pitch Thrust
相手機の視認に努める。相手機が視認できた場合には、その旨Callする。
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(5) ＡＯＭ SUPPLEMENT

ＡＯＭ SUPPLEMENT の 、Procedures and Techniques Warning System

「ＴＣＡＳ ＲＡ発生時の垂直回避操作について」の項に以下の記載があ

る。(抜粋)

・ を する。Autopilot Disengage

・ＰＦＤ上のＲＡ に従い がPitch Guidance Command Airplane Symbol

のすぐ外側へくるよう機体を操作する。Red Line

・ＲＡの間、ＰＦの第１の注意は、ＰＦＤのＲＡ回避指示に注がれるべ

Cockpit Crew Clear of Conflict Announceきであり、 の他の は、” ”が

されるまで、 表示を参照しつつ（可能ならば）外部監視に努めTraffic

る。

ただし外部確認で目視された相手機が脅威機であるとは限らない場

合や、それ１機のみがＴＣＡＳが反応しようとしている脅威機でない

場合もある得ることを考慮しなければならない。

また、諸系統に関する説明の「 」の項にTCAS Vertical Guidance on PFD

ＴＣＡＳの相手機との相補調整機能について、次のような記述がある。

（抜粋）

相手機のＴＣＡＳも作動している場合、ＴＣＡＳ はVertical Guidance

相手機と をとる。Coordinate

2.14.1.4 Ｂ機の規程

(1) ＯＭ SUPPLEMENT 及び はＡ機と共通規程であり、省略すOperations Order

る。

(2) ＡＦＭについて

Ｂ機のＡＦＭには以下の記載がある。(抜粋)

第Ⅰ章 限界事項

Flight Crew は TCASⅡ Resolution Advisory (RA) に従うために必

要な範囲でその時のATC承認高度から逸脱することを認められてい

る。

第Ⅲ章 通常操作

RAに従うことにより安全性が損なわれるとPilotが判断する場合、また

は明白なTCASⅡ Systemの故障等、RAの原因についてPilotがより良

い情報を得られ近傍の航空機から安全な間隔を維持できる場合を除

き、TCASⅡ Resolution Advisory (RA) に従うことが必要である。
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注意：一旦RAが発生したら、RAに従うために必要なもの以外の垂直

方向の速度変化は安全な間隔を危うくすることがある。これは、

TCASⅡ-TCASⅡ Coordinationが相手機との間で進行中であるか

もしれず、RAに従わない垂直方向の速度変化は他機がRAに従う

ことの有効性をなくす可能性があるためである。

Note：RAに従わない結果、音声警報と表示の一致しない付随的なRAが

発生する場合がある。

なお、Ｂ機のＡＦＭには一般事項として、次の記述がある。

ＴＣＡＳⅡは "SEE-AND-AVOID" の原則とＡＴＣ Radarによる管制

のBackupと考えられる。

(3) Ｂ機のＡＯＭ について

Ｂ機のＡＯＭに次の記述がある。（抜粋）

ＲＡが発生した場合

（１）ＲＡ／ＶＳＩの指示に従い迅速かつSmoothに回避操作を実施す

る。

（２）Traffic Displayをもとに相手機の目視確認に努める。

注(1) Maneuver を必要とする場合は、Autopilot を Disengage す

る。この時 FD の Pitch Command を使用してはならない。

(4) Ｂ機のＡＯＭ SUPPLEMENTについて

Ｂ機のＡＯＭ SUPPLEMENT に次の記述がある。（抜粋）

１．ＴＣＡＳ

（１）一般

相手機がＴＣＡＳ(TA のみ発する TCAS-1 を除く)を装備してい

れば、お互いの Mode-S Transponder を介しＲＡ発生のための事前

調整を自動的に実施し、互いに反対方向（上下）へ回避するような

ＲＡが選択される。

（２）ＴＣＡＳ Operationの補足説明

ＲＡが発生した場合b.
・ＰＦは回避操作を行う旨を他の乗員に伝達し、Ａ Ｐを/
Disengageした上で必要な回避操作を実施する。

・ＰＮＦはTraffic Displayを参照しつつ、目視確認による相

手機の位置確認に努めるとともに、ＲＡで指示される

Vertical Rateを満足していることを確認する。
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2.14.1.5 航空交通管制の規程

｢航空保安業務処理規程 第５ 管制業務処理規程 Ⅰ 管制方式基準」は、航空管

制官が業務を実施する上での準拠すべき方式、最低基準、用語等を定めたもので

ある。

ＴＣＡＳに関連する記述は、空制第４１２号(平成７年１２月２７日改正)にお

いて、以下の内容が追加された。（抜粋）

回避アドバイザリーに係る措置

航空機からＲＡに従い飛行中である旨の通報を受けた場合は、次のいず

れかの状態を確認したのちに、管制指示を発出することができる。この場

合、実施可能な範囲において、当該機及び関連航空機に対し交通情報を提

供するものとする。

ａ 当該機が回避を終了し、指示高度に復帰したこと。

ｂ 当該機から回避が終了した旨の通報があり、当該機と他の航空機との

間に管制間隔が確保されていること。

なお、ＴＣＡＳとは直接関連していないが、上記の他、機器の作動状況、航空

交通量及び通信量を考慮した上、実施可能な範囲において行うものと規定された

「補足業務」の中で、航空機同士が接近した場合の措置について次の記述があ

る。（抜粋）

(1) ターゲット接触のおそれがある時の措置

航空機（空中待機中のものを除く。）がスコープ上において他の

ターゲットと接触のおそれがある場合は、当該機と他のターゲットとの

間に最低基準値を超える垂直間隔が設定されていることが明白である場

合を除き、当該機に対し他のターゲットに係る交通情報を発出するもの

とする。

(2) 回避措置

レーダー交通情報を受けた航空機が関係ターゲットからの回避措置を

要求した場合は、当該機が関係ターゲットと接触しないよう誘導するも

のとする。ただし、当該要求に応じられない場合は、当該機に対してそ

の旨通報するものとする。

2.14.1.6 米国の規程

米国では、世界に先駆けて１９９３年の１２月末から、米国連邦航空規則（ＦＡＲ)

によりＴＣＡＳの装備が義務化されている。米国連邦航空局は、ＴＣＡＳの導入

に当たり、また、その後の経験を踏まえ、同規則に基づくＴＣＡＳの運用につい

て記述したアドバイザリー・サーキュラー１２０－５５Ａ ｢AIR CARRIER OPERATIONAL
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APPROVAL AND USE OF TCAS Ⅱ｣（以下、本項においては「ＡＣ」という。）を発

行している。

ＡＣには、ＴＣＡＳの運用承認、運用方法、ＴＣＡＳに関する運航乗務員の教

育訓練、ＴＣＡＳの整備、ＲＡ作動報告等、ＴＣＡＳについて広範にわたり詳細

に記述されている。

11. TCAS OPERATIONAL USE c The PotentialＡＣにおける、｢ ｣中の .｢

Consequences of Improperly Maneuvering the Aircraft in Response to an RA

｣の項に次の記載がある。（抜粋）Include:

ATC may not know when TCAS issues RA's. It is possible for ATC to(3)

unknowingly issue instructions that are contrary (opposite) to the TCAS RA

indications. Safe vertical separation may be lost during TCAS coordination

when one aircraft maneuvers opposite the vertical direction indicated by

TCAS and the other aircraft maneuvers as indicated by TCAS.

As a result, both aircraft may experience excessive altitude excursions in

"vertical chase" scenarios due to the aircraft maneuvering in the same vertical

direction.

Accordingly, during an RA, do not maneuver contrary to the RA based on

ATC instructions.

（仮訳）

(3) 管制機関は、いつＴＣＡＳがＲＡを発出したか知らないかもしれない。

ＴＣＡＳのＲＡの指示とは反対の指示を、管制機関が知らずに発出するこ

とがあり得る。一方の航空機がＴＣＡＳによって指示された垂直方向とは

逆に運動をし、もう一方の航空機がＴＣＡＳによって指示されたとおりに

運動をした場合には、ＴＣＡＳの連係動作中に安全な垂直間隔が失われる

かもしれない。

結果として、当該航空機が同一の垂直方向に運動していることにより、

両機は、「垂直方向の追いかけあい」を起こし、過度の高度逸脱に遭遇す

るかもしれない。

したがって、ＲＡが出ている間は、管制機関の指示に基づいてＲＡと反

対の運動をするようなことは、してはならない。

また、同「 」中の 「 」の11. TCAS OPERATIONAL USE b. Pilot Responsibilities

項に、ＲＡ作動時のＰＮＦの対応、及びＲＡに基づく回避操作時の管制機関への

通報について、それぞれ次のような記述がある。

(5) The non flying pilot should advise the pilot flying when there is a deviation

from the vertical flightpath indicated by TCAS. The non flying pilot, and any
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onboard observers, also, will assist in the visual search for the intruder, and

continue to cross-check the TCAS displayed information with other available

traffic information to ensure the RA response is being flown correctly.

(10) . In responding to a TCAS RA that directs a deviation from assigned･･･

altitude, communicate with ATC as soon as practicable after responding to the

RA.

（仮訳）

(5) ＰＮＦは、ＴＣＡＳが指示した垂直方向の飛行経路から逸脱している時

には、ＰＦに対して助言すべきである。また、ＰＮＦ及び他の同乗者は、

脅威機を視認する助けとなるとともに、ＲＡに対する反応が正しく行われ

ていることを確認するため、ＴＣＡＳが表示する情報を他の利用可能な交

通情報とともに相互に確認し続ける。

(10) ･･･。指定高度からの逸脱を指示するＴＣＡＳのＲＡに対応する場合は、

ＲＡに反応後、実施可能な範囲で速やかに管制機関と連絡をとること。

2.14.1.7 ヨーロッパの規程

(1) ヨーロッパ共同航空局の規程

ヨーロッパ諸国が共同して設立しているヨーロッパ共同航空局（ＪＡＡ）

では、航空機に関するヨーロッパ共同航空規則（ＪＡＲ）を制定している。

各ＪＡＡ加盟国は、このＪＡＲに基づく基準や方式の内容をそれぞれの国

内法に取り入れ、この基準や方式を適用して整備や運航を行う。

ＪＡＲの中で、航空機の運航方式に係る規則がＪＡＲ－ＯＰＳである。

ＪＡＲ－ＯＰＳにおいて、２０００年１月１日以降は、客席数が３０又は最

大離陸重量が１５,０００kgを超え、かつタービン発動機を装備した飛行機に

ついて、ＴＣＡＳの装備を義務付けている。また、ＪＡＲ－ＯＰＳ1.398項

ＡＣＡＳの中で、ＴＣＡＳに関し、次のように記述されている。Use of

An operator shall establish procedures to ensure that:

(a) When ACAS is installed and serviceable, it shall be used in flight in a

mode that enables Resolution Advisories (RA) to be produced unless to

do so would not be appropriate for conditions existing at the time.

(b) When undue proximity to another aircraft (RA) is detected by ACAS,

the commander or the pilot to whom conduct of the flight has been

delegated shall ensure that corrective action is initiated immediately to
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establish safe separation unless the intruder has been visually identified

and has been determined not to be a threat.

（仮訳）

運航者は、以下を確実にする手順を定めなければならない。

(a) 航空機衝突防止装置が装備され、かつ、使用可能であるときは、飛

行中、その使用が不適切である場合を除き、回避指示がなされるよう

なモードで使用しなければならない。

(b) 機長又はＰＦは、ＲＡが作動した場合に、相手機が視認でき、かつ

危険がないと判断した場合を除き、安全間隔を確保するため、直ちに

回避操作を開始すること。

(2) 英国の規程

ＪＡＡ加盟国は、上記(1)の共同航空規則（ＪＡＲ）をもとに各国ごとに

航空規則を設定することとしている。

その加盟国である英国では、英国航空法（ＡＮＯ）にＪＡＡと同じ内容で

ＴＣＡＳの装備義務を定めている。

ＴＣＡＳの運用に関して英国航空法（ＡＮＯ）のガイダンス・マテリアル

としてＣＡＰ５７９を発行しており、その6.2.2項、及び6.2.4項には次のよ

うに記述されている。

6.2.2 Pilots are to initiate the required manoeuvre immediately, adjusting

flight path, aircraft power and trim accordingly. Crew members not

involved in executing this manoeuvre should confirm that the sky ahead

is clear of other traffic and continue the visual search for the established

threat. They are to inform ATC as soon as possible of any deviation

from an air traffic control clearance.

（仮訳）

（ＲＡが作動した場合）操縦士は、飛行経路、推力、トリムを調整す

ることにより、必要な回避操作を直ちに開始すべきである。この回避

操作の担当者以外の運航乗務員は、飛行方向に他のトラフィックがい

ないことを確認するとともに、相手機がどこにいるか目視により探さ

なければならない。操縦士は、管制機関に対しできる限り速やかに、

管制指示からの逸脱について通報すべきである。

6.2.4 Manoeuvers should never be made in a direction opposite to that

given in an RA; this is because the sense may have been determined

following an exchange of data with the established threat. For this

reason;
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(a) RAs may be disregarded only when pilots visually identify the

potentially conflicting traffic and decide that no deviation from the

current flight path is needed.

(b) If pilots receive simultaneously an instruction to manoeuvre from ATC

and an RA, and both conflict, the advice given by ACAS should be

followed.

（仮訳）

ＲＡによる回避指示に対し反対の方向への回避操作は、決して行っ

てはならない。これは、回避の方向が相手機とのデータ交換によって

決められているからである。このため、

(a) 操縦士が相手機を視認し、現在の飛行経路から逸脱する必要がない

と判断した場合に限り、当該ＲＡを無視してもよい。

(b) 操縦士が、管制機関からの操作の指示及びＡＣＡＳの回避指示を同

時に受け取った場合、かつ、これらが矛盾しているときは、ＡＣＡＳ

の回避指示に従うべきである。

2.14.2 ＴＣＡＳに係る教育訓練

2.14.2.1 運航乗務員の教育訓練

日本航空(株)では、ＯＭの「実施要領(細則)５－７ ＴＣＡＳを運用する場合の

機長及び副操縦士の要件」において、ＴＣＡＳを運用する場合は、機長及び副操

縦士が共に所定のＴＣＡＳ訓練を終了していなければならない旨、定めている。

さらに、同社のＱＭ「９－７ ＴＣＡＳ Operationに関する訓練」において認定

訓練及び定期訓練を充足しなければならないことを定めている。

(1) 認定訓練の内容及び実施状況

① 訓練内容

ＱＭによれば、認定訓練の内容は、概略次のようになっている。

ａ システムの説明（構成機器、操作方法、ディスプレイの内容、音

声警報の内容、限界、他システムとの関係）

ｂ ＴＣＡＳの指示への対応

ｃ 関連事項（ＴＣＡＳの指示（ＲＡ）と目視による判断との関連、

飛行規定に記載されている限界事項、ＴＣＡＳ作動時のＡＴＣとの

コミュニケーション及びその後のＡＴＣクリアランスへの復帰等）

ｄ 実運航環境下での作動状況

ｅ クイズ（知識の確認を行う。）

教材及び訓練時間は、上記ａ～ｃについては、スライド及びシステム
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スタディガイドにより６０分、ｄについては、ＣＢＴ又はビデオ(注)に

より５０分、ｅについては、ＣＢＴ又はＡＶＴ(注)により５０分となっ

ている。

（注）Ｂ７６７、Ｂ７４７－４００の訓練に適用する。

② このＴＣＡＳ認定訓練を、Ａ機及びＢ機の運航乗務員（訓練生を含む、

航空機関士は除く）はすべて受けていた。

(2) 定期訓練の内容及び実施状況

① 訓練内容

ＱＭによれば、定期訓練の内容は、概略次のようになっている。

ａ 実運航における事例

ｂ システムの変更点

ｃ 操作方法及び操作手順の変更点

上記訓練の実施課程は、定期地上訓練の場で行い、また、知識の確認は

定期飛行訓練の場で行うこととされている。

この定期訓練の内容については、概ね次のとおりであった。

なお、ＴＣＡＳ装備機同士の遭遇訓練についても行われていたが、ＲＡに

従わなかった場合の危険性についての具体的な教育訓練内容はなかった。

ａ Ａ機の運航乗務員の訓練は、ＴＣＡＳ模擬装置が装備されている

シミュレーターにより実施されていた。訓練の概要は以下のとおりで

ある。

(a) ブリーフィング

・飛行科目に沿って教官がブリーフィングを行う。

・ＴＣＡＳについては操縦操作を中心にブリーフィングを行う。

(b) シミュレーター訓練

・Pilot Flight Training Guide に設定されている飛行の山型パターン

に沿って同訓練を実施する。

・シミュレーターにプログラムされている「他機の接近」を利用し

てＴＣＡＳを作動させ、回避操作を行わせる。

・低高度での操縦操作あるいは高い高度（５,０００ft又は１１,０００ft)

での操縦操作のどちらを行うかは、教官の裁量で決められる。

ｂ Ｂ機の運航乗務員の訓練は、ＴＣＡＳ模擬装置が装備されていない

シミュレーターにより行われていた。訓練の概要は以下のとおりである｡

(a) ブリーフィング

・ＴＣＡＳに関する教材ビデオ（自社製）を見せる。

その他の内容については、次のとおりであった。
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・ＴＣＡＳ関連数値の確認（ＴＡ／ＲＡの作動条件、操縦操作をす

るまでの反応時間、Ｇ、Pitch Rate、ＲＡ Inhibit の条件）

・標準操作の実例（８,０００ftで水平飛行中に、正面下方から相

手機が接近し、Climb ＲＡに従って回避する。）

(b) シミュレーター訓練

・Pilot Flight Training Guide に設定されている飛行の山型パターン

に沿って同訓練を実施する。

・ＴＡ／ＲＡの音声を流し、それに従って回避操作を行わせる。

・低高度での操縦操作あるいは高い高度（３３,０００ft）での操

縦操作のどちらを行うかは、教官の裁量で決められる。

② 実施状況

これらの定期地上訓練に関し、Ａ機及びＢ機の機長及び副操縦士は、事

故発生前の１年以内に、シミュレーター定期訓練により、ＴＣＡＳに関す

る回避操作の訓練を受けていた。

Ａ機の副操縦士昇格訓練中の訓練生については、ＣＢＴ及びビデオ視聴

による教育を受けていた。

(3) ビデオによるＴＣＡＳに関する講習

日本航空(株)では、定期訓練の中で、毎年テーマを変えて実施する研修と

して、平成１０年度に限りＴＣＡＳに関するビデオを用いた講習を実施して

いた。そのビデオでは、ＴＣＡＳに関する以下の事項等について、具体的で

詳細な説明が行われていた。

① 概要、装備義務

② 航空局発行のＡＩＣの記載内容

③ 相補調整機能

④ 管制指示に従ってＲＡ指示に対する逆操作を行うことの危険性

⑤ 過去の具体的回避事例

⑥ 標準操作

Ａ機の機長並びにＢ機の機長及び副操縦士は、この時期に当該講習を受講

する機会があった。

2.14.2.2 航空管制官の教育訓練

(1) 航空管制官に対するＴＣＡＳ訓練の現状

航空管制官に対するＴＣＡＳの教育訓練は、管制方式基準にＴＣＡＳに関

する記述が追加されたことにより、航空保安大学校及び同岩沼分校におい

て、ＴＣＡＳ装置の機能、性能及び航空管制業務とのかかわりについての講
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義が行われることとなった。

航空保安大学校は、新規に採用した者に対し座学及び実技研修を実施して

おり、平成１０年度以降、航空管制官基礎研修及び本科航空管制科課程にお

いて座学を１時間行っている。

航空保安大学校岩沼分校は、配属された官署において所定の資格を取得し

た者に対して研修を実施しており、平成７年度以降、航空路レーダー管制専

門研修及びターミナル・レーダー管制専門研修の各研修コースの中で１.５時間

の座学が行われている。

(2) 航空管制官に対する訓練実績

事故当時、訓練中であった航空管制官は、航空保安大学校岩沼分校で実施

された航空路レーダー研修において、ＴＣＡＳに関する同校の講義（１.５時間)

の中で、ＴＣＡＳの概略説明を受け、紹介ビデオ（2.14.2.3項参照）を見て

いる。

訓練監督者及びレーダー調整席の航空管制官については、専門誌のＴＣＡＳ

に関する記事に接する機会はあったものの、配属官署においては、ＴＣＡＳ

に関するブリーフィング等は行われていなかった。

(3) 米国における教育訓練の現状

米国連邦航空局（ＦＡＡ）が発行したＴＣＡＳに関する小冊子の中で、航

空管制官に対するＴＣＡＳに関する教育、訓練の内容については、次のよう

に記載されている。

Controller Training Programs

While controllers do not use TCAS , they need to be aware of itsⅡ

presence, capabilities, and limitations while performing their

responsibilities. The controller training should be similar to the classroom

training provided to pilots, but supplemented with material that

demonstrates advisories that have had both positive and negative impacts

on the control and traffic situation.

（仮訳）

航空管制官訓練プログラム

航空管制官はＴＣＡＳⅡを使用する側ではないが、管制業務を遂行す

る上で、その存在と性能及び限界について知っておく必要がある。

座学の内容は、パイロットに対して行われるものと同じようなもので

あるべきであるが、航空管制及び交通状況に対し、有利な影響と不利な

影響を与えたアドバイザリーを示す資料で補足されるべきである。
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2.14.2.3 航空機製造会社が作成した研修資料

Flight運航乗務員は、航空機製造会社作成によるＴＣＡＳ紹介用のビデオ (
を見ることになっている。crew briefing: 1993 )

また、航空保安大学校では平成１０年度以降、同岩沼分校では平成７年度以降

に在学した航空管制官は、同ビデオで学習している。

同ビデオには概略、次の内容が盛り込まれている。

(1) ＴＣＡＳの目的及び開発の経緯

(2) ＴＣＡＳ関連の機器操作及び関連機の表示

(3) ＴＣＡＳに対応した操縦操作

(4) 運用上の留意点

また、説明の中で今回の事例に関連すると思われる事項として、映像とともに

以下の内容が述べられている。

(1) ＴＣＡＳは関連機の視認及び管制間隔の維持機能の補完をするものであ

る。

(2) ＴＣＡＳコンピューターは、他のトランスポンダー搭載機と連絡を取り

合っている。

(3) ＴＣＡＳは複数の航空機に対しても対応することが可能である。各々の

航空機同士では、データ交換が行われており、必要な場合には相互に調整

がなされたＲＡの指示が出される。

(4) 旋回中にＲＡが出ることもあるが、ＴＣＡＳの指示はピッチ操作のみで

あり、それまでの飛行経路を変更する必要はない。
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３ 事実を認定した理由

３.１ 一般事項

3.1.1 航空従事者技能証明及び航空身体検査証明

(1) 両機の機長、副操縦士、航空機関士及び訓練中の操縦士は、適法な航空従事

者技能証明及び有効な航空身体検査証明を有していた。

(2) 訓練中の航空管制官、訓練監督者及びレーダー調整席の航空管制官は、必要

な航空管制技能証明及び有効な身体検査合格書を有していた。

3.1.2 耐空証明

両機は、有効な耐空証明を有しており、所定の整備及び点検が行われていた。

3.1.3 気象の状況

事故当時の気象は、有視界気象状態であり、視程は良好で、両機は互いに相手機

を目視できる状態であったものと推定される。

３.２ 解析

3.2.1 事故発生の経過

ＤＦＤＲ記録、ＡＣＭＳ記録、ＡＩＤＳ記録、ＴＣＡＳ記録、管制交信記録及び

航空管制用レーダー記録並びに運航乗務員、客室乗務員及び航空管制官の口述によ

れば、事故発生の経過は、以下のとおりであったものと推定される。

平成１３年１月３１日、Ａ機は、日本航空(株)の定期９０７便として、那覇空港

へ向け、東京国際空港を離陸した。離陸後、Ａ機は、計器飛行方式によりＹＡＩＺＵ

に向け飛行を続け、東京ＡＣＣの上昇指示に従い、ＦＬ３９０までの上昇を続けて

いた。Ａ機の操縦室には、機長、副操縦士及び副操縦士昇格訓練中の２名の操縦

士、計４名が搭乗していた。

Ｂ機は、Ａ機の西方において、同社の定期９５８便としてＦＬ３７０を計器飛行

方式により新東京国際空港へ向け、巡航していた。なお、Ｂ機の操縦室には、機

長、機長昇格訓練中の副操縦士及び航空機関士、計３名が搭乗していた。

東京ＡＣＣの関東南Ｃセクターの管制卓においては、レーダー対空席に訓練中の

航空管制官と訓練監督者、レーダー調整席に１名の航空管制官、計３名の航空管制

官が配置され、業務を実施していた。

１５時４７分４７秒ごろ、関東南Ｃセクターと隣接セクターとの間で、Ｂ機の

レーダー・ハンドオフが行われた。また、同４８分１４秒にＢ機から関東南Ｃセクター
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に対して通信設定のための呼びかけがあり、同４８分１８秒に、同セクターは応答

を行った。

このころ、Ｃ機は、Ａ機に指定されている巡航予定高度のＦＬ３９０と同高度で

Ａ機の南方を西方に向け飛行していたが、Ｃ機とＡ機の飛行予定経路は交差してお

り、そのまま飛行すればＡ機とＣ機は接近する可能性があった。このため、訓練中

の航空管制官は、既にレーダー・ハンドオフが終了していたＣ機に対して、同４７分

０２秒と同４７分５６秒の２度にわたり呼び出しを行ったが、同セクターとの通信

設定を完了していなかったＣ機からの応答はなかった。その後、同４８分２２秒、

それまでＣ機と交信していた関東南Ｂセクターの航空管制官が、Ｃ機に対し関東南

Ｃセクターへの周波数変更を指示した。

同４８分３７秒に、Ｃ機から関東南ＣセクターへＦＬ３９０である旨の通報があ

り、訓練中の航空管制官は、Ｃ機にＦＬ３５０への降下指示を行った。

同５３分５０秒ごろ、Ａ機は、焼津市付近の海上上空で緩やかに左旋回を開始し

ていた。東京ＡＣＣでは、訓練監督者が訓練中の航空管制官に対し、それまでに実

施した業務について解説を行い、これが終了するころであった。

以上の状況下、同５４分１５秒、東京ＡＣＣのレーダー表示画面上で、航空機同

士の接近を警報するＣＮＦが作動した。

同５４分１８秒、Ｂ機のＴＣＡＳにおいて、接近する航空機があることを示すＴＡ

が作動した。

同５４分１９秒、Ａ機のＴＣＡＳにおいて、ＴＡが作動した。

同５４分２７秒～３２秒の間、東京ＡＣＣは、Ｂ機に指示を出すつもりで、便名

を取り違えてＡ機に対して、ＦＬ３５０まで降下すること、及び関連航空機がある

ので降下を開始することを指示した。

これに対するＡ機の応答の中でＡ機は便名を呼称していたが、訓練中の航空管制

官と訓練監督者はこれをＡ機のものと認識することができなかった。

同５４分３４秒、Ｂ機のＴＣＡＳにおいて、ＴＡが降下を指示するＲＡに変わった ｡

Ａ機が降下のための操作を開始した直後の同５４分３５秒、Ａ機のＴＣＡＳにお

いてＴＡが上昇を指示するＲＡに変わった。

同５４分３８秒～４１秒の間、訓練中の航空管制官は、Ｂ機に対し、１３０°の

方向へ針路変更するように指示した。これに対するＢ機からの応答はなかった。

同５４分４０秒ごろ、Ａ機は上昇の頂点となり、同５４分４１秒ごろから高度が

低下しはじめた。

同５４分４９秒、Ｂ機のＴＣＡＳにおいて降下のインクリースＲＡが作動した。

また、この時、Ｂ機のＴＣＡＳ情報表示器上において、Ａ機のシンボルの脇に、

Ａ機が降下中であることを示す下向きの矢印が表示された。
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同５４分４９秒～５２秒の間、訓練中の航空管制官はＢ機から応答がなかったた

め、同機に対して、１４０°の方向へ針路変更するよう指示した。これに対する

Ｂ機からの応答はなかった。

同５４分５４秒、Ａ機の、ＴＣＡＳ情報表示器上において、Ｂ機のシンボルの脇

に、Ｂ機が降下中であることを示す下向きの矢印が表示された。

同５４分５５秒、訓練監督者は、訓練中の航空管制官をオーバーライドして、

日本航空９５７便に対し、降下の指示を行ったが、付近に該当する航空機はなかった｡

Ａ機とＢ機は、ほぼ同高度で降下を続け、接近していった。

両機がすれ違う前の同５５分０２秒～０５秒の間、訓練監督者は、Ａ機に対して

新たにＦＬ３９０への上昇を指示した。これに対するＡ機からの応答はなかった。

同５５分０６秒、Ａ機のＴＣＡＳにおいて、上昇指示のインクリースＲＡが作動

したが、Ａ機は降下を続けた。

Ｂ機は、すれ違う直前の５５分０５秒ごろから、操縦桿の角度が機首下げ側から

機首上げ側に変化し、降下が抑えられた。最接近時刻は、１５時５５分１１秒ごろ

で、Ａ機は、Ｂ機の下側を通過してすれ違った。最接近の場所は、焼津ＮＤＢの南

約７nm（約１３km）の海上上空約３５,５００ft～３５,７００ft付近であった。

両機がすれ違う際に、Ａ機は機首を下げ、その後機首が戻ったことにより、機体

にマイナス側及びプラス側に振れる垂直加速度の顕著な変化が生じ、人や物が跳ね

上げられて落下し、多数の負傷者が出るとともに、客室内の天井パネル等が破損し

た。なお、Ｂ機にはプラス側にやや大きめの垂直加速度が生じたが、マイナス側に

は発生しなかったため人や物が跳ね上げられることはなく、負傷者や客室内の破損

は発生しなかった。

Ａ機は、すれ違った後、東京ＡＣＣに対し、関連航空機は解消した旨の通報を

行った。その後、Ａ機は東京ＡＣＣへ、負傷者が発生したため東京国際空港へ引き

返す旨通報し、承認を得て引き返した。

Ｂ機は、すれ違った後、東京ＡＣＣに対し、ＲＡが作動したこと、現在降下してい

ること、再び上昇することを通報した。その後Ｂ機は、新東京国際空港に着陸した｡

（飛行経過の詳細については、別添２参照）

3.2.2 航空交通管制に係る解析

3.2.2.1 Ａ機及びＢ機の運航票と事前予測

Ａ機及びＢ機は、東京ＡＣＣの関東南Ｃセクターの航空管制官により管制を受

けて飛行していた。

各セクターの管制席では、通常、航空機が離陸するとプリンターにより運航票

が出力され、管制卓のボード上に配置される。新しく出力された運航票が、既に
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ボード上に配置された他の運航票の間に挿入された時点で、運航票に記入された

位置通報点(フィックス)の通過予定時刻及び飛行高度等の情報と、他の航空機の

運航票に記入された情報とを比較することにより、当該機と他の航空機が接近す

る可能性をある程度判断することが可能であると考えられる。

ボードへの運航票の挿入（ポスティング）はレーダー調整席が行っており、

Ａ機とＢ機についても、Ａ機の運航票をボードに挿入した時点で、Ｂ機の運航票

と比較して、両機の接近の可能性を判断することも有効な手段であったと考えら

れる。レーダー調整席の航空管制官は、運航票にマーキング（注意喚起を行うた

めの印付け）を行うことにより、レーダー対空席に対して事前の注意喚起を行う

ことが可能であったと考えられるが、これらの作業は手順として規定されておら

ず、実際にも行われていなかったものと推定される。

（付図３参照）

3.2.2.2 Ａ機に対するＦＬ３９０への上昇指示

2.1.1項のとおり、Ａ機は管制承認発出時にＦＬ３９０を巡航高度として指定さ

れていたが、訓練中の航空管制官は１５時４５分２５秒に、この高度に向けて上

昇中のＡ機に対して、ＦＬ３５０を暫定維持高度として指定した。

そのころ、関東南Ｃセクターのレーダー表示画面にはＣ機のデータブロックが

表示されており、レーダー・ポイントアウト（通信設定が行われないレーダー識

別の移送）が行われた状態であった。

Ｃ機の飛行計画は、関東南Ｃセクターを通過することなく、同セクターの南側

に位置する三宅島を経由し和歌山県串本の南方海上から関西国際空港に向かう経

路となっていたが、関東南Ｂセクターを飛行中に串本への直行指示が出され、こ

れにより当初の経路に比べ北よりの大島の南約１０nmを通り串本へ向かう経路を

とり、関東南Ｃセクターを通過することとなった。なお、三宅島の噴火以前は、

短縮経路を指示する場合であっても三宅島から串本へ直行し、関西国際空港に至

る経路が指示されていたため、関東南Ｃセクターを通過することはなかった。

Ｃ機がレーダー・ポイントアウトとなったのは、当初ＦＬ３９０を飛行してい

たＣ機と関連する航空機はなかったためであると考えられる。Ａ機が同３６分に

東京国際空港を離陸した後に、Ｃ機との関連が発生すると考えられたため、訓練

中の航空管制官は、Ａ機に対してＦＬ３５０を指定したものと推定される。

訓練中の航空管制官は、口述で、Ｃ機が降下を開始したためＡ機に対してＦＬ３９０

への上昇指示を行ったと述べているが、訓練中の航空管制官は、同４６分３８秒

に、Ｃ機への降下指示が行われない状態のまま、Ａ機に対してＦＬ３９０への上

昇を指示したものと推定される。このことについては、Ａ機とＣ機の関係につい
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て、レーダー調整席の航空管制官と関東南Ｂセクターとの間で、Ａ機をＦＬ３９０

まで上昇させてもよい旨の調整が行われたことによって、訓練中の航空管制官

は、Ａ機を上昇させることが可能になったと判断したものと考えられる。直通回

線を含めた管制卓の交信記録にはＡ機を上昇させる旨の調整が行われた記録は残

されていなかったが、レーダー調整席の航空管制官は、関東南Ｂセクターから、

このような調整があり、これをレーダー対空席に伝えた旨の口述をしていること

から、この業務調整は隣接セクターとの間で直接対話により行われたものと推定

される。

しかし、実際にはこのころ、Ｃ機は高度変更せずにＦＬ３９０において巡航を

続けていた。そのため、訓練中の航空管制官は、3.2.2.4項で記述するように、こ

のころは、既にレーダー・ポイントアウトからレーダー・ハンドオフとなってい

たＣ機と通信設定を行って降下をさせる必要性に迫られていた。また、この時

Ｂ機は、まだ、関東南Ｃセクターの空域外にあったものと推定される。

3.2.2.3 Ｂ機のレーダー・ハンドオフ、運航票への記載及び通信設定

(1) １５時４６分５１秒、隣接セクターが、Ｂ機のレーダー・ハンドオフのため

の操作を行った結果、関東南Ｃセクターのレーダー表示画面上のＢ機のデータ

ブロックに「ＨＮＤ」の文字が表示され、点滅を開始した。同４７分４７秒、

関東南Ｃセクターは、Ｂ機のレーダー・ハンドオフを受けるためにコンピューター

の操作を行った。この操作によりデータ・ブロックに表示されていた「ＨＮＤ｣

の表示が「ＯＶＲ」となり、その後、当該表示は消えた。なお、Ｂ機のレーダー･

ハンドオフを受けたこと及び下記の(2)で述べる通信設定が行われたことにつ

いては、手書きにより運航票にも記録されていた。

一般に、レーダー・ハンドオフが行われるころ、若しくは航空機との通信設

定が行われるころ、航空管制官は数分後に飛行経路上を交差する可能性のある

他の航空機との関係を、レーダー表示画面上で検討している。航空管制官は、

通常、同時に１０数機の航空機を取り扱っており、この段階で接近の可能性を

予見できず、その後において再度他機との接近を検討する時間的余裕が取れな

い場合、関連機があると判断されなかった航空機に対しては注意が低下するこ

とが考えられる。

(2) 管制交信記録及び航空管制用レーダー記録によれば、同４８分１４秒、Ｂ機

は関東南Ｃセクターとの通信設定のための呼びかけを行い、同４８分１８秒に

関東南Ｃセクターはこれに応答して通信設定が行われた。この時、Ｂ機はＡ機

と最接近した地点から約７５nm(約１４０km)西の地点をＦＬ３７０で東に向

かって飛行していた。
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このころ、Ａ機はＢ機と最接近した地点から約５０nm(約９０km)東北東にお

いてＦＬ２３０付近を西に向かって上昇飛行していた。この時の両機の位置関

係からは、航空管制官がＢ機を認識していた場合には、Ａ機とＢ機が関連する

との予測は可能であったが、異常に接近すると判断することはできなかったも

のと推定される。

3.2.2.4 訓練中の航空管制官によるＢ機の失念

一般に、レーダー・ハンドオフは、航空管制官にとって操作自体は単純で習慣

化した機械的操作であるが、この時にレーダー・ハンドオフを受けた航空機の経

路や目的地等を確認し、他機との関連を検討することにより意識への定着が図ら

れる。さらに、レーダー・ハンドオフに引き続く相手機からの通信設定のための

呼びかけに応答する時機にも他機との関連を検討する機会があり、当該機の存在

について意識への定着がさらに確実になるものと考えられる。

訓練中の航空管制官がＣＮＦ作動までＢ機の存在を失念していたことについて

は、Ｂ機のレーダー・ハンドオフ、Ｂ機との通信設定及びその後の管制業務にお

いて、次のことが関与した可能性が考えられる。

① 通常、航空管制官は、自分の管轄するセクターに入域する航空機に対する

意識への定着をレーダー・ハンドオフ及び通信設定のころに行っている。

レーダー・ハンドオフの操作は機械的な操作により行われており、航空管制

官にとっては、業務中に頻繁に行う習慣化された操作であり、訓練中の航空

管制官は操作時にＢ機の位置等を意識して確認しなかったため、Ｂ機の存在

が記憶に定着しなかった。

② Ｂ機のレーダー・ハンドオフ及び通信設定が行われたことがＢ機の運航票

に記入されており、Ｂ機の呼びかけに対しても訓練中の航空管制官は適切な

応答を行っていた。

しかし、3.2.2.2項で述べたように、訓練中の航空管制官は、この前にＡ機

に対してＦＬ３９０への上昇指示を出したが、Ｃ機は引き続きＦＬ３９０の

まま巡航を続けていた。このため、このころは、既にレーダー・ポイントアウト

からレーダー・ハンドオフとなっていたＣ機との通信設定を行って降下をさ

せる必要に迫られていた。

訓練中の航空管制官は、既にレーダー・ハンドオフが終了していたＣ機に

対する降下指示を１５時４７分０２秒に行い、同４７分５６秒に再びＣ機を

呼び出したが、通信設定は未了であったため、いずれもＣ機からの応答は得

られなかった。その後、同４８分２２秒、それまでＣ機と交信していた関東

南Ｂセクターの航空管制官が、Ｃ機に対し関東南Ｃセクターへの周波数変更
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を指示した。これにより、同４８分３７秒になってＣ機からの呼び出しによ

り通信設定が行われたので、訓練中の航空管制官は直ちにＣ機に対して

ＦＬ３５０へ降下を指示し、Ｃ機はこれを了解した。

このように、Ｂ機とのレーダー・ハンドオフとＢ機との通信設定は、訓練

中の航空管制官がＡ機に対しＦＬ３９０への上昇指示を行った後で、Ｃ機へ

の通信設定を行って同機への降下指示を行うまでの間に行われたため、訓練

中の航空管制官は、Ａ機と関連するＣ機に注意が向けられ、レーダー表示画

面上でＢ機の位置を確実に把握し関連機の有無を検討することに対する注意

が不十分となった。

③ 訓練中の航空管制官は、Ｂ機との通信設定を行う直前まで、Ｂ機（日本航空

９５８便）とよく似た便名のＤ機（日本航空９５２便）と交信を行ってい

た。Ｄ機が関東南Ｃセクターの空域を約２０分間にわたり飛行した後、訓練

中の航空管制官は成田アプローチと交信を行うように指示を出し、その直後

にＢ機が関東南Ｃセクターとの通信設定のための呼びかけを行った。そのた

め、訓練中の航空管制官は、Ｂ機の呼びかけを受けた時にＤ機と便名を混同

して、Ｂ機の存在を意識できなかった。

④ Ｂ機からの呼びかけを受け、これに応答した直後に、他機から通信設定の

ための呼びかけがあり、その結果、レーダー表示画面上でのＢ機の位置確認

を行う十分な余裕がなかった。

⑤ このころ、訓練中の航空管制官は１分間に１０回の送受信を行っていた。

関連機の有無を検討するような判断を伴う行為は交信の空白の時間帯に行わ

れることとなるが、Ｂ機との通信設定時にＢ機と関連する航空機の検討を行

うことは難しかった。

ただし、その後は５～１０秒程度の交信の空白時間帯が何カ所もあったこ

と、及び訓練中の航空管制官は、既に西関東セクターの航空路レーダー管制

業務の資格を有していたことから判断すると、Ｂ機のレーダー・ハンドオフ

及びＢ機との通信設定時の状況は、訓練監督者の監督のもとに業務を行って

いる訓練中の航空管制官の管制処理能力を超えたものではなかったものと考

えられる。

⑥ 3.2.2.6項で述べるように、その後、航空機との交信回数が減ってきたこ

ろ、訓練監督者により、それまでに実施した業務の解説が行われたため、訓

練中の航空管制官は、レーダー表示画面上で航空交通の状況を再確認するこ

とに対し、十分な注意を向けることができなかった。
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3.2.2.5 訓練監督者によるＢ機の失念

3.2.2.2項で述べたとおり、Ａ機はＣ機との管制間隔が欠如するおそれが大きい

と判断され、ＦＬ３５０を暫定維持高度として指定されていたが、関東南Ｃセクター

のレーダー調整席の航空管制官と、関東南Ｃセクターの東側及び南側の空域を担

当する関東南Ｂセクターの航空管制官との間で、Ａ機をＦＬ３９０まで上昇させ

てもよい旨の調整が行われ、訓練中の航空管制官はＡ機に対して１５時４６分

３８秒にＦＬ３９０への上昇指示を行ったものと考えられる。

しかし、管制交信記録等によれば、その後もＣ機は高度を変更しないまま飛行

を続けており、一方、レーダー調整席はこのころ他機関との業務調整を数多く行っ

ていた。このため、訓練監督者はＣ機に対して降下指示を行うために、関東南Ｂ

セクターとの間で、Ｃ機をレーダー・ポイントアウトからレーダー・ハンドオフ

に変更する調整を自ら行っていた可能性が考えられる。Ｃ機のレーダー・ハンドオフ

について調整した記録は管制交信記録に残されていなかったが、関東南Ｃセクター

の管制卓に向かって右隣に、Ｃ機がそれまで交信を行っていた関東南Ｂセクター

の管制卓があるため、この調整は直通回線を使用せず直接対話で行われていたも

のと考えられる。

訓練中の航空管制官がＦＬ３９０を飛行していたＣ機に対してＦＬ３５０への

最初の降下指示を行った同４７分０２秒には、関東南ＣセクターはＣ機のレーダー･

ハンドオフを既に受けていた。しかし、Ｃ機が関東南Ｃセクターとの通信設定を

行うために交信したのは同４８分３７秒であった。これは関東南Ｂセクターにお

いて、Ｃ機に対する関東南Ｃセクターへの周波数の変更指示が同４８分２２秒ま

で遅れたことによるものと推定される。

一方、Ｃ機についてこのような管制業務が行われている間に、関東南Ｃセクター

の西側に隣接するセクターから、同４６分５１秒、関東南Ｃセクターに対してＢ機

のレーダー・ハンドオフの操作が行われ、関東南Ｃセクターは同４７分４７秒に

Ｂ機の業務移管を受けるための操作を行った。また、Ｂ機が関東南Ｃセクターと

の通信設定のための呼びかけを行ったのは同４８分１４秒であった。訓練監督者

が、関東南Ｂセクターとの間でＣ機に関する連絡調整を行う必要性に迫られれて

いた中で、Ｂ機のレーダー・ハンドオフ及びＢ機との通信設定が行われた結果、

レーダー表示画面及び管制交信から注意が離れ、Ｂ機を失念するに至ったことが

考えられる。

また、3.2.2.6項で述べるように、その後航空機との交信回数が減ってきたころ､

訓練監督者は、訓練中の航空管制官に対し、それまでに実施した業務について解説

を行ったが、訓練監督者は、この間、航空交通の状況の再確認をレーダー画面上で

行わなかったため、Ｂ機について失念したままの状態となったものと推定される｡
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3.2.2.6 訓練監督者が訓練中の航空管制官に解説を行っていた時機

管制交信記録によれば、１５時５２分ごろから交信回数が減っており、訓練監

督者の口述によれば、「航空交通の流れが整ったころに訓練生に対して説明を行っ

た」と述べていることから、このころには、航空交通の流れが一応整えられた

ものと推定される。同５２分からＣＮＦが作動する同５４分過ぎにかけても計４回

の管制交信が行われているが、これらの交信の合間に、それまで実施した業務に

ついての解説が行われたものと推定される。

訓練監督者は、この時機に、訓練中の航空管制官とともに、レーダー表示画面

上で航空交通の状況の再確認を行うことにより、新たに航空交通の状況把握に努

め、関連機の有無を検討することが可能であったが、これを行わなかったため、

Ｂ機について失念したままの状態が続いたものと推定される。

なお、航空管制に関する規定等には、訓練監督者が訓練中の航空管制官に対し

てＯＪＴ中に解説を行うことの是非、解説を行える交通状況の条件、解説時の留

意事項、解説の手法等については記載されていない。

3.2.2.7 ＣＮＦが作動した時機

訓練中の航空管制官は、口述で、レーダー表示画面上のＣＮＦの作動で初めて

Ｂ機の存在に気付き、Ａ機とＢ機が接近しつつあることを知ったと述べている。

ＣＮＦが作動した１５時５４分１５秒に、ＤＦＤＲ記録等によれば、Ａ機は

ＦＬ３６９を上昇中で、Ｂ機はＦＬ３７０で水平飛行を行っていた。

規定の５nmの管制間隔が失われた時刻は１５時５４分４９秒ごろと推定され、

ＣＮＦの作動は、規定値では接近する航空機間の管制間隔が失われるような事態

の３分前とされているので、通常であれば、同５１分５０秒ごろまでの作動が期

待されるものであった。ＣＮＦの作動が規定値より約２分３０秒遅れたのは、

Ａ機が焼津ＮＤＢ手前から左旋回を行ったことにより、航空路レーダー情報処理

システムが計算したＡ機とＢ機の予想航跡の接近値が、この時はじめて2.12.4.2

項に記載された値未満となったためであった。

管制交信に要する時間と運航乗務員の操縦操作に機体が反応する時間等を考慮

すれば、ＣＮＦが作動した時点では、既に規定の管制間隔(水平距離５nm又は高度

差２,０００ft)を保持することが極めて困難な状況であった。このため、Ｂ機の

存在を失念していた訓練中の航空管制官は、切迫した状況下で心理的に動揺した

可能性が考えられる。

管制交信記録によれば、同５４分２２秒に訓練中の航空管制官はいったんＡ機

を呼び出そうとしている。ＣＮＦの作動からこの時刻までに約７秒の時間が経過
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しているが、Ｂ機の存在を認識していなかった訓練中の航空管制官は、Ａ機とＢ機

の相対高度、位置関係及び進行方向を判断して回避の方法を選択する必要があ

り、これには４～５秒の時間が必要と考えられる。これから逆算すると、訓練中

の航空管制官はＣＮＦ作動の遅くとも２～３秒後にはレーダー表示画面上のＣＮＦ

の表示に気付き、ＣＮＦ作動に対応していたものと考えられる。

（付図１０参照）

3.2.2.8 Ａ機をＢ機と取り違えた、Ａ機に対するＦＬ３５０への降下指示

訓練中の航空管制官が口述でＡ機とＢ機の便名を取り違えてＡ機に対し降下指

示を行ったと述べたことについては、航空交通が輻輳している関東南Ｃセクター

を管制していた訓練中の航空管制官が、ＣＮＦが作動した際、切迫した状況下

で、心理的に動揺し、便名を取り違えてＡ機に対し降下指示を行ったと考えられ

る。また、訓練監督者も心理的に動揺したことにより、訓練中の航空管制官によ

る便名を取り違えた降下指示に気付かなかったこと、及びＡ機からこの降下指示

に対する復唱があったときに、両者とも意図していた便名と復唱した便名の違い

に気付かなかったと考えられる。なお、レーダー調整席の航空管制官はＡ機を降

下させる選択肢もあると考えたため、便名の言い間違いとは認識していなかった

と考えられる。

これら一連の航空管制官の対応について考察する。

(1) 2.12.4.1項に示したとおり、ＣＮＦが作動した１５時５４分１５秒に、

レーダー表示画面上に表示されていたＡ機の高度はＦＬ３６７であった。そ

のため、訓練中の航空管制官が同５４分２２秒にＡ機への呼びかけを行おう

とした際にはＡ機を降下させようと考えたが、上昇旋回中であったＡ機の高

度が同５４分１９秒からはＦＬ３６９を示していたために、Ｂ機を降下させ

ようと考え直し、Ａ機に対する通信を取り消した可能性が考えられる。

(2) 訓練中の航空管制官は、口述によれば、同５４分２７秒に出したＦＬ３５０

への降下指示は、Ｂ機を降下させることが適切だと判断して出した指示で、

Ａ機に指示を出した意識はなかったと述べている。

当時の状況は、Ａ機及びＢ機はともにＦＬ３７０付近を飛行しており、

Ａ機はＦＬ３９０へ向けて上昇中であり、Ｂ機は水平飛行中であった。上昇

中のＡ機を降下させるよりも水平飛行中のＢ機を降下させることが容易であ

ること、及びＡ機と交差する可能性のあったＣ機は既にＦＬ３５０に到達し

ていたことから、Ｂ機を降下させることが適切であったと考えられる。した

がって、Ａ機への降下指示は、口述のとおり、意図した便名と指示した便名

が相違したものとなったと考えられる。
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このように便名を言い間違えたことについては、緊急に回避することが必

要となったことから心理的に動揺したこと、及び切迫した状況の中で訓練中

の航空管制官がＡ機とＢ機のレーダー情報を見比べながら判断を下す際、両

機の便名と実際の航空機のレーダー情報が交錯してしまったことによると考

えられる。また、航空機の位置を示すターゲット・シンボルとデータブロック

をつなぐリーダーが交差し、Ａ機とＢ機の判別がしにくい状態となっていた

可能性も考えられる。

この管制指示に対しＡ機が便名を名乗って応答してきた際に、意図した航

空機からの応答ではないことに気付いて、指示や便名を訂正する機会があっ

たものと推定される。しかし、訓練中の航空管制官は両機の接近が迫ってく

る中で、心理的に動揺しており、続いて出す管制指示のことを考え、これに

気を取られていたため、Ａ機からの応答をＢ機ものと思い込みＡ機の認識す

ることができなかったものと考えられる。

なお、Ａ機からの復唱の中で、ＴＣＡＳの発したＲＡ音声が管制交信記録

に記録されていたが、乗員の応答の背後にある音声警報であり、訓練中の航

空管制官及び訓練監督者は、これをＲＡ音声と判断することはできなかった

ものと推定される。

(3) 一方、訓練中の航空管制官が当該セクターにおける訓練開始後４ヶ月を経

過した状態であったことを考慮すれば、本事故の場合、訓練監督者は、ＣＮＦ

作動後は関連航空機に対する指示を訓練中の航空管制官に任せず、自ら行う

ことが適切であったと考えられる。なお、東京ＡＣＣの「管制業務処理要

領」の中に、「監督者は、常時適当な助言又は指示を与え、場合によっては

自ら管制席につくものとする。」との規定がある。ただし、ＣＮＦ作動時に

は、訓練監督者自身もＢ機の存在を失念していたため、心理的に動揺し、直

ちに訓練中の航空管制官をオーバーライドできなかった可能性がある。

(4) 口述によれば、訓練監督者は、訓練中の航空管制官がＡ機をＢ機と取り違え

て降下指示を行ったことを認識することができなかったと述べている。この

ことについては、訓練監督者はＢ機を降下させるべきであると考えていた状

況において、訓練中の航空管制官はいったんＡ機を呼び出したもののすぐに

これを取り消しており、直後に取り消した便名と同じ便名に対して再度指示

を行うことはまれであるため、訓練監督者は、訓練中の航空管制官がＢ機に

対して指示を出しているものと思い込んだこと等によるものと考えられる。

(5) Ａ機が応答した際に、訓練監督者も便名の違いに気付き、これに対応する

機会があったものと考えられるが、予期せぬ状況でＣＮＦが作動したことに

より訓練監督者自身も心理的に動揺していたこともあって、Ａ機からの応答を
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Ｂ機からのものと思い込み、便名の違いに気付かなかったものと考えられる｡

(6) レーダー調整席の航空管制官もＣＮＦの作動によりＡ機とＢ機との接近を

知ったが、レーダー調整席の航空管制官は、「Ｂ機を降下させるのが普通だ

が、Ａ機を降下させても高度間隔は設定できると思った。」と述べている。

レーダー調整席の航空管制官は、レーダー表示画面を常時モニターしてい

れば、レーダー対空席に対して適切な助言が行える可能性があったものと考

えられる。レーダー調整席の航空管制官の業務には、2.13.2.2項で述べたと

おり、レーダー表示画面上に表示される航空機の識別を補完し、当該セクター

を統括すると記述されている。

しかし、レーダー調整席の航空管制官の主な業務は、同じく2.13.2.2項で

述べたとおり、東京ＡＣＣの「管制業務処理要領」に記載されている隣接

セクターや空港との連絡調整であり、常時レーダー表示画面をモニターする

ことは求められていない。また、本事故が発生した前後の時間帯も、しばし

ば、直通回線を用いて他の管制機関と業務調整を実施していたものと推定さ

れる。また、飛行計画情報処理システムの表示端末に出力される、自セクター

に入域予定の航空機の変更情報等の運航票への転記、新規に出力された運航

票のポスティング等の措置を行っていた可能性も考えられる。これらのこと

から、ＣＮＦの作動に気付いたレーダー調整席の航空管制官は、Ａ機の現在

の上昇率がどの程度であるかを判断できなかったものと考えられ、訓練中の

航空管制官がＡ機に対して降下指示を行ったことに特に問題があるとは思わ

なかったものと考えられる。

なお、東京ＡＣＣの「管制業務処理要領」の上位規程である「東京航空交

通管制部 管制業務運用要領」に「レーダー調整席の航空管制官は当該セクター

を統括する」との記述があるが、上に述べた業務を行う必要があり、統括業務

の内容は事故、ハイジャック等の緊急状態に陥った航空機の取り扱い方法を

決定し関係機関との連絡調整を行うこと、航空機からの高度や経路の変更要

求に対して当該セクターとしての対応を決定することにあると考えられる。

(7) レーダー調整席の航空管制官は、常時レーダー表示画面をモニターするこ

とは求められていないものの、Ｂ機の存在を認識しており、ＣＮＦが作動す

る３０秒～１分前にＡ機とＢ機の関係をレーダー表示画面上で確認する機会

があれば、両機が接近して５nmの管制間隔が欠如する前に規定の高度間隔が

設定できなくなることを認識できたと考えられる。ＣＮＦが作動する３０秒

～１分前には、Ａ機とＢ機の相対距離は約２０～２７nm（約３７～５０km）

であったが、Ａ機の高度はＦＬ３５０以上となっていたことから、ＦＬ３７０

を水平飛行中のＢ機との間で、規定の管制間隔（水平距離５nm又は高度差



- 89 -

２,０００ft）が維持できなくなることを理解できたと考えられるためであ

る。その場合には、レーダー調整席の航空管制官は、レーダー対空席の航空

管制官に対して注意喚起を行うことができたと考えられる。しかし、このこ

ろもレーダー調整席は上記(6)で述べた自セクターに入域予定の航空機の変更

情報等の運航票への転記、新規に出力された運航票のポスティング等の措置

を行っていた可能性があり、レーダー表示画面をモニターすることができな

かったと考えられる。

3.2.2.9 Ｂ機への針路変更指示

(1) 管制交信記録によれば、１５時５４分２７秒～３８秒の間に、訓練中の航空

管制官はＡ機に対して降下を指示し、これに対するＡ機からの応答があった｡

通常の交信では相手の応答終了を確認した後に次の送信を行うが、訓練中

の航空管制官は、Ａ機からの応答が終了した直後の同５４分３８秒～４１秒

の間、Ｂ機に対して磁針路１３０゜で飛行するように指示を出している。

Ａ機に対する降下指示とＡ機の応答が行われた同５４分２７秒～３８秒の

間に、レーダー表示画面上に表示されたＡ、Ｂ両機の高度は共にＦＬ３７０

を示しており、相対距離が縮小してきていたことから、Ｂ機に対して降下指

示を行ったと思っていた訓練中の航空管制官は、高度の指示だけでは不十分

であると判断し、針路変更の指示を出した可能性が考えられる。なお、管制

交信記録によれば、訓練中の航空管制官による１３０゜への針路の変更指示

は、Ａ機が応答終了後も１～２秒間送信キーを押した状態が続いたため、

Ｂ機の便名のうち運航者名の始めの部分が欠けた状態で記録されていたが、

数字の部分は明瞭に聞き取れる状態であった。

なお、Ｂ機のＲＡは、訓練中の航空管制官が行った１３０゜への針路変更

指示の前に作動していたが、訓練中の航空管制官はこれを知ることができな

かった。

(2) ＲＡの指示は垂直方向の回避となっており、航空管制官が指示を行っても

これと競合することのない水平方向の回避の可能性について検証することと

した。

まず、Ｂ機のＤＦＤＲに記録されている風向風速、航空機の磁針路及び対

気速度をもとに、１３０゜への針路変更指示が出された２秒後の同５４分

４３秒にオート・パイロットで２５°バンクによる旋回を行った場合の試算

結果では、Ａ機の飛行経路の前方をＢ機が横切る時の相対距離が０.６７nm

（約１,２４０ｍ）となった。この場合、Ａ機の経路をＢ機が横切った時点で

は、Ｂ機は１３０゜の磁針路に達していない。
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また、針路変更の指示が出された同５４分３８秒にはすでにオート・

パイロットがオフとなっていたため、手動により同５４分４１秒に水平状態

から毎秒３゜の割合でロール角を変化させ、通常の運航で使用できると考え

られる最大のロール角３０°を維持して旋回を行った後に再びロール角を

戻し、１３０゜の磁針路で飛行したと仮定して航空機の運動を試算した結果

では、Ａ機の飛行経路の前方をＢ機が横切る時の相対距離は１.０１nm（約

１,８７０ｍ）となった。

（付図２１参照）

(3) 訓練中の航空管制官は１３０゜で飛行するよう指示したがＢ機からの応答

がないため、同５４分４９秒～５２秒の間に、Ｂ機に対し磁針路１４０゜で

飛行するように指示したと推定される。しかし、この時点では、すれ違うま

で残り約２０秒まで接近してきており、旋回のための操作を開始してから

１゜以上磁針路が変化するまでに約５秒、旋回における標準的なロール角

２５°に達するまでには約９秒が必要であると推定されることから、この時

点での針路の変更指示は、指示どおり実行に移されたとしても、両機の間隔

を確保するには十分な効果はなかったものと推定される。

なお、東京ＡＣＣからのＢ機への１３０°及び１４０°への針路変更指示に

対し、Ｂ機からの応答はなかったが、このことについては3.2.4.3項で述べる｡

3.2.2.10 存在しない日本航空９５７便への降下指示

管制交信記録及び航空管制用レーダー記録によれば、ＣＮＦの作動から４０秒後

の１５時５４分５５秒～５７秒の間に、東京ＡＣＣでは、訓練監督者が訓練中の

航空管制官をオーバーライドし、日本航空９５７便に対し「BEGIN DESCENT」と指

示したが、当該空域周辺には該当する航空機はなく、どの機からも応答はなかっ

た。そのころは、すでにＡ機及びＢ機が最接近する約１５秒前となっており、訓

練監督者は切迫した状況下で心理的に動揺した状態でＡ機とＢ機のレーダー情報を

見比べながら判断を下していたため、Ａ機の日本航空９０７便とＢ機の日本航空

９５８便の便名を頭の中で混同してしまったと考えられる。

同５４分５５秒ごろ、2.12.4.1項に記述したとおり、レーダー表示画面上に表

示されていたＡ機の高度はＦＬ３７１、Ｂ機の高度はＦＬ３６９であり、Ｂ機は

Ａ機に対して下方に位置しているように表示されていた。訓練監督者は、訓練中

の航空管制官がＢ機に対して既に降下指示を行っていたと考えており、Ｂ機が顕

著な降下を示していなかったため、Ｂ機に対して再度降下指示を行うことを意図

していたと考えられ、Ａ機及びＢ機の便名と類似した実際には存在しない日本航

空９５７便に対し、間違いに気付かないまま指示したものと推定される。
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3.2.2.11 Ａ機への上昇指示

管制交信記録によれば、訓練監督者によるＡ機への上昇指示は１５時５５分

０２秒～０５秒の間に行われていた。2.12.4.1項に記述したとおり、同５５分

０２秒ごろのレーダー表示画面に表示されたＡ機の高度はＦＬ３６７で、Ｂ機の

表示高度はＦＬ３６９であったが、Ｂ機の表示高度は同５５分０３秒にＦＬ３６６

に変化しており、共に降下を示していた。

口述によれば、訓練監督者は、Ｂ機に対して降下の指示が出されたと考え、Ａ機

は上昇するものと思っていた。このため、Ａ機に対してＦＬ３９０への上昇指示

を出そうとしたと考えられる。

このころのＡ機の操縦については、3.2.3.8(5)項で記述する。

3.2.3 Ａ機の操縦に係る解析

3.2.3.1 Ａ機の飛行経路

Ａ機が東京国際空港を離陸する前に東京ＡＣＣから同空港の航空管制官を経由

して伝達された管制承認では、同空港の標準出発経路は、URAGA FIVE Departure

OCEAN Transition であり、ＹＡＩＺＵ（焼津ＮＤＢ）付近で左旋回し、他の航空

路と交差することとなっていた。まず、Ａ機の出発経路の設定における他機との

高度間隔の確保の観点から考察する。

航空局が編集するＡＩＰの小型版であるINSTRUMENT APPROACH CHARTS, VISUAL

LANDING CHARTS AND STANDARD INSTRUMENT DEPARTURE 誌には、OCEAN Transition

の経路上であるＹＡＩＺＵ通過時の高度制限は設定されておらず、Ａ機の運航乗

務員の口述及び管制交信記録等によれば、事故当時、Ａ機には、このＹＡＩＺＵ

を管制の指示した高度で通過すること等の制限は発出されていなかったと推定さ

れる。このトランジション経路上のＹＡＩＺＵからＳＡＫＡＫへの航路について

は、Ｂ機が飛行したＸＭＣ（河和ＶＯＲＴＡＣ）からＸＡＣ（大島ＶＯＲＴＡＣ)

へ向かうＧ５９７や、その他にもＬＨＥ（浜松ＶＯＲ）からＸＡＣへ向かうＶ１７

などの航空路が、直角に近い形で交差している。したがって、ＹＡＩＺＵを管制

機関から承認された巡航高度で通過すること等の高度制限が設定されていれば、

ＹＡＩＺＵ通過以後、他の航空機との間で、高度差が確実に確保できたものと推

定される。

また、本事故においては、訓練中の航空管制官が、Ａ機をレーダーベクターで

ＹＡＩＺＵへ誘導していた。ＡＩＰに、ＹＡＩＺＵを承認された巡航高度で通過

すべき旨が記載されていたならば、Ａ機の運航乗務員は、離陸後の時点で、速度

を犠牲にしてその代わり上昇率を大きくするか、あるいは上昇推力を事故当日使用
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していたものより大きくし、上昇率を大きくすることにより、レーダーベクター

であっても、ＹＡＩＺＵを巡航高度であるＦＬ３９０で通過することは十分可能

であり、したがって、ＦＬ３７０で飛行しているＢ機との間で高度の管制間隔が

欠如する可能性が生じることはなかったものと推定される。

3.2.3.2 Ａ機のＹＡＩＺＵ付近での左旋回

Ａ機のＤＦＤＲ記録、ＡＣＭＳ記録、運航乗務員の口述、及び管制交信記録等

によれば１５時４４分３３秒に、東京ＡＣＣからＹＡＩＺＵへの直行を許可された

ころ、Ａ機は、オート・パイロットにより、磁針路約２７０゜、磁航路約２７１゜､

向かい風のため対地速度は約４００kt程度で、上昇飛行していたものと推定され

る。

ＤＦＤＲ記録によれば、Ａ機は、同５３分５０秒ごろ、ＹＡＩＺＵの手前約３.５nm

付近の高度約３６,５００ftを通過中に、自動操縦装置により、約２５°程度の

ロール角を確立しながら、次の磁航路２０７°へのリード・ターン（旋回半径を

考慮し、航空路を大きく外れずに、次の磁航路への安定したトラッキングを行う

ための旋回）を開始したものと推定される。

Ａ機の次のコースである磁航路２０７゜への変針角は、左へ６４°である。こ

の時の上層風は、２７５゜の方向から風速８２kt程度であったと記録されてお

り、この風に対する、Ａ機の機首方位の修正角は右約１０°となる。したがっ

て、自動操縦であれば磁針路約２１８゜でロールアウトするものと考えられる。

しかし、Ａ機は、この上昇旋回の途中で管制機関からの降下指示を受け、自動

操縦装置を解除したため、手動による降下の操作を行いながらロールアウトの操

作を行い、かつ、接近中のＢ機も視認しなければならない状態となっていたもの

と推定される。このため、機長の飛行姿勢に対する注意配分が難しくなって上層

風に対する偏流を考える余裕がなくなり､ロールアウトした時の磁針路は２０７°

付近の値となったと考えられる。

Ａ機が旋回していた間は、Ａ機の磁針路が常に変化しているため、Ａ機から見

るＢ機の相対角度は常に変化しており、Ａ機の運航乗務員は、Ｂ機との間で、相

手機との相対角が変化せず、そのまま飛行すれば相手機と衝突することとなる、

いわゆるコリジョンコースに入りつつあることの認識は持てなかったものと推定

される。ロールアウトが終了した後は、Ａ機から見るＢ機の角度はほぼ一定とな

り、Ａ機の運航乗務員は、Ｂ機との間で、コリジョンコースに入ったことが認識

できる相対位置関係になったものと推定される。
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3.2.3.3 Ａ機のＴＣＡＳにおけるＴＡの作動

ＴＣＡＳの記録によれば、Ａ機が上昇旋回中で、東京ＡＣＣでＣＮＦが作動を

開始した約４秒後の、１５時５４分１９秒に、Ａ機のＴＡが作動した。この時、

Ａ機のＴＣＡＳ情報表示器上に対象機が黄色で表示されるとともに、「TRAFFIC,

TRAFFIC」の音声がＴＣＡＳにより発せられ、Ａ機の運航乗務員は、Ｂ機との高度

差が、それまでは自機の方が低い高度であったが、このころから、ほぼ同高度の

ＦＬ３７０付近となったことを、ＴＣＡＳ情報表示器上及び高度計で確認できた

ものと推定される。また、ＴＣＡＳの記録によれば、ＴＣＡＳ情報表示器に表示

されたＢ機のシンボルには、Ｂ機が一定高度で飛行していたため、上昇中又は降

下中を示す矢印は表示されていなかったものと推定される。

管制交信記録及びＴＣＡＳ記録によれば、Ａ機のＴＡ作動時に、Ａ機から東京

ＡＣＣに対し、航空局発行のＡＩＣでは確認することが望ましいと記載されてい

るＴＡにかかわる交通情報を確認するための要求は、行われなかった。このこと

については、ＴＡ作動が終了して１秒後に、東京ＡＣＣが｢Hem, Japan air niner

zero seven, corre・・・Disregard.」の通報が行われ、この通報終了の１秒後に

Ａ機に対する降下指示があったことが関与した可能性が考えられる。

運航乗務員の口述によれば、東京ＡＣＣからのＦＬ３５０までの降下指示の後

でＴＡが作動したと述べている。しかし、ＴＣＡＳ記録、ＤＦＤＲ記録及び管制

交信記録による解析を行ったところ、発生順はＴＡの作動、管制の指示、ＲＡ作

動の順であった。ＴＡ音声の終了と東京ＡＣＣからの「Disregard」の管制通信の

始まりの部分がほぼ同時であったため、思い違いを生じた可能性が考えられる。

3.2.3.4 Ａ機の降下開始

(1) ＤＦＤＲ記録、管制交信記録及び機長の口述によれば、１５時５４分２７秒～

３２秒の間に東京ＡＣＣからＦＬ３５０までの降下指示を受けたＡ機は、同

５４分３２秒に、機長が迅速に対応するため、オート・パイロットを解除し

たと推定される。これは、オート・パイロットによる操縦であれば乗客に大

きな荷重変化をかけることを避けるようなＧコントロール・フライトが行わ

れ、ゆっくりとした操縦となることから、迅速な対応を必要とするときには

オート・パイロットによる飛行は適さないため、解除したものと推定され

る。この後、同５４分３３秒～３８秒の間にＡ機は東京ＡＣＣに対して、自

機の便名とともにＦＬ３５０まで降下すること及び関連航空機を視認してい

る旨を応答した。また、管制交信記録によれば、Ａ機が応答中の同５４分

３５秒～３８秒の間に、ＴＣＡＳの発したＲＡ音声（「CLIMB, CLIMB, CLIMB」)

が、応答の音声とともに同時に記録されていた。
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(2) ＤＦＤＲ記録によれば、ＲＡ作動前の同５４分３２秒～３４秒の間、スラスト

レバーがエンジン推力を減少させる方向に動かされた。同５４分３３秒ごろ

Ａ機のエンジン燃料流量が減少し始めた。同５４分３４秒、同機のピッチ角が

減少し始めた。これは、航空管制官の指示に基づき、機長が手動により降下

の操作を開始して、操縦桿を前方に押し、スラストレバーをオート・スロットル

がオンのまま、手動でオーバーライドして推力を減少させたか、あるいは、

機長が操縦桿を前方に押したことにより、機速が増加し、これによりオート・

スロットルが、推力を減少させたことによるものと推定される。

(3) ＤＦＤＲ記録によれば、ＲＡ作動時の同５４分３５秒～３８秒の間、スラスト

レバーはエンジン推力を増加させる方向に動いている。これは、ＲＡが作動

したため、機長が一時的に推力を増加させたか、あるいは、この時、機体の

ピッチ角がわずかに上がったことと、機長が手動によるオーバーライドで推力

を減少させる方向に引いていたスラストレバーから手を離したか緩めたこと

で、オート・スロットルが推力増加の方向に自動的に作動したことによるも

のかが考えられるが、いずれによるものかを特定することはできなかった。

ＤＦＤＲ記録によれば、同５４分３５秒までＡ機のオート・スロットルの

モードは、「ＶＮＡＶ」となっていたが、同５４分３６秒～３９秒の間のい

ずれかの時刻にいずれのモードでもない状態となった。また、それまで

オート・スロットルのアナウンシエーターは「ＴＨＲ ＲＥＦ」を示してい

たが、同５４分３８秒に、同アナウンシエーターはいずれのモードでもない

状態であることを示した。これは、機長がオート・スロットルをオフとし、

手動によるエンジン操作に移行したことによると推定される。

(4) 2.12.3.2項(1)に記載したとおり、管制の降下指示がなかった場合を想定し

たフライト・シミュレーターによる模擬飛行試験では、Ａ機は上昇を続け、

本事故においてＢ機と最接近したころには、３８,１００ftまで上昇できたと

推定される。この場合、Ｂ機が降下の回避操作をしないと仮定した場合に

は、計器飛行方式で必要とされている２,０００ftの垂直管制間隔は確保され

ないものの１,０００ftの垂直間隔は確保でき、事故時のような接近状態とは

ならなかったと考えられる。

3.2.3.5 Ａ機のＲＡと飛行経過の分析

(1) ＴＣＡＳ記録によれば、降下のための操作を行っている間、ＴＡの作動から

１６秒後の１５時５４分３５秒に、Ａ機のＴＣＡＳがＴＡからＲＡに変わり､

ＴＣＡＳ情報表示器上の相手機の表示が黄色から赤色に変わるとともに､

「CLIMB, CLIMB, CLIMB」の音声がＴＣＡＳにより発せられたと推定される。
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ＤＦＤＲ記録によれば、その時点での昇降率はプラスの値が記録されてい

ることから、降下の操作を行った直後であるが、慣性により依然として機体

は上昇中であったと推定される。

(2) ＦＬ３７１付近を上昇中の状態であったＡ機は、同５４分３３秒～３８秒

の間に、東京ＡＣＣに対して、ＦＬ３５０まで降下すること及び関連航空機

を視認している旨を応答している。管制交信記録によれば、この応答中の、

同５４分３５秒～３８秒の間に「CLIMB, CLIMB, CLIMB」の音声が録音されて

いたことから、同５４分３５秒に、ＲＡが作動したものと推定される。

なお、管制交信記録によれば、この降下指示に対するＡ機から東京ＡＣＣ

への応答の後に、東京ＡＣＣからＡ機に対し、指示や便名の訂正の通報はな

かった。

また、ＤＦＤＲ記録によれば、このころのＡ機の高度はＦＬ３７２であ

り、Ｂ機のＦＬ３７０との差は２００ftであった。そのころの燃料流量は、

５,５００lb/h以上を示しており、2.12.3.2項(3)に記述したフライト・シミュ

レーターによる模擬飛行試験及び航空機製造者のエンジンの加速性能に関す

る資料によれば、この時点で上昇に移ることは十分可能であったと推定され

る。また、3.2.3.7項で述べるように、バフェットや失速等の危険な状態に陥

ることなく上昇は可能であったと考えられる。

(3) ＤＦＤＲ記録によれば、同５４分４０秒、Ａ機は、左旋回を続けながら上

昇の頂点（ＦＬ３７２）に達し、その後高度が低下し始めた。これは、機長

が管制指示に基づき降下操作を開始し、その直後のＲＡ作動後にも降下の操

作を続けたため、慣性力により上昇を続けていた機体が、ＦＬ３７２に達し

た後、この時点で降下を始めたものと推定される。

(4) ＤＦＤＲ記録によれば、同５４分４４秒ごろ、旋回を終了すべき機首方位

に到達したが、旋回はそのまま続けられ、ロール角は次第に大きくなり左に

最大３３.９°まで傾斜し、その後磁針路２０７°付近でロールアウトが行われ

たものと推定される。これは、手動操縦のため、機長が、水平方向の操作で

あるロールアウト方位の把握と、管制指示に基づく垂直方向の降下操作を同

時に処理しなければならず、また、Ｂ機の接近を確認するため継続的にＢ機

を視認していたことにより、ロールアウト操作が遅れたためと考えられる。

(5) Ａ機の左後席に着座していた副操縦士及び右前席に着座していた副操縦士

昇格訓練中の訓練生が提出した意見（2.1.2.3項の(注)及び2.1.2.2項の(注)

を参照）によれば、既に航空管制官からの指示により降下をしていた時、副

操縦士が「キャプテンＤ１０降りてます」との趣旨の助言を行った可能性が

考えられる。Ａ機の機長の口述（2.1.2.1項の(注)を参照）によれば、この助
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言については、機長は認識できなかった可能性が考えられる。

3.2.3.6 Ａ機への管制指示とＲＡに対する降下の判断

Ａ機の機長の口述によれば、降下の判断の根拠としているポイントは、次のと

おりである。なお、同機長は、非常な短時間のうちに決断を迫られたこともあ

り、ＲＡに従って上昇操作を行うよりも、管制指示に従い降下を行う方が適切と

判断したためであるとも述べている。

① 最初に管制指示があり、その後にＴＡ、そして、さらにその後にＲＡが

作動したこと。

② 管制指示は、相手機との管制間隔を保つために発出されていると考えら

れること。また、航空管制官は管轄空域の飛行状況の全般を見て管制を行

っており、相手機以外の他の要因をも考慮した上での降下指示が行われた

可能性も考えられること。

③ 相手機を視認し、ＴＣＡＳ情報表示器にも相手機が表示されて認識して

いたこと。

④ 管制からの降下指示があったとき、ＴＣＡＳ情報表示器上で、相手機の

高度よりも自機の高度が低かったこと。

⑤ エンジンを、降下のためのアイドル推力から上昇に必要な推力にまで回

復させるには相当の時間を要すること。

⑥ 空気密度の薄い高々度においては失速の速度マージンが少なくなること

から、回避操作により上昇を行うと機体が減速し、その結果、失速に陥る

おそれがあること。

⑦ 高速での飛行中において上昇操舵を不用意に行いピッチ角が増加する

と、遷音速飛行に起因するバフェットや失速の危険性があること。

以下、本項及び次項において、これらのポイントについて考察する。

なお、上記①～⑦は、Ａ機の機長の口述をもとに整理したＲＡの上昇指示に従

わなかった理由であるが、これら以外に次の理由が考えられることから、併せて

考察することとする。

⑧ Ａ機の機長が、ＲＡに従うことの重要性、及びＲＡの回避指示に反する

操作をすることの危険性について、十分な認識を持っていなかったこと。

(1) 管制指示後にＲＡが作動したこと

まず、上記①の管制指示とＴＡ、ＲＡの順序については、3.2.3.3項でも述

べたとおり、実際と口述とが異なっているが、実際には、ＴＡの作動の後に

管制指示があった。その直後に行われた、Ａ機から管制機関への復唱中に、

ＲＡが作動した。その時すでにＡ機の機長は、管制機関から発出された降下
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指示に従って降下することを決断し、操作を開始していたため、ＲＡが上昇

を指示したが、降下を継続したものと推定される。これは短時間のうちに決

断し実行することが求められる切迫した状況において、いったん決めて実行

に移し始めたことを変更することが、心理的に難しいことによるものと考え

られる。

(2) 管制指示を信頼し、これに従ったこと

Ａ機の機長は、目視とＴＣＡＳ情報表示器によりＢ機を確認しているとこ

ろに、航空管制官から降下指示があったことから、管制の降下指示とＲＡの

上昇指示のどちらに従うか非常に短時間のうちに決断すべき状況に置かれた

中で、航空管制官は自機と相手機の双方の飛行状況を把握した上で、管制間

隔を確保するため自機に対し降下指示を発出していると考えて、管制の降下

指示に従ったことが考えられる。

さらに、事故当時は視程は良好であったものと推定されるが、Ａ機の機長

は、既に視認している相手機以外にも、航空管制官が航空管制用レーダー表示

画面で、自機や相手機の周辺を飛行する他の航空交通等の状況も把握した上

で、降下指示を発出していることもあり得ると考えた可能性が考えられる。

(3) 相手機を視認しており、またＴＣＡＳ情報表示器上でも相手機を確認して

いたこと

Ａ機の機長は、管制指示に従うことに加えて、最終的には目視により回避

操作をすることで、ＲＡの回避指示に従うまでもなく、相手機との接近を回

避できると判断したことが考えられる。しかし、3.2.5.2項で述べるとおり、

高々度を高速で飛行する航空機において、相手機の動きを目視により的確に

把握することは、距離がかなり接近しない限り、実際には困難であると考え

られる。

(4) Ａ機がＢ機よりも低高度にあったと判断したこと

ＤＦＤＲ記録、管制交信記録及びＴＣＡＳ記録によれば、ＴＡ作動の時点

では、Ａ機の機長の口述どおり、Ａ機はＢ機よりも低い高度にあったと推定

される。管制機関によるＦＬ３５０までの降下指示のあった時点では、両機

は、ほぼ同高度であったと推定されるが、Ａ機の機長は、自機の高度が相手

機よりも低いとの認識を有していたことから、管制の降下指示に従えば、相

手機との接近を容易に回避することができると考えた可能性が考えられる。

(5) 上記⑤～⑦については、ＲＡに従った上昇の回避操作を行う場合の航空機

の性能に関する事項であり、3.2.3.7項で詳述する。

(6) ＲＡに従うことの重要性及びＲＡに対する逆操作の危険性の認識について

日本航空(株)のＴＣＡＳに関連した規程類には、ＲＡが作動した場合に
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は、原則として、ＲＡの回避指示に従うべきこと及びその操作方法が規定さ

れていた。特に、Ａ機のＡＯＭには、ＲＡの回避指示に従うために必要な範

囲で、管制の承認高度からの逸脱が認められていることが記述され、また、

ＡＯＭ SUPPLEMENTには、ＲＡが作動した場合にはＲＡの指示に従った回避操

作を行うべきこと及びその操作方法が詳細に記述されていた。また、Ａ機の

機長をはじめとする同社の運航乗務員は、ＴＣＡＳに関する教育訓練を受

け、特に、定期訓練では、フライト・シミュレーターを使用して、他機との

接近を想定し、ＲＡが作動した場合におけるその指示に従った回避操作を体

験していた。

しかしながら、ＴＣＡＳ関連の規程類にＲＡの回避指示と管制の指示が相

違した場合などの特異な状況における判断についての記述がなく、ＲＡの回

避指示に反した垂直方向の高度変化の危険性については、Ａ機のＡＦＭには

英文で記述されているものの、運航乗務員が日常的に使用するＡ機のＡＯＭ

やＡＯＭ SUPPLEMENTには記述がなかった。

また、フライト・シミュレーターによる定期訓練においては、ＲＡの回避

指示と管制の指示が相違するなどの特異な状況における判断やＲＡの回避指

示に反する操作を行った場合の危険性については、特に教育訓練が行われて

いなかった。

これらのことから、Ａ機の機長は、ＲＡが作動した場合にその回避指示に

従うことの重要性、及びＲＡの回避指示に反する操作を行うことの危険性に

ついて、十分な認識を持っていなかったものと考えられる。

3.2.11.2項で述べるように、同社において、平成１０年度に行われたビデ

オを用いた講習の中には、ＴＣＡＳに関し、管制指示に従うことによりＲＡ

に反する操作を行うことの危険性、相手機のＴＣＡＳとの相補調整機能等の

内容が含まれており、Ａ機の機長及びＢ機の運航乗務員は、これらの知識を

得る機会はあったものと考えられる。しかし、一回限りのビデオによる講習

の中で簡単に触れるだけでは、運航乗務員の記憶に定着させるためには不十

分であったと考えられる。

なお、ＯＭ SUPPLEMENTには、「ＴＣＡＳのＲＡが発生した場合は、機長が

ＲＡに従って操作を行うことが危険と判断した場合を除き、ＲＡに直ちに従

うこと」と規定されており、「機長がＲＡに従って操作を行うことが危険と

判断」すれば、ＲＡに従わなくてよいこととなっている。しかし、機長が

「危険と判断」する場合についての具体的な記述はない。
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3.2.3.7 Ａ機の高々度における上昇への移行

3.2.3.6項に記述した、Ａ機の機長が管制の指示に従いＲＡの指示に反して降

下を行ったことについての、機長の口述による判断根拠のうち、⑤～⑦について

は、高々度を高速で飛行する航空機が上昇を行う場合の航空機の性能に関する懸

念であるので、本項においてこれらについて考察する。

(1) 上昇推力（事故時の高度においてはＭＣＴと同じ値）までの回復に要する時

間について

① アイドル推力からの回復については、Ａ機の機長が過去に乗務したことの

ある、在来型のボーイング式７４７型機のＡＯＭには、エンジンのアイドル

推力から上昇に必要な推力まで回復させるには、｢High Altitudeでは、Idle

からCruise ThrustまでのAccelerationは、Normalであっても20～30秒程

度、場合によっては１分程度要する」と記載されている。一方、ボーイング

式７４７－４００系列型であるＡ機のＡＯＭ SUPPLEMENTでは、エンジンの

追従性に関し、「High Altitudeになるほど、Thrust Lever"Advance"に対す

るResponseも、Low Altitudeよりもかなり遅くなる」と記載されている。

航空機製造者からの情報によれば、エンジンがアイドル推力となり降下状

態を確立した後に、エンジン推力を上昇に必要な推力まで回復させるには、

約２０秒間を要するとされている。したがって、降下を確立した状態から上

昇操作を行った場合には、航空機の機体が慣性のある動きをしていることか

ら、機体が上昇に移行するには更に時間を要するものと推定される。

また、フライト・シミュレーターによる模擬飛行試験として、2.12.3.2項

(6)に述べた、アイドル推力から上昇推力までの回復時間に関する試験を

行った。その結果、Ｎ１が完全にアイドル状態になってから上昇推力まで

回復するのに要する時間は、３０,０００ftでは約１８秒、４０,０００ftで

は約２４秒であり、本事故における飛行高度付近では、アイドル推力からの

回復には約２０秒程度の時間を要することが確認された。

高々度において アイドル推力から上昇推力までの操作を行う場合、気象

条件等によってはサージング状態となる可能性が考えられるが、事故機を含

む同型式機においては、サージング状態になった場合には、自動的にサージング

状態から回復を行うシステムを装備している。

また、ＡＦＭやＡＯＭ等に記載されたデータや航空機製造者のデータ等

と、フライト・シミュレーターによる模擬飛行試験の結果を比較検討したと

ころ、高々度においても両者間で近い値が得られたことから、模擬飛行試験

に使用したフライト・シミュレーターは、実際の機体性能を相当正確に模擬

していると考えられる。
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② エンジン推力が既にアイドルとなっている状態からの上昇推力への移行で

はなく、エンジン推力が一時的にやや絞られた状態、すなわちＮ１が８０％

程度の状態におけるスラストレバーの操作に対するエンジン推力の追従性に

ついて考察すると、次のとおりである。

付図１９で示したＡ機のＡＣＭＳに記録されたＮ１とスラストレバー位置

のデータによれば、スラストレバーを上昇推力の位置から、推力を減ずる側

に絞ったころ、スラストレバーの動きに対応してＮ１が低下し始めるまでの

遅延時間は、約１秒であった。

次に、Ｎ１が約８７％に減少したころ、いったん推力が増加する側にスラスト

レバーが押し出されているが、スラストレバーの動きに対応してＮ１が増加

し始めるまでの遅延時間は、約２秒であった。

その後、再びスラストレバーが推力を減ずる側に動いているが、約５秒間

上昇推力とアイドル位置の中間付近で留められており、Ｎ１は７６％程度を

示していた。さらにアイドル位置までスラストレバーが引かれているが、こ

の間のスラストレバーの動きに対応してＮ１が減少し始めるまでの遅延時間

は、約２秒であった。

また、スラストレバーの操作と推力の追従性に関し、2.12.3.2項(2)で述

べたフライト・シミュレーターによる模擬飛行試験の結果からは、スラスト

レバーをアイドル位置で５秒間保持した後、同位置から上昇推力位置まで戻

したときのエンジン推力の回復に要した時間は約１０秒であることが確認さ

れている。この間、Ｎ１の最小値は約７３％であった。

これらのことから、スラストレバーを一時的にアイドル位置まで絞った状

態、すなわちＮ１が７０％～８０％程度の状態から上昇推力に戻る場合にお

けるスラストレバーの操作に対するエンジンのＮ１の追従性については、遅

れが約１０秒程度であると言える。

③ Ａ機においてＲＡの上昇指示が作動し、Ａ機がこれに従って上昇したと

仮定した場合に、事故時の最接近地点付近の位置での高度は、2.12.3.2

項(3)で述べた、フライト・シミュレーターによる模擬飛行試験の結果で

は、約３７,８００ftに達することが確認された。

④ 以上をまとめると、①でのＮ１が完全アイドル推力から上昇推力までの回

復に要する時間は約２０秒であること、②でのＮ１が７０％～８０％程度の

状態から上昇推力までの回復に要する時間は約１０秒であること、③での事

故当時を模擬したシミュレーターを利用した飛行試験では必要な高度が獲得

できることが確認された。これらのことから、ＲＡが作動した際、Ａ機がＲＡ

の上昇指示に従う程度の推力は、支障なく得られたものと推定される。
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⑤ しかし、Ａ機の機長は、それまでに、高々度においてスラストレバーを

アイドル位置に設定後、再び短時間のうちに上昇推力の回復を行うような状

況を経験していなかったこと、日本航空(株)のＴＣＡＳに係る教育訓練で

も、そのような状況での航空機の性能と操縦については特に知識の付与や操

縦訓練が行われていなかったこと等から、上昇までの推力回復に要する時間

について懸念を持ったことが考えられる。

(2) 高々度における失速までの速度マージンや、上昇に使用できる機体の運動

エネルギーについて

Ａ機の性能表及び2.12.3.2項(5)及び(7)のフライト・シミュレーターによる

模擬飛行試験の結果から、事故時の高度、重量、外気温度状態に対応する釣り

合い飛行の失速速度は２１５kt（ＣＡＳ、以下この項では同じ）と推定され、

これに対し事故当時、同機の降下中における指示対気速度は約２８０ktであ

り、前記の失速速度までに多少の減速の余裕はあったものと推定される。この

余裕分の速度の運動エネルギーを位置エネルギーとして高度上昇に利用したと

仮定すれば、それだけである程度の高度を得ることができると推定される。

さらに、高々度を飛行している最中であったために、エンジンの余剰推力は

かなり減少していた可能性があることから、余剰推力はすべてをピッチ角増加

に伴う空気抵抗の増大に対処するために使用して高度上昇には使わないと仮定

した上で、飛行速度２８０ktを失速速度の１.２倍に相当する約２６０ktまで

２０kt減速し、それにより余った機体の運動エネルギーを位置エネルギーとし

て高度上昇に利用したと仮定すれば、それだけで１,０００ft以上の高度を得

ることができると推定される。（注）

以上のことから、エンジン推力のみに頼ることなく、可能な範囲で運動エネルギー

を位置エネルギーとする上昇を併用するなどの工夫により、エンジン推力に余

裕の乏しい高々度においても緊急時の上昇可能範囲を拡大することが可能で

あったものと考えられる。

また、2.12.3.2項(5)及び(7)のフライト・シミュレーターによる模擬飛行試

験の結果からも、この運動エネルギーを位置エネルギーに利用して上昇を行う

飛行により、失速に至らないで、高度を獲得することは可能であるものと考え

られる。

（注）機体の運動エネルギーを位置エネルギーとして高度上昇に利用した場

合に１,０００フィート以上の高度を得ることができることについての

計算過程は次のとおりである。

機体の運動エネルギー =
1
2

mv2
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機体の位置エネルギー

ここで、 は機体の質量、 は機体の速度、 は重力の加速度、m v g

は高度、添字｢ ｣は上昇前の状態、添字「 」は上昇後の状態を表す。h １ ２

全体エネルギー＝機体の運動エネルギー＋機体の位置エネルギー＝ 一定

すなわち、

ここで = 280kt(ＣＡＳ) = 491kt(真対気速度) = 253m/s(真対気速度)v１

= 260kt(ＣＡＳ) = 459kt(真対気速度) = 236m/s(真対気速度)v２

= 9.8m/s 、 = 37,000ft = 11,300mg h２
１

以上から、上昇後の高度差 = - を求める。Δh h h２ １

数値を代入して計算すると、

＝ ４２４ｍ ＝ １,３９０ft ＞ １,０００ft となる。Δh

(3) 遷音速飛行における不用意な上昇操舵の危険性について

Ａ機の機長は、既に飛行マッハ数が巡航時に近いことにより、ピッチ角の増

加を伴う上昇操舵を不用意に行うと遷音速流特有の衝撃波による流れの剥離現

象を生じる危険性があり得ることを懸念したものと推定される。

これについて、Ａ機のＡＯＭでは、ＲＡが発生した場合には迅速に操作を実

施することとして、回避操作が必要な場合にＲＡの指示を満たすようにピッチ

及びスラストを調整することを求めているが、その場合の注意点として次のよ

うな記述がある。（抜粋）

Note: 回避操作中にStick Shakerの作動あるいはInitial Buffetが発生

した場合には、迅速にApproach to Stall Recoveryの操作を実施

する。

Note: 回避操作中にHigh Speed Buffetが発生した場合には、Buffetを低

減させるために必要に応じてPitch Forceを緩め、回避操作を継続

する。

また、ＴＣＡＳ装置を航空機に装備し運用する場合の設計要件を記載した

米国のアドバイザリー・サーキュラー（ＡＣ－２０－１３１Ａ）では、航空機

の性能に関する記述の中で、ＴＣＡＳの承認を得る際は、巡航速度において

バフェットに対し一定の余裕が得られるような高度を指定し、当該高度におい

てＲＡに従った上昇の回避操作を行った場合に、失速及びバフェットに対し余

裕を持って上昇飛行ができない場合には、上昇を指示するＲＡの作動を抑制す

ることとされている。

=mgh

1
2

mv1
2 + mgh1 =

1
2

mv2
2 + mgh2 = 一定
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しかしながら、Ｂ７４７－４００系列型機は、航空機製造者によるこの要件

に関する評価の結果、高々度でも失速及びバフェットに対し余裕をもって上昇

が可能とされており、上昇を指示するＲＡの作動は抑制されていない。

また、2.12.3.2項(7)で述べたフライト・シミュレーターを用いた最高運用

高度付近における上昇性能に関する模擬飛行試験の結果から、上昇のための操

作を行うことにより、相手機との接近を回避するための十分な高度を獲得で

き、またこの間バフェット等の発生もなく、さらに上昇を指示するＲＡの作動

を抑制するような性能上の問題はないと考えられる。

さらに、ＩＣＡＯ第１０附属書第４巻第４章付録Ａのガイダンス・マテリアル

によれば、ＴＣＡＳに対応した回避操作の設定のために、操縦士の反応として

５秒間の反応遅延時間があり、航空機には垂直加速度の変動分が１／４Ｇの範

囲にとどまることを前提とし、その上で衝突回避に必要な代表的な高度変化率

は１,５００ft/minであるとしている。このことから、航空機に作用する垂直

加速度の変動分が１／４Ｇ程度の緩やかな回避操作を行うことで、ＲＡが指示

する１,５００ft/minの上昇率又は降下率は得られると考えられる。

操縦士は、ＲＡ作動時に、上記の垂直加速度と高度変化率になるように速や

かに対応しなければならないが、ＲＡの回避指示は、この操作が基本的には可

能となるように設定されている。また、Ｂ７４７－４００系列型機であるＡ機

については、高々度においても、上昇を指示するＲＡの作動が抑制されていな

いことから、バフェットや失速に陥ることなくＲＡに従って上昇を行うことが

可能であるとされている。ただし、この場合にあっても、ＲＡに従って回避操

作を行う際に、必要以上に急激な操舵をすれば、バフェット又はスティック・

シェイカーによる失速警報が作動する可能性があることに留意しなければなら

ない。

(4) 以上、(1)～(3)で述べたように、Ａ機の機長が航空機の性能に関し懸念を抱

いたと考えられる点については、実際には、機長がＲＡ作動時点で上昇に移行

することを決断した場合には、機長が考えていた時間より短い時間で上昇推力

に移行できたと考えられ、また、失速の速度マージンや遷音速飛行に伴う失速

やバフェットの危険性についても、それらの可能性に留意して緩やかな操作を

行えば、バフェットや失速に陥ることなくＲＡに従って上昇を行うことが可能

であったものと推定される。さらに、2.12.3.2項(3)で述べたフライト・シミュ

レーターによる模擬飛行試験結果でも、ＲＡ指示に従い上昇することとした場

合には、ＦＬ３７２にしばらく留まった後、次第に上昇に転じている。また、

2.12.3.2項(5)のフライト・シミュレーターによる模擬飛行試験の結果では、

９３％Ｎ１の状態で１秒に１°の割合で緩やかにピッチ姿勢を上昇側に操作し
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た場合であっても、安全に高度を獲得することができた。なお、フライト・

シミュレーターによる模擬飛行試験は、厳密な定量的データの取得を目的とす

るものではなく、Ａ機がいったん降下を開始した後に上昇の操作を行った場合

に、機体の上昇が可能かどうか、その場合概ねどの程度の高度に到達できるか

等の飛行方法の可能性の検討や、定性的な飛行状態の把握のために実施したも

のであり、その目的においては、十分信頼できるものと考えられる。

ＩＣＡＯ第１０附属書第４巻第４章付録Ａのガイダンス・マテリアルによれ

ば、ＴＣＡＳによる衝突回避を確実にするため、高度誤差に対する余裕や、予

測垂直間隔の誤差を考慮して、最接近点における所要の高度間隔の目標値は、

高度により３００ftから７００ftまで、段階的に変化すると記載されている。

また、管制指示からの逸脱範囲については、可能な限り最小限であることを要

求している。このことから必要な高度の逸脱は３００ftから７００ft程度でよ

いと考えられる。さらに、米国連邦航空局のアドバイザリー・サーキュラー

（ＡＣ－１２０－５５Ａ）によれば、ＲＡによる管制指示高度からの逸脱は、

通常３００ft～５００ft以内とすべきとされており、このことから衝突回避に

必要な高度の逸脱は３００ft～５００ftで十分であると考えられる。

これらのことから、Ａ機の機長がＲＡの上昇指示に従い上昇のための操作を

行った場合には、Ａ機を上昇させることが可能であり、本事故をひき起こした

ようなＢ機との接近は回避されていたものと考えられる。

なお、仮にＡ機の機長が懸念したようにＴＣＡＳの指示する上昇率どおりの

上昇が困難であったり失速やバフェットの可能性があったとしても、それらの

点に留意した上で、緩やかであっても、できる限りＲＡの上昇指示を尊重して

上昇の操作をすることが望ましい。特に、相手機がＲＡに従って回避操作を行

うことを前提とすれば、相手機のＴＣＡＳとの間で回避方向が相互に調整され

ていることから、ＲＡの指示に完全には従えない可能性があるとしても、ＲＡ

と逆の操作をすることは危険性を増大させることになる。

しかしながら、本項において検討した高々度における上昇性能並びにバフェット

及び失速の可能性については、Ａ機の機長にとってそれまでに経験したことの

ない事態であった。また、日本航空(株)の、ＡＯＭやＡＯＭ SUPPLEMENTには

ＲＡに従って上昇の操作を行った場合の航空機の性能等について、ＴＣＡＳに

関する記述の中には明示されておらず、訓練等においても、これらの高々度に

おけるＴＣＡＳに関する操作手順の訓練は行われていなかった。これらのこと

から、突然このような状況に遭遇したＡ機の機長が、これまでに述べたような

懸念を抱いたことはあり得るものと考えられる。
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3.2.3.8 ＲＡに反したＡ機の降下の継続と機長の判断

(1) Ａ機の機長の降下操作に対し、他の運航乗務員から、ＲＡが上昇を指示し

ておりこれに従うべきとの助言はなかったものと推定される。

だだし、Ａ機の副操縦士が機長に対し「Ｄ１０降りてます」との趣旨の助

言を行った可能性が考えられる。しかし、この副操縦士の助言については、

機長は、そのような助言を認識できなかった可能性が考えられる。助言が行

われていたとしても、それが相手に伝達されていない可能性が考えられるこ

とから、この副操縦士の助言はその方法において適切なものではなかった可

能性が考えられる。また、助言の内容についても、単に相手機の飛行状態を

事実として述べるだけでなく、ＲＡに従って上昇すべき旨を明確に述べるこ

とが望ましいと考えられる。このことについては、助言をすべき立場である

副操縦士の着座位置が左後席であり、通信等の音声は聞こえるものの相手機

の情報を把握するための計器が見えにくい位置であったことから、機長に対

し上昇に転ずるような明確な助言を行うには情報が乏しいこと、または、副

操縦士がＲＡが作動した場合にその回避指示に従うことの重要性、及びＲＡ

の回避指示に反する操作を行うことの危険性について、十分な認識を持って

いなかったためである可能性が考えられる。

訓練生の運航乗務員が機長に対し助言しなかったことについては、ＴＣＡＳ

情報表示器上に表示されたＢ機の高度変化を見逃していたか、注意が相手機

の視認のみに注がれていたため、高度変化を読み取る余裕がなかった可能性

が考えられる。また、教官と訓練生という運航経験の違いや年齢構成が関与

した可能性も考えられる。Ａ機のＡＯＭ SUPPLEMENTにはＰＮＦはトラフィック

表示を参照するとの業務分担が記載されていたが、ＣＲＭ訓練においてＴＣＡＳ

に関連した業務分担に関する対応訓練は行われていなかったことが考えられる｡

さらに、機長をはじめとする運航乗務員にとって、ＲＡが相手機との間で

相互に調整されていること、及びＲＡの回避指示に対し逆操作を行うことの

危険性についての認識が不十分であったことが考えられる。これは、運航者

の運航に関する規程類の表現が、ＲＡに対する逆操作を行うことは危険であ

るとの認識をもたせるには十分でなかったこと、運航乗務員に対するＴＣＡＳ

に関する教育訓練が十分でなかったことによるものと考えられる。

(2) Ａ機のＤＦＤＲ記録及びＡＣＭＳ記録によれば、１５時５４分５２秒、Ａ機

は、ＦＬ３６９未満の高度になり、降下率も約２,７００ft/minに達していた｡

このころ、Ａ機のＴＣＡＳ情報表示器上では、それまでＦＬ３７０を巡航し

ていたＢ機がＡ機と同じ高度を示しており、同５４分５４秒にターゲット・

シンボルの横に下向きの矢印が表示された。運航乗務員間の業務分担を考慮
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した上で、回避のための十分な訓練が事前に実施されていれば、視認によっ

て相手機の正確な動きを判断することはできないものの、Ａ機の運航乗務員

は、ＴＣＡＳ情報表示器上の下向き矢印によりＢ機も降下状態にあると判断

することが可能な状態にあったものと推定される。

しかし、Ｂ機が降下状態であることを示す小さな矢印を、相手機の動きを

判断することが可能な表示として活用するためには、実践的な業務分担を含

むＴＣＡＳに関するフライト・シミュレーター訓練等を受けている必要があ

ると考えられる。Ａ機の運航乗務員はこのような訓練を受けていなかったと

推定され、この矢印からＢ機の降下状態の判断を行うことは、切迫した状況

においては困難であったと考えられる。また、Ａ機の副操縦士が行った可能

性が考えられる相手機が降下している旨の助言は目視によるものと考えら

れ、それ以外には、Ａ機の運航乗務員から機長に対して助言が行われていな

かったことから、Ａ機の運航乗務員は、この矢印を確認していなかった可能

性が考えられる。

そこで、仮に、このような訓練が行われており、Ａ機の運航乗務員が矢印

を確認でき、これによってＢ機が降下中であることを認識することが可能と

なった時機に、Ａ機の上昇のための操作を行った場合を想定して、その後の

飛行経過を、2.12.3.2項(4)のフライト・シミュレーターによる模擬飛行試験

により求めた。その結果、この場合において、最接近したと推定される時刻

には、Ａ機はまだ上昇に転じてはいないが、降下しているＢ機の上方を通過

することが可能であったものと推定される。

（付図１８参照）

(3) Ａ機の運航乗務員の口述によれば、Ａ機の機長がＲＡに反して降下をして

いる間、他の運航乗務員は、機長に対し、Ｂ機の降下に関して適切な助言を

行っていなかったと考えられる。Ａ機の副操縦士が行った可能性が考えられ

る相手機が降下している旨の助言については、目視により相手機の動きを判

断して行ったものであって、副操縦士の着座位置からは見えにくい位置にあっ

たＴＣＡＳ情報表示器を活用したものではないと考えられる。これらのこと

からＡ機の運航乗務員は、全員が急速に接近してくるＢ機に対し、目視によ

り相手機の動きを把握するために注意が向けられていたため、ＴＣＡＳ情報

表示器が十分に活用されていなかったと考えられる。

(4) 3.2.5.2項(3)で述べるように、高々度を高速で接近する相手機の姿勢や針

路の把握、特に相手機との高度差の把握は、目視では的確に行えないことが

考えられる。

これは、高々度においては背景に地平線等の比較対象とするものがないた
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め、自機及び相手機の姿勢、相手機との高度差、距離の判断が難しいこと、

及び衝突回避のために必要な相手機の動きの的確な把握は距離が相当接近し

た後でなければ難しいことによると考えられる。ただし、相手機との距離が

接近した場合でも、高速であるため、動きの的確な把握は事実上困難である

ことが考えられる。

このような状況において、Ａ機の副操縦士が機長に対し相手機の降下につ

いて助言を行った可能性があるものの、機長、副操縦士を含むＡ機の運航乗

務員は、相手機との高度差の把握や衝突回避のための相手機の動きの的確な

把握ができないまま、相手機を視認していることから最終的に目視による回

避操作ができると考えて、降下を続けたと考えられる。

(5) 管制交信記録によれば、同５５分０２秒から４秒間、東京ＡＣＣはＡ機に

対し「CLIMB AND MAINTAIN FLIGHT LEVEL ３９０」と指示したが、これに対

し同機は応答していなかった。

これは、Ａ機の運航乗務員は、相手機が非常に高速で接近している状態を

継続的に視認し、そこに注意が集中したため、この管制指示を聞き取れな

かったためと推定される。

仮にこの東京ＡＣＣからの管制指示が聞こえていたとしても、相手機が至

近に近づいてきていたことから、目視による衝突回避に集中していたことに

より、応答する余裕がなかったことが考えられる。

（付図１０参照）

(6) ＤＦＤＲ記録によるとＡ機は、同５５分０２秒、磁針路約２０７゜でほぼ

旋回を終了していたが、左に約４.７°傾斜した状態であった。

この左にバンク角をとった状態では、Ａ機から見てＢ機との高度差の判定

は難しい状況であったと考えられる。

3.2.3.9 Ａ機の衝突回避の操縦操作

(1) ＤＦＤＲ記録によれば、１５時５５分０５秒、Ａ機の機長がそれまで降下

していた姿勢よりも更に機首を下げる操作を行ったため、ピッチ角が更に大

きくなり始め、同５５分０６秒、垂直加速度は－０.５５Ｇとなり、同５５分

０７秒には、ピッチ角がこの降下中最大の－１０.８°となったものと推定さ

れる。

ＴＣＡＳ及びＤＦＤＲ記録によれば、同５５分０６秒ごろ、Ａ機のＲＡが

インクリース(２,５００ft/minの上昇指示)となり、これとともに「INCREASE

CLIMB, INCREASE CLIMB」の音声がＴＣＡＳにより発せられたが、Ａ機は、降

下を続けたものと推定される。
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Ａ機が、降下中に更に機首下げを行ったことについては、機長の口述で

は、相手機が近づいてきたことにより、それまでの降下姿勢を続ければ明ら

かに相手機との衝突が避けられない経路・高度（コリジョンコース）にある

ことから、相手機との衝突を回避するためには、ゆっくりとした操作では間

に合わないととっさに判断し、更に機首を下げたと述べている。

Ａ機の機長が、インクリースＲＡの作動があった後にも降下を続けたの

は、回避操作に集中しインクリースＲＡの指示を認識できなかったことによ

るか、またはＡ機の機長は既にそれまで降下を継続しており、逆の操作に転

ずることが心理的に難しかったこと、ＲＡの上昇指示に反する逆操作を行う

ことの危険性に対する認識が不十分であったこと、Ｂ機との高度差の判定が

難しい状況において、他の運航乗務員からＲＡは上昇を指示しており、これ

に従い、上昇に転ずるべきとの明確な助言がない中で、目視による衝突回避

に集中していたことなどにより、降下をやめて上昇に転ずる操作を行うこと

が適正であるとの判断ができなかったことによるものと考えられる。

(2) ＤＦＤＲ記録によれば、同５５分０８秒ごろ、Ａ機のエンジン燃料流量

は、ほぼアイドル推力の値まで低下し、Ａ機の降下率は、８,１９２ft/minで

あった。これは、ＤＦＤＲに記録可能な最大値である。一方、この時のＤＦＤＲ

記録に記録された１秒間の高度計の高度変化は、２２２ft（降下率に換算す

ると、約１３,３２０ft/minに相当する）であった。このことから、Ａ機はＤ

ＦＤＲの降下率記録可能範囲を超える急激な降下を行っていたものと推定さ

れる。同５５分１１秒には、降下率は７,９７６ft/minまで減少している。

(3) ＤＦＤＲ記録によると、同５５分０５秒ごろに、前方に押されていた操縦

桿が約１秒後に更に大きく押され、下げ舵位置としては最も機首下げの位置

となり、垂直加速度は－０.５５Ｇとなった。

同５５分０８秒ごろにピッチ角が－１０.８°から－７.０°まで変化し、

垂直加速度は、約＋１.３３Ｇとなりマイナスからプラスとなる大きな垂直加

速度の変化があったものと推定される。機内において多数の負傷者が発生し

たのは、このためと推定される。すなわち、同５５分０６秒ごろに約

－０.５５Ｇがかかった時、多数の乗客、ＣＡ及びギャレーカート等が空中に

浮揚し、後方客室にあった１台のギャレーカートが天井裏に跳ね上げられ、

引き続いて同５５分０８秒ごろに、約＋１.３３Ｇがかかった時、浮揚してい

た乗客、ＣＡ等が床面や座席に叩き付けられたものと推定される。
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3.2.4 Ｂ機の操縦に係る解析

3.2.4.1 Ｂ機のＴＣＡＳにおけるＴＡの作動

Ｂ機のＤＦＤＲ記録、ＡＩＤＳ記録、管制交信記録等によれば、１５時５４分

００秒には、同機は、事故発生地点の西方向において、ＦＬ３７０、機首方位

０９５゜、磁航路０９６゜、対地速度５６８ktで飛行中であったものと推定される｡

また、そのころ、Ｂ機のＴＣＡＳ情報表示器上に表示されたＡ機のシンボル

マークの横には、Ａ機が上昇中であることを示す上向きの矢印が表示されていた

ものと推定される。

同５４分１８秒、Ｂ機のＴＡが作動し、Ａ機が自機の高度よりも１００ft低い

高度にあり、次第に上昇して、ほぼ同高度に近づきつつあることが把握できる状

況にあったものと推定される。

管制交信記録及びＴＣＡＳ記録によれば、Ｂ機のＴＡ作動時に、Ｂ機から東京

ＡＣＣに対し、航空局発行のＡＩＣでは確認することが望ましいと記載されてい

るＴＡにかかわる交通情報の確認のための要求は行われなかったと推定される。

3.2.4.2 Ｂ機のＲＡに従った降下操作

ＤＦＤＲ記録及びＢ機の運航乗務員の口述によれば、同５４分２６秒～２９秒

の間に、エンゲージされていたＢ機のオート・スロットルがオフと記録されてお

り、ＲＡに備え、ＰＦである機長昇格訓練中の副操縦士がオフにしたものと推定

される。

ＴＣＡＳ記録によれば、同５４分３４秒、ＲＡが－１,５００ft/minの降下を指

示し、「DESCEND, DESCEND, DESCEND」の音声がＴＣＡＳにより発せられたものと

推定される。

Ｂ機の機長の口述及びＤＦＤＲ記録によれば、降下指示となったＲＡ作動の

５秒後の同５４分３９秒、それまでエンゲージされていたオート・パイロットが

オフとなったのは、ＰＦがＲＡに従うため、Ｂ機のＡＯＭ及びＡＯＭ SUPPLEMENT

に従い、オート・パイロットから手動操縦に切り替えたことによるものと推定さ

れる。

同５４分４３秒ごろ、Ｂ機の高度が低下し始めたのは、ＲＡの降下指示に従っ

た操縦操作により、機体が降下を開始したことによるものと推定される。この

時、ＰＦが左席で操縦操作を行っていたが、ＲＡに従った降下姿勢のピッチダウン

量が少なかったため、機長が操縦桿を更に押し、その後、ＲＡの指示に見合った

降下率となったものと推定される。

ＴＣＡＳ記録によれば、同５４分４９秒、Ｂ機のＴＣＡＳ情報表示器上に、Ａ機

のシンボルマークの横にＡ機が降下中であることを示す矢印が表示されたものと
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推定される。

なお、航空局発行のＡＩＣによれば､「６．パイロットの責任」として､「ＲＡ

により管制指示高度から逸脱を行う場合、パイロットは航空法第９６条第１項の

違反には問われない。」と記載されている。

3.2.4.3 東京ＡＣＣからのＢ機への針路変更指示に対するＢ機からの応答

(1) 管制交信記録によれば、１５時５４分３８秒～４１秒の間、東京ＡＣＣ

は、Ｂ機に対し、管制間隔設定のため磁針路１３０゜へ飛行するよう指示を

したが、これに対するＢ機からの応答はなかった。Ｂ機の運航乗務員の口述

によれば、Ｂ機の運航乗務員は、この指示を聞いていない。

このことについては、Ｂ機の運航乗務員にとっては、次のことから東京

ＡＣＣからの自機への呼び出しを聞き取ることが困難であったことによるも

のと推定される。

① 管制交信記録、ＤＦＤＲ記録及びＴＣＡＳ記録によれば、東京ＡＣＣか

らのＢ機に対する針路変更指示は、Ｂ機のＴＣＡＳによるＲＡの音声終了

直後に発せられていたため、運航乗務員の意識がＲＡの対応に集中してし

まった可能性があること。

② 機長等の口述から、東京ＡＣＣからＢ機への針路変更指示のあった同

５４分３８秒～４１秒の間に、Ｂ機においては、ＲＡに従ってＰＦである

副操縦士が降下のための操作をしたものの降下率が十分でないと機長が判

断し、副操縦士に対し降下姿勢等に関する指示を行っていたと考えられる

こと。

③ この針路変更の管制指示を受けている間に、Ｂ機のオート・パイロット

がオフとなっており、オート・パイロットがオフとなる時に作動する警報

音と、この東京ＡＣＣからの指示が重なった可能性も考えられること。

④ 管制交信記録、ＤＦＤＲ記録及びＴＣＡＳ記録によれば、Ｂ機に対する

管制指示は、Ａ機に対するＦＬ３５０までの降下指示に対するＡ機からの

応答後直ちに発出されているが、Ｂ機の便名の始まりの部分が欠けてい

た。これは、Ａ機の東京ＡＣＣに対する応答は終了していたものの、マイク

のキーイング状態が完全に終了していなかったためと推定される。したがっ

て、Ｂ機にとっては、東京ＡＣＣの呼びかけがＢ機に対するものであると

判断するための、便名の始まりの部分は聞き取りにくいものであった可能

性が考えられること。

(2) 管制交信記録によれば、同５４分４９秒～５２秒の間、東京ＡＣＣは、Ｂ

機に対して管制間隔設定のため磁針路１４０゜へ飛行するよう指示したが、
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これに対するＢ機からの東京ＡＣＣへの応答はなかった。Ｂ機の運航乗務員

の口述によれば、Ｂ機の運航乗務員は、この指示を聞いていない。

このことについては、Ｂ機の運航乗務員が、東京ＡＣＣからの自機への呼

び出しを聞き取ることが、次のことから困難であったことによるものと推定

される。

① ＴＣＡＳ記録によれば、ＲＡ作動から１５秒後の、同５４分４９秒ご

ろ、Ｂ機のＲＡがインクリースとなり、計器上の降下率の指示が増加する

とともに、「INCREASE DESCENT, INCREASE DESCENT」の音声がＴＣＡＳに

より発せられたものと推定される。このため、東京ＡＣＣからの管制指示

とインクリースＲＡの音声が重なったと推定されること。

② 運航乗務員の口述及びＤＦＤＲ記録によれば、この時、機長は、インク

リースＲＡに対応するために、スピード・ブレーキを操作し、ＰＦである

副操縦士は操縦桿を更に前方に操作したものと推定される。このため、Ｂ機

の機長がスピード・ブレーキの操作について発声中であったか、スピード･

ブレーキの作動による騒音や振動の増加の影響があったことが考えられる

こと。

③ Ｂ機の運航乗務員の注意が、接近しつつあるＡ機とその回避操作に集中

していたことにより、東京ＡＣＣからの指示が聞き取れなかった可能性が

考えられること。

(3) 以上のことから、東京ＡＣＣからの磁針路１３０°、１４０°の方向への

針路変更指示に対して、Ｂ機の運航乗務員は応答していないが、これは、Ｂ機

の運航乗務員はＲＡへの対応が優先される状況にあり、ＲＡに対応するため

の操縦操作に専念し、操縦操作に関する指示等が行われていたこと及びＴＣＡＳ

の音声やスピード・ブレーキの作動に伴う騒音の増加のため東京ＡＣＣの音

声が聞き取りにくかったこと等が関与したものと考えられる。

3.2.4.4 Ｂ機の衝突回避の操縦操作

(1) ＤＦＤＲ記録によれば、Ａ機とＢ機がすれ違う前の５秒間、Ｂ機の操縦桿

の角度が機首下げ側から機首上げ側に変化しており、特に１５時５５分０５秒

と同０８秒に顕著な変化がみられた。これは、「相手機がかなり機首を下げ

ているように見て取れ、機体上面が見えている状態だった」との機長及び

ＰＦである副操縦士の口述から、機長と副操縦士の二人が衝突を避けるため

上昇するのがよいと判断し、衝突を回避するため、ほぼ同時に操縦桿を引い

たことによるものと推定される。垂直加速度もこの付近で約＋１.８４Ｇを記

録している。
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(2) 機長及びＰＦである副操縦士の口述によれば、バフェットが発生し、その

まま、操縦桿を引き、緩めないでいたところ、直後に大きな機体が下を抜け

ていったとのことであったことから、この頃、両機が最接近したものと推定

される。最接近の時刻については、3.2.1項で述べたとおり、同５５分１１秒

ごろと推定される。

これらの一連の操作の間、Ｂ機の垂直加速度は最大＋１.８４Ｇで、マイナスＧ

がなかったことから、乗客等の浮揚状態は発生せず、負傷者も発生しなかっ

たものと推定される。

(3) ＤＦＤＲ記録によれば、スピード・ブレーキは、同５５分１５秒ごろに戻

されている。これは、その時点では、急な降下をする必要がなくなったこと

から、通常のフライト状態とするために戻されたものと推定される。

(4) Ｂ機が最接近直前に、上昇操作をしたことは、最終的にはＴＣＡＳの指示

には従わなかったこととなる。しかしながら、このことについては、以下の

ことが考えられる。

すなわち、Ｂ機は、自機のＲＡ降下指示に従って降下していたにもかかわ

らず、Ａ機が同じように降下を続けることに疑問を持ち、Ａ機の動きを目視

で確認し続けながら降下を続けていたものと推定される。

両機が共に降下をしながら接近を続ける状況下、事態が切迫し、Ｂ機が

Ａ機の急な降下を目視で見極めた後、衝突を回避するため、Ｂ機は、上昇す

る回避操作を行ったものと推定される。その結果、ＲＡとは反対の回避操作

とはなったが、この場合におけるＲＡと反対の上昇操作は、Ａ機との衝突を

避けるために適切なものであったと推定される。

(5) 管制交信記録によれば、Ｂ機は最接近後に、東京ＡＣＣに対し、ＲＡが作

動し、降下中であり、今後上昇する旨の通報を行った。

3.2.5 高々度における相手機の視認と回避操作

高々度における相手機の視認特性については、高々度という環境と、高々度にお

ける航空機の飛行は高速であるという条件を考慮する必要がある。

高々度においては背景に地平線等の比較対象とする物がないため、自機及び相手

機の姿勢、相手機との高度差、距離の判断が難しい。また、気象条件によっては飛

行機雲が発生することがあり、その場合、遠方の航空機を、それ自体は見えなくて

も飛行機雲によって確認することができる。さらに、高速で飛行する航空機は、遠

方の段階においては点のように見えても短時間で接近してくる。

本事故においては、両機とも飛行機雲によってお互いを確認していたと考えら

れ、このことが、その後の、相手機の視認に関与していたと考えられる。



- 113 -

3.2.5.1 ＴＡ作動以前の遠方からの両機の相互視認

(1) Ａ機から見たＢ機

Ａ機の運航乗務員の口述、航空管制用レーダー記録、管制交信記録及び

ＤＦＤＲ記録によれば、１５時４６分ごろ、Ａ機は、東京ＡＣＣからＦＬ３９０

へ上昇するよう指示を受け、ＹＡＩＺＵに向け上昇していた。

この上昇中、Ａ機の運航乗務員は１１時の方向で約４０nmの距離に飛行機

雲を引いているトラフィックを視認しており、その後、ＴＣＡＳ情報表示器

に当該機の表示が現れ、約２５nm付近で、ＦＬ３７０であることを確認して

いたものと推定される。

(2) Ｂ機から見たＡ機

Ｂ機の運航乗務員の口述によれば、Ｂ機が大島ＶＯＲＴＡＣに向け飛行

中、Ｂ機の運航乗務員は、１１時の方向に飛行機雲を引いているトラフィック

を視認していたものと推定される。

(3) 遠方及び高々度における視認特性

Ａ機及びＢ機の運航乗務員の口述によれば、本事故においては、通常は目

視のみにより相手機を視認することは困難と考えられる遠距離の段階から、

相互に相手機の飛行機雲を視認していたことから、相手機の存在は認識でき

ていたと考えられる。その後、ＴＣＡＳ情報表示器の表示により相手機を確

認していたと述べており、目視による相手機の視認は相互にできていたと推

定される。

本事故においては、このＴＡ作動以前の段階においては、相手機と自機の

距離が非常に遠いため、相手機の飛行機雲を見るか、又は相手機は見えたと

しても点にしか見えなかったと考えられる。さらに高々度での飛行であるた

め、周囲に相手機の機体姿勢を把握するための関連物がないこと、地平線等

が雲により見えにくい状況であったこと、及びＴＡ作動直前のＡ機にあって

は自機のロール角が変化していたため、視認している相手機の位置が定めに

くかったこと等が考えられる。これらのことから、相手機の自機に対する相

対的な位置関係を把握するのは、困難な状況であったと考えられる。

特に、相手機と自機との高度差の把握は、ＴＡ作動以前のこの段階におい

ては、上記の事由により、視認のみでは相当困難であったと推定される。し

たがって、ＴＣＡＳ情報表示器を併用しなければ、相手機との高度差の把握

は困難であったと推定される。
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3.2.5.2 ＴＡ作動以後から最接近直前までの両機の相互視認

(1) 運航乗務員の視認と判断

Ａ機及びＢ機は、互いに視認していたにもかかわらず、結果的には異常な接

近状態となった。

この異常な接近に対する、人間の視覚機能による影響について考察する。

一般に、視認性は対象物をとらえる視角に比例すると考えられることから、相

対接近速度が非常に大きい状態で近づいてくる相手機の動きを、人間の目で的

確に把握するためには、相手機がある程度の大きさに見える距離まで接近する

ことが必要である。

高速飛行下において、航空機同士が鈍角の交差角で接近する場合は、相手機

との接近速度が大きくなるので、回避のためには、相手機が相当遠い距離にあ

る段階で相手機の動きを的確に把握する必要がある。例えば、事故機と同じ速

度の航空機が正面対向で接近する場合、１分間に約１５nmの割合で近づく。

しかし、相手機が遠距離にいる段階で、点のように見える相手機の動きを目

視により把握することは困難である。また、相手機の動きが把握できる距離ま

で近づいた時点以後は、短時間で最接近に至る。

本事故における接近状況の場合、Ａ機とＢ機との距離が約５nmで、Ａ機から

見たＢ機の視角は約０.３°となる。距離約１.５nmで視角は約１°、距離約

０.８nmで視角は約２°となり、その後は急増する。また、Ａ機の機体長がＢ機

より長いため、Ｂ機から見たＡ機の視角は、Ａ機から見たＢ機の視角よ

りも約１.３倍大きく見えることとなる。この時の相対接近速度は約４００m/ s

（約０.２２nm/s）であるので、Ａ機から近づいてくるＢ機を見る視角が約０.３°

から約１°に広がるのに約１６秒、その後、約１°から約２°に広がるのに

約３秒を要し、さらにその後、視角は急増し約４秒ですれ違うことになる。

（注）視角１°は、水平距離６ｍの位置にある、長さ１０cmの対象物を見た

ときの角度にほぼ等しい。

(2) ＲＡ作動以前のＡ機から見たＢ機

ＤＦＤＲ記録によれば、Ａ機は、ＲＡ作動前は、旋回中であったことによ

り、Ｂ機との接近可能性の判定が難しくなったことや、機首方位が変化してい

たこと、バンク角の変化によって、相手機の高度判断が困難になったことが考

えられる。また、Ａ機は機首を南南西に向け飛行していたので、Ａ機からは、

同機の右３０°方向から近づくＢ機は、日出没表によれば、ちょうど太陽から

逆光となる位置関係にあった。さらにＡ機の機長は、操縦室の左側に着座して

おり、右側から近づくＢ機の動きは、見えにくい状況にあったと考えられる。

これらのことから、相手機との相対方位が変化しなくなり動きが止まって見え
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る、いわゆるコリジョンコースに入ったと視覚で判断できるのは旋回終了後で

あり、それまでは、コリジョンコースに入ったと視覚で判断するのは困難であ

ったと推定される。

(3) ＲＡ作動から最接近までの間のＡ機から見たＢ機

Ａ機の機長の口述によれば、Ａ機においてＲＡが作動したころ、Ａ機の機長

はＢ機を視認しており、Ｂ機はＡ機とほぼ同高度で右前方に近づいていた。

Ａ機は依然として旋回中であり、Ｂ機との間の相対位置関係がコリジョンコース

にあるかを視覚により判断することは困難な状況であったと推定される。Ａ機

の機長は、飛行機雲等で相手機について、視認していることもあり、管制の降

下指示に従い、ＲＡの上昇指示には従わず、降下を続けた。Ａ機の機長のこの

判断には、相手機を視認していることから、最終的には目視による回避操作が

できると考えていた可能性が考えられる。しかし、(1)で述べたとおり、両機

は非常な高速で接近していたため、約１０秒前でも、相手機との距離は約４km

（約２.２nm）あり、衝突回避のために必要な相手機の的確な動きの把握は、

さらに両機が接近した後でなければ、困難であったと推定される。Ａ機の旋回

終了後の機首方位は、右方向から上層風を受け、飛行経路として予定していた

ルートから、約１０°程度流される機首方位となった。また、ＮＤ上の相手機

の表示からは相手機との接近の予想は難しい状況であったと考えられる。

Ａ機の機長の口述によれば、その後、降下を続ける中、Ｂ機との最接近直前

のころには、Ａ機から見たＢ機は、自機との相対的な位置関係が変化しない

状況になっていたので、このままでは衝突するように見えた、と述べている。

このことから、この時点で、Ａ機の機長は、両機はコリジョンコースにあって

危険な状態であると判断し、更なるノーズ・ダウンの操作を行うことにより、

コリジョンコースから外そうとしたものと考えられる。Ａ機の機長は、その直

後、相手機の下をかいくぐるように操作しているなかで、相手機が前方の窓いっ

ぱいに見え、衝突が避けられたと述べている。

なお、ＤＦＤＲ記録によれば、Ａ機の機長が更なるノーズ・ダウンの操作を

行った時点では、Ｂ機がＡ機より低い高度であったが、両機が高々度を高速で

接近していたため、目視によっては相互の高度の関係を的確に把握することが

できなかったものと考えられる。

(4) ＲＡ作動から最接近までの間のＢ機から見たＡ機

Ｂ機のＤＦＤＲ記録及びＡＩＤＳ記録の解析によれば、Ｂ機は、ほぼ直線

飛行をしていた関係から、コリジョンコースに入ったことが認識できる時機

は、旋回していたＡ機よりも早かったと考えられる。Ｂ機のＲＡが作動した

以後には、Ａ機とのコリジョンコースに入りつつあることが容易に認識でき
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る状況になったものと推定される。Ｂ機の機長は口述で、Ａ機が同じ見え方

で、左前方から近づいてくるのが見えたと述べており、Ａ機が旋回終了以降

は、両機がコリジョンコースにあることを視覚的に認識していたと考えられ

る。

１５時５５分０５秒ごろ、Ｂ機から見たＡ機の視角は約１.７°となり、そ

のころにはＡ機の視角が機体の姿勢を判別できるような大きさにまでなって

いたと考えられる。Ｂ機の運航乗務員の口述によれば、Ａ機の大きなノーズ･

ダウンの飛行姿勢を見て、Ａ機が降下率を増そうとしていると判断し、Ｂ機

は回避のため、とっさに操縦桿を引きながら推力を増加させたと述べてい

る。Ｂ機のＤＦＤＲ記録によれば、同５５分０６秒に垂直加速度がプラス側

に急増しており、この時に操縦桿を引いた効果が現れ、高度低下が著しく減

少し、その直後、Ａ機よりも高い位置を通過して衝突が避けられたと考えら

れる。

3.2.5.3 接近の各段階における回避操作

(1) 航空管制官の指示に従う回避

本事故においては、Ａ機、Ｂ機ともＴＣＡＳを装備した航空機であった。

東京ＡＣＣのＣＮＦ又はＡ機若しくはＢ機のＴＡが作動したころ、Ａ機は東

京ＡＣＣの指示に従ってＦＬ３９０へ上昇中であり、Ｂ機はＦＬ３７０付近

を水平飛行していた。両機とも、計器飛行方式により飛行していたことか

ら、原則としては、管制機関の指示に従って飛行していれば、両機の安全間

隔は確保できる状況にあった。管制機関が正常に計器飛行方式の管制間隔を

設定できた場合、水平距離５nm、又は高度差２,０００ft以上の間隔が確保さ

れることとなっている。

しかしながら、計器飛行方式により飛行する航空機の機数は、航空交通流

管理センターにより管理されてはいるが、気象状況や航空交通の混雑状況等

の関係から、一時的に管制間隔の設定に関して原則を超えた管制指示が発出

されたり、また、航空交通の状況は刻一刻と変化するため予想を超えて管制

間隔の維持が困難となる事態が生じることは、あり得ることである。

管制の指示とは別の針路をとる場合、運航乗務員は管制機関に連絡をとっ

て承認を求める必要がある。しかしながら、本事故においてＴＡが作動した

ころには、別の針路をとることが必要となるような事態が発生することを運

航乗務員が予想できる状況にはなかったものと考えられる。

(2) ＴＡ作動以前の相互視認と進路権に従う回避

本事故においてＴＡが作動したころ、Ａ機もＢ機も、運航乗務員は互いに
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相手機を目視確認していたものと推定される。しかし、3.2.5.1項及び3.2.5.2

項で述べたとおり、目視のみによる安全間隔の判断は困難であると考えられ

る。また、運航乗務員にとって、相手機の存在は、ＴＣＡＳ情報表示器上で

も確認することができるが、この時点での相手機の情報は方位、高度変化

率、飛行経路に関し十分な精度を持つものではない可能性がある。したがっ

て、運航乗務員は、実際には、目視とＴＣＡＳ情報表示器上での情報を併用

して、相手機の確認に努める必要がある。

進路権に従って回避操作を行う場合について、航空法施行規則第１８１条

では「他の航空機を右に見る航空機が進路を譲らなければならない。」と規

定しており、その他、同規則第１８２条、第１８６条及び第１８７条に規定

が設けられている。航空機同士が進路権に従って安全に飛行するためには、

相互に飛行状況を十分に把握していることが前提となるが、本事故の場合、

両機は、比較対照できる物標のない高々度を飛行中であり、さらに相互間の

距離が遠いことにより、進路権に従った回避を優先的に実施しなければなら

ない事態であるかどうかを、早い段階で認識するのは、お互いに難しかった

ことが考えられる。また、ＴＣＡＳ情報表示器上の相手機の情報によって進

路権に従った回避操作を行うべきかを判断するためには、相手機の動きを十

分な精度で把握する必要があるが、この段階では、距離が遠いため十分把握

できなかったと考えられる。さらに、Ａ機とＢ機が接近を続けたとしても、

適切な間隔を保つための管制機関からの指示が期待できるとの状況認識が、

しばらくの間続いた可能性が考えられる。また、両機はＴＣＡＳを搭載して

おり、事態が進展した場合にはこれによる接近回避を期待する状況が、しば

らくの間続いた可能性も考えられる。

仮に、計器飛行方式により飛行中の航空機が、目視及びＴＣＡＳ情報表示

器上の相手機の情報により管制間隔が不足するおそれがあるという判断を

し、管制機関に通報した上で進路権等に基づき衝突回避の動きをしたとする

と、航空交通の流れに乱れが生じることとなる。特に本事故が発生した

セクターは、巡航から降下に移ったり、離陸から航空路への上昇を続けたり

する航空機が多く、運航乗務員が早めに進路権に従って針路を変更すること

は、針路変更の必要性が相当程度明白となっている状況下でなければ、実施

することは難しいものと推定される。

(3) ＴＡ作動後の回避操作

本事故においては、3.2.3.3項で述べたように、Ａ機については、ＴＡが作

動した直後に東京ＡＣＣからの呼びかけがあった。一方Ａ機の運航乗務員

は、東京ＡＣＣからの降下指示があった後にＴＡが作動したと口述してい
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る。Ａ機の機長にとって、ＴＡの作動に対し対応するための時間的余裕がな

かったものと考えられる。また、Ｂ機については、ＴＡ作動後にオート・

スロットルがオフとなり、ＲＡの作動に備えた準備のための操作が行われた

と推定される。

ＴＡ作動時の相手機の視認とその後の対応に関し、航空局発行のＡＩＣに

は、「接近する航空機の目視確認に努めるとともに、管制機関から交通情報

の提供がない場合は当該管制機関に対し確認することが望ましい」と記載さ

れている。

また、ＡＩＣ（英語版）、ＩＣＡＯのＰＡＮＳ－ＯＰＳ、Ａ機及びＢ機の

ＡＦＭ及びＡＯＭ、並びに米国連邦航空局のアドバイザリー・サーキュラー

には、パイロットはＴＡの作動のみで回避操作を行ってはならないこと、ＴＡ

が作動した場合には相手機の視認に努めることが記述されている。ＩＣＡＯ

のＰＡＮＳ－ＯＰＳ、Ａ機及びＢ機のＡＦＭにおける記述を総合すると、ＴＡ

のみで回避操作を行うべきでないとする理由は、ＴＡ作動時点では、相手機

の方位精度が必ずしも十分ではなく、また相手機の高度変化率や飛行経路の

読み取りが難しいことによるものであり、したがって、ＴＡは、パイロット

に対し、相手機の視認を助けるとともに、ＲＡの可能性について注意を促す

ためのものであるとされている。

しかしながら、相手機のトランスポンダーがモードＡのみの場合や、自機

がＴＡ onlyモードの場合、ＲＡが作動することなく、接近状態に至る可能性

があり、ＴＡ作動の段階で目視により相手機の動きが明確に把握できる状況

になり、自機と相手機との位置関係がコリジョンコースにあると判断できた

場合は、管制機関にその旨連絡し、回避操作を行うことも考えられる。

なお、Ａ機のＡＦＭ及びＢ機のＡＦＭでは、ＴＡが作動した状態で、上昇

中又は降下中において、ＴＣＡＳ情報表示器上の情報に基づいて垂直方向の

速度を緩やかに変化させることは、回避操作とはみなされないとしている。

これらのことから、ＴＡ作動時の相手機の視認とその後の対応に関して

は、次のように考えられる。

① 相手機がＴＣＡＳ情報表示器又は管制機関からの情報に加えて、相手

機の動きが目視により確認でき、かつ、自機と相手機がコリジョンコース

に入っており、衝突する可能性が予想される場合にあっては、管制機関

にその旨を通報して経路の変更を行い、進路権に基づく回避を行うこと

が考えられる。

② 通常、ＴＡ作動からＲＡ作動までは十数秒間しか時間的余裕がなく、

その後、ＲＡが作動した場合は、速やかにＲＡに対応する操作を行う必
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要が生じることとなる。このため、①で回避操作を行わない場合は、ＴＡ

は、ＲＡの可能性についての操縦士に対する警報と位置づけ、ＴＡ作動

時には、ＲＡの作動に対し警戒と準備を行うことが適当である。これ

は、相互にＴＣＡＳを装備した航空機では適切な対応である。また、時

間的余裕があれば、管制機関に対し関連交通情報の提供を要求すること

が望ましい。ただし、相手機のトランスポンダーがモードＡのみの場合

や、自機がＴＡ onlyモードの場合、ＲＡが作動することなく、接近状態

に至る可能性があることを考慮しておかなければならない。

(4) ＲＡによる回避操作

本事故においては、Ａ機の機長は、ＲＡの上昇指示とは反対に、降下によ

る回避を行う状況にあると判断して、降下を行った。この判断については、

3.2.3.6項で述べたとおりであるが、次の要因がその判断に関与したものとし

て含まれている。

① 相手機を視認し、ＴＣＡＳ情報表示器にも相手機が表示されて認識し

ていたこと。

② 管制指示は、相手機との管制間隔を保つために発出されていると考え

られること。また、航空管制官は管轄空域の飛行状況の全般を見て管制

を行っており、相手機以外の他の要因をも考慮した上での降下指示が行

われた可能性も考えられること。

③ Ａ機の機長が、ＲＡに従うことの重要性、及びＲＡの回避指示に反す

る操作をすることの危険性について、十分な認識を持っていなかったこ

と。

上記(1)で述べたように、管制間隔が維持できない事態が生じ得ることか

ら、ＩＣＡＯの規程類によれば、所定の管制間隔が概ね十分でなくなる状況

に合わせ、航空機に搭載されたＴＣＡＳが自動的にＲＡによる回避指示を作

動させることとなっている。Ａ機の機長は、相手機を視認しており、また

ＴＣＡＳ情報表示器上でも把握していたことから、最終的には目視により回

避操作を行うことで、相手機との接近を回避できると判断したことが考えら

れる。しかし、非常に大きな相対速度で近づく相手機の動きを人間の目で把

握することは、高々度においては互いの距離が相当接近しない限り困難なも

のと考えられること、特に相手機との高度差については、把握が難しいと考

えられることから、接近回避のためには、ＴＣＡＳの作動とともに、ＲＡに

従うことが有効である。ただし、ＡＩＣによれば、「ＲＡにより回避操作を

実施する場合には衝突するおそれのある航空機の目視確認に努めるととも

に・・・」とあり、ＲＡの指示に機械的に従うことなく相手機の目視確認に
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努めることを求めている。

また、本事故においては、管制の降下指示は、便名を言い間違えて発出さ

れたものであったと推定される。さらに、3.2.9.2項(2)でも述べるように、

言い間違いによる管制指示以外の場合でも、ＴＣＡＳの回避指示と相反する

管制指示が出されることはあり得ることである。例えば、航空路における航空

管制用レーダー表示は、航空機のターゲットの動き及び高度情報に２～１３秒

の時間遅れがあり、航空管制官はこの情報を見て管制を行っていることによ

ることなどが考えられる。

ＲＡと管制指示が相反した場合、ＴＣＡＳが発出しているＲＡの回避指示

は、相手機のＴＣＡＳと相互に調整されていることを考慮すると、ＲＡの指

示に従うことが必要である。また、ＲＡが作動する状況では、既にそれまで

の管制指示に従っていては管制間隔が維持できない状況に至っており、航空

機にはＴＣＡＳがそのような場合の航空機同士の衝突や接近を回避するため

に搭載されていること、また、航空管制用レーダー表示は、２～１３秒の遅

れがあることも考慮すれば、航空管制に対し、代替的、バックアップ的に安

全間隔を確保するためのシステムであるＴＣＡＳに従って回避操作を行うこ

とが必要である。なお、管制とＴＣＡＳは安全な間隔を確保するためのシステム

であるが、それぞれが独立した別個のシステムであるため、複数の航空機

が、一方が管制に従いＴＣＡＳ指示とは逆の操作を行い、他方がＴＣＡＳに

従った場合、安全が確保されないこととなる。したがって、ＲＡが作動した

時には、運航乗務員にあっては、ＲＡの回避指示に従うことの重要性につい

て、十分に認識することが必要である。一方、この間の管制機関の対応とし

ては、管制している航空機からＲＡに従って回避操作を行っている旨の連絡

を受け、当該機がＲＡに基づき回避操作中であることが把握できた場合に

は、当該機に対し新たな管制指示を発出しないことを基本とするとともに、

必要と考えられる交通情報を実施可能な範囲で提供すべきである。

なお、米国連邦航空局のアドバイザリー・サーキュラー（ＡＣ－１２０－

５５Ａ）には、「ＴＣＡＳのＲＡが最新の管制指示の内容と一致しない場合

は、ＲＡの指示に従うべきである。なぜなら、ＴＣＡＳは近接するすべての

トランスポンダー搭載機を追尾しており、ＲＡに従うことは脅威機や他の

モードＣ搭載機から安全に回避することになる。」（仮訳）、「管制機関

は、いつＴＣＡＳがＲＡを発出したかを知らないかもしれない。ＴＣＡＳの

ＲＡの指示とは反対の指示を、管制機関が知らずに発出することがあり得

る。一方の航空機がＴＣＡＳによって指示された垂直方向とは逆に運動を

し、もう一方の航空機がＴＣＡＳによって指示されたとおりに運動をした場
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合には、ＴＣＡＳの相補調整された作動中に安全な垂直間隔が失われる可能

性がある」（仮訳）と記述されている。また、英国民間航空局が発行した

ＴＣＡＳに関するガイダンス・マテリアル（ＣＡＰ５７９）には、ＲＡが作

動したときの操縦士の対応についての記述の中で、「操縦士が管制指示とＲＡ

の回避指示を同時に受け、それらが矛盾する場合には、ＴＣＡＳの指示に従

うべきである」（仮訳）と記述されている。

運輸省電子航法研究所（当時）の研究報告「航空機衝突防止装置の運用評

価結果の解析」（１９９５年２月）によれば、我が国におけるＲＡに関する

パイロットレポートをもとに、平成４年末から平成６年２月７日までの７７件

のＲＡについて解析を行った結果、それらのうち３６件のＲＡが航空路で発

生したものであり、それらについて、「航空路ではＡＣＡＳに従ったために

高度が近づいてしまったり、あるいは高度差が小さいままであるような危険

な遭遇は見当たらなかった」とされている。

(5) 最終段階での回避操作

Ａ機の運航乗務員は、東京ＡＣＣからの管制指示に従い、ＲＡの上昇指示

とは逆の操作となる降下を行った。一方、Ｂ機の運航乗務員は、ＲＡの降下

指示に従い、同機を降下させた。両機は共に降下を継続したため、最接近の

直前には、互いに目視による回避操作を行う結果となった。最接近直前の

Ａ機の急な降下及びＢ機の機首引き起こし操作は、いずれも衝突を防ぐため

の最終段階での回避操作であったと考えられる。

結果的に、Ｂ機は、Ａ機の急な降下を目視で見極めた後、自らは上昇する

回避操作を行ったものと推定され、これは、衝突回避のための適切な操作で

あったものと推定される。

(6) 計器飛行方式により飛行する航空機の接近回避方法のまとめ

上記(5)で述べたような衝突が差し迫った状態での衝突の防止や最終段階で

の回避は、本来、事態がそこまで進展することがあってはならないことであ

り、そのような状況に到達する以前の段階で、余裕を持って接近の回避が行

われなければならない。

また、3.2.5.1項や上記(2)で述べたように、高々度を高速で飛行する航空

機にとって、相手機の動きを早い時機に目視で把握することは困難である。

このことから、高々度を高速で飛行する航空機に対しては、相手機の視認を

前提とした進路権に基づく回避操作が適切に実施されることを期待すること

は難しい。

もとより、計器飛行方式により飛行する航空機は、管制機関の指示に従っ

て飛行している。したがって、上記(1)で述べたように、管制機関の指示に従
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うことにより所定の管制間隔が確保されることが、まず必要となる。そのた

めには、管制機関においては、航空機の接近状況を早期に把握し、的確な指

示を行うことが必要である。

しかしながら、管制機関の指示に従っても、なお所定の管制間隔が維持で

きないような事態が生じ得る。このような場合には、まず上記(2)で述べたよ

うに、目視及びＴＣＡＳ情報表示器を使用して相手機の把握に努めるととも

に、管制機関に通報した上で進路権に基づく回避を行うことも考えられる。

しかし、この段階で回避を行うことは、相手機が高々度を高速で飛行する場

合に、その動きを目視で確認することが難しいこと、また、ＴＣＡＳ情報表

示器によっても相手機の動きを的確に把握することが難しいこと、及び計器

飛行方式で管制指示に従って飛行している状況において、回避のための通報

や操作を行う必要性とその時機の判断が難しいことから、実際には、この段

階において回避操作を開始することは、実施が難しいものと考えられる。

次に、上記(3)で述べた、ＴＡ作動後からＲＡ作動までの時機については、

ＴＣＡＳを装備した航空機同士の場合は次のように考えられる。

ＴＣＡＳ情報表示器上の情報のみからでは、相手機の動きが十分に把握で

きないことから、ＴＡのみでは回避操作を行わないことが求められており、

ＴＡが作動した場合には相手機の視認に努めることが求められている。ま

た、ＴＡは、ＲＡ作動の可能性について注意を促し、ＲＡに備えるために出

されていると考えられる。しかし、相手機が目視により確認できた場合に

は、管制機関に通報した上で回避操作を行うことが考えられる。この回避操

作を行わない場合には、ＲＡ作動までに時間的余裕が少ないこと、ＴＡに引

き続き作動することとなるＲＡの回避指示は、相手機との間で相互に調整さ

れているので、最終的にＲＡに従い回避操作を行うことが、妥当である。た

だし、上記(3)で述べたように、相手機のトランスポンダーがモードＡのみの

場合や、自機がＴＡ onlyモードの場合、ＲＡが作動することなく、接近状態

に至る可能性があることを考慮しておく必要がある。

ＲＡが作動した場合は、上記(4)で述べたように、ＲＡの指示に従い回避操

作を行うことが有効であると考えられる。ＲＡについては、接近する航空機

同士で回避方向の相補調整が行われるため、双方の航空機がそれぞれのＲＡ

に確実に従って回避操作を行うことにより、接近の回避が有効となる。した

がって、運航乗務員がＲＡの回避指示に従うことの必要性について十分な認

識を持つことが必要である。
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3.2.6 両機の最接近距離及び高度差

3.2.6.1 電子研における総合的な解析

本事故における最接近時のＡ機とＢ機の相対距離及び高度差について、航空管

制用レーダー記録、及びＡ機のＡＣＭＳとＢ機のＡＩＤＳに記録されたＴＣＡＳ

データをもとに、電子研の協力を得て解析した結果、次のとおり推算された。な

お、解析手法の概要を下記(1)及び(2)に示す。

平均値 標準偏差

最接近距離 １３５ｍ ３０ｍ

最接近時高度差 １３０ft（約４０ｍ） ７０ft（約２０ｍ）

（注）［平均値±標準偏差］を、推算上の誤差範囲とすることができる。

ただし、一般的には、この誤差の範囲内に真の値が存在する確率は６８％

である。

(1) 最接近距離の解析

① 航空管制用レーダー記録による解析

航空管制用レーダー記録からは、Ａ機及びＢ機それぞれについての飛行経

路がアンテナの回転に伴う一定時間間隔ごとの離散値で、しかも測位方式の

誤差によるばらつきを含む点の連鎖として得られる。そこで、Ａ機、Ｂ機そ

れぞれについて、これらの点の連鎖をできるだけ滑らかにつなぐか又は各点

の近傍を通過するような連続した近似曲線を推算した。この曲線は、Ａ機及

びＢ機の飛行経路を、それぞれＸ、Ｙ、Ｚ座標で与え、時々刻々のＸ、Ｙ、

Ｚの値を時刻ｔの関数として表すものである。これにより、任意の時刻にお

けるＡ機及びＢ機の３次元空間のＸ、Ｙ、Ｚ座標の値を求めることが可能と

なり、最接近距離を特定することが可能となる。

② ＡＣＭＳに記録されていたＴＣＡＳデータによる精度向上

次に、推算精度を更に上げるため、以下の手法を用いた。

Ａ機のＡＣＭＳには、ＴＣＡＳ装置が算出したＡ機から見たＢ機の方位

データと距離データが記録されている。ただし、この距離データは観測され

た値を基にＴＣＡＳ装置で予測・平滑化されたものであり、実際の距離を表

すものではない。

最接近時におけるＡ機及びＢ機の位置については、それぞれＸ､Ｙ､Ｚ座標

で与えられるが、それらは平均値と標準偏差で与えられる分布の母集団の中

にあると推定される。そこで、Ａ機の位置のサンプルをＡ機の位置分布の母

集団の中から１つ取り出し、Ｂ機の位置のサンプルをＢ機の位置分布の母集

団の中から１つ取り出して、これらをペアとし、このペアについてＴＣＡＳ
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装置が算出した方位データと距離データに整合するかを検証し、整合するも

のだけを集めることとした。それにより最接近距離を改めて推算し、推算精

度を向上させた。その結果、最接近距離は平均値０.０７３nm（１３５ｍ)､

標準偏差０.０１７nm（３０ｍ）となった。なお、この距離は両機のＴＣＡＳ

アンテナ間の距離（斜距離）を示す。

また、最接近に至る直前においては、Ａ機の前方上方をＢ機が右から左に

横切り、そのときの水平投影面上の交差角は約１００°であり、飛行速度

（対地速度）は、Ａ機が約４９０kt（約２５０m/s）、Ｂ機が約５５０kt

（約２８０m/s）であったと推定される。

(2) 高度差の解析

① 航空管制用レーダー記録による解析

前記(1)①で求めた飛行経路から最接近時の高度差を推算した結果は、

１３０ft（約４０ｍ）であった。

また、垂直方向について標準偏差を求めた結果、約３８ft（１２ｍ）と

なった。高度情報は電波伝搬上の誤差を含まないため、推算の標準偏差は小

さく、誤差範囲も小さくなる。

さらにこの値と、両機それぞれの高度計固有誤差を４０ftと推定して推算

した誤差の標準偏差は７０ft（約２０ｍ）となった。

② ＡＣＭＳに記録されていたＴＣＡＳデータによる精度向上

ＡＣＭＳには、ＴＣＡＳ装置が算出したＡ機とＢ機の高度差が１００ft単

位で記録されていた。しかしながら、この値は、航空機の高度変化を時間的

に平均化した滑らかな曲線から得られる高度差の値となっており、最接近時

におけるＡ機及びＢ機の高度のペアを取り出して整合性を検証したとして

も、ほとんどいずれの場合でも該当することとなると考えられ、推算値の精

度を向上するための手法として役立たないことが判明した。このため、高度

差に関する推算値は上記(2)①を、そのまま使用することとした。

（付図２２参照）

3.2.6.2 運航乗務員の口述による検証

Ａ機の機長の口述によれば、Ａ機はＢ機の下をくぐり抜け、その時、Ｂ機の機

体全体が操縦席前方の窓いっぱいに見えた、と述べている。そこで、最接近時点

直前における両機の進行方向（磁航路）及び速度をＤＦＤＲに記録されている

データにより推定し、高度差を3.2.6.1項で得られた推算結果の平均値である

１３０ftと仮定した上で、最接近水平距離を変化させることにより、口述による

Ｂ機の見え方との関連について解析し、3.2.6.1項で得られた最接近距離の妥当性
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について検証した。

(1) 最接近距離が「平均値－標準偏差」に相当する１０５ｍで高度差が１３０ft

の場合、最接近水平距離は約１００ｍとなる。この場合、Ａ機の機首正面を

Ｂ機が横切った時の水平距離は約１４０ｍとなり、この時の仰角は約２１°で

あり、最接近時の仰角は約２８°となる。また、Ａ機の機長席の窓枠をＢ機が

横切る時間は約０.３６秒、正面に見えた時のＢ機の視野角は約１７°、最も

大きく見えたときには約３０°となる。

(2) 最接近距離が「平均値＋標準偏差」に相当する１６５ｍで高度差が１３０ft

の場合、最接近水平距離は約１６０ｍである。この場合、Ａ機の機首正面を

Ｂ機が横切った時の水平距離は約２３０ｍとなり、この時の仰角は約１５°で

あり、最接近時の仰角は約２０°となる。また、Ａ機の機長席の窓枠をＢ機が

横切る時間は約０.６４秒、正面に見えた時のＢ機の視野角は約１２°、最も

大きく見えたときには約１８°となる。

上記の解析の結果をもとに、3.2.6.1項で得られた最接近距離１３５ｍ±３０ｍ

の妥当性について考察すると、高度差が１３０ftと仮定した上で、最接近距離が

１０５ｍであれば上記（１）の場合に相当し、また最接近距離が１６５ｍであれ

ば上記（２）の場合に相当するが、いずれも「Ｂ機の下をくぐった」及び「機体

が前方の窓いっぱいに見えた」といった口述と矛盾しない。また、最接近距離が

１０５ｍよりも更に近づくと、次第にＢ機の左翼や胴体の一部が視野に入らない

可能性が出てくる。一方、最接近距離が１６５ｍよりも遠くなると、次第にＢ機の

下をくぐるような印象は受けなくなると考えられる。これらのことから、3.2.6.1項

の解析結果は口述における最接近時の印象とも整合しているものと考えられる。

（付図２２参照）

3.2.7 運航乗務員の連携

3.2.7.1 Ａ機の運航乗務員の連携

Ａ機では、機長、副操縦士、２名の副操縦士昇格訓練中の訓練生の４名が乗務し

ていた。

日本航空(株)のＯＭには、「航空機の運航においては、機長が最終的責任を有す

ること」と記述されている。

また、機長が飛行の安全を守るために必要と判断した場合、各種規程類の定めに

かかわらず臨機の措置をとることができること、機長が運航にかかわる判断を下す

に当たり、各運航乗務員は積極的に有効な助言を行わなければならないこと等につ

いて規定されている。

Ａ機の運航乗務員の口述によれば、Ａ機の機長がＲＡの上昇指示が出た後にも、
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降下を継続することを他の運航乗務員に発言した際に、機長が実施している飛行方

法について、ＲＡに従い上昇に転ずるべき旨を内容とし、かつ機長が明確に認識で

きるような方法によって適切な助言を述べた運航乗務員はいなかったものと推定さ

れる。

Ａ機の運航乗務員の口述によれば、その全員が、Ｂ機がどのように近づき、どの

ように通過していったかを、詳細に述べていることから、運航乗務員全員の注意力の

ほとんどが、回避操作のため、機外に向けられていた可能性が考えられる。このた

め、ＰＮＦ業務については、ＡＯＭ SUPPLEMENT に定められた、ＰＮＦはトラフィック

表示を参照するとの業務分担が、適切には行われていなかったと考えられる。

Ａ機の操縦室には機長の他３名が乗務しており、機長は機体の姿勢保持と回避の

ための操縦操作に専念していたが、他の運航乗務員は、Ａ機のＡＯＭ SUPPLEMENT

に記載されているＴＣＡＳ情報表示器の表示の確認等を実行することが可能であっ

たはずであり、これにより、操縦操作を行っている機長に対し、Ｂ機について、適

切な助言が行われていれば、機長の判断も変わった可能性が考えられる。このこと

については、右前席と右後席に着座していた訓練生は、教育訓練を受ける立場であ

り、機長に対して助言をするには運航経験が少な過ぎたことも考えられる。

また、左後席には、副操縦士が、訓練生の操作をアドバイスする立場で搭乗して

いた。同社のＯＭによれば、「副操縦士は、運航の全般にあたりＰＩＣを補佐する

とともに、ＰＩＣに不測の事態が生じた場合、直ちにその職務を継承する」と規定

されている。しかし、Ａ機の運航乗務員の口述によれば、副操縦士の着座位置は機

長席の後部で、この位置は座席背もたれや操縦輪等が障害となり、ＴＣＡＳ情報表

示器としても機能するＮＤは見にくい位置であったものと推定される。訓練生が前

席で操縦業務を行う場合、副操縦士は、後席に着座したままでも実施可能なＰＮＦ

業務については必要に応じ訓練生をアシストするとともに、飛行中に訓練生にとっ

て対処が難しいと判断される事態に遭遇したときには、副操縦士ができる限り

ＰＮＦ業務をオーバーライドし、必要に応じ機長に対しいつでも適切な助言を行え

るよう、計器表示の見易い位置にいて訓練生を指導すべきである。しかし、事故当

時の着座位置は、運航者の規程類にはこの点に関する記述がないこともあって、こ

のような指導が困難な位置であったと考えられる。

Ａ機の副操縦士から機長に対し相手機が降下している旨の助言が行われた可能性

が考えられるが、機長はこれを認識できなかった可能性が考えられること、及び

助言の内容が単に相手機の飛行状態を事実として述べているだけであることから、

この助言は適切な助言とは言えないと考えられる。この場合の助言には、ＲＡに従っ

て上昇すべきとの内容が明確に含まれることが望ましい。

このことについては、副操縦士もＲＡ音声を認識していたものの、相手機の動き
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を把握するためのＴＣＡＳ情報表示器が見えにくく、自機が上昇すべきことを

ＴＣＡＳ情報表示器上で的確に把握することが難しかったことも関与した可能性が

考えられる。

機長の操縦に関して、他の運航乗務員がその安全性の程度に疑問を持った時に

は、率直に適切な助言が行える操縦室の環境、雰囲気を作ることがＣＲＭ訓練とし

て行われるべきである。

また、訓練生に対する訓練のために、訓練生が副操縦士席に着座してＰＮＦ業務

を行い、副操縦士が後席に着座する場合の、副操縦士の役割について整理し、飛行

中に訓練生にとって対処が難しいと判断される事態に遭遇した場合には、副操縦士

ができる限りＰＮＦ業務をオーバーライドできるようにすべきである。

3.2.7.2 Ｂ機の運航乗務員の連携

Ｂ機では、機長昇格訓練中の副操縦士が操縦しており、通常の運航における機

長、副操縦士、航空機関士の組み合わせより高い判断力レベルの運航乗務員編成

となっていたものと推定される。

Ｂ機の運航乗務員の口述によれば、東京ＡＣＣからの通報内容が記憶になかっ

たり、聞き取れなかったことが多く発生している。しかし、降下を指示するＲＡ

作動後については、ＰＦである副操縦士の不十分な降下操作に対し、ＰＮＦであ

る機長により、「もっと、さげて下さい」とアドバイスが行われ、降下率の適切

な修正が行われたり、降下のインクリースＲＡ作動後についても、ＰＮＦである

機長から「スピード・ブレーキを引きます」と言ってスピード・ブレーキの操作

が行われたこと、ＰＮＦによりシートベルトサインが点灯されたこと、及びＡ機

が降下を更に大きくした時に副操縦士と二人でほぼ同時に操縦桿を引き上げたこ

とから、時間的に切迫したなかでも、短時間のうちに、適切に操作が行われてい

たと推定される。この間に、相手機の動きの把握や、降下率について、Ｂ機の機

長は副操縦士にアドバイスをしていることから、この状況下においては、適切な

対応であったものと推定される。また、Ｂ機のＡＯＭ SUPPLEMENTに定められてい

たＰＦやＰＮＦの業務分担は、適切に行われていたものと推定される。

航空機関士に関しては、ＴＣＡＳ作動時の対応等について特段の規定等はない｡

日本航空(株)のＯＭによれば、航空機関士の任務について「ＡＴＣ通信、Flight

Path（主として高度）等のモニターを行いＰＩＣ及び副操縦士をバックアップす

る」と記載されている。本事故におけるＢ機の運航乗務員の連携において、航空

機関士は、その役割を果たしていたと考えられる。
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3.2.8 航空管制官の連携

3.2.8.1 訓練中の航空管制官と訓練監督者の連携

ＣＮＦが作動するまで、訓練中の航空管制官及び訓練監督者は共にＢ機の存在

を失念していたものと推定される。訓練中の航空管制官がＢ機との通信設定や

Ｃ機の呼び出しのための管制交信を行っていたころ、訓練監督者は本来レーダー

調整席が行うべき隣接セクターとの業務調整を行っていた可能性が考えられる。

また、航空交通の流れが整えられたと判断されたころ、訓練監督者は訓練中の航

空管制官に対し、それまでに実施した業務の解説を行ったが、これにより両者は

共に解説の内容に意識が向けられ、レーダー表示画面上の航空交通の状況把握が

不十分となったと考えられる。

訓練監督者は、訓練中の航空管制官に対して管制席で訓練を実施する際には、

訓練生を監督できる状態を維持するとともに、訓練生が担当している管制席の業

務及び訓練生の指導監督に専念すべきであり、予期しないＣＮＦの作動や航空機

が緊急事態に陥る等、訓練中の航空管制官にとって対処が難しいと判断される事

態に遭遇した場合には直ちに訓練中の航空管制官をオーバーライドして対応すべ

きである。

本事故においては、訓練中の航空管制官と訓練監督者の間で適切な連携が保た

れていたとは言えなかったものと考えられる。しかし、訓練監督者のために具体

的な訓練の実施方法を記述したり、訓練中の航空管制官と訓練監督者の間の連携

について記述した規程類は整備されておらず、また教育訓練も特に行われていな

かった。

3.2.8.2 同一セクター内の航空管制官の連携

緊急の場合に、レーダー調整席の航空管制官がレーダー対空席の航空管制官の

業務に対して直ちに支援を行うことは難しいが、本事故におけるＣＮＦ作動以前

において、レーダー対空席に対して助言や援助を行うことは可能であったものと

考えられる。

レーダー調整席の航空管制官が緊急の場合に直ちに支援を行うことが難しいこ

とについては、2.13.2.2項に述べたとおり、レーダー対空席の航空管制官は直接

航空機と交信を行い、時々刻々の航空交通の流れに対応することを主な業務とし

ているのに対し、レーダー調整席の航空管制官は、他の機関との調整や離陸前の

航空機に対する管制承認の発出等、比較的長い時間的尺度を持って航空交通の流

れを整えることを主な業務としているためであると考えられる。また、切迫した

状況において、状況を十分に把握しないまま助言することになれば、逆に混乱を

生ずることもあると考えられる。
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本事故の場合、ＣＮＦ作動以前において、レーダー調整席の航空管制官が

レーダー対空席の航空管制官に対して、以下のような助言や援助を行うことは可

能であったものと考えられる。

① Ｂ機の運航票が並べられていた管制卓のボード上に、東京国際空港を１５時

３６分に離陸したＡ機の運航票を挿入したときに、既にボード上に納められ

ていたＢ機の運航票と比較し、Ａ機とＢ機の接近の可能性について検討を行

い、レーダー対空席の航空管制官に対して運航票へのマーキング等により注

意喚起を行うこと。

② 隣接セクターとの間で直接対話によって行われたと考えられるＣ機の管制

移管までの手続きは、本来はレーダー調整席の仕事であり、レーダー・

ポイントアウトからレーダー・ハンドオフに変更され、通信設定が完了する

までの過程で、隣接セクターと調整する必要が生じた場合には、レーダー調

整席が積極的に関与する必要があったものと考えられる。しかし、Ｃ機につ

いての必要な調整の多くは訓練監督者によって行われていたと考えられ、こ

のことが訓練監督者がＢ機との管制交信を聞き逃し、レーダー表示画面でＢ機

への注意を払えなかった要因の一つと考えられる。

③ レーダー調整席の航空管制官はＡ機とＢ機の存在について認識をしていた

と推定され、3.2.2.8項(7)で述べたとおり、ＣＮＦが作動する３０秒～１分前

にレーダー表示画面を注視する機会があれば、Ａ機とＢ機の間に規定された

管制間隔が設定できなくなると認識することが可能であったと考えられ、

レーダー対空席の航空管制官に注意喚起を行うことができたと考えられる。

その間、レーダー調整席の航空管制官は、他機関との連絡調整の事後処理、

新規の運航票のポスティングや航空機の変更情報の運航票への転記等を行っ

ていたため、このような機会がなかった可能性が考えられる。

いずれにしても、航空管制官のヒューマン・エラーを防止するためには、航空

管制官同士が協力し、既知のことと思われることでも確認することが必要であ

り、またそれが容易にできる雰囲気作りが求められる。なお、同一セクター内の

航空管制官同士の連携や協力については、特に規定されたものはなく、また教育

訓練も行われていなかった。

3.2.8.3 隣接セクターとの連携

本事故に関連して、関東南Ｃセクターと関東南Ｂセクターの航空管制官との間

でＣ機の取り扱いに関する意思疎通が円滑に行われなかった可能性が考えられ

る。訓練監督者は、Ａ機とＣ機との間に高度間隔が速やかに設定されるべきであ

り、そのためには、Ｃ機が関東南Ｃセクターと早い時点で通信設定を行う必要が
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あると判断していたものと考えられるが、関東南Ｂセクターのレーダー対空席の

航空管制官は、関東南ＣセクターからＡ機のレーダー・ハンドオフを受けるころ

にＣ機の高度変更を行っても、余裕を持って管制間隔を設定できるものと考えて

いた可能性が考えられる。また、関東南Ｂセクターの航空管制官は関東南Ｃ

セクターに対するＣ機のレーダー・ハンドオフが終了した後も、Ｃ機に対して周

波数の変更指示を直ちに行っていなかったものと推定される。

連携を伴う業務を実施する場合、業務調整は適切な時機に短時間のうちに行わ

れなければならないが、その際に、互いに考えている内容が異なることがあって

はならない。そのためには、業務調整は簡潔で具体的に行われるべきであり、業

務調整に必要な最小限の用語の規定や用語例等の例示が必要である。

また、他のセクターとの間の業務調整は、管制卓が隣接するセクターであって

も簡便な直接対話に依存することなく、意思疎通が的確に行われるべきであると

考える。直通回線を用いず、直接対話による業務調整は、調整の相手方が航空機

や他機関と交信中であるかどうかが確認できず、また、正確な情報伝達と理解が

行われない可能性がある。業務調整に直通回線を用いることは簡潔で具体的な業

務調整を行う上で有効であると考える。

3.2.9 運航乗務員と航空管制官の間の連携

本事故において、運航乗務員と航空管制官の間の連携が円滑に機能し、必要な情

報が正確かつ適切に伝達されることが、航空機の飛行の安全を確保するために、極

めて重要であることが改めて明らかになった。そこで、3.2.7項では運航乗務員の

連携、3.2.8項では航空管制官の連携について述べたが、本項では、運航乗務員と

航空管制官の間の連携として、特に航空機と管制機関の間の情報伝達について考察

する。

3.2.9.1 本事故における情報伝達の経緯

管制機関における航空機同士の接近状況の把握、及び航空機と管制機関の間で

の接近の回避に関連した情報の伝達に着目して、本事故の経過を見ると次のとお

りである。（数秒間にわたり継続する事象については、その開始時刻を記載し

た。以下3.2.9.1項～3.2.9.3項において同じ。）

１５時５４分１５秒、東京ＡＣＣの関東南Ｃセクターのレーダー表示画面上に

ＣＮＦが表示。（両機が直線飛行する場合は、管制間隔が

欠如することとなる約３分前に作動するが、この時は約

２分３０秒遅れて、両機の最接近の５６秒前に作動し

た。）
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同５４分１８秒、Ｂ機において、ＴＡが作動。

同５４分１９秒、Ａ機において、ＴＡが作動。

同５４分２７秒、東京ＡＣＣは、Ａ機をＢ機と取り違えて、Ａ機に対し

ＦＬ３５０への降下を指示。

同５４分３３秒、Ａ機は東京ＡＣＣに対し、自機の便名とともに、ＦＬ３５０

への降下指示を復唱。

同５４分３４秒、Ｂ機において、ＲＡが作動し、降下による回避を指示。

Ｂ機は、この指示に応じ、以後、降下を開始。

同５４分３５秒、Ａ機において、ＲＡが作動し、上昇による回避を指示。

Ａ機は、管制からの指示に従うが、ＲＡの指示には反して

降下。

同５４分３８秒、東京ＡＣＣは、Ｂ機に対し１３０°への針路変更を指示。

これに対するＢ機からの応答なし。

同５４分４９秒、東京ＡＣＣは、Ｂ機に対し１４０°への針路変更を指示。

これに対するＢ機からの応答なし。

同５４分５５秒、東京ＡＣＣは、存在しない日本航空９５７便に対し降下を

指示。

同５５分０２秒、東京ＡＣＣは、Ａ機に対しＦＬ３９０への上昇を指示。

これに対するＡ機からの応答なし。

同５５分１１秒、Ａ機とＢ機が最接近。

同５５分２１秒、Ｂ機は、東京ＡＣＣに対し、ＲＡが作動したこと、降下中

であること等を通報

同５５分３２秒、Ａ機は、東京ＡＣＣに対し、関連機は解消した旨を通報。

同５９分２２秒、Ａ機は、東京ＡＣＣに対し、ＤＣ－１０型機とのニアミス

があった旨を通報。

3.2.9.2 本事故における情報伝達の解析

(1) 東京ＡＣＣにおけるＣＮＦの作動

ＣＮＦは、2.12.4.2項で述べたとおり、規定では管制間隔が欠如する３分前

に作動することとされており、航空機におけるＴＣＡＳとは独立して作動す

るものであるが、2.12.2.2項で述べたようにＴＡやＲＡが最接近までの時間

的余裕が１分以内に迫ってから作動するのに比べ、早い段階で作動するよう

に設定されている。これにより、本来であれば、航空機同士の接近が予想さ

れる場合に、航空管制官は時間的余裕を持って関連航空機に対する指示を行

うことができる。そして、このＣＮＦの機能により、航空管制官が航空機を
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失念していた場合であっても、通常は、適切な時機に管制指示の発出が可能

となっている。しかし、何らかの理由で、ＣＮＦの作動が遅れ、もはや管制

指示の発出によっては管制間隔の確保が極めて困難な事態となるまで、航空

管制官が航空機同士の接近に気付かなかった場合には、問題が生じることと

なる。

本事故においては、ＣＮＦが作動した時機は、規定の３分前より約２分３０秒

遅いが、これは3.2.2.7項で述べたとおり、Ａ機が焼津ＮＤＢ手前で旋回をし

たため、その時点で初めて航空路レーダー情報処理システムでＡ機とＢ機の

接近値が規定の値未満となったためである。

この時まで、Ｂ機の存在を失念していた訓練中の航空管制官及び訓練監督

者は、ＣＮＦが作動した以後は、心理的に動揺した状態で、管制指示の発出

を行うこととなったものと推定される。

(2) 東京ＡＣＣからＡ機への降下指示

3.2.2.8項で述べたとおり、本事故においては、ＣＮＦが作動した後、訓練

中の航空管制官は、Ａ機をＢ機と取り違えて、Ａ機に対しＦＬ３５０への降

下を指示したものと推定される。一方、Ａ機においては、ＲＡが回避のため

の上昇を指示した。本事故において、東京ＡＣＣでは、航空機におけるＲＡ

作動以前にそれとは無関係に、降下の管制指示を出したものと推定される。

管制機関の指示と航空機のＴＣＡＳ指示はそれぞれ独立しており、相互に調

整されたものではないため、管制機関が発出した管制指示と、航空機のＲＡ

の回避指示は必ずしも一致しない。

また、2.12.4.1項で述べたとおり、航空路管制用レーダーの画面上に表示

される航空機の情報は約１０秒ごとに更新されるため、航空管制官は、航空

機の高度及び位置の変化を、連続した状態では知ることができない。また、

航空路管制用レーダーが航空機の情報を受信してからレーダー表示画面上の

航空機の情報を更新するまでに約２～３秒の時間を必要とする。今回の事故

におけるように、最接近まで時間的余裕が少ない状況でＣＮＦが作動した場

合、２～１３秒前の航空機の情報を見ながら適切な高度変更の指示を行うこ

とは、困難であったものと考えられる。

本事故においては、結果的に航空管制官が便名を言い間違えたことによ

り、管制指示とＲＡの回避指示が相反することとなったが、言い間違いによ

る場合以外でも、ＲＡと相反する管制指示が出される状況が発生する可能性

がある。

一方、東京ＡＣＣから降下指示を受けたＡ機にあっては、3.2.3.6項で述べ

たように、管制機関は他の航空機を含む飛行状況の全般をレーダー表示画面
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で見た上での判断によって管制を行っているものと考え、これに従ったこと

が考えられる。

(3) Ａ機から東京ＡＣＣへの回避操作の通報

Ａ機は、東京ＡＣＣの降下指示に従って降下のための操作をしており、上

昇を指示するＲＡが作動した時、管制指示に従って降下をするつもりであっ

たものと考えられる。また、Ａ機は、東京ＡＣＣからの降下指示に対し、こ

れを復唱することによりＦＬ３５０への降下を通報していた。このため、Ａ機

から東京ＡＣＣへは、ＲＡに対応した通報は行われていなかった。最接近後

にＡ機は東京ＡＣＣに対し、「ニアミス」に関する通報を行った。

Ａ機が東京ＡＣＣに対しＲＡの指示に関する通報を行わなかったのは、自

機の飛行に関しては降下する旨を通報していること、及び日本航空(株)の

Operations Orderでは、「ＡＴＣ指示高度からの逸脱時」に管制機関に通知

することとされており、また、その際に用いる用語についてもＲＡに従った

操作を行った場合については定められているが、本事故におけるような管制

機関の指示に従って飛行し、ＲＡに従っていない場合については、用語例が

定められていなかったことによると考えられる。

これらのことから、東京ＡＣＣにとっては、Ａ機に対し降下を指示し、

Ａ機が、ＲＡに従うのではなく、この管制指示に従うこととした以後は、少

なくともＡ機からはＲＡの回避指示に関し通報を受ける状況にはなかったも

のと推定される。また、Ａ機が東京ＡＣＣに対し降下指示を復唱した際に、

Ａ機は自機の便名を含めて通報したが、東京ＡＣＣでは、訓練中の航空管制

官と訓練監督者は、いずれも、Ａ機をＢ機と取り違えＡ機に対し降下を指示

したことに気付かなかったものと推定される。

(4) Ｂ機から東京ＡＣＣへの回避操作の通報

Ｂ機は、ＲＡによる回避指示に従い降下を行ったものと推定される。そし

て、Ｂ機は、東京ＡＣＣに対し、Ａ機との最接近を経て衝突回避操作終了後

に、ＲＡによる降下を行った旨の通報を行った。

2.14.1.3項で述べたとおり、日本航空(株)のＯＭ SUPPLEMENTには、ＲＡが

作動した場合は、「必要な操作が完了した後に可及的速やかに管制官へＲＡ

に従った旨報告すること。」と記載されており、またOperations Orderにも

同趣旨の記述がある。ここで、「必要な操作が完了した後」がいずれの時点

を指すかは必ずしも明確ではなく、3.2.10.2項でも述べるとおり、この点に

ついて、ＡＩＣでは、衝突の危険が回避された後に行えばよい記述となって

いる。Ｂ機から東京ＡＣＣへの回避操作の通報は、以上のことから、同社の

規程に従って行われたものと考えられる。管制機関にとっては、ＲＡに従っ
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て回避操作を行う航空機から、最接近を経て衝突の危険が回避されるより前

のできるだけ早い時点において、ＲＡの指示が作動しこれに従っている旨の

通報がなければ、接近しつつある航空機に対し、混乱を招くおそれのある管

制指示を発出しないなどの、適切な対応を行うことが不可能となる。なお、

航空機からＲＡに従っている旨の通報を受けた場合に、航空管制官が適切に

対応するためには、航空管制官に対する体系的なＴＣＡＳに関する教育訓練

が行われている必要がある。

このＢ機からのＲＡに従った降下の通報が、仮に、降下開始をした時点で

速やかに東京ＡＣＣに通報されていれば、管制指示に基づいて降下をしてい

たＡ機の運航乗務員が、同一周波数でこの通報をモニターできた可能性があ

り、その場合には、Ａ機はＲＡ作動の相手機も降下をしていることをＲＡ作

動以後の早い段階で認識できた可能性も考えられる。

(5) 東京ＡＣＣからＢ機への針路変更指示とＡ機への上昇指示

接近状態の両機に、東京ＡＣＣは１５時５４分３８秒、Ｂ機へ１３０°へ

の針路変更、同５４分４９秒、Ｂ機へ１４０°への針路変更、及び同５５分

０２秒、Ａ機へＦＬ３９０への上昇指示の３回の管制指示を発出した。しか

し、いずれも相手機からの応答は得られていない。これらについての解析

は、3.2.3.8項(5)及び3.2.4.3項に述べたとおりである。

ＲＡが作動した場合、運航乗務員はＲＡに従って回避操作に集中している

ため、航空管制官の指示を聴取できない状況にある可能性が高いと考えられ

るが、運航乗務員から航空管制官に対してＲＡ作動と回避操作について通報

することは、航空管制官が混乱を招きかねないような指示を出すことを避け

るために、必要であると考えられる。そのため、ＲＡが作動した場合には、

ＰＮＦは、管制機関に対してＲＡによる回避を通報することとし、通報後は

相手機の視認やＴＣＡＳ情報表示器のモニターを続け、必要な場合にはＰＦ

に適切に助言すべきである。

(6) 東京ＡＣＣから存在しない日本航空９５７便への降下指示

東京ＡＣＣは、同５４分５５秒に、存在しない日本航空９５７便に対し降

下を指示している。当該空域周辺には、該当する航空機はなく、どの航空機

からも応答はなかった。これについての解析は、3.2.2.10項に述べたとおり

である。この指示を行った訓練監督者は、心理的に動揺した状態で、Ａ機の

日本航空９０７便とＢ機の日本航空９５８便の便名を頭の中で混同し、それ

により、本来はＢ機に対して出すべき指示を、便名を言い間違えて出したも

のと考えられる。
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(7) 航空機におけるＲＡ作動後の東京ＡＣＣからの管制指示

東京ＡＣＣが、切迫した状況の中で、Ｂ機への針路変更指示、Ａ機への上

昇指示及び存在しない日本航空９５７便への降下指示を行ったのは、訓練中

の航空管制官及び訓練監督者が、Ａ機ではなくＢ機に対してＦＬ３５０への

降下指示を行ったものと思い込んでいたこと、Ｂ機に対してＦＬ３５０への

降下指示を行ったが高度変更指示のみでは十分な管制間隔が確保できないと

考えたことのほかに、Ｂ機からＲＡに従って回避操作を行っている旨の通報

がなかったこと、訓練中の航空管制官と訓練監督者にはＴＣＡＳに関する十

分な知識がなかったことが関与したものと考えられる。2.14.1.5項で引用し

た管制方式基準の記述からは、航空機からＲＡに従い飛行中である旨の通報

を受けた場合には、航空管制官は、当該機に対し管制指示を発出することを

差し控え、実施可能な範囲で他のターゲットに係る交通情報を発出する等の

対応をするものと考えられる。

しかし、管制方式基準には運航乗務員からＲＡに従った回避の通報を受け

た場合の航空管制官の対応についての記述はあるが、航空機がＲＡに従って

回避している旨を通報する用語はＡＩＣに記載されているが管制方式基準に

は記載されていない。一方、航空機からＲＡに従っている旨の通報を受けた

場合に、航空管制官が適切に対応するためには、航空管制官に対する体系的

なＴＣＡＳに関する教育訓練が行われる必要がある。

3.2.9.3 本事故における情報伝達の問題点

(1) 切迫した状況下での情報伝達の不確実性

本事故を、航空機と管制機関の間の情報伝達の観点から見直してみると、

ＣＮＦの作動から最接近までの間では、3.2.9.1項で述べたとおり、Ａ機と

東京ＡＣＣの間の交信は、１５時５４分２７秒の東京ＡＣＣからＡ機への

ＦＬ３５０への降下指示と、同５４分３３秒のこれに対するＡ機からの復

唱、及び同５５分０２秒の東京ＡＣＣからＡ機へのＦＬ３９０への上昇指示

の３回である。ただし、同５４分２７秒の降下指示は便名を言い間違えたこ

とによるものであり、同５４分３３秒の復唱については、これを受けた航空

管制官は便名の違いに気がつかなかったものと考えられる。また、同５５分

０２秒の上昇指示に対しては、Ａ機からの応答はなかった。

Ｂ機と東京ＡＣＣの間の交信は、同５４分３８秒の東京ＡＣＣからＢ機への

１３０°への針路変更指示、同５４分４９秒の同じく１４０°への針路変更指

示の２回である。これら２回の指示に対し、いずれもＢ機からの応答はなかった｡

さらに、同５４分５５秒に、東京ＡＣＣから、存在しない日本航空９５７便
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に対する指示が行われ、これに対する応答はなかった。

ここで引用した交信は計６回であったが、いずれも情報に誤りを含んでい

るか又は受領が不完全であった。これらの事実から、ＣＮＦやＲＡが作動す

るような予期しない切迫した状況においては、情報の伝達の確実性が低下す

ると考えられる。

(2) ＲＡ作動時の管制機関の対応

航空管制に用いられる交信の手法や用語は、できるだけ短時間に必要な情

報を的確に伝えるように設定されている。しかし、他方で、個々の交信につ

いては必要最小限のもので、リダンダンシーのないものとなっている。

管制交信は、１つの情報について１回限りの交信（復唱を数えれば２回の

交信）によって伝達するリダンダンシーのない方式のため、その時に、情報

の内容を間違えたり、伝達が不成立に終わると、重大な影響が生じることと

なる。特に、衝突の危険が迫ったような切迫した状況における交信では、落

ち着いて間違いを訂正したり、航空機の動きをゆっくり見守って確認するこ

とができないので、少しの言い間違いや聞き漏らしにより、管制交信による

情報伝達が機能しなくなることがある。

管制方式基準によれば、管制機関は、航空機からＲＡの指示に従っている

旨の通報を受けた場合には、当該機に対し管制指示を出すことを差し控える

こととなっている。ただし、実施可能な範囲で関連機についての情報提供を

行うこととされている。ＲＡが作動するような切迫した状況においては管制

交信による情報伝達の確実性が低下する。そのような状態では管制指示を差

し控えることが有効な対策である。しかし、そのためには、まず、管制機関

が、航空機にＲＡの指示が作動した状態であることを知ることが必要となる｡

(3) 情報伝達の確実性の確保について

本事故においては、東京ＡＣＣの航空管制官は、言い間違えによる管制指

示もあったものの、最接近間際まで、Ａ機及びＢ機にＲＡが作動しているこ

とを知らないまま、回避のための管制指示を何回も出している。

切迫した状況に陥った場合に、情報伝達が適切に行われるためには、情報

伝達のリダンダンシーの確保を図ることが有効である。具体的には、次のよ

うな方法により、管制機関が航空機におけるＲＡの作動に関する情報を収集

すること等が考えられる。

① 航空管制用レーダー等を利用した情報伝達の方法により、レーダー表示

画面上に航空機によるＲＡの作動状況を表示できるようにすること。

② 航空機と管制機関の間のＲＡ作動に関する交信について更に検討を行

い、必要な情報伝達ができるようにすること。
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③ ＲＡは作動しているがこれに従えない航空機からもその旨の通報を受けること｡

これらのほか、航空機から管制機関に対し、管制指示の確認、ＲＡ指示や

自機の飛行状況の通報、管制機関への情報提供の要請等を、積極的に行うこ

とが望ましい。

3.2.9.4 運航乗務員と航空管制官の連携の増進

3.2.9.1項～3.2.9.3項では、本事故における状況をもとに航空機と管制機関の

間の情報伝達について考察し、その問題点を述べた。それらの情報伝達が、でき

るだけ円滑かつ適切に行われるためには、運航乗務員と航空管制官がお互いに協

力して積極的に飛行の安全を確保して行くという共通の認識のもとに連携を深め

ていくことが必要である。そのため、通常は管制交信においてのみ接触の機会を

有する運航乗務員と航空管制官の間で、平素から相互に相手方の業務実施状況に

ついて把握するとともに、情報や意見交換を通じて理解を深め、相互認識の素地

を作っておくことが有効である。このため、できるだけ多数の運航乗務員と航空

管制官の間で、相互の職場訪問や交流の機会を作ることが、運航乗務員と航空管

制官の間の連携の増進に役立つものと期待される。

3.2.10 ＴＣＡＳ関連の規程類の分析

3.2.10.1 規程類についての分析のポイント

本事故において、Ａ機の機長は、管制機関からの降下指示に従って降下を続

け、ＴＣＡＳの上昇指示には従わなかった。また、Ａ機の他の運航乗務員も機長

と同様に相手機の視認に意識が集中し、機長に対しＲＡの指示に従うべきことを

適切に助言することはなかったものと推定される。また、Ａ機にあっては、ＲＡ

に従っていないので、ＴＣＡＳに対応した操作について管制機関に通報しておら

ず、Ｂ機にあっては、ＲＡの降下指示に従い降下をしたが、その旨の管制機関へ

の通報は、最接近を経たのちの時点であった。

これらＲＡに対応した航空機の操作や管制機関への通報について、我が国、

ＩＣＡＯ、運航者、管制機関、米国及びヨーロッパの関係規程ではどのように規

定されているかを、次の点にポイントを絞って調査した。

① ＲＡに従う場合には、管制指示から逸脱してもよいこと

② ＲＡには原則として従うべきこと及び管制指示とＲＡの関係

③ ＲＡに対する逆操作の危険性

④ 管制機関への通報の用語

⑤ 管制機関への通報の時機

⑥ 運航乗務員間の業務分担
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3.2.10.2 我が国の規程

2.14.1.1項で述べたとおり、航空法及び同法施行規則に航空機衝突防止装置の

装備義務が定められており、その他、ＴＣＡＳの運用に関する我が国の規程は、

ＡＩＣに取りまとめられている。ＡＩＣにおいては、上記の各ポイントについ

て、次のように規定されている。

① ＲＡにより管制指示高度から逸脱を行う場合、パイロットは航空法第９６条

第１項（航空交通の指示）の違反には問われない。ただし、ＡＩＣ日本語版

における「管制指示高度」については、英語版では、これに対応した用語

は、「 」と記述されている。ATC clearance

② ＲＡに原則として従うべきこと、及び管制指示とＲＡの指示が相反した場

合にもＲＡに従うべきことの記述はない。

③ 特に記述はない。

④「ＡＣＡＳ ＲＡに従って高度変更を行った場合」等の各状況に応じた用語

例が記載されている。

⑤「ＲＡによりパイロットが管制指示高度を逸脱し、その後衝突の危険が回避

された場合には、直ちに所定の管制指示高度に復帰すること。また、無線電

話により管制機関へ可及的速やかにその旨の報告をすること。・・」と規定

されており、管制機関への報告は衝突の危険が回避された後に行ってもよい

記述となっている。ただし、ＡＩＣ日本語版における「管制指示高度」につ

いては、英語版では、これに対応した用語は、「ATC clearance」と記述され

ている｡

⑥ 特に記述はない。

なお、②、③及び⑥に関する特段の記述はないものの、ＡＩＣ第５項「運航者

が取るべき措置」の中では、「運航者は、詳細な操作手順を運航規程に規定する

こと」と規定している。

3.2.10.3 ＩＣＡＯの規程

2.14.1.2項で述べたとおり、ＩＣＡＯの規程では、各締約国に対し拘束力のあ

る規程として、第６附属書で、２００３年１月からの航空機衝突防止装置の装備

の義務化及び同装置を第１０附属書に従って運用すべきことを定め、また、第１０

附属書で同装置の性能要件について定めている。その他、ＰＡＮＳ－ＯＰＳ、

ＰＡＮＳ－ＲＡＣ等に、関連する規定が定められている。3.2.10.1項の各ポイント

については、次のように規定されている。

① ＰＡＮＳ－ＯＰＳに、ＲＡに応答して航空交通管制の指示又はクリアランス

から逸脱する操縦士の取るべき措置が規定されている。
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② ＲＡに原則として従うべきこと、及び管制指示とＲＡの指示が相反した場

合にもＲＡに従うべきことの記述はない。なお、ＰＡＮＳ－ＯＰＳには、同

規程に明記されたＴＣＡＳの指示に関する手順について、「いずれも機長

が、交通上の障害を解決するためにとるべき最良の手順を選択する際に、最

良の判断と全幅の権限を行使することを妨げるものではない。」との記述が

ある。

③ 第１０附属書第４巻第４章の付録Ａに、操縦士がＲＡの指示とは逆の回避

操作を行う危険性についての記述がある。ただし、この規定がある付録Ａ

は、ＴＣＡＳの技術特性を規定する拘束力のないガイダンス・マテリアルで

あるとともに、第１０附属書そのものがＴＣＡＳ等の装備品の性能要件を規

定したものであることから、運航乗務員をはじめとし航空機を運航する立場

の者がこの規定を目にする機会は、必ずしも多くはないものと考えられる。

④ ＰＡＮＳ－ＲＡＣに、ＲＡに対応した場合における航空管制官と操縦士の

間で用いる用語が記載されている。

⑤ ＰＡＮＳ－ＯＰＳに､「ＲＡに応答して航空交通管制の指示又はクリアランス

から逸脱する操縦士は、衝突の危険が解消された場合には、当該指示又は

クリアランスで伝達されたことに即座に復帰すること、及び適切な管制機関

に対して、実施可能な限り速やかに、飛行方向やいつ逸脱が終了したかを含

め、逸脱について通報すること」と規定されており、衝突の危険が解消された

後に、管制機関に対し通報すればよいとの解釈も可能な記述となっている。

⑥ 特に記述はない。

（注）ＰＡＮＳ－ＲＡＣは２００１年１１月から、ＰＡＮＳ－ＡＴＭとして改

訂されている。

3.2.10.4 運航者の規程

Ａ機及びＢ機を運航する日本航空(株)のＴＣＡＳの運用に関する規程類は、多

くの細分化された規程で構成されている。

まず、運航規程の付属書として各機種共通の事項を定めるＯＭがあり、さらに

ＯＭには､恒常的な内容を記載するＯＭ本体と､その付属書であるＯＭ SUPPLEMENT

及び一時的な内容を記載するOperations Orderがある。また、同じく運航規

程の付属書として、機種ごとに定められたＡＯＭとその付属書であるＡＯＭ

SUPPLEMENTがあり、これらの一時的な内容を記載するものとしてＡＯＭ Bulletin

がある。

さらに、各機種ごとに、航空機の限界事項や操作方法を記載したＡＦＭが定め

られている。
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これらの規程において、3.2.10.1項の各ポイントについては、次のように規定

されている。

① Ａ機のＡＯＭ及びＡＦＭ並びにＢ機のＡＦＭに、「ＲＡに従うために必要

な範囲でそのときのＡＴＣ承認高度から逸脱することが認められている。」

等の記述がある。ただし、Ａ機のＡＦＭは、すべて英語で記述されている。

② ＯＭ SUPPLEMENT、Ａ機及びＢ機のＡＦＭ、ＡＯＭ及びＡＯＭ SUPPLEMENT

に、原則としてＲＡに従うこと、又はＲＡに従うための具体的な操作方法が

規定されている。

ＯＭ SUPPLEMENTには、「機長がＲＡに従って操作を行うことが危険と判断

した場合を除き、ＲＡに直ちに従うこと。」と記載されている。ただし、

「機長が 危険と判断した場合」についての具体的な記述はない。Ａ機のＡ・・・

ＯＭには、「ＲＡが発生した場合には、迅速に以下の操作を実施するこ

と。」として、ＰＦについて、「回避操作が必要な場合、Autopilotを

Disengageし、ＲＡの指示を満たすようにPitch及びThrustを調整する。」こ

とが規定されている。また、Ａ機のＡＯＭ SUPPLEMENTでは、「Flight Path

の変更を要求する Corrective ＲＡが発生した場合、以下の要領にて回避操

作を実施する。」として、「PFD上のRA Pitch Guidance Commandに従い

Airplane SymbolがRed Lineのすぐ外側へくるよう機体を操作する。」など、

ＲＡの指示に従って回避操作を行うための操作方法が具体的に記述されている｡

以上のことから、ＯＭ SUPPLEMENTでは「機長が 危険と判断した場合を・・・

除き 」、Ａ機のＡＯＭでは「回避操作が必要な場合 」というように、・・・ ・・・

機長による判断の余地を残しているが、ＡＯＭ SUPPLEMENTでは、ＲＡの指示

に従って回避操作をすべきことが明確に定められている。

なお、ＯＭ SUPPLEMENTの「機長が 危険と判断した場合」に対応する、・・・

ＲＡの指示に従う必要のない例外的な場合として、Ａ機のＡＦＭには英語

で、Ｂ機のＡＦＭには日本語で、ＲＡに従うことにより安全性が損なわれる

とパイロットが判断する場合、明白なＴＣＡＳⅡシステムの故障の場合、ＲＡ

の原因についてパイロットがよりよい情報を得られ近傍の航空機から安全な間

隔を維持できる場合などが列挙されているが、ＯＭ SUPPLEMENTやＡＯＭには､

これらの記述は必ずしも反映されていない。また、これらの規程には管制指示

とＲＡの指示が相反した場合、ＲＡに原則として従うべきとの記述もない。

③ Ａ機のＡＦＭ及びＢ機のＡＦＭに､「ＲＡに従うために必要なもの以外の垂直

方向の速度変化は安全な間隔を危うくすることがある。これはTCASⅡ-TCASⅡ

Coordinationが相手機との間で進行中であるかもしれず、ＲＡに従わない垂

直方向の速度変化は他機がＲＡに従うことの有効性をなくす可能性があるた
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めである。」等の記述がある。ただし、Ａ機のＡＦＭは、すべて英語で記述

されている。なお､Ａ機､Ｂ機とも､ＡＯＭ及びＡＯＭ SUPPLEMENTには、これ

に対応する記述はない。

また、Ｂ機のＡＯＭ SUPPLEMENTには、ＴＣＡＳに関する一般的説明の中

で、目に付きやすい配置のもとに、ＲＡが相手機との間で相互に調整され互

いに反対方向への回避指示となる相補調整機能について記述されている。こ

れに対し、Ａ機のＡＯＭ SUPPLEMENTでは、ＴＣＡＳシステムに関する説明

で、｢相手機のＴＣＡＳも作動している場合、ＴＣＡＳ Vertical Guidanceは

相手機とCoordinateをとる。」との記述はあるものの、これは、数ページに

わたるＴＣＡＳシステムの説明の中で記述されているため比較的見落としやす

い配置であり、また反対方向への回避指示となることは明記されていない。

④ Operations Orderに、「ＲＡに従って高度変更を行った場合」等の各状況

に応じた用語が記載されている。

⑤ ＯＭ SUPPLEMENT及びOperations Orderに、ＲＡが作動した場合について、

「必要な操作が完了した後に可及的速やかに管制官へＲＡに従った旨報告す

ること。」等の記述がある。

⑥ Ａ機のＡＯＭ及びＡＯＭ SUPPLEMENT並びにＢ機のＡＯＭ SUPPLEMENTに、

ＲＡ発生時のＰＦとＰＮＦの業務分担について記述がある。その中で、ＰＦ

の操作がＲＡの回避指示から逸脱している場合におけるＰＮＦからＰＦへの

助言については、同社のＯＭにおいて一般的な規定として助言すべきことが

規定されており、いずれの規程でも、ＴＣＡＳの運用に関し特に具体的に記

述はされていない。

また、Ａ機のＡＯＭとＡＯＭ SUPPLEMENTにおけるＲＡ発生時のＰＦとＰＮＦ

の業務分担の記述は必ずしも一致していない。特に、ＡＯＭにある「相手機

が視認できた場合には、その旨 Callする｡」との記述はＡＯＭ SUPPLEMENTに

はない。また、ＡＯＭ SUPPLEMENTでは、ＲＡの間、「Cockpitの他のCrew

は、･･･Traffic表示を参照しつつ（可能ならば）外部監視に努める。」との

記述があるが、ＡＯＭでは、ＰＮＦについては、相手機の視認に努めるとの記

載はあるものの、Traffic表示を参照することについては言及されていない。

さらに、Ａ機のＡＯＭ SUPPLEMENTとＢ機のＡＯＭ SUPPLEMENTの記述内容

は、後者では、ＲＡが発生した場合、ＰＦは回避操作を行う旨を他の乗務員

に伝達することとされているが、前者には該当する記述がないなど、必ずし

も一致していない。

なお、同社のＴＣＡＳの運用に関係する規程類は、上記で述べたように、幾つ

もの規程に分散して規定されていること、長期的に継続すると考えられる内容の
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規定が一時的な内容を記載するOperations Orderに記述されていること、ＡＦＭ

の内容が運航乗務員が日常的に参照するＡＯＭ又はＡＯＭ SUPPLEMENTには必ずし

も反映されていないこと、各機種共通と考えられるような基本的な事項であって

も、機種により記述の有無や記述内容が相違すること、等の点から運航乗務員に

とって必ずしも理解しやすい構成及び記述とはなっていない。

上記②、③及び⑥で述べたＡＯＭやＡＯＭ SUPPLEMENTの記述に関しては、同社

がそれらの規程を作成する際に参考とした航空機製造者のマニュアルが同様の

記述であったことが影響したことが考えられるが、ＡＦＭの記載内容をＡＯＭや

ＡＯＭ SUPPLEMENTにも記載すること、ＡＯＭやＡＯＭ SUPPLEMENTの記述内容に

ついて、他機種を含め規程間の整合性を確保すること、記載上の配置について工

夫することについては、運航者においても検討を行い、運航乗務員に対して必要

かつ有益な情報を積極的に提供するとともに、運航乗務員にとってわかりやす

く、使いやすい規程類の作成に努めるべきである。

3.2.10.5 航空交通管制の規程

航空交通管制に係る規程としては、2.14.1.5項で述べたように、管制方式基準

に「回避アドバイザリーにかかる措置」等が定められている。この規程に対応す

るものとして「航空機衝突防止装置の運用について」との表題でＡＩＣが発行さ

れており、ＲＡの通報時機、通報の用語等が記載されている。

3.2.10.1項の各ポイントについては、次のように記載されている。

① ＡＩＣでは、「航空機がＲＡにより管制指示高度から逸脱している間、管

制官は・・管制間隔の設定について責任を有しない。」と規定している。ま

た、管制方式基準では、航空機がＲＡに従い飛行中である場合には、管制指

示は行わないこととしている。ただし、これは航空機からＲＡに従う旨の通

報があった場合のことであり、通報がない状態では、管制からの指示は出さ

れるが、航空機は自分自身の判断でこの指示から逸脱することとなる。

② ＲＡに従うかどうかは航空機側の問題であり、管制側の規程では触れられ

ていない。

③ ＲＡに対する逆操作の危険性は、航空機側の問題であり、管制側の規程で

は触れられていない。ただし、接近する両機の間でＲＡは相互に調整されて

おり、一方の航空機がこれに従わないと安全間隔が確保できないおそれがあ

ることは、航空管制官としても知っておくべき知識と考えられるが、特に記

述はない。

④ ＴＣＡＳに係る管制機関への通報の用語については、ＡＩＣに記載されて

いるものの、管制方式基準には記載されていない。通報を受けた管制機関
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は、交通情報の提供を除き、新たに指示を発出することは想定されていない

と考えられることから、応答するための用語は特に記載はされていない。こ

の点は、ＩＣＡＯの規程においても同様となっている。

⑤ 航空機から管制機関への通報の時機については、ＡＩＣに記述があるが、

管制方式基準には記述されていない。

⑥ 運航乗務員間の業務分担は航空機側の問題であり、管制側の規程では触れ

られていない。

2.14.1.5項で述べた管制方式基準の「回避アドバイザリーにかかる措置」及び

「補足業務」の規定と上記①～⑥を併せて検討すると、管制機関は、航空機から

ＲＡに従い飛行中である旨の通報を受けて、初めて対応が開始される。その内容

は管制指示を出さないことである。また、実施可能な範囲で交通情報の提供が行

われる。管制方式基準の「補足業務」では、レーダー交通情報を受けた航空機が

回避措置を要求した場合に管制機関は当該機を誘導するとされている。

3.2.10.6 米国の規程

米国連邦航空規則（ＦＡＲ）及びアドバイザリー・サーキュラー１２０－５５Ａ

「AIR CARRIER OPERATIONAL APPROVAL AND USE OF TCASⅡ」（以下、本項におい

ては､「ＡＣ」という｡）には、3.2.10.1項の各ポイントについて、次のように記

述されている。（仮訳）

① 即時の対応を要する飛行中の緊急事態に対し、機長は必要な範囲で、規定

から逸脱することができる。（ＦＡＲ、91.3(b)）

ＴＣＡＳのＲＡが、進路権、ＶＦＲ飛行における雲との間隔及びＩＦＲ、

その他の基準に反する操縦操作を求める場合、パイロットは、差し迫った航

空機との接近を解消するために、ＴＣＡＳのＲＡに従うことが期待される。

航空規則又は管制承認若しくは指示からの逸脱範囲は、ＴＣＡＳのＲＡを

満足するための必要最小にしなければならない。（ＡＣ、11b(9)）

② ＲＡが作動した場合は、ＲＡに対応した操作が飛行の安全を脅かす場合、

若しくは目視で相手機を明瞭に確認できる場合を除き、ＲＡの表示に直接的

に注意を払い、直ちにＲＡに従うべきである。（ＡＣ、11b(2)）

ＴＣＡＳのＲＡへの対応と管制指示を同時に満足することができない場合

があり得る。ＴＣＡＳのＲＡが最新の管制指示の内容と一致しない場合は、

ＲＡの指示に従うべきである。（ＡＣ、11b(8)）

③ 一方の航空機がＴＣＡＳによって指示された垂直方向とは逆に運動をし、

もう一方の航空機がＴＣＡＳによって指示されたとおりに運動をした場合に

は、ＴＣＡＳの相補調整された作動中に安全な垂直間隔が失われる可能性が
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ある。結果として、当該航空機が同一の垂直方向に運動していることによ

り、両機は、「垂直方向の追いかけあい」を起こし、過度の高度逸脱に遭遇

するかもしれない。（ＡＣ、11c(3)）

④ ＩＣＡＯの規程と同様の用語が一部例示されている。(ＡＣ、Appendix 5）

⑤ 航空機の機長は、緊急事態において、又は航空機衝突防止装置の回避指示

に対応する場合において、管制承認又は管制指示から逸脱する時は、可能な限

り速やかに管制機関にその旨を通報しなければならない。(ＦＡＲ、91.123(b))

指定高度からの逸脱を指示するＴＣＡＳのＲＡに対応する場合は、ＲＡに反応

後、実施可能な限り速やかに管制機関と連絡をとること。(ＡＣ、11b(10)）

⑥ ＰＮＦは、ＴＣＡＳが指示した垂直方向の飛行経路から逸脱している時に

は、ＰＦに対して助言すべきである。また、ＰＮＦ及び他の乗務者は、脅威

機を視認する助けとなるとともに、ＲＡに対する反応が正しく行われている

ことを確認するため、ＴＣＡＳが表示する情報を他の利用可能な交通情報と

ともに相互に確認し続ける。（ＡＣ、11b(5)）

3.2.10.7 ヨーロッパの規程

(1) ヨーロッパ共同航空局の規程

ＪＡＡでは、ＪＡＲ－ＯＰＳを制定し、このＪＡＲ－ＯＰＳのＴＣＡＳに関

Guidance for Operators onするガイダンスとして、リーフレットNo.11、「

」をTraining Programmes for the Use of Airborne Collision Avoidance Systems

発行している。その中で、3.2.10.1項の各ポイントについては、次のように記

述されている。（仮訳）

① 「管制指示とＲＡの回避指示を同時に受け、それらが相反する場合に

は、ＲＡに従うべきである。」（リーフレットNo.11、3.2.3ｂ.Note3）、

「ＲＡの回避指示に従っている時にＲＡに反することとなる管制指示を受

けた場合には、管制機関へその旨通報すべきである。」（リーフレット

No.11、4.1(ⅲ)）との記述があることから、ＲＡに従う場合は管制指示か

ら逸脱してもよいとの前提であると考えられる。

② 「機長又はＰＦは、ＲＡが作動した場合に、相手機が視認でき、かつ危

険がないと判断した場合を除き、安全間隔を確保するため、直ちに回避操

作を開始することとし、運航者はそのための方式を設定すること。」

(JAR-OPS 1.398)

「管制指示とＲＡの回避指示を同時に受け、それらが相反する場合に

は、ＲＡに従うべきである。」（リーフレットNo.11、3.2.3ｂ.Note3）

③ ＲＡに従わない場合にあっても、ＲＡが指示する方向に対し反対の方向へ
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は垂直方向の速度を変化させてはならない。相手機もＴＣＡＳを装備してい

る場合には、ＲＡに従わないことが、最接近時の安全間隔を減少させる結果

となり得ることに、操縦士は留意すべきである。また、ＲＡに従わないこと

は、相手機のＴＣＡＳの有効性を、自機がＴＣＡＳを装備していない場合よ

りも、さらに低下させることとなる。(リーフレットNo.11、3.2.3ｂ.Note2)

④ ＴＣＡＳに関する管制機関への通報のための標準用語として、ＩＣＡＯ

ＰＡＮＳ－ＲＡＣ（２００１年１１月以降はＰＡＮＳ－ＡＴＭに改訂）と

同様の用語が定められている。（リーフレットNo.11、4.2）

⑤ ＲＡが作動した場合には、標準的な用語を用いて、時間と業務量が許す

限り速やかに、管制機関に対しＲＡの作動について通報すべきである。

（リーフレットNo.11、3.2.3ｂ.(ix)）

回避操作により管制指示から逸脱する時、管制指示に復帰した時、及び

ＲＡの回避指示に従っていてＲＡに反することとなる管制指示を受けた時

には、管制機関に対しその旨を迅速に通報すべきである。

（リーフレットNo.11、4.1）

｢TCAS CLIMB｣又は｢TCAS DESCENT｣の通報は、実施可能な限り速やかに行

うこととされている。（リーフレットNo.11、4.2.1）

⑥ ＰＦは、ＲＡの回避指示に従って、必要な操縦操作をし、ＰＮＦは、

ＴＣＡＳ情報表示器上の相手機の位置及びＲＡへの対応状況をモニター

し、ＰＦに対し相手機の位置に関する最新の情報を提供をすること。

（リーフレットNo.11、3.2.3ｂ.(i)）

(2) 英国の規程

英国はＪＡＡ加盟国ではあるが、ＴＣＡＳの運用に関しては、英国航空法

（ＡＮＯ）､航空規則（The Rules of the Air Regulations 1996）及びＴＣＡＳ

に関するガイダンス・マテリアルとしてＣＡＰ５７９をＪＡＲ－ＯＰＳに先駆

けて発行しており、それらの中で、3.2.10.1項の各ポイントについては、次の

ように記述されている。（仮訳）

① 「緊急の危険を避けるために、必要な範囲で航空規則から逸脱すること

は適法である。」(ＡＮＯ、パートⅧ84(3)）、「管制承認に従った飛行で

あっても、機長は他の航空機と衝突することのないようにあらゆる可能な

手段を講ずる義務を負う。」（航空規則 SECTION Ⅳ, 17(1)(a)）

② ＲＡが作動した場合、操縦士は、飛行経路、推力、トリムを調整するこ

とにより、必要な回避操作を直ちに開始すべきである。(ＣＡＰ、6.2.2）

操縦士は、管制指示とＲＡの回避指示を同時に受け、それらが相反する

場合には、ＲＡの指示に従うべきである。（ＣＡＰ、6.2.4(b)）
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③ ＲＡによる回避指示に対し反対の方向への回避操作は、決して行っては

ならない。これは、回避の方向が相手機とのデータ交換によって決められ

ているからである。このため、操縦士が相手機を視認し、現在の飛行経路

から逸脱する必要がないと判断した場合に限り、当該ＲＡを無視してもよ

い。（ＣＡＰ、6.2.4）

④ ＴＣＡＳに関する管制機関への通報のための標準用語として、ＩＣＡＯ

ＰＡＮＳ－ＲＡＣ（２００１年１１月以降はＰＡＮＳ－ＡＴＭに改訂）と

同様の用語が定められている。（ＣＡＰ、7.2.1）

⑤ 操縦士は、管制機関に対しできる限り速やかに、管制指示からの逸脱に

ついて通報すべきである。（ＣＡＰ、6.2.2）

回避操作により管制指示から逸脱する時、管制指示に復帰した時、及び

ＲＡの回避指示に従っていてＲＡに反することとなる管制指示を受けた時

は、管制機関に対しその旨を迅速に通報すべきである。（ＣＡＰ、7.1）

｢TCAS CLIMB｣又は｢TCAS DESCENT｣の通報は、実施可能な限り速やかに行

うこととされている。（ＣＡＰ、7.2.1）

⑥ 回避操作を実施する操縦士以外の運航乗務員は、回避方向に他の航空機

がいないことを確認するとともに、相手機の目視による探索を続けるこ

と。（ＣＡＰ、6.2.2）

3.2.10.8 本事故に関係するＴＣＡＳ関連規程の問題点

(1) Ａ機の機長が、ＲＡ指示よりも管制指示を優先したことについては、以下

の要因が関与したものと考えられる。

① 日本航空(株)のＯＭ SUPPLEMENTには、「機長がＲＡに従って操作を行う

ことが危険と判断した場合を除き、ＲＡに直ちに従うこと。」と規定されて

いるが、「危険と判断」してＲＡに従わない場合とはどのような場合か、等

に関する記述はなく、ＲＡに従うことの重要性が明確には規定されていない

こと。

② 日本航空(株)のＡ機のＡＦＭには、ＴＣＡＳの回避指示は相手機との間で

相互に調整されていること、及びＲＡに従わない垂直方向の速度変化の危険

性についての記載があるが、運航乗務員が日常的に使用するＡＯＭ又は

ＡＯＭ SUPPLEMENTには、ＡＦＭの前者の内容が明瞭に反映されておらず、

また、後者の内容は反映されていないこと。

③ 航空局発行のＡＩＣには、ＲＡにより回避操作を実施する場合における必

要事項に関する記述はあるが、ＲＡの回避指示には原則として従うべきこ

と、ＲＡに従う必要がないのはどのような場合に限定されているのか、等の
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記述がなく、ＲＡに従うことの重要性及びＲＡに従わないことの危険性が記

載されていないこと。また、管制指示とＲＡの優先順位についても記載され

ていないこと。

④ ＩＣＡＯの第６附属書及びＰＡＮＳ－ＯＰＳには、ＲＡの回避指示には原則

として従うべき旨の記述がなく、ＲＡに従うことの重要性が記載されていな

いこと。また、ＲＡの回避指示に対する逆の操作を避けるべきことについて

は、航空通信に関する規程であるＩＣＡＯ第１０附属書第４巻第４章付録Ａ

のガイダンス・マテリアルに記述があるが、運航者に対する規程である

第６附属書やＰＡＮＳ－ＯＰＳにはこの記載がないこと。

(2) Ｂ機の機長が、ＲＡに従い回避操作を行ったことを、降下のための操作を

終えた時点ではなく、回避操作が完了した最接近後の時点で、管制機関に

対し通報を行ったことについては、航空局発行のＡＩＣ及び日本航空(株)の

ＯＭ SUPPLEMENT及びOperations OrderにおけるＲＡが作動した場合の管制機

関への通報の時機に関する記述が関与したものと考えられる。さらに、これ

は、ＩＣＡＯのＰＡＮＳ－ＯＰＳが、この通報の時機について、衝突の危険

が解消された後に、管制機関に対し通報すればよいとの解釈も可能な表現と

なっていることが、影響したものと考えられる。

(3) 本事故において、Ａ機は、ＲＡは作動したものの、これに従った回避操作

を行わなかったため、管制機関への通報を行わなかったものと推定される。

これは、ＩＣＡＯのＰＡＮＳ－ＲＡＣ、航空局発行のＡＩＣ及び日本航空

(株)のOperations Order等の関係規程において、ＲＡの回避指示は出ている

がこれに従えない航空機については、ＲＡが作動している旨を管制機関に対

し通報すべきことを規定していないことによるものと考えられる。

(4) 日本航空(株)のＴＣＡＳに関する規定は、複数の規程類に分散して記載さ

れており、運航乗務員が学習や確認をする場合に見落とす可能性があること

を含め、業務を実施する上で理解しやすいものとするために、なお改善の余

地がある。

ＩＣＡＯの規程類は直接に運航乗務員を拘束するものではなく、また運航

乗務員にとって米国をはじめとする諸外国の規程類について承知しておくこ

とは求められておらず、また実際に、通常はこれらの規程類を参照すること

はない。また、ＡＦＭの記載内容は、通常はＡＯＭやＡＯＭ SUPPLEMENTにも

同内容が記載されることとなるため、運航乗務員は日常の業務をＡＯＭ、

ＡＯＭ SUPPLEMENT等の運航規程の付属書を参照して実施している。したがっ

て、運航乗務員による業務の的確な実施を確保するためには、運航乗務員が

日常的に参照する規程類に、必要な情報を記載するとともに、規程類をわか
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りやすく、使いやすいものとすることが必要である。

(5) 航空交通管制の規程について、管制機関が、航空機におけるＴＣＡＳの回避

指示の作動状況に関する情報の収集と、航空機に対する他の関連航空機に関

する交通情報の提供を適切に行えるようにするため、関係規程の充実を図ると

ともに、切迫した状況においても管制機関と航空機の間の意思疎通が確保でき

るように、運航者側の規程と連携が図られたものとすることが必要である。

3.2.11 運航乗務員に対するＴＣＡＳ関係の教育訓練

3.2.11.1 ＲＡに従う回避操作の判断についての教育訓練

日本航空(株)のＯＭ SUPPLEMENTには、「機長がＲＡに従って操作を行うことが

危険と判断した場合を除き、ＲＡに直ちに従うこと。」と規定されており、ま

た、Ａ機のＡＯＭ及びＡＯＭ SUPPLEMENTには、ＲＡに従い回避操作を行う場合の

具体的な手順が記載されている。

同社の運航乗務員に対する教育訓練では、座学及びフライト・シミュレーター

訓練において、ＲＡが作動した場合の操作方法については、教育訓練が行われて

いたものの、原則としてＲＡに従うべきこと、ＲＡに従う場合と従わない場合の

区別、ＲＡに対する逆操作の危険性等のＲＡに従うことの判断については、特に

重点を置いた教育訓練は行われていなかったものと推定される。Ａ機の運航乗

務員において、ＲＡに従うことの重要性及びＲＡに従わないことの危険性につい

ての認識が十分でなかったのは、このことが関与したものと考えられる。なお、

3.2.10.2項及び3.2.10.8項で述べたとおり、航空局発行のＡＩＣにおいても、ＲＡ

に従うことの重要性及びＲＡに従わないことの危険性は記載されていない。

運航乗務員がＴＣＡＳを活用して確実に接近を回避できるようにするために

は、まずＲＡに従って回避を行うことの判断について十分に教育訓練を行うこと

が必要であり、その中で、例外的な場合を除きＲＡには必ず従うべきこと、ＲＡ

に従う場合及び例外的に従わない場合にはどのような場合があるか、管制指示と

ＲＡが相反した場合の対応、ＲＡに対する逆操作の危険性等について、様々な状

況を設定して教育訓練すべきである。また、ＲＡに従うために管制指示に従えな

いときの管制交信の用語例として定められている、｢UNABLE TO COMPLY, TCAS RA｣

を、どのような場合に使用して通報を行うことになるかを、知識の付与ととも

に、実践的な状況を模擬して教育訓練しておくことが望ましい。

3.2.11.2 ＴＣＡＳに関する座学の教育訓練

座学については、2.14.2.1項に記載した座学が、ＴＣＡＳに関する認定訓練時

に行われていたものと推定される。これらの教育訓練に関して、ＴＣＡＳが相手
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機との間で相補調整されていることによるＲＡに対する逆操作の危険性や、ＲＡ

に従わないで管制指示を優先した場合の危険性について、具体的に例示した教材

はなかったものと考えられる。しかし、平成１０年度に限り、上記の危険性や相

補調整等についてビデオを用いた講習が行われ、Ａ機の機長、及びＢ機の運航乗

務員は、この知識を得る機会があったものと推定される。しかし、Ａ機の副操縦

士及び副操縦士昇格訓練中の操縦士は、上記のビデオを見る機会はなかったもの

と推定される。

ＰＦ及びＰＮＦにとってのＴＣＡＳ情報表示器の適切な利用方法、ＴＣＡＳ情報

表示器を利用した相手機の動きの確認方法、ＴＣＡＳに関する管制機関への通報の

ための用語と通報の実施時機、高々度においてＴＣＡＳが作動した場合の航空機の

性能等のＴＣＡＳに関する知識教育が十分であったとは言えないと考えられる。

3.2.11.3 ＴＣＡＳに関するフライト・シミュレーターを利用した教育訓練

(1) 日本航空(株)で実施されているＴＣＡＳ関連のフライト・シミュレーター

を利用した教育訓練は、定期訓練の中で行われている。その方法は、Ａ機の

運航乗務員の場合、ＴＣＡＳを模擬した装置を装備しているフライト・

シミュレーターでこの訓練が実施されており、ＴＣＡＳ情報表示器上に接近

してくる相手機を表示し、まずＴＡが作動し、次にＲＡが作動した際に、訓

練を受ける運航乗務員がＲＡの回避指示に従って回避操作を実施するという

ものであった。また、Ｂ機の運航乗務員の場合、ＴＣＡＳを模擬した装置を

装備していないフライト・シミュレーターであったため、ＴＡ/ＲＡの音声を

流すことにより回避操作の訓練を行わせていた。しかし、これらの訓練にお

いては、ＴＣＡＳが作動する際に関連して発生し得る様々な状況や、本事故

におけるような逆操作の危険性等についての訓練は、特に実施されていな

かったものと推定される。

また、管制指示とＲＡ指示が相反する場合についてのフライト・シミュレーター

を利用した訓練は行われていなかったと推定される。

(2) 高々度においてＲＡの上昇指示に対応する場合には、回避操作の程度によ

ってはバフェットや失速に陥る可能性があると考えられる。また、運航乗務

員は、バフェットや失速に陥らないまでも、最高運用高度付近の高々度にお

いて、ＲＡ指示に従って上昇することを、相当困難な操作と判断する可能性

が考えられる。

しかし、ＲＡは接近の可能性のある相手機のＴＣＡＳと相補調整を行って

おり、上昇指示に対しては、当該指示を遵守すべきである。3.2.3.7項(3)で

述べたとおり、航空機の性能から上昇できない場合には、ＴＣＡＳの機能
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上、上昇指示は抑制されることとなっているが、Ａ機は上昇指示を抑制され

ていないので、上昇は可能であったと考えられる。また、3.2.3.7項(2)で述

べたとおり、高々度において、ＲＡに従って上昇を行う場合、エンジン推力

に余裕がないと考えられる場合でも、運動エネルギーを位置エネルギーに変

換することにより一時的な上昇を行って高度を確保することも可能であると

考えられる。

一方、Ａ機の定期訓練内容が記載されている同社の PILOT FLIGHT TRAINING

GUIDE によれば、ＴＣＡＳ訓練の実施高度は教官の裁量ではあるが、訓練飛

行高度と時間経過を線図で示したいわゆる山型の訓練パターンによれば、高

い高度は１１,０００ft又は５,０００ftとなっている。このため、Ａ機の機

長は、本事故においてＴＣＡＳが作動したときの３７,０００ft付近の高々

度を想定したＴＣＡＳの回避操作については、訓練経験がなかったものと推

定される。

また、Ａ機の機長が、ＲＡの指示よりも管制指示を優先したことに関し、

定期訓練において、航空機の性能限界に近い高々度におけるバフェットから

の回復や、運動エネルギーを位置エネルギーに変換するなどにより上昇を行

う等の訓練が実施されていなかったことが関与した可能性が考えられる。

これらのことから、定期訓練等においては、フライト・シミュレーターを使

用して、高々度におけるＲＡに従った回避操作や、この回避操作中の操舵方法

によっては発生する可能性のあるバフェットに陥った状態からの回復等に関

する訓練を実施し、高々度における操作について経験しておくことが望ましい｡

(3) Ａ機の場合、東京ＡＣＣからの指示に従って降下したが、ＴＣＡＳは、こ

の間、正常に作動していた。Ａ機の運航乗務員は、ほとんど全員がＢ機を回

避するため、Ｂ機の動きに注意力を集中していたと推定される。

Ａ機の運航乗務員の業務分担については、Ａ機のＡＯＭ及びＡＯＭ

SUPPLEMENTによれば、本来は、ＰＦがＰＦＤにより回避操作を行うが、本事

故は、ＰＦが相手機の動きを目視により確認しているため、ＰＮＦはＡＯＭ

SUPPLEMENTに記載されているように、ＴＣＡＳ情報表示器上で相手機の動き

の変化を確認し、ＯＭに記載されているように、ＰＦに適切に助言すべきで

あったと考える。しかし、本事故におけるＡ機の飛行では、外部監視、ＴＣＡＳ

の表示変化の確認等の運航乗務員間の業務分担が操縦室内で適切に行われな

かったことが考えられる。

ＴＣＡＳの指示に従って回避操作を行っている状況で、ＡＯＭ及びＡＯＭ

SUPPLEMENTに記載された運航乗務員間の連携が適切に行われるよう、ＰＦ及

びＰＮＦの役割と連携についての適切な教育訓練が行われる必要がある。
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(4) フライト・シミュレーター訓練においては、各種の状況設定のもとで

ＴＣＡＳによる回避操作を訓練することが必要である。この訓練において、

ＲＡに従うことの判断、ＲＡに対する逆操作の危険性、ＰＦとＰＮＦの業務

分担、必要な場合における適切な助言、各種状況におけるＴＣＡＳに関する

標準的な用語を用いた管制機関への通報、及び高々度における回避操作につ

いて実践的な訓練をすることが必要であり、これらはＣＲＭ、ＬＯＦＴ等、

実際を模擬した状況のもとで課題を解決することを目指した訓練として行う

ことが望ましい。

3.2.12 航空管制官に対する教育訓練

3.2.12.1 航空管制官のＯＪＴ

本事故は、管制機関において、航空管制官に対する実務を習得させるための

ＯＪＴを兼ねて航空管制業務を実施している間に発生したものであり、その際、

訓練監督者が訓練中の航空管制官に対し訓練を実施していた。訓練の実施方法に

ついては、2.13.2.4項で述べたとおり、東京ＡＣＣの管制業務処理要領に「技能

証明未取得者に対する訓練について」が定められているが、訓練監督者の資格要

件や選定方法、訓練を実施する際の具体的な留意事項等を更に詳述した規程類は

ない。

本事故では、訓練監督者が訓練中の航空管制官に対し、ＣＮＦ作動前の時機に

それまでに実施した業務の解説を行っていたが、ＯＪＴ実施中の指摘事項につい

ては、記憶が鮮明なうちに指摘した方が効果的ではあるものの、それに時間を要

するとレーダー表示画面上の航空機に対する状況認識が不十分となるおそれがあ

る。ＯＪＴの実施に当たっては航空交通管制業務を最優先とし、業務実施中の解

説はできるだけ避け、これを行う場合でも最小限とすべきである。

ここで、業務実施中にそれまでに実施した業務に対する解説を行う場合、訓練

監督者は、少なくとも次のような事項に留意する必要があると考える。

① 解説を行うのに適当な時機の把握。

② 解説を行う前に再度、航空交通の状況について確認すること。この場合、

訓練監督者は訓練中の航空管制官との間で相互確認を行うこと。

③ 訓練中の航空管制官は、訓練監督者の解説内容に意識が向けられ、航空交

通の把握が疎かになりやすいこと。

④ 運航票等から新たな航空交通の流れを予想しておき、実施した業務につい

ての解説が終了した後には、予想される航空交通を訓練中の航空管制官に

ブリーフィングすること。

⑤ 管制交信が必要となった場合には解説を直ちに停止し、交信により必要と
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なった措置が完了したと判断されるまで解説を再開しないこと。

⑥ 詳細な解説が必要と判断される部分については、ＯＪＴ終了後に解説を行

うこと。

また、レーダー表示画面上の航空機の動きの録画記録や管制交信の録音記録を､

ＯＪＴ実施後に再生し、解説を行う方式について検討すべきである。さらに、今

後の航空安全のためには、訓練を受けている航空管制官が能力的に限界に達し負

担を感じるような交通状況となった場合には、訓練監督者が、オーバーライドし

て航空管制業務を交代するか、訓練を受けている航空管制官が自ら躊躇すること

なくそのことを申し出ることができる訓練環境を作り、維持することが必要であ

る。

その他、訓練監督者に関しては、3.2.12.2項に記載する。

3.2.12.2 訓練監督者に対する教育訓練

訓練監督者はＯＪＴを実施する場合には、訓練中の航空管制官の技量を十分に

把握しておく必要があり、航空交通の状況により、訓練中の航空管制官の判断に

委ねられる状況と自ら管制交信を行う状況とを見極める必要がある。

本事故の場合、訓練監督者は、訓練監督者としての業務以外に、レーダー調整

席の業務の一部を行ったと考えられ、このためセクター内の航空交通の状況や訓

練中の航空管制官の動向を十分に把握できなかったと考えられる。訓練監督者

は、常に管轄区域を飛行中の航空機の動きを把握し、訓練中の航空管制官の繁忙

度や管制指示の内容を慎重にモニターすべきであった。

ＣＮＦ作動前の時機に、訓練監督者は訓練中の航空管制官にそれまでに実施し

た業務の解説を行っていたが、その場合には3.2.12.1項に述べた事項に留意した

上で実施する必要があったと考える。

2.13.2.4項で述べたように、東京ＡＣＣの管制業務処理要領では「監督者は、

訓練生に対し全面的な責任をもって訓練を実施する。」と記述されているが、訓

練監督者に対し、その役割を適正に果たすように期待するためには、訓練監督者

に対し訓練実施方法に関する教育訓練を行い、訓練監督者としての知識や能力が

身に付いていることを訓練に従事する前に確認しておくことが必要である。

3.2.12.3 航空管制官の連携に関する教育訓練

東京ＡＣＣでは同一セクター内で業務に当たる航空管制官の連携や協力につい

て、特に定められた規程はなく、また教育訓練も実施されていない。本事故につ

いて、その経過を見直すと、3.2.8.2項で述べたように、レーダー調整席の航空管

制官が助言又は協力することが可能であった場面が幾つかあると考えられる。
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しかし、他の航空管制官に助言を行うなどの連携や協力は、日常的にそのため

の教育訓練を行い、連携や協力を行いやすい職場環境を作るとともに、個々の航

空管制官の意識を高めておくことにより、初めて円滑に行えるものである。

また、本事故においては、隣接セクターとの間の調整で訓練監督者の意識が

レーダー表示画面上から離れたことによる要因も考えられることから、セクター

間の連携に係る訓練も行われるべきである。

そのためには、運航乗務員が実施しているＣＲＭやＬＯＦＴと同様の訓練手法

を航空管制官にも取り入れることが有効である。

3.2.12.4 ＣＮＦ作動時の対応に関する教育訓練

ＣＮＦ作動時の対応に関して、航空管制官に対する特別の訓練は実施されてい

ないことについては、2.12.4.2項で述べたとおりである。しかし、ＣＮＦが作動

した場合や、航空管制を行っている航空機においてＲＡが作動する場合に、航空

管制官が適切に対応できるようにするためには、次のような点について、レーダー･

シミュレーターによる教育訓練の際やＴＣＡＳに関する教育訓練の際に、併せて

ＣＮＦ作動時の対応に関する教育訓練も実施すべきである。

① ＣＮＦは、通常、規定の管制間隔が欠如する３分前に作動するが、航空機が

飛行する経路によっては作動開始時機が遅れること、及び管制指示若しくは許

可の発出時機によっては管制間隔が欠如する状態で初めて作動することがあり

得ることを、具体例を示して教育すること。

② 意図していなかった航空機相互間でＣＮＦが作動した場合における基本的な

対応方法。

③ ＣＮＦの作動時機が規定値より遅れた場合、航空機におけるＲＡ作動までの

間の、航空機との交信において留意すべき事項。

3.2.12.5 航空管制官に対するＴＣＡＳ関係の教育訓練

航空管制官に対するＴＣＡＳに関する教育訓練は2.14.2.2項で述べたとおり、

運航乗務員からＲＡによる回避の通報があった場合の対応について、管制方式基

準において記載されたことを受けて、航空保安大学校では１時間、同岩沼分校で

は航空路レーダー研修において１.５時間の研修が行われていた。講義の中で

ＴＣＡＳに関する概略の説明を行い、ＴＣＡＳの紹介ビデオ等を見せている。航

空保安大学校においては平成９年度以前、同岩沼分校においては平成６年度以前

にはＴＣＡＳに関する授業は行われていなかった。このため、年齢の若い訓練中

の航空管制官は航空保安大学校岩沼分校においてＴＣＡＳに関する講義を受講し

ていたが、訓練監督者及びレーダー調整席の航空管制官は受講する機会はなかっ



- 154 -

た。このため２人は、ＴＣＡＳが搭載されている航空機の範囲、ＴＣＡＳの機能

と作動条件、相補調整機能、ＲＡ作動時の管制機関への通報、ＲＡ作動時の管制

機関の対応についての十分な知識はなかったものと考えられる。

ＴＣＡＳの紹介ビデオは、操縦士のために用意されたもので、作動原理や一般

的なＴＣＡＳ作動のしきい値等のＴＣＡＳに関する概略の説明が行われている。

特に航空管制官に対するＴＣＡＳに関する座学では、次のようなものが必要であ

ると考えられる。

① ＴＣＡＳの搭載が義務付けられている航空機の範囲。

② ＴＣＡＳの回避指示が作動する場合の飛行高度ごとの時間しきい値、及び

その時の代表的な関連機相互間の距離との関係。

③ ＴＣＡＳⅡ搭載機同士ではＲＡの作動に際して相補調整が行われること。

④ ＲＡが作動するような差し迫った状況における管制指示の在り方、及びＲ

Ａに従った回避操作を支援するような情報提供の在り方。

⑤ 航空機からＲＡに従い上昇中又は降下中である旨の通報があった場合は、

管制指示を出すことを差し控えることを基本とし、代わりに実施可能な範囲

で適切な交通情報を提供すべきこと、及びその場合の対応。

⑥ ＴＣＡＳに関連して、諸外国を含めた異常接近報告書等に記載された航空

機による衝突回避の実例を収集し、紹介すること。

また、上記の内容を加味したレーダー・シミュレーター等を利用した定期訓練

の実施も検討する必要がある。その他、運航乗務員と共に操縦室へ搭乗する機会

を増やすことによりＴＣＡＳの作動環境を知る機会を得ることも必要である。

3.2.13 負傷に至る経緯

3.2.13.1 乗客の負傷及びシートベルトの着用状況

乗客の口述によると、Ａ機は、離陸後約２０分が経過したころ、数回の動揺が

あった直後に急激に降下している。

当時の客室内の状況は、シートベルト着用サインが消灯、ＣＡによるサービス

開始から約５分後で、乗客がシートベルトを外したり、また、シートベルトを緩

めたりして、くつろぎ始めて間もないころであったものと考えられる。

乗客が負傷に至った状況は、2.10.2項及び2.10.3項に述べたとおり、急激な降

下に伴う機体動揺により、身体が浮揚及び落下し、天井、床及び座席等に当たっ

たことによるものが大部分であったが、この動揺で飛んできた乗客の機内持ち込

み手荷物等が身体に当たったことによるものもあったと推定される。

シートベルト着用の状況については、乗客全員に関する確認調査は困難である

ため、負傷者以外で無作為に抽出した約１割強の乗客から聞き取り調査を行った
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結果、シートベルトの着用者が９０％を超えていたことから、負傷しなかった乗

客３２３名の９０％に当たる２９１名はシートベルトを着用し、１０％に当たる

３２名はシートベルトを着用していなかったものとして、全乗客のシートベルト

着用率、並びにシートベルト着用者及び非着用者別の負傷率を推算した。ただ

し、負傷者のうち、シートベルト着用状況が不明であった重傷者１名及び軽傷者

１６名はシートベルト非着用に含めた。

すなわち、負傷者８８名の中で着用が判明している者５３名と、上記の負傷し

なかった着用者２９１名を合計した３４４名を着用者の総数とした。全乗客数は

４１１名であるので、全乗客のシートベルト着用率は、約８４％と推定される。

また、全乗客数４１１名から着用者の総数３４４名を差し引くと、非着用者の

総数は６７名となり、一方、負傷者の総数８８名から、そのうちの着用者５３名

を差し引くと、負傷者のうち非着用者数は３５名となる。

上記で求めたシートベルトの非着用者の総数及び着用者の総数を使用し、

シートベルトの非着用者及び着用者別に乗客の負傷率を求めたところ、非着用者

が約５２％、着用者が約１５％であった。同じく、乗客の重傷負傷率を求めたと

ころ、非着用者が約７.５％、着用者が約０.６％であった。（下表参照）

乗客の負傷者及び重傷者に対する負傷率

ｼｰﾄﾍﾞﾙﾄ区分 乗客数(名) 負傷者数(名) 負傷率 重傷者数(名) 重傷負傷率

非着用者 ６７ ３５ ５２％ ５ ７.５％

着用者 ３４４ ５３ １５％ ２ ０.６％

合計 ４１１ ８８ ――― ７ ―――

（注）シートベルトの着用状況が不明なもの（負傷者数のうち１７名及び重傷者

数のうち１名）は、非着用者に含めた。

これらの数値から考えられることは、明らかに、シートベルト着用者の負傷率が

非着用者の負傷率より低く、身体の浮揚を防止するという効果が示されている。

特に、重傷者についてみると、シートベルト着用により負傷の程度を大幅に軽

減することができると考えられる。

なお、同ベルトを着用していても１５％もの負傷率となったのは、ベルトの着用

が緩いなど不適切であった者が多数負傷したことが関与したものと考えられる。

3.2.13.2 ＣＡの負傷及び機内サービスの実施状況

ＣＡは、受け持ちのコンパートメント内の乗客に対するサービス及び安全に対

する気配りが要求されるという業務上の性格から、同社のＯＭに記述されたとお
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り、基本的には、機長の指示による以外、ハーネスを着用して着席することはな

いと考えられる。

当時、ＣＡは機内サービスが開始され、各コンパートメントの前方から２～３列目

付近で作業中であったため、全員が、突然の機体の降下に対し、ハーネスを着用

できる状況になかった。

したがって、ＣＡの全員が負傷するに至った状況は、浮揚しようとするギャレー

カートを押さえきれず、身体とギャレーカートが一緒に浮揚して、その後落下し

たことによるものと推定される。

その浮揚及び落下の程度についてみると、客室の前方部ではＣＡが天井パネル

に当たるほど浮揚したものの、ギャレーカートが元の位置に倒れずに立ったもの

があったのに対し、後方部ではＣＡがパネルが外れるほど天井に当たり、すべて

のカートが横転し、さらに、内１名のＣＡと使用中のカートが、天井パネルを突

き破り､天井裏に跳ね上げられていた。このことから、客室内における動揺の程度

は、機体の前方部（２階客室を含む）に比べ後方部の方が激しかったと考えられ

る。

ＣＡは、業務の性格上、ギャレーカート使用の如何にかかわらず、機内移動を

余儀なくされており、ＣＡに対する安全対策が必要である。

その際には、シートベルトを着用していなかった乗客の中にも、ひじ掛けにつ

かまるなど、手足で衝撃を緩衝したことにより負傷を免れた者がいたことが参考

になるものと考えられる。

また、ギャレーカートと一体となって業務をしているＣＡは、今回のように急

激な機体動揺に遭遇した場合、浮揚すると危険なギャレーカートを反射的に押さ

える行動をとっており、ギャレーカートとの関連をも考慮した効果のある安全対

策が必要である。

これらのことから、3.2.15.4項で述べるギャレーカートの安全対策に加え、

ＣＡ及び乗客の客室内の移動時における安全対策として、通路からつかまりやすい

ハンド・グリップ等の設備の設置を検討する必要がある。

3.2.14 救急活動

3.2.14.1 客室内における救急活動

本事故は、運航乗務員と客室乗務員の相互間において、機体の揺れに関する事

前の情報伝達及び連携を取れない状況下で発生したことから、揺れ始める前に何

らかの予防的な対応をとることはできなかったものと推定される。

ＣＡ及び乗客の口述によると、事故発生後にシートベルト着用サインは点灯し

なかったが、ＣＰによる機内アナウンスにより、乗客に対しシートベルト着用を
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徹底したものと推定される。

その後、ＣＡによる乗客の被害状況に関する客室内の点検は、混乱状況の中、

自らの負傷を顧みる暇もないまま実施され、また、操縦に携わらない運航乗務員

も応援し、救急活動が実施されていた。この救急活動は、各ＣＡの担当区分を中

心とし、乗客への声掛けによる負傷程度の確認及び負傷者に対するメディカル・

キット等による応急処置、また、医師等の助言が得られない状況にあったが、ＣＡ

を含む重傷者への措置など、乗務員間の適切な連携による対応が取られていたも

のと推定される。

しかし、ＣＡによる負傷者の状況や負傷者数の取りまとめは、時間的制約と混

乱の中で、必ずしも十分なものとなっていないまま、運航乗務員に伝達されたも

のと考えられる。このことについては、ＣＰ及びＣＡが客室内の救急活動に追わ

れたことにより、客室内の状況を正確に把握することが困難であったことによる

と考えられる。

一方、当時、副操縦士が社内用無線により、東京空港支店に対し行った乗員乗

客の負傷等に関する報告内容は、ＣＶＲ記録に残されていた１６時３８分０６秒～

同３９分０２秒ごろの記録によると、負傷者が乗客５名及びＣＡ１名計６名、救

急車の要請が２台となっていた。なお、同ＣＶＲには、記録されていた冒頭部分

にあたる同２５分５５秒～５７秒に男性の声で「既に、救急車手配してます」と

の記録も残されていた。

3.2.14.2 地上における救急活動

日本航空(株)の羽田空港支店が、Ａ機から事故発生に関する情報を入手したの

は、事故発生の約２５分後で到着予定時刻の約２５分前、１６時１９分ごろであっ

た。この時の情報では、負傷者数は不明となっていた。同支店では１１９番通報

をし、とりあえず救急車１台の出動を要請した。

また、東京消防庁は、１６時２４分ごろに通報を受け、これによって東京国際

空港近傍の蒲田救急隊等に出動指令を出した。その後、救急車は、Ａ機が到着す

る約１０分前に空港の指定場所に到着し待機した。

救急車の出動は、当初、１台であったのに対し、救急隊がＡ機のスポット到着

直前に確認できた負傷者が６名、その後、機内における負傷者の確認及び応急処

置時、及び現場救護所における応急処置時と、各段階ごとに確認された負傷者数

が増加し、そのたびに応援要請が行われた。当日の救急活動に対する出動は、病

院搬送用救急車を含む救急活動車両計４３台、出動隊員数１５５名に及んだ。

この結果、負傷者の応急処置には、Ａ機がスポット到着後の１６時５０分から

約３０分間、病院への搬送には、１７時２０分ごろから約１時間半を要すること
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となったものと考えられる。

このことについては、上記3.2.14.1項で述べたとおり、事故発生後の時間的制

約と混乱の中で客室内の状況を正確に把握することが困難であったと考えられる

ことから、Ａ機からあらかじめ地上に対し、結果的にみると必ずしも正確な情報

が伝達されず、同空港到着後における迅速な救急活動に影響したことが考えられ

る。

3.2.15 ギャレーカートによる客室の破損と安全対策

3.2.15.1 客室の破損

本事故により、Ａ機の客室内の天井パネルが数カ所破損していた。これについ

ては、ギャレーカートを使用して機内サービス中のＣＡがサービスしていた位置

と、破損した天井パネルの位置がほぼ一致している。したがって、天井パネルの

破損はＣＡ及びギャレーカートが浮揚した際に当たったことによるものと推定さ

れる。

客室内では一部の床板が破損していたが、これはギャレーカートの多くが

キャスターなど下部が破損していたことから、ギャレーカートが浮揚した後に

落下した際の衝撃によるものと推定される。

3.2.15.2 ギャレーカートの浮揚、転倒

事故発生時、ＣＡは乗客に飲み物などを配る機内サービスを行っていたが、こ

のサービスには多数のギャレーカートが使用されており、すべてが空中に浮揚

し、そのうちの後方客室にあった１台は通路の天井を突き上げて天井裏まで跳ね

上げられ、付近の空気ダクトを破損し、同ダクトと構造部材の梁の上に乗った状

態で停止したものと推定される。

3.2.15.3 天井裏のギャレーカート

天井裏に跳ね上げられたギャレーカートは、客室へ落下したり、航空機の操縦

系統その他の系統へ損傷を与えたりする危険性があったが、飛行中に客室の床へ

降ろすことは困難であった。このため、周辺の乗客を安全な位置に退避させるこ

とにより、天井裏のギャレーカートは着陸までそのままの状態に置かれた。事故

発生後、Ａ機は出発空港である東京国際空港に引き返し着陸したが、結果的に

は、その間に同ギャレーカートが天井裏から落下することはなかったものと認め

られる。
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3.2.15.4 ギャレーカートの安全対策

Ａ機には、2.12.1.2項で述べたように、ギャレーカートを固定する設備が幾つ

かのドア付近の床面に施されていたが、本事故においては航空機の動揺が予告な

しに突然であったため、その使用が間に合わなかったものと推定される。航空機

の運航中、ＣＡがギャレーカートを使用している際に、急な降下をしたり、乱気

流その他で航空機の姿勢が急激に変化した場合には、ギャレーカートが浮揚し、

あるいは転倒し、乗客乗員の身体生命に危害を加え、また航空機の操縦系統及び

その他の系統に損傷を与えるおそれがある。そのため、機内サービス中のギャレー

カートを固定するなどの方法により、ギャレーカートが浮揚する可能性の低減を

図るなどの新たな施策を検討する必要がある。
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４ 原 因

本事故は、次のことにより発生したものと推定される。

東京航空交通管制部は、左旋回をしながら上昇中であったＡ機（日本航空９０７便)

と巡航中であったＢ機（日本航空９５８便）との接近を示すＣＮＦ（異常接近警報）

が作動した際に、Ａ機とＢ機の便名を取り違え、上昇中のＡ機に対し降下指示を発出

した。Ａ機は、この管制指示により降下操作を開始し、その直後にＴＣＡＳ（航空機

衝突防止装置）において上昇を指示するＲＡ（回避指示）が作動したが、引き続き管制

指示に従って降下操作を継続した。Ａ機とＲＡに従って降下したＢ機とは、互いを視

認しながらも異常な接近の状態となり、最接近の直前に双方が目視による回避操作を

行い、その際、Ａ機は、Ｂ機と接近交差する直前にＢ機の下方を通過しようとして、

更に急激な降下をしたため、乗客及びＣＡ（客室乗務員）が浮揚落下して負傷した。

なお、本事故には、以下の要因が関与したものと推定される。

(1) 東京航空交通管制部がＡ機とＢ機の便名を取り違えて上昇中のＡ機に対し降

下指示を行ったことについては、航空交通が輻輳している関東南Ｃセクターを

管制していた訓練中の航空管制官及び訓練監督者がＣＮＦが作動した際に、切

迫した状況下で心理的に動揺し、訓練中の航空管制官が言い間違いにより意図

した便名と異なる便名を発したこと、訓練監督者も訓練中の航空管制官による

便名を取り違えた降下指示に気付かなかったこと、及びＡ機からこの降下指示

に対する復唱があったときに、両者とも意図していた便名と復唱された便名の

違いに気が付かなかったこと。

(2) 訓練中の航空管制官及び訓練監督者がＣＮＦが作動した際に心理的に動揺し

たことについては、ＣＮＦが作動するまでＢ機を失念していたこと、及びＣＮＦ

が規定の管制間隔が欠如する３分前に作動せず、約２分３０秒遅れて最接近の

約１分前に作動したため、管制間隔を維持することが極めて困難となり、接近

回避の指示を限られた時間内で緊急に行うことが必要と感じたこと。

(3) 訓練中の航空管制官がＢ機を失念していたことについては、Ｂ機のレーダー･

ハンドオフ及び通信設定を行った時機に、Ａ機の承認高度と同じ高度を飛行し

経路が交差するＣ機（アメリカン航空１５７便）とＡ機との管制間隔を確保す

るため、Ｃ機への呼び出しを２回行ったが、Ｃ機とは通信設定が終了していな

かったため、これらに対する応答がなく、このため意識がＣ機に向いたままで

あったこと、Ｂ機との通信設定の直前に便名の類似したＤ機（日本航空９５２便)

との交信があり、また直後にも引き続きこれら以外の航空機との交信があった

ため、Ｂ機の存在について記憶への定着が不十分となったこと、及びその後
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訓練監督者からそれまでに実施した業務の解説を受けていた間に、レーダー表示

画面上での航空交通の状況の再確認を行わずＢ機を失念したままの状態になっ

たこと。

(4) 訓練監督者がＢ機を失念していたことについては、Ｃ機に関しＡ機との間隔

設定のため隣接セクターとの調整を行っていたこと、Ｃ機への呼び出しに意識

が集中していたこと、レーダー表示画面上での航空交通の状況の再確認を行う

ことを優先すべき時機にこれを行わずに、それまで実施した業務に関して訓練

中の航空管制官に対して解説を行い、このためＢ機を失念したままの状態に

なったこと、及び適切な訓練実施方法に関する訓練監督者としての教育訓練を

受けていなかったこと。

(5) ＣＮＦが規定の管制間隔が欠如する３分前に作動しなかったことについて

は、航空路レーダー情報処理システムが航空機の旋回による接近について、あ

らかじめ、その可能性を旋回による経路変化を考慮して探査する機能を有して

いなかったこと。

(6) Ａ機がＲＡの上昇指示に従わなかったことについては、機長が、ＲＡの作動

前に管制機関からの降下指示を受けＲＡ作動時には降下操作を開始していたこ

とからいったん実行に移し始めたことを変更することが心理的に難しかったこ

と、管制指示は管轄空域の飛行状況の全般を見て管制間隔を保つために発出さ

れていると考えたこと、Ｂ機を継続して視認できていたこと、Ａ機の高々度に

おける性能に対する懸念等から再度上昇するよりも降下を継続することが適切

なものと判断したこと、さらに、ＲＡに対し逆操作を行うことの危険性につい

て認識が不十分であったこと。

(7) Ａ機が降下し続けたことについては、Ａ機の運航乗務員においては、降下し

ているＢ機との高度差やＢ機の動きの的確な把握が目視では難しかったこと、

ＲＡに対し逆操作を行うことの危険性に対する認識が十分でなかったこと、

ＴＣＡＳ情報表示器を利用した状況認識が十分でなかったこと、及び機長に対

し他の運航乗務員からＲＡに従うべきとの適切な助言がなされなかったこと。

(8) Ａ機の機長がＲＡに対し逆操作を行うことの危険性について認識が不十分で

あったこと及びＲＡの上昇指示があったにもかかわらず降下したＡ機の機長に

対し他の運航乗務員から適切な助言が行われなかったことについては、運航者

の運航に関する規程類の表現がＲＡに対する逆操作を行うことは危険であると

の認識を持たせるには十分でなかったこと、運航乗務員に対するＴＣＡＳに関

する教育訓練が十分でなかったこと、及びＣＲＭ訓練においてＴＣＡＳに関連

した業務分担に関する対応訓練は行われていなかったこと。
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(9) 運航者の運航に関する規程類の表現が十分でなかったことについては、航空

局発行のＡＩＣやＩＣＡＯの運航に関する規程にＲＡに従うべきこと及びＲＡ

に対する逆操作を行うことの危険性について、明記されていなかったこと。特

に、運航乗務員が管制指示とＲＡの回避指示を同時に受け、それらが互いに逆

指示となった場合に、ＲＡに従うべきことが明記されていなかったこと。

(10) 乗客が負傷したことについては、本事故の発生が、シートベルト着用サイン

が消灯し、機内サービスが開始されたころであったため、シートベルト非着用

者が多数おり、これらの者は、主として機体動揺時に身体が跳ね上げられて落

下したこと。また、シートベルト着用者で負傷した者にあっては、主として、

その着用状況が不適切であったこと、及び跳ね上げられた者が落下の際に当たっ

たこと。

(11) ＣＡが負傷したことについては、機内サービス中であり、機体動揺時に

ギャレーカートをギャレーに戻す等の時間的余裕がなかったため、ギャレー

カートを押さえきれずギャレーカートと一緒に浮揚落下したこと、及び突然の

機体動揺に対して身体を支える手段がなかったこと。
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５ 参考事項

５.１ 本事故の調査の経過報告及び建議に対し国土交通省航空局が講じた措置

平成１３年６月２２日に、航空事故調査委員会（当時）が本事故に関する調査の経

過報告とともに行った建議に対し、平成１３年９月２１日付けで国土交通省航空局か

ら、次のような趣旨の回答があった。（建議については、別添６参照）

5.1.1 管制機関と航空機との間の意思疎通の改善

航空機衝突防止装置の回避指示発生状況及び回避指示によるパイロットの回避状

況を航空管制官が適切に把握できるよう、飛行中の航空機に搭載されている航空機

衝突防止装置が回避指示を発生した場合には、回避指示の指示内容（上下回避指示

方向）及び回避指示が終了した旨の情報などの回避指示情報を管制レーダー画面上

に表示し、航空管制官に提供するなど、管制機関と航空機との間の意思疎通が迅速

かつ確実に行えるような通信手段及び交信方法の構築を図ることとしている。

5.1.2 管制機関と航空機との間の連携向上のための教育訓練の改善

航空機衝突防止装置の回避指示発生状況及び回避指示によるパイロットの回避状況

が管制レーダー画面上に表示された場合に、航空管制官が適切に対処できるよう､

「回避指示」表示機能を有したレーダー・シミュレーター等を用いた訓練を実施す

るとともに、航空機搭乗訓練（パイロット側の状況等について理解を深めるため、

航空管制官が航空機の操縦室に同乗して行う訓練）の実施機会を増やすなど、管制

機関と航空機との間の連携を向上するための教育訓練の充実を図ることとしている｡

5.1.3 ＴＣＡＳのＲＡが作動した場合の対応に係る実態の調査・分析及び改善

航空機衝突防止装置の回避指示が作動した場合の対応については、学識経験者、

管制経験者、パイロット、航空機衝突防止装置の研究者、航空局等で構成される検

討委員会において、実態について調査分析し、必要に応じ、改善のための方策を検

討することとしている。

５.２ 国土交通省航空局による本事故の再発防止のための安全対策

国土交通省航空局では、平成１３年６月２７日に、本事故の再発防止に向けて、5.2.1

項から5.2.7項の事項を内容とする安全対策を取りまとめた。なお、5.1項で述べた建

議に対する措置についても、この安全対策の中に含まれている。さらに、5.2.8項の

対策も講じられている。
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5.2.1 訓練・研修体制の充実

(1) 研修機関の体制強化

(2) 訓練教官に係る訓練体制の強化

(3) 訓練監督者に係る訓練体制の強化

(4) 技量向上のための訓練・研修制度の確立

(5) 対人関係研修の充実（ＴＲＭ研修の導入）

(6) 訓練・研修機器の強化

(7) 訓練、研修時等における要員不足への対応

5.2.2 適性検査等の充実

(1) 航空保安大学校における適性試験を中心とした採用試験の見直し

(2) 航空保安大学校における基礎研修の見直し

(3) 航空管制官の定期的審査制度の導入

(4) 業務実施が困難と判断される者への対応方策の確立

5.2.3 業務環境等の改善

(1) 管制席の役割分担の明確化

(2) 管制席の着席時間の明確化

(3) 能力に応じた昇任制度の導入

(4) 業務、官署の繁忙度及び困難度に応じた処遇の改善

(5) 安全報告制度の見直し

5.2.4 パイロット等との交流の充実

(1) 搭乗訓練の充実

(2) パイロットとの交流会の制度化

(3) クロストレーニングの充実

5.2.5 管制支援システム等の整備

(1) コンフリクト機能の強化

(2) ＴＣＡＳのＲＡ情報をレーダー画面に表示

(3) 航空機順位付け機能の追加等次期管制卓システム導入

(4) 航空情報、気象情報等のグラフィック化



- 165 -

5.2.6 空域・航空路の抜本的再編

(1) ＲＮＡＶの活用による経路の複線化、一方通行化の推進

(2) 航空交通管制部の管轄区域の再編

(3) 広域レーダー進入管制業務の展開

(4) 主要ターミナル空域の再編

(5) 空域管理等の一元化

(6) 航空交通流管理機能、空域管理機能の強化

5.2.7 航空機便名の識別の改善

5.2.8 標準出発経路の高度制限の追加

平成１３年３月２２日、東京国際空港の標準出発経路のうち、OCEAN TRANSITION

に関する高度制限を追加。

５.３ 国土交通省航空局等における管制機器の整備及び要員の配置に関する計画

本事故に対応して、航空局等では、管制機器の整備や要員の配置に関する計画を策

定した。既に実施した内容及び今後の実施計画は以下のとおりとされている。

(1) ＣＮＦ機能の性能向上

平成１３年度 ＲＤＰプログラム改修

(2) ＲＡ情報の管制卓への表示

表示制御装置の改修

平成１５年度 札幌、東京、福岡、那覇管制部

レーダーサイトの更新（モードＳへの対応）

平成１４年度 山田（千葉）

平成１５年度 いわき（福島）、三国山（大阪）

その後、年に約２サイトずつ更新し、約１０年後に完備

(3) 航空管制官の教育訓練の充実

① 再訓練用レーダーシミュレーター（札幌、東京、福岡、那覇航空交通管

制部、岩沼研修センター、及び函館空港ほか１６空港）

平成１４年度 システム設計

平成１４～１５年度 機器購入

平成１５年度 設置工事

平成１５年度末 運用
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② 訓練教官の新規配置

平成１４年度：１５名

釧路、仙台、調布、新潟、八尾、広島、高松、松山、高知、大分、

下地島、帯広、岡山、石垣（以上は空港）、航空交通流管理センター

平成１５年度：１２名

新東京、関西、福岡、宮崎、鹿児島、青森、宮古（以上は空港）

札幌、東京×２、福岡、那覇（以上は航空交通管制部）

５.４ 日本航空(株)が講じた本事故の再発防止措置

本事故後、日本航空(株)が講じた再発防止措置については、以下のとおりである。

(1) 平成１３年２月１日、速報としてOperations Newsで本事故事例を紹介。

(2) 平成１３年２月２日、運航本部長通達により、運航の安全確保のため異常接

近防止策の再徹底を指示。

(3) 平成１３年３月５日、ＴＣＡＳの運用に関してOperations Order GENE-94を

発行。

(4) 平成１３年３月１２日、再確認すべき異常接近防止関連の規定・情報類につ

いてOperations Newsで周知。

(5) 平成１３年５月１４日、ＴＣＡＳに関する補足説明の Operations Information 5

を発行。

この内容は、ＴＣＡＳによる脅威機の検出原理、相補調整、高々度でも余剰

推力と速度エネルギーを上昇率に変換することにより上昇可能なこと等が記載

されている。

(6) 平成１３年９月１４日、具体的な運用要領を定めたOperations Order GENE-100

を発行。

この内容は概ね、ＴＡ作動段階における進路権等に基づく衝突予防に対す

る留意。ＲＡ作動後については、ＲＡに直ちに従うこと。ＲＡに従って回避

操作を行ったにもかかわらず危険性が増大したと機長が判断した場合、他の

操作による回避に努めること。その場合でも、ＲＡ指示の逆操作は両機の間

隔が著しく減少する可能性があること。管制機関に対する通報は、回避操作

開始後、可能な限り速やかに行うこと等が記載されている。
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６ 国土交通大臣への勧告及び建議

航空・鉄道事故調査委員会は、平成１３年６月２２日に本事故の調査に関する経過

報告の際に行った建議を踏まえ、本事故に関する調査の結果に基づき、航空事故の防

止を図る上で特に必要と考えられる事項について、以下のとおり勧告する。また、航

空事故の防止、航空安全の確保及び事故調査の的確かつ円滑な実施を図るために必要

と考えられる事項について、以下のとおり建議する。

Ⅰ 勧告

１ 航空交通管制業務の確実な実施

航空交通管制業務の確実な実施を図り、航空交通の安全を確保するため、航空管

制機器の改良及び航空管制官に対する教育訓練について、次に掲げる措置を講ずる

必要がある。

(1) ＣＮＦの作動時機の改善

本事故においては、Ａ機（日本航空９０７便）が旋回飛行をしたことにより、

東京航空交通管制部の航空管制官が使用する航空路管制用レーダー画面上におい

て、ＣＮＦ（異常接近警報）が、Ａ機とＢ機（日本航空９５８便）の間の管制間

隔が欠如する３分前に作動せず、約２分３０秒遅れて作動した。ＣＮＦが作動し

た時には管制間隔の欠如が３０数秒後に迫っており、この時点では管制指示の発

出により両機の管制間隔を確保することが極めて困難な状況であった。航空交通

管制業務の的確な実施のためには、航空管制官が、管制を行っている航空機同士

の接近の可能性を時間的余裕を持って把握し、管制指示の発出によって管制間隔

を確保することが実施可能な時機に、ＣＮＦを作動させる必要がある。

したがって、飛行経路が直線ではなく針路を変えて接近するような場合におい

ても、管制指示の発出により管制間隔を確保することが可能な時機にＣＮＦが作

動する機能を追加すること。

(2) 航空路管制用レーダー画面へのＲＡ情報の表示

本事故においては、航空機にＴＣＡＳ（航空機衝突防止装置）のＲＡ（回避指

示）が作動したことについて、航空機から管制機関へ通報が行われたのは、最接近

を経て衝突の危険が回避された後であった。管制機関が、航空機におけるＲＡの
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作動に適切に対応するためには、できるだけ早い時機にＲＡの作動の情報を入手

する必要がある。このため、下記第２項(2)で記述する運航乗務員から航空管制官

への管制交信による通報に加えて、航空管制官が使用する航空路管制用レーダー

画面に、航空機のＴＣＡＳによるＲＡ情報を表示し、航空管制官が、航空機にお

けるＴＣＡＳの作動状況を迅速、確実かつ容易に把握できるようにすること。

(3) 航空管制官に対する教育訓練

本事故において、東京航空交通管制部が、Ａ機に対して便名を言い間違えて降

下指示を行うこととなった背景には、訓練監督者による訓練中の航空管制官に対

するＯＪＴ（オン・ザ・ジョブ・トレーニング）の実施方法が適切でなかったこと

が考えられる。また、今後の事故防止のためには、航空管制業務における航空管

制官の連携を強化するとともに、航空管制官に対しＴＣＡＳに関する教育訓練を

行うことが必要と考えられる。このため、航空管制官に対する教育訓練につい

て、その充実強化のため次の措置を講ずること。

① 航空管制業務のＯＪＴの実施方法の見直し

航空管制業務のＯＪＴの実施方法を見直し、ＯＪＴ中においても、航空管

制業務の適正な実施が確保されるよう万全を期すること。特に、訓練監督者

が訓練生に対し、業務中にその合間を利用して行う既に実施した業務内容の

解説については、業務中における航空交通の状況の把握に支障とならないよ

うな方法を含め、その実施規定を作成すること。

② 航空管制業務のＯＪＴにおける訓練監督者の資格要件等

訓練監督者の資格要件を明確化した上で、訓練監督者に対しＯＪＴの実施

方法について教育訓練を行い、訓練監督者が必要な知識と技能を身につけて

いることを確認すること。

③ 航空管制官の連携に関する教育訓練

同一セクター内又は隣接セクターとの間の航空管制官の連携を確保するため､

航空管制官に対し、運航乗務員に対して実施されているＣＲＭやＬＯＦＴと

同様の手法により、実際を模擬した状況において、相互の連携について教育

訓練を行うこと。

④ 航空管制官に対するＴＣＡＳ等に関する教育訓練

航空管制官に対し、ＴＣＡＳに関する知識の付与とＲＡ作動の通報を受け

た場合の対応に関する教育訓練の充実を図ること。また、ＣＮＦの作動条件

及び航空機の飛行経路と作動時機の関係について知識の付与を行うととも

に、ＣＮＦが作動した場合の対応、特に予期せぬ状況で作動した場合の対応

方法についても教育訓練の充実を図ること。



- 169 -

⑤ 航空管制官に対する定期訓練

航空管制官に対し、定期的な教育訓練を実施し、ＴＣＡＳに関する知識や

対応方法をはじめとし、常に最新の知識に基づいた航空管制業務を実施でき

るようにすること。また、航空機の管制間隔が欠如したり、航空機にＲＡが

作動するなど、日常の航空管制業務では体験することが少ないと考えられる

事態について定期的に知識の確認や模擬体験を行い、緊急事態に対する対応

能力の維持向上を図ること。

２ 航空機の運航におけるＴＣＡＳ作動への対応

航空機の運航中にＴＣＡＳのＲＡが作動した場合に、運航乗務員がこれに適切に

対応し、また管制機関への通報を迅速に実施することにより、航空交通の安全を確

保するため、次の措置を講ずる必要がある。

(1) 航空機におけるＴＣＡＳの回避指示への対応

本事故においては、Ａ機は、ＴＣＡＳのＲＡが上昇を指示したが、航空管制の

降下指示に従って降下し、一方、Ｂ機はＲＡの降下指示に従って降下したため、

両機が共に降下し異常に接近することとなった。航空事故調査委員会（当時）

は、平成１３年６月、航空機でＲＡが作動した場合の実態調査と改善方策の検討

について建議したが、当委員会におけるその後の検討においては、航空事故の防

止のためには、航空機は、他機との接近が予想されるときには、ＲＡの回避指示

には必ず従うという原則のもとに回避操作を行うことが必要と考えられる。これ

らのことから、平成１３年６月の建議に対応した調査及び検討結果を踏まえた上

で、特にＲＡに従うことが適当でないのはどのような場合に限定されるかについ

て検討を行い、ＲＡへの対応に関し、次の事項について対策を講ずること。

① ＲＡが作動したときに運航乗務員が取るべき対応について、次の点に留意し

て明確化すること。

ａ ＲＡの回避指示には、下記のｃ又はｄに該当する例外的な場合を除き、必

ず従うこと。

ｂ ＲＡと逆の操作をすることの危険性について明確に述べること。

ｃ ＲＡが作動したときに、ＲＡに従うことが適当でない状況があると考えら

れる場合には、それらは具体的にどのような状況であるかを、できる限り明

示すること。

ｄ 運航乗務員が管制指示とＲＡの回避指示を同時に受け、それらが互いに

逆指示となった場合には、原則としてＲＡの指示に従うこととし、例外的に

管制指示に従うべき場合があれば、それは具体的にどのような場合であるか
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を、できる限り明示すること。

② 上記①の結果について、航空局発行のＡＩＣや、運航者の規程に記載するな

どの方法により、関係者に対し周知徹底を図ること。

(2) ＴＣＡＳのＲＡに関する管制機関への通報

本事故において、Ｂ機はＲＡに従って回避操作を行ったが、管制機関に対する

その旨の通報は、最接近を経て衝突の危険が回避された後に行われた。Ｂ機によ

るこの通報は、運航者の社内規程に従って行われたものである。航空事故調査委

員会（当時）は、平成１３年６月に、管制機関と航空機との間の意思疎通が迅速

かつ確実に行えるような通信手段、及び交信方法のあり方についての検討を建議

したところであるが、当委員会におけるその後の検討の結果、特に次の点が必要

と考える。

管制機関において、航空機にＴＣＡＳのＲＡが作動していることを把握し、

航空管制官がそのような状況において適切に対応するために、次の措置を講ずる

とともに関係者に周知徹底すること。

① 運航乗務員は、ＲＡの指示に従い回避操作を行う場合は、管制機関に対しそ

の旨を、回避操作の実施等により困難となる場合を除き衝突の危険が回避され

る以前のできるだけ早い時機に、速やかに通報すべきとすること。

② 上記①について、航空局発行のＡＩＣや、運航者の規程に記載するなどの

方法により、関係者に対し周知徹底を図ること。

(3) ＴＣＡＳに関する国際民間航空機関への働きかけ

上記(1)及び(2)に述べた事項についての、本事故発生当時の我が国における対

応は、ＩＣＡＯ（国際民間航空機関）が定めたＴＣＡＳに関する規程に基づいて

行われていたものと考えられる。このため、我が国において発生した本事故を契

機に、ＴＣＡＳの有効な運用を図るために、ＩＣＡＯに対し、次のように関係規

程の改正を行うよう働きかけること。

① ＩＣＡＯの第６附属書又はＰＡＮＳ－ＯＰＳを改正し、ＴＣＡＳのＲＡには

例外的な場合を除いて必ず従うべきことを記載すること。特に、操縦士が管制

指示とＲＡの回避指示を同時に受け、それらが互いに逆指示となった場合に

は、操縦士はＲＡの指示に従うべきことを記載すること。

② ＩＣＡＯのＰＡＮＳ－ＯＰＳを改正し、第１０附属書第４巻第４章付録Ａの

ガイダンス・マテリアルにあるＲＡに対する逆操作の危険性についての記述

を、ＰＡＮＳ－ＯＰＳにも記載すること。

③ ＩＣＡＯのＰＡＮＳ－ＯＰＳを改正し、操縦士は、ＲＡの指示に従い回避操
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作を行う場合は、管制機関に対しその旨を、回避操作の実施等により困難とな

る場合を除き衝突の危険が回避される以前のできるだけ早い時機に、速やかに

通報すべき旨が明瞭となるような記述とすること。

(4) 運航乗務員に対する教育訓練

本事故においては、Ａ機の機長は、ＴＣＡＳのＲＡが上昇を指示したが、航空

管制の降下指示に従って降下し、また、他の運航乗務員は機長に対し、ＲＡが上

昇を指示していること及びこれに従うべきことを適切に助言しなかったものと推

定される。さらに、Ａ機の機長は、降下を判断するに当たり、高々度における航

空機の上昇性能に懸念があったことを理由の一つとして挙げている。運航乗務員

がＲＡ作動時に適切に対応できるようにするためには、運航乗務員に対する

ＴＣＡＳに関連する教育訓練を、上記(1)及び(2)で指摘した点も踏まえた上で、

次の点に留意して充実強化する必要があり、運航者に対する指導を行うこと。

① ＴＣＡＳに関する教育訓練においては、単にＲＡの回避指示に従って行う操

作方法だけでなく、ＲＡには例外的な場合を除き必ず従うべきこと、ＲＡに従

う場合と従わない場合の区別等の判断方法についても重点をおくこと。特に、

管制指示とＲＡの指示が相反した場合の対応に関し、ＲＡには例外的な場合を

除き必ず従うべきこと、例外的に管制指示に従う場合とはどのような場合か、

及びＲＡに従う場合の管制機関への通報について、教育訓練を行うこと。

② 座学教育においては、ＲＡの回避指示が相手機との間で相補調整されている

ことやＲＡに対する逆操作の危険性の他に、ＰＦ及びＰＮＦにとってのＴＣＡＳ

情報表示器の利用方法、高々度においてＴＣＡＳが作動した場合の航空機の性

能、ＲＡの作動に関する管制機関への通報等についても、教育を十分に行うこ

と。

③ ＲＡに対応した操縦実技の教育訓練については、できる限りフライト・

シミュレーターを使用して、例えば本事故におけるような管制指示とＲＡ指示

が相反する場合など、運航中に遭遇する可能性のある様々な状況を想定し、実

際的な教育訓練を行うとともに、ＲＡに従った回避操作、ＰＦとＰＮＦの業務

分担及び管制機関への通報について、運航乗務員間の連携を確保するため、

ＣＲＭ又はＬＯＦＴによる教育訓練を行うこと。

３ 航空機の乗客のシートベルト着用

本事故における乗客の負傷率を、シートベルトの着用、非着用別に見ると、明ら

かに非着用者の負傷率が高く、特に重傷者については、その違いが顕著であること

が判明した。



- 172 -

航空機が運航中に動揺した場合における搭乗者の安全を確保するためには、シート

ベルトの着用が不可欠であり、航空事故調査委員会（当時）では、平成１１年３月

５日に「運航中の航空機におけるシートベルト常時着用の促進に関する建議」を行っ

ているが、今後とも運航者に対し、運航中の航空機における乗客のシートベルトの

常時着用について一層の徹底を図るよう、措置を講ずること。

Ⅱ 建議

１ 航空交通管制業務の改善

航空交通の安全を確保するためには、航空交通管制業務の実施方法、航空管制

機器の改良及び航空管制官に対する教育訓練について、次に述べる事項を検討し、

所要の措置を講ずることが必要である。

(1) レーダー・ハンドオフと通信設定の確実な実施

本事故においては、Ｂ機のレーダー・ハンドオフ及び通信設定の時点におい

て、訓練中の航空管制官の意識の中に、Ｂ機の存在が十分に定着しなかったこと

が考えられる。航空管制業務において、航空機の存在を失念しないためには、

レーダー・ハンドオフ及び通信設定の時点において、当該航空機の存在について

確実に認識することが基本と考えられる。

このため、航空管制業務におけるレーダー・ハンドオフ及び通信設定の時点に

おける記憶の定着を図り、管制交信の確実な実施を確保するため、更に取り得る

対策があるかを検討し、必要に応じ所要の措置を講ずること。

(2) 航空管制業務のＯＪＴにおける録画録音の活用

本事故においては、航空管制業務のＯＪＴにおいて、訓練監督者が訓練中の航

空管制官に対し、業務実施中に、既に実施した業務についての解説を行ってい

た。既に実施した業務についての解説は、記憶が鮮明なうちに行う方が効果的で

はあるものの、業務実施中に解説を行い、かつ、これに集中すると、レーダー表

示画面上の航空機に対する状況認識が不十分となるおそれがある。

このため、航空管制業務のＯＪＴの適切な実施を図るため、通常の記録用とは

別に教育訓練に使用する目的でレーダー表示画面の録画や管制交信の録音を行

い、これらの録画録音を活用して、業務終了後に、実施した航空管制業務の解説

を行う方法の実施可能性を検討し、必要に応じ所要の措置を講ずること。
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(3) 航空管制業務における航空交通の状況認識

本事故においては、訓練中の航空管制官及び訓練監督者は、ＣＮＦが作動する

までＢ機の存在について失念していた。航空管制官が業務中に担当している航空機

の存在について失念することを防止するため、上記(1)及び(2)のような措置を講

ずることが必要であるが、さらに、このような事態は、常に起こり得るヒューマン･

エラーに関する問題として、万全の対策を講じておくことが必要である。

このため、上記の(1)、(2)において指摘した事項以外にも、講じ得る対策を検

討し、必要に応じ所要の措置を講ずること。

(4) 航空機と管制機関の間の管制交信

管制機関と航空機との間の意思疎通については、本事故に関連し、航空事故調

査委員会（当時）は、平成１３年６月に、通信手段及び交信方法のあり方につい

ての検討を建議したところであるが、その後の当委員会における検討において、

本事故でのＡ機とＢ機の接近時のような切迫した状況のもとでは、航空機と管制

機関の間の管制交信の確実性が低下することが判明した。このことから、切迫し

た状況において必要な管制交信を確実に行い、異常な接近をできる限り回避する

ためには、どのような措置を講ずるべきかを検討しておくことが、同種事例の再

発防止のために有効であると考えられる。

このため、航空機がＲＡに従い回避操作を行っている場合について、管制機関

における航空機からの当該情報の受領、関連航空機に関する情報の提供等の具体

的な対応手順として、異常な接近をできる限り回避する観点から、どのような方

法が実施可能かを検討し、必要に応じ所要の措置を講ずること。

(5) 安全報告制度の充実

航空交通管制業務において日常の業務の中で経験した不安全事例を収集し、

関係者に周知して航空機の安全運航に資するための安全報告制度が運用されてい

るところである。これについて、多くの事例を収集し、それらの積極的な活用を

図るため、制度実施主体の中立性の確保、情報提供者の秘匿性の確保等を含め、

安全報告制度の活性化のための見直しを行い、所要の措置を講ずること。

２ ＴＣＡＳの運用に関する情報の周知

ＴＣＡＳの運用における留意事項及びＴＣＡＳのＲＡが作動した事例等につい

て、運航乗務員や航空管制官をはじめとする関係者に対し周知を図り、これにより

ＴＣＡＳの適切な運用に資するため、次に掲げる事項について検討し、所要の措置

を講ずることが必要である。
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(1) ＴＣＡＳの運用に関するガイダンス・マテリアルの作成

運航乗務員や航空管制官をはじめとする関係者が、ＴＣＡＳについて正しく理

解し、ＴＣＡＳの運用が適正に行われるようにするため、我が国においても、

米国のアドバイザリー・サーキュラー（ＡＣ－１２１－５５Ａ、又はその改訂版)

や英国のガイダンス・マテリアル（ＣＡＰ５７９）に相当する内容のＴＣＡＳの

運用に関するガイダンス・マテリアルを作成するか、又は航空局発行のＡＩＣに

ついて内容の充実を図り、ＴＣＡＳの運用に関する統一された方式を具体的かつ

明確に示すこと。

(2) ＲＡレポート制度の有効活用

航空機の運航中に運航乗務員が経験したＲＡの作動については、航空局に対し

ＲＡレポートとして報告されているところである。報告された事例のうち航空交

通の安全の向上のために重要と考えられる事例の具体的内容、並びに報告事例

全体の集計及び評価結果等を、情報提供者の秘匿に留意した上で、運航乗務員、

航空管制官等の関係者間で情報を共有し、安全運航に資するよう有効に活用する

こと。

３ 乗客、乗員の負傷の防止及び救急活動

航空機の運航中に機体が動揺した場合における乗客乗員の負傷の防止、及び負傷

者に対する救急活動の円滑な実施を図るため、Ⅰ 勧告の３項で述べた乗客に対す

るシートベルトの着用の徹底のほかに、次に述べる事項について検討し、所要の措

置を講ずることが必要である。

(1) 航空機客室の安全対策

本事故においては、乗客について多数の負傷者が発生するとともに、客室乗務員

についても、１２名全員が負傷し、うち２名は重傷を負った。事故当時、客室乗

務員は全員が機内サービス中であり、身体とギャレーカートが一緒に浮揚して、

その後落下し、負傷に至った。特に、客室乗務員１名は使用していたギャレーカート

とともに天井裏にまで跳ね上げられた。

これらのことから、航空機の運航中における乗客や客室乗務員の安全を確保

し、またギャレーカートの浮揚により、航空機の操縦系統等に損傷を与える危険

性をなくすため、次のような航空機客室の安全対策について、その実施可能性を

検討し、必要に応じ所要の措置を講ずること。
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① 機内サービス中のギャレーカートを固定するなどの方法により、ギャレーカート

が浮揚する可能性の低減を図ること。

② 乗客及び客室乗務員の客室内の移動時における安全対策として、通路から

つかまりやすいハンド・グリップ等の設備を設置すること。

(2) 事故発生時の負傷者発生状況の地上への伝達

本事故においては、事故発生後、Ａ機から空港到着前に通報された負傷者数に

比べて、到着後に確認された負傷者数は時間を追うごとに増加し、そのたびに救

急車の出動が要請された。Ａ機においては、事故発生後着陸までの時間的制約と

混乱の中で客室内の状況を正確に把握することが困難であったと考えられるが、

そのような中にあっても、客室内の負傷者の状況をできるだけ迅速かつ正確に地

上に伝達することが、空港到着後における迅速な救急活動を可能とするためには

有効であると考えられる。

このためには、事故発生時の機内の状況を、客室乗務員が確認した後、必ずし

も操縦業務等に追われる運航乗務員を介することなく、客室に設置されている衛

星電話を利用する等により、客室乗務員から、直接、地上に連絡する方法も、迅

速な通報のためには有効と考えられることから、このような情報伝達方法の実施

可能性について検討し、必要に応じ所要の措置を講ずること。

４ 事故調査のための記録データ

航空事故調査の的確かつ円滑な実施のために、ＤＦＤＲ（飛行記録装置）及び

ＣＶＲ（操縦室音声記録装置）は極めて重要である。このため、ＤＦＤＲ及びＣＶＲ

について、次に述べる措置を講ずる必要がある。

(1) ＤＦＤＲ記録へのＴＣＡＳデータの追加

本事故においては、事故後も航空機の運航には支障を生じなかったことから、

Ａ機及びＢ機の着陸後、ＤＦＤＲとは別の記録装置に記録されたＴＣＡＳデータ

を、それぞれの航空機から取り下ろし取得することができた。しかし、万一空中

衝突事故が発生した場合には、衝撃や火災に耐えるように設計されたＤＦＤＲに

記録されていない限り、ＴＣＡＳデータを回収することは、不可能と考えられ、

この場合、両機の接近状況に関する調査に重大な支障が生じることとなる。

一方、ＩＣＡＯ第６附属書では、国際的な標準方式として、２００５年１月１日

以後に最初の耐空証明がなされる最大離陸重量が５,７００kgを超えるすべての

飛行機にタイプⅠＡ型の飛行記録装置の装備を義務付けており、タイプⅠＡ型の

飛行記録装置には、飛行機システム又は運航乗務員により当該データが使用され
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ている場合との条件付きで、ＴＣＡＳデータを記録することとしている。

これらのことから、我が国においても、ＤＦＤＲに記録すべきデータとして、

事故調査に必要となるＴＣＡＳデータを追加することとし、ＩＣＡＯ第６附属書

の前述の内容を、国内において施行すること。

(2) ＣＶＲの記録時間の延長

本事故においては、事故発生後、Ａ機は５０分後、Ｂ機は３７分後にそれぞれ

空港に着陸した。ＣＶＲの音声記録時間は着陸後、駐機場に停止した時からさか

のぼって３０分間であるため、事故発生時点及びそれ以前の音声記録は残されて

いなかった。事故調査のためには、事故発生時の音声記録により、運航乗務員の

対応状況、運航乗務員間の指示や助言の実施状況、操縦室内の警報音等を知るこ

とが有益であるが、本事故においては、そのような情報を得ることはできなかっ

た。

一方、ＩＣＡＯ第６附属書では、国際的な標準方式として、２００３年１月１日

以後に最初の耐空証明がなされる最大離陸重量が５,７００kgを超える飛行機に

装備されるＣＶＲは、最新の２時間以上の記録を保持できなければならないとさ

れている。また、勧告方式としては、１９９０年１月１日以後に最初の耐空証明

がなされた最大離陸重量が５,７００kgを超える飛行機に装備されたＣＶＲにつ

いて、これと同様の記録時間とすべきとしている。

これらのことから、我が国においても、事故調査を的確かつ円滑に進めるため

には、ＣＶＲの記録時間を現行の３０分より延長し、ＩＣＡＯの標準及び勧告方

式に従い、ＩＣＡＯ第６附属書の前述の内容を、国内において施行すること。
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７ 国際民間航空機関への安全勧告

本事故においては、日本航空株式会社所属ボーイング式７４７－４００Ｄ型

ＪＡ８９０４は航空管制の降下指示に従って降下を開始し、その直後に作動した

ＴＣＡＳのＲＡは上昇を指示したが、同機は降下を続けた。一方、同社所属

ダグラス式ＤＣ－１０－４０型ＪＡ８５４６はＲＡの降下指示に従って降下した

ため、両機が共に降下し異常な接近に至ることとなった。ＪＡ８５４６がＲＡに

従って回避操作を行ったことについての管制機関への通報は、最接近を経て衝突

の危険が回避された後に行われた。両機のこれらの飛行経過については、ＩＣＡＯ

（国際民間航空機関）における関係規程の記述が関与していたものと推定される

ことから、航空・鉄道事故調査委員会は、今後の航空事故の防止及び航空安全の

確保のために、当該規定の改正について以下のとおり勧告する。

１ ＰＡＮＳ－ＯＰＳへのＴＣＡＳのＲＡ遵守及びＲＡに対する逆操作の危険性の

記載

航空事故の防止のためには、航空機は、他機との接近が予想されるときには、

ＲＡの回避指示には必ず従うとの原則のもとに回避操作を行うことが必要であ

る。我が国において発生した本事故の経験を活かし、国際的にＴＣＡＳの有効な

運用を図るためには、ＩＣＡＯにおいて、次のように関係規程を改正すべきであ

る。

(1) ＩＣＡＯの第６附属書、又はＰＡＮＳ－ＯＰＳ 第１巻 パートⅧ 第３章

「ＡＣＡＳ装置の運用」を改正し、ＴＣＡＳのＲＡには例外的な場合を除いて必

ず従うべきことを記載すること。特に、操縦士が管制指示とＲＡの回避指示を同

時に受け、それらが互いに逆指示となった場合には、操縦士はＲＡの指示に従う

べきことを記載すること。

(2) ＩＣＡＯのＰＡＮＳ－ＯＰＳ 第１巻 パートⅧ 第３章「ＡＣＡＳ装置の運用｣

を改正し、第１０附属書第４巻第４章付録Ａのガイダンス・マテリアル 3.5.8.10.3

項にあるＲＡに対する逆操作の危険性についての記述を、ＰＡＮＳ－ＯＰＳにも

記載すること。
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２ ＰＡＮＳ－ＯＰＳへの管制機関への通報時機の記載

管制機関において、航空機にＴＣＡＳのＲＡが作動していることを把握し、航

空管制官がそのような状況において適切に対応するためには、衝突の危険が回避

される前のできるだけ早い時機に、航空機からＲＡが作動していることの通報を

受ける必要がある。このことから、ＩＣＡＯにおいて、次のように関係規程を改

正すべきである。

ＩＣＡＯのＰＡＮＳ－ＯＰＳ 第１巻 パートⅧ 第３章「ＡＣＡＳ装置の運

用」3.2項ｄ）の現在の規定は、「適切な管制機関に対して、実施可能な限り速

やかに、飛行方向や逸脱がいつ終了したかを含め、逸脱について通報するこ

と。」と記述されているが、この記述では衝突の危険が解消された後に管制機関

に対し通報すればよいとの解釈も可能となる。このため、操縦士は、ＲＡの指示

に従い回避操作を行う場合は、管制機関に対しその旨を、回避操作の実施等によ

り困難となる場合を除き衝突の危険が回避される以前のできるだけ早い時機に、

速やかに通報すべき旨が明瞭となるような記述とすること。
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８ 所 見

６章の国土交通大臣への勧告及び建議並びに７章の国際民間航空機関への安全勧

告以外にも、航空事故の防止、今後の航空安全の確保等を図るため、より具体的な

事項、実施可能性について更に検討を要する事項等として、以下のことが考えられ

る。

１ 航空管制業務のＯＪＴ

(1） 訓練監督者は、常時、航空交通の状況を把握し、訓練生を監督できる状態を

維持するとともに、訓練生が担当している管制席の業務及び訓練生の指導監督

に専念すべきである。

(2) 本事故においてそのような状況があったとは特定できないものの、今後の航

空安全の確保のためには、管制機関にあっては、航空管制業務のＯＪＴ中に、

訓練を受けている航空管制官が能力的に限界に達し負担を感じるような交通状

況となった場合には、訓練監督者がオーバーライドして航空管制業務を交代す

るか、又は訓練を受けている航空管制官が自ら躊躇することなく申し出ること

ができるような職場環境を整備する必要がある。

２ 航空管制官の連携

(1) 同一セクター内の連携においては、各航空管制官の業務状況を相互に的確に

把握し、助言や協力が行いやすい職場環境を作る必要がある。

(2) 他セクターとの調整業務においては、隣接セクターの場合であっても、相手

の業務状況を的確に把握し、意思伝達が確実に行える手法について検討する必

要がある。

３ 運航乗務員と航空管制官の間の連携

航空機と管制機関の間の情報伝達ができるだけ円滑かつ適切に行われるために

は、通常は管制交信においてのみ接触の機会を有する運航乗務員と航空管制官の間

で、平素から相互に相手方の業務実施状況について把握するとともに、情報や意見

交換を通じて理解を深め、相互認識の素地を作っておくことが望ましい。このた

め、できるだけ多数の運航乗務員と航空管制官の間で、相互の職場訪問や交流の機

会を作ることが望ましい。
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４ 航空管制機器の改良等

(1) 航空管制機器の整備を行う中で、航空機にＲＡが作動するような切迫した状

況における、管制交信の確実性の低下を補完するため、技術的開発状況を踏ま

えた上で、管制交信を音声通信のみではなく、データ通信を併用して行うこと

について検討の必要がある。

(2) 航空路管制用レーダー表示画面上に、航空管制官が管制交信を行っている航

空機のデータブロックが点滅等により強調表示され、管制交信の相手機が明瞭

に把握できるような機能の追加について、技術的開発状況を踏まえ、検討を行

うことが望ましい。

(3) 本事故におけるＣＮＦの例のように、航空管制機器の機能について、規定ど

おりに作動しないケースがあり得ることが、設計時点等においてあらかじめ判

明している場合には、その旨を機器の使用者である航空管制官に事前に周知し

ておく必要がある。

(4) 航空管制機器の改良等に当たっては、それらを使用して業務を行うこととな

る航空管制官等の情報処理能力を考慮するとともに、使いやすさ、わかりやす

さに留意する必要がある。

５ 航空管制業務に係るその他の措置

(1) 航空管制官がレーダー・ポイントアウトを適切に行い、対象となる航空機を

確実に把握するよう、レーダー・ポイントアウトを実施するための条件、及び

レーダー・ポイントアウトを受けたターゲットの取扱いについて、規定を定め

るなど明確化を図る必要がある。

(2) 航空路管制用レーダー表示画面のＣＮＦ表示に関し、管制間隔欠如まで十分

に余裕のある段階からＣＮＦ表示を行うとともに、管制間隔欠如への時間的余

裕に応じて、色分け等による段階的な強調表示をＣＮＦ表示において行い、航

空管制官がその切迫度を容易に認識できるようにすることが望ましい。

６ 運航乗務員に対するＴＣＡＳ関連の教育訓練

(1) ＲＡに対応した回避操作は、急激な操縦操作によらなくても回避は可能であ

り、急激な操縦操作を行えば、機内における負傷者の発生を引き起こす可能性

があることについて、十分な教育訓練を行う必要がある。

(2) 高々度においてＲＡが作動した場合における、ＲＡに従った回避操作と航空

機の性能の関係について、知識の付与及び操縦操作の訓練を行う必要がある。

また、このＲＡに従った回避訓練中、バフェットが発生した場合の対処訓練に
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ついても行う必要がある。

(3) ＴＣＡＳの訓練において、高々度における相手機の視認の困難さについて知

識付与を行う必要がある。

(4) ＴＣＡＳ情報表示器上の相手機の上昇又は降下を示す矢印を確認することに

より、相手機の動きの把握に努めるように、教育訓練を行う必要がある。

７ 運航乗務員の連携

(1) ＴＡ及びＲＡの作動時に、これらに適切に対応し運航の安全が確保できるよ

うに、運航乗務員の業務分担、助言の在り方を含む連携について、検討を行う

必要がある。

(2) 訓練生がＰＮＦとして副操縦士席に着座して副操縦士業務を行っている場

合、同乗の副操縦士は後席に着座することとなるが、この場合、飛行中に訓練

生にとって対処が難しいと判断される事態に遭遇したときには、副操縦士がで

きる限りＰＮＦ業務をオーバーライドし、必要に応じ機長に対し適切に助言を

行うように、規程の改定等を含め検討を行う必要がある。

８ ＴＣＡＳに関する航空機から管制機関への通報等

(1) 航空機から管制機関に対し、管制指示の確認、ＴＣＡＳの回避指示や自機の

飛行状況の通報、管制機関への情報提供の要請等を積極的に行うことが望まし

い。

(2) 航空機が何らかの理由でＲＡに従えない場合にあっても、航空機にＲＡが作

動していることを可能な限り管制機関に通報することが望ましい。

９ わかりやすく使いやすい体系的な規程類の整備

運航者にあっては、ＴＣＡＳに関する規程類について、わかりやすさ、使いやす

さの観点から見直しを行い、ＴＣＡＳを使用した操縦操作に関する要件や注意事項

が、運航乗務員にとって容易に体系的に把握できるように、必要に応じ、規程の改

定を含め、その整備について検討を行うことが必要である。

また、運航乗務員が参照する各機種共通の運用に関する規程と航空機ごとの運用

に関する規程について、各規程の特性に応じた体系的な規程の整備が必要である。
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別添１
管制交信記録

、 （ ）、 （ ）(1) 東京ＡＣＣの航空管制官 日本航空９０７便 Ａ機 日本航空９５８便 Ｂ機

の交信記録のみを収録している。ただし、１５時４７分０２秒から、同５６分２

８秒までは全管制交信記録を載せた。

(2) ＪＡＬ＝日本航空、ＡＮＡ＝全日本空輸、ＪＡＳ＝日本エアシステム、

ＳＫＹ＝スカイマークエアラインズ、ＡＡＬ＝アメリカン航空、ＶＶ＝米国海軍

ＡＴＣｔ＝訓練中の航空管制官、ＡＴＣｓ＝訓練監督者の航空管制官、

ＡＴＣ＝業務交代後の航空管制官、？＝送信者不明 ・・・＝無発声部分、

日本標準時

(時:分:秒) 発声者 内 容

15:42:12~16 ATCt Japan air niner zero seven, fly heading two four zero for vector
to Yaizu.

15:42:17~20 JAL907 Japan air niner zero seven, heading two four zero.

15:44:33~35 ATCt Japan air niner zero seven, proceed direct Yaizu.
15:44:37~39 JAL907 Japan air niner zero seven, direct Yaizu.

15:45:25~30 ATCt Japan air niner zero seven, maintain flight level three five zero
until further advised.

15:45:31~34 JAL907 Japan air niner zero seven, comfirm altitude, please.
15:45:35~39 ATCt Japan air niner zero seven, maintain flight level three five zero

until further advised.
15:45:40~44 JAL907 Japan air niner zero seven flight level three five three five･･

zero.
15:46:38~40 ATCt Japan air niner zero seven, climb and maintain flight level

three niner zero.
15:46:41~45 JAL907 Japan air niner zero seven, climb and maintain flight level

three nine zero.
～ の間は全管制交信記録を掲載15:47:02 15:56:28

15:47: 02 ATCt American one five seven, descend and maintain flight level
three five zero, due to traffic.
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15:47: 14 JAL952 Tokyo, Japanair nine five two, request direct VENUS.
15:47: 18 ATCt Japanair niner five two, stand by your request.
15:47: 56 ATCt American one five seven, Tokyo control.
15:48: 08 ATCt Japanair nine five two, contact Narita approach, one two five

decimal eight, request again please.
15:48: 12 JAL952 Roger.
15:48:14~17 JAL958 Tokyo control, Japan air nine five eight, flight level three seven

zero.
15:48:18~20 ATCt Japan air niner five eight, Tokyo control, roger.
15:48:21 JAS296 Tokyo control, Airsystem two niner six, flight level two three

zero.
15:48: 26 ATCt Airsystem two niner six, Tokyo control, roger.
15:48: 37 AAL157 Good afternoon, Tokyo, American one five seven, flight level

three nine zero.
15:48:44 ATCt American one five seven, Tokyo control, descend and maintain

flight level three five zero, due to traffic.
15:48:49 AAL157 Descend to flight level three five zero, due to traffic, leaving

flight level three nine zero, American one five seven.
15:48:56 ACCt Allnippon six five eight, resume normal speed, contact Tokyo

approach one one niner decimal one.
15:49:00 Allnippon six five eight, normal speed, one one nine decimalANA658

one, good day.
15:49:03 ACCt Good day.
15:49:10 ACCt Airsystem three one two, contact Tokyo approach one one niner

decimal one.
15:49:14 JAS312 One one nine one, Airsystem three one two, good day.
15:49:19 ACCt Good day.
15:49:33 ACCt Allnippon five six five, contact Tokyo control one three three

decimal five.
15:49:38 One three three decimal five, Allnippon five six five.ANA565

15:49:42 JAS346 Tokyo control, Airsystem three four six, now reaching flight
level two five zero, request further low.

15:49:47 ACCt Airsystem three four six stand by.･･･

15:49:51 JAS346 Roger, request two one zero, stand by.
15:50:08 ACCt Airsystem two niner six, confirm, requesting lower altitude ?
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15:50:14 JAS296 Airsystem two nine six, negative.
15:50:17 ACCt Airsystem two niner six, roger.
15:50:19 JAS552 Tokyo control, Airsystem five five two, leaving two one zero.
15:50:25 ACCt Airsystem five five two, roger.
15:50:38 ACCt Airsystem three four six, descend and maintain flight level two

one zero.
15:50:42 JAS346 Airsystem three four six, leaving two five zero for two one zero,

thank you.
15:50:52 ACCt Airsystem one seven four, descend and maintain flight level one

six zero, cross Spens at flight level one six zero.
15:50:58 JAS174 Airsystem one seven four, descend cross Spens one six zero.
15:51:08 ACCt Airsystem three four six, say speed.
15:51:12 JAS346 Airsystem three four six, indicate three one zero knots.
15:51:15 ACCt Airsystem three four six, roger, maintain present speed or

greater for spacing.
15:51:19 JAS346 Airsystem three four six, maintain present speed or greater.
15:51:23 ACCt Airsystem two niner six, maintain speed two eight zero knots or

less for spacing.
15:51:29 JAS296 Airsystem two nine six, maintain two eight zero or less.
15:51:51 ACCt Airsystem five five two, contact Tokyo approach, one one niner

decimal one.
15:51:54 JAS552 Airsystem five five two, Tokyo approach one one nine one.
15:52:28 JAS206 Tokyo control, Airsystem two zero six, two five zero.
15:52:34 ACCt Airsystem two zero six, Tokyo control, roger.
15:53:02 Tokyo, Navy juliet tango zero three six.VVJT036

15:53:09 ACCt Navy juliet , Navy juliet tango zero three six, go ahead.･･･ ･･･

15:53:15 Er just wonder, confirm er routing after Oshima.VVJT036

15:53:18 ACCt Navy juliet tango zero three six, after Oshima proceed direct to
Yankee Uniform then direct.･･･

15:53:24 Roger, after Oshima, Yankee Uniform and direct, thank you.VVJT036

15:53:52 SKY006 Tokyo control, Skymark zero zero six, maintain flight level
three seven zero.

15:53:56 ACCt Skymark zero zero six, Tokyo control, roger.
Ａ、Ｂ両機が接近したころ

15:54:22~25 ATCt Hem. Japan air niner zero seven, corre Disregard.･･･
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15:54:27~32 ATCt Japan air niner zero seven, descend and maintain flight level
three five zero, begin descent due to traffic.

15:54:33~38 JAL907 Japan air niner zero seven, descend and maintain flight level
three five zero, traffic insight.･･･

climb climb climb. (54:35~38, RA sound in back ground)･･･ ･･･

15:54:38~41 ATCt Anair niner five eight, fly heading one three zero for spacing.
15:54:49~52 ATCt Japan air niner five eight, fly heading one t one four zero for･･

spacing.
15:54:55~57 ATCs Japan air niner five seven, begin descent.
15:55:02~05 ATCs Japan air niner zero seven, climb and maintain flight level

three niner zero.
15:55:21~27 JAL958 Tokyo control, we have er RA er actuated now descending and

er climbing again.
15:55:29~30 ATCs Japan air niner zero eight, roger.･･

15:55:32~35 JAL907 Japan air niner zero seven, clear of traffic.
15:55:36~37 ATCs Niner zero seven, roger.
15:55:47~48 ? " "････

15:55:58 JAL958 Er Tokyo control, Japan air nine five eight, we have a er･･･

~56:17 now er climbing to flight level three seven zero and we have RA,
descend RA at three seven zero and we observe er Boeing seven
four seven reaching from our left side and there also descend
away er climb to flight level three seven zero, now leaving three
five five.

15:56:17~19 ATCs Japan air niner zero eight, roger.
15:56:21~24 ATCs Japan air niner zero seven, now climb and maintain flight level

three niner zero.
15:56:25~28 JAL907 Japan air niner zero seven, climb and maintain flight level

three nine zero.
この後はＡ機及びＢ機と関連する交信記録のみ掲載

15:56:56~58 JAL958 Tokyo control, Japan air nine five eight, request descent.
15:57:01~05 ATCs Japan air niner five eight, descend and maintain flight level

two three, er correction, two five zero.
15:57:06~09 JAL958 Japan air nine five eight, er descend and maintain two five

zero.
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15:59:15~17 JAL907 Tokyo control, Japan air nine zero seven.
15:59:18~21 ATC Japan air niner zero seven, Tokyo control, roger go ahead.･･

･･･ 日本語で申し上げます。先ほど15:59:22~40 JAL907 Er Japan air nine zero seven,
焼津市近辺において、えー、当社ＤＣ－１０とのニアリ・・・ニア

ミスいたしました。大変危険な状態でした。高度差ひゃ、にひゃく

。 、 。フィート有ったか無かったかぐらいです えー 以上を報告します

了解いたしました。15:59:41~43 ATC Japan air niner zero seven, roger.

16:02:06~10 ATC Japan air niner zero seven, contact Tokyo control one three
three decimal five.

16:02:11~14 JAL907 Er, contact Tokyo control one three three decimal five, Japan
air niner zero seven.



（日本語訳）Ａ機及びＢ機管制交信記録

(1) 航空管制官、日本航空９０７便、日本航空９５８便の交信記録のみを収録している。ただし、１５時４７分０２秒から、
同５６分２８秒までは全管制交信記録を載せた。

(2) 航空管制官の欄は訓練中の航空管制官を(t)、訓練監督者の航空管制官を(s)、業務継承後に着席した航空管制官は括弧書
きはしていない。詳細は先の管制交信記録を参照のこと。？＝送信者不明 ・・・＝無発声部分、

交信時刻 航空管制官 ＪＡＬ９０７便 ＪＡＬ９５８便 その他

日本航空９０７便、磁針路２15:42:12 16～
４０゜で飛行してください。
誘導目標は焼津です。(t)

日本航空９０７便、磁針路２15:42:17 20～
４０゜

日本航空９０７便、焼津に直15:44:33 35～
行してください。(t)

日本航空９０７便、焼津に直15:44:37 39～
行。

日本航空９０７便、追って指15:45:25 30～
示があるまでＦＬ３５０を維
持してください。(t)

日本航空９０７便、高度を確15:45:31 34～
認します。

日本航空９０７便、追って指15:45:35 39～
示があるまでＦＬ３５０を維
持してください。(t)

日本航空９０７便、ＦＬ３５15:45:40 44～
・・・３５０。

日本航空９０７便、ＦＬ３９15:46:38 40～
０まで上昇してください。(t)

日本航空９０７便、ＦＬ３９15:46:41 45～
０まで上昇。
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交信時刻 航空管制官 ＪＡＬ９０７便 ＪＡＬ９５８便 その他

アメリカン航空１５７便、Ｆ15:47:02
。Ｌ３５０に降下してください

関連機があります。(t) 東京、日本航空９５２便、ビ
ーナスへの直行を要求します。15:47:14

日本航空９５２便、要求は保15:47:18
留します。(t)
アメリカン航空１５７便、東15:47:56
京ＡＣＣ。(t)

.15:48:08 日本航空９５２便、１２５
８ で成田アプローチと交MHz
信し、要求を繰り返してくだ
さい。(t) 了解。

15:48:12
東京ＡＣＣ 日本航空９５８15:48:14 17～
便、ＦＬ３７０。

日本航空９５８便, 東京ＡＣ15:48:18 20～
Ｃ、了解。(t) 東京ＡＣＣ、エアシステム２

９６便、ＦＬ２３０。15:48:21

エアシステム２９６便、東京15:48:26
ＡＣＣ、了解(t) こんにちは、東京、アメリカ

ン航空１５７便、ＦＬ３９０。15:48:37

アメリカン航空１５７便、東15:48:44
、 、京ＡＣＣ 関連機があるので

ＦＬ３５０に降下してくださ
い。(t) 関連機があるためＦＬ３５０

に降下、ＦＬ３９０を離脱、ア15:48:49
メリカン航空１５７便。
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交信時刻 航空管制官 ＪＡＬ９０７便 ＪＡＬ９５８便 その他

全日空６５８便、元の速度15:48:56
に戻し１１９ １ で東京. MHz
アプローチと交信してくださ
い。( )t

全日空６５８便、元の速度、15:49:00
１１９ １ 、さようなら。. MHz

さようなら。( )15:49:03 t
エアシステム３１２便、１15:49:10

１９ １ で東京アプロー. MHz
チと交信してください。( )t

１１９ １ 、エアシステ15:49:14 . MHz
ム３１２便、さようなら。

さようなら。( )15:49:19 t
全日空５６５便、１３３ ５15:49:33 .
て東京コントロールと交MHz

信してください。( )t
１３３ ５ 、全日空５６15:49:38 . MHz

５便。
東京ＡＣＣ、エアシステム３15:49:42

４６便、今ＦＬ２５０に到達し
ましたが、さらに低高度を要求
します。

エアシステム３４６便、･･･15:49:47
少々お待ち下さい。( )t

了解、ＦＬ２１０を要求し待15:49:51
機します。

エアシステム２９６便、確15:50:08
認します、低高度を要求しま
すか？( )t

エアシステム２９６便、要求15:50:14
しません。

。15:50:17 エアシステム２９６便､了解
( )t
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交信時刻 航空管制官 ＪＡＬ９０７便 ＪＡＬ９５８便 その他

東京ＡＣＣ、エアシステム５15:50:19
５２便、ＦＬ２１０を離脱。

エアシステム５５２便、了解15:50:25
エアシステム３４６便、Ｆ15:50:38

。Ｌ２１０へ降下してください
( )t

エアシステム３４６便、ＦＬ15:50:42
２５０を離脱しＦＬ２１０へ降
下します。ありがとう。

エアシステム１７４便、Ｆ15:50:52
Ｌ１６０へ降下し、スペンス
をＦＬ１６０で通過してくだ
さい。( )t

エアシステム１７４便、スペ15:50:58
ンスをＦＬ１６０で通過するよ
うに降下。

エアシステム３４６便、速15:51:08
度を通報してください。( )t

エアシステム３４６便、指示15:51:12
値は３１０ノット。

エアシステム３４６便、了15:51:15
解、間隔設定のため現在の速
度若しくは、それ以上を維持
してください。( )t

エアシステム３４６便、現在15:51:19
の速度以上を維持。

エアシステム２９６便、間15:51:23
隔設定のため２８０ノット以

。下の速度を維持してください
( )t

エアシステム２９６便、２８15:51:29
０ノット以下の速度を維持。
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交信時刻 航空管制官 ＪＡＬ９０７便 ＪＡＬ９５８便 その他

エアシステム５５２便、１15:51:51
１９ １ で東京アプロー. MHz
チと交信してください。( )t

エアシステム５５２便、東京15:51:54
アプローチは１１９ １ 。. MHz
東京ＡＣＣ、エアシステム２15:52:28

０６便、ＦＬ２５０．
エアシステム２０６便、東15:52:34

京ＡＣＣ、了解。( )t
東京、米海軍ＪＴ０３６。15:53:02

米海軍Ｊ･･･米海軍ＪＴ０３15:53:09
６、･･･どうぞ。( )t

えー、大島の後の経路につい15:53:15
て確認したいのですが？

米海軍ＪＴ０３６、大島の後15:53:18
･･･ＹＵに直行し、(次に目的
地に)直行してください。( )t

大島の後ＹＵ、そして15:53:24 了解、
直行、ありがとう。
東京ＡＣＣ、スカイマーク０15:53:52

０６便、ＦＬ３７０を維持。
スカイマーク００６便、東15:53:56

京ＡＣＣ、了解。( )t
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交信時刻 航空管制官 ＪＡＬ９０７便 ＪＡＬ９５８便 その他

、 、15:54:22 25～ (咳払い) 日本航空９０７便
訂正･･･ 取り消します。(t)
日本航空９０７便、ＦＬ３５15:54:27 32～
０まで降下してください。関
連機があるため降下を始めて
下さい。(t)

日本航空９０７便, ＦＬ３５15:54:33 38～
０まで降下 ・・・関連機を視、

54:35 38、認しています。( ~
操縦室内の警報音) クライム･
･クライム･･クライム.

日本航空９５８便、間隔設定15:54:38 41～
のため磁針路１３０で飛行し
てください。(t)
日本航空９５８便、間隔設定15:54:49 52～
のため磁針路１･･１４０で飛
行してください。(t)
日本航空９５７便、降下を開15:54:55 57～
始してください。(s)
日本航空９０７便、 ＦＬ３15:55:02 05～
９０まで上昇して下さい。(s)

東京ＡＣＣ、ＲＡが作動し、15:55:21 27～
今降下中ですが、再び上昇し
ます。

日本航空９０･･８便 了解 (s)15:55:29 30～ 、 。
日本航空９０７便、関連機は15:55:32 35～
解消しました。

９０７便、了解。(s)15:55:36 37～
? " ････ "15:55:47 48～
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交信時刻 航空管制官 ＪＡＬ９０７便 ＪＡＬ９５８便 その他

えー東京ＡＣＣ、日本航空９15:55:58
５８便、我々は･･えー、今Ｆ～56:17
Ｌ３７０へ上昇中ですが、Ｒ
Ａが作動し･･ＦＬ３７０で飛
行中に降下のＲＡが作動しま
したが、降下中ずっとボーイ
ング７４７が我々の左側に張
り付いた状態でともに降下し
て、過ぎ去っていきました。
えー、今ＦＬ３５５を通過し
、 。て ＦＬ３７０へ上昇中です

日本航空９０８便､了解。(s)15:56:17 19～
日本航空９０７便、直ちにＦ15:56:21 24～
Ｌ３９０まで上昇してくださ
い。(s)

日本航空９０７便、 ＦＬ３15:56:25 28～
９０まで上昇。

 - 222 - 



交信時刻 航空管制官 ＪＡＬ９０７便 ＪＡＬ９５８便 その他

東京ＡＣＣ 日本航空９５８15:56:56 58～
。便、降下開始を要求します

、 、15:57:01 05～ 日本航空９５８便 ＦＬ２３
えー訂正、２５０まで降下し
てください。(s)

日本航空９５８便、えーＦＬ15:57:06 09～
２５０まで降下します。

東京ＡＣＣ、日本航空９０７15:59:15 17～
便。

日本航空９０７便、東京ＡＣ15:59:18 21～
Ｃ、了解･･どうぞ。

、15:59:22 40～ えー･･･ 日本航空９０７便
日本語で申し上げます。先ほ

、 、ど焼津市近辺において えー
当社ＤＣ－１０とのニアリ ･･
･ ニアミスいたしました。
大変危険な状態でした。高度
差ひゃ、にひゃくフィート有

。ったか無かったかぐらいです
えー、以上を報告します。

日本航空９０７便, ラジャ15:59:41 43～
ー、了解いたしました。

日本航空９０７便、周波数１16:02:06 10～
３３.５MHzで次の東京ＡＣＣ
と交信してください。

えー、１３３.５MHzで東京Ａ16:02:11 14～
ＣＣと交信。日本航空９０７
便。
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別添２ 事故発生の経過（詳細）
注：時刻は、１５時を省略し、数秒間にわたる事象はその開始時刻を記載している。 は、最接近時刻までの残り時間を記載している。

訓練管制官 は訓練中の航空管制官を示し、訓練監督者 は訓練中の航空管制官を監督していた航空管制官を示す。
交信等、発声した内容は「 」で示す。なお、必要時以外は自分自身及び相手のコールサインを、省略して記載している。

時刻 東京ＡＣＣ Ａ機 Ｂ機 その他参考情報

訓練管制官 は１４時４０分ご
ろ関東南Ｃセクターのレーダ
ー対空席に着席し、実地訓練
を受けていた。
訓練監督者 は１５時１５分ご
ろから上記訓練生の指導・監
督を担当していた。

１５時３６分、東京国際空港を、
那覇へ向け離陸。
操縦室：
前席左側に機長
前席右側に副操縦士昇格訓練
中の訓練生

オブザーバー席
左側に副操縦士
右側には副操縦士昇格訓練
中の訓練生

41'16" 11,000ftを通過してＦＬ３９０へ向
訓練管制官 右記を了承 かう旨をＡＣＣへ通報

42'12" 訓練管制官 ｢Ａ機､磁針路２４０゜
で飛行してください。誘導目標は
焼津です 」。

42'17" 「磁針路２４０゜」

44'33" 訓練管制官 「Ａ機、焼津に直行し
てください 」。

44'37" 「焼津に直行 」。
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時刻 東京ＡＣＣ Ａ機 Ｂ機 その他参考情報

45'25" 訓練管制官 「Ａ機、追って指示が
あるまでＦＬ３５０を維持してく このころ、ＦＬ３９０
ださい 」 において伊豆大島近傍。

45'31" 「高度を確認します 」 から和歌山県串本に向。
け、アメリカン航空

45'35" 訓練管制官 「Ａ機、追って指示が １５７便（Ｃ機）が飛
あるまでＦＬ３５０を維持してく 行していた。
ださい 」。

45'40" 「ＦＬ３５・・・３５０ 」。

46'38" 訓練管制官 「Ａ機、ＦＬ３９０ま （ＦＬ２１６付近を上昇中）
で上昇してください 」。

46'41" 「ＦＬ３９０まで上昇 」。

46'51" 関東南Ｃセクターのレーダー表示 関東南Ｃセクターの隣
画面で、Ｂ機のデータブロックに 接セクターが、Ｂ機の
［ＨＮＤ］が表示され、点滅を開 レーダー・ハンドオフ
始した。 のための操作を実施し

47'02" 訓練管制官 Ｃ機に対し、他機がい た。
るためＦＬ３５０まで降下するよ
うに指示したが、Ｃ機からの応答
は無かった。

47'14" 日本航空９５２便（Ｄ
機）は、新東京国際空
港近傍のフィックスへ
の直行許可を東京ＡＣ

47'18" 訓練管制官 「Ｄ機、要求は保留し Ｃに求めた。
ます。

47'47" 関東南Ｃセクターは、Ｂ機の業務
移管を受けるためにコンピュータ
ー操作を行なった。

47'56" 訓練管制官 Ｃ機を呼び出したが、
Ｃ機からの応答は無かった。
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時刻 東京ＡＣＣ Ａ機 Ｂ機 その他参考情報

48'08" 訓練管制官 Ｄ機に対して、新東京
国際空港ターミナル管制所との交
信を指示。

48'12" Ｄ機は左記指示を了
解。

48'14" 「ＦＬ３７０ 」。
（位置は、Ａ機の西）

48'18" 訓練管制官 「Ｂ機、了解 」 操縦室：。
訓練管制官 引き続き他の航空機と 前席右側に機長
交信。 前席左側に機長昇格訓練中の

48'22" それまでＣ機と交信していた関東 副操縦士
南Ｂセクターの航空管制官がＣ機 航空機関士
に対し関東南Ｃセクターへの周波
数変更を指示。

48'37" Ｃ機からＦＬ３９０で
ある旨、関東南Ｃセク
ターに通報。

48'44" 訓練管制官 「Ｃ機、関連機がある
ので、ＦＬ３５０に降下してくだ
さい 」。

、 、48'49" Ｃ機は 左記を復唱し
ＦＬ３９０を離脱する

15:43'00"～15:52'00"の間の 旨応答。
訓練管制官の管制状況。
最大１４機を管制。
計３７回の送信。
（内、１８回は管制指示）
１５秒以上の交信空白 ３回
１分あたり送信回数４～５回 １５時５２分ごろ、有視界気象

状態の中、Ｂ機のトラフィック
を確認していた。

15:52'00"～15:54'22"の間の
訓練管制官の管制状況。
３機に対し、計４回の送信。
（内、管制指示は１回）
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時刻 東京ＡＣＣ Ａ機 Ｂ機 その他参考情報

53'50" それまで磁針路２７０゜で上昇を続
けていたＡ機は、このころから左旋 １５時５４分ごろ、Ａ機のトラフ
回を開始し、程なく２５゜程度のロ ィックを確認していた。

このころ、訓練管制官が実施し ール角を維持しながら上昇を続け
た業務について、訓練監督者に た。
よる説明が行われていた。 ＴＣＡＳ情報表示器上にはＡ機の

、 、このころ、ＴＣＡＳ情報表示器上 シンボルが表示され その脇には
54'15" レーダー表示画面に［ＣＮＦ］表 には、Ｂ機のシンボルが表示され Ａ機が上昇中であることを示す上

示 その時 Ａ機のＦＬは３６７ ていたが、同一高度を巡航中であ 向き矢印が表示されていた。。 、 、
Ｂ機のＦＬは３７０と表示。 り、上昇または降下を示す矢印は

表示されていなかった。
54'18" ＴＣＡＳにおいて、ＴＡが作動。
54'19" Ａ機のＦＬは３６９表示。 ＴＣＡＳにおいて、ＴＡが作動。 （Ａ機の南西、ＦＬ３７０、

（ＦＬ３６９付近で左旋回を続 磁針路０９５゜で巡航中）
けながら上昇中）

54'22" 訓練管制官 (咳払い)「Ａ機、訂正
･･･ 取り消します 」。

54'26"･･29" オート・スロットル→ オフ。
（２６秒から２９秒までの間の
どこでオフとなったかは特定

54'27" 訓練管制官 「Ａ機、ＦＬ３５０ま できなかった ）。
で降下してください。関連機があ
るため降下を始めて下さい 」。

Ａ機をＢ機と取り違え、Ａ機に
対し回避指示を行った。

54'29" Ａ機のＦＬは３７０表示。
54'32" オート・パイロット→オフ。
54'33" 燃料流量が、減少し始めた。

同３３秒「 ＦＬ３５０まで降下 ・、
・・関連機を視認しています 」。
（この応答は３８秒まで続いた）

54'34" Ｂ機のＦＬは３７０表示。 ピッチ角が、減少し始めた。 ＴＣＡＳにおいて、ＲＡが作動。
（-1500ft/minの降下指示）
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時刻 東京ＡＣＣ Ａ機 Ｂ機 その他参考情報

54'35" ＴＣＡＳにおいて、ＲＡが作動。
（1500ft/minの上昇指示）

54'35"～38" 「CLIMB, CLIMB, CLIMB」の音声 ｢CLIMB｣の音声は、管
（旋回しながらＦＬ３７１付近 （ＦＬ３７０付近を磁針路 制交信記録の、３３秒
を慣性により上昇中） ０９５゜で飛行中 ） から始まっているＡ機。

からの送信の中に約３
54'37" 減少していたピッチ角が、一瞬わず 秒間にわたって記録さ

かに増加したが、その後減少を続け れていた。
下記指示は、Ａ機からの た。
応答終了直後に行われた。

54'38" 訓練管制官 「(Ｂ機)、間隔設定の オート・スロットル→オフ。 応答なし。 Ｂ機からの応答なし。
ため磁針路１３０で飛行してくだ ↓
さい 」。
Ａ機のＦＬは３７２表示。 ･便名の頭の部分が

聞き取りにくい
54'39" 燃料流量が、一時的に上昇したが、 オート・パイロット→オフ。 ･ＲＡの対応、及び

その後減少を続けた。 対応に対する指示
･ｵｰﾄﾊﾟｰﾛｯﾄ､ｵﾌ時の

54'40" 左旋回を続けながら上昇の頂点（ 警報音
ＦＬ３７２）に達し、その後、高度 等のため、Ｂ機の呼
が低下し始めた。 び出しが認識されな

かった可能性が考え
54'43" Ｂ機のＦＬは３７０表示。 高度が低下し始めた。 られる。

54'46" ロール角が、一時的に左３０゜を超 ＴＣＡＳ情報表示器上で、これま
えるまで増加、この後、浅くなりは で、Ａ機のシンボルの脇に上昇中
じめた。既にロールアウトを開始し を示していた上向きの矢印が消え
ており、磁針路が徐々に２０７°の た。
方向に向き始めた。

54'48" Ａ機のＦＬは３７１表示。
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時刻 東京ＡＣＣ Ａ機 Ｂ機 その他参考情報

54'49" 訓練管制官 「Ｂ機、間隔設定のた ＴＣＡＳのＲＡはインクリース（ Ｂ機からの応答なし。
め磁針路１･･１４０で飛行してく -2500ft/minの降下指示 となった ↓） 。
ださい 」。

ＴＣＡＳ情報表示器上で、Ａ機の インクリースＲＡ
、 、シンボル脇に、Ａ機が 降下中で の音声 その対応

あることを示す下向きの矢印が表 その他ｽﾋﾟｰﾄﾞﾌﾞﾚｰｷ
示された。 操作とその作動音･

振動等によりＢ機の
（ＦＬ３７０を降下中） （ＦＬ３６９を降下中） 呼び出しが認識され

その後、シートベルトサインがオン なかった可能性が考
とされた。 えられる。

54'51" （ＦＬ３６９を降下中） （ＦＬ３６９を降下中）
54'52" （ＦＬ３６９を降下中） （ＦＬ３６９を降下中）
54'53" Ｂ機のＦＬは３６９表示。 （ＦＬ３６８を降下中） （ＦＬ３６８を降下中）

54'54" ＴＣＡＳ情報表示器上でＢ機のシ
ンボル脇に、降下中であることを
示す下向きの矢印が表示された。

（ＦＬ３６８を降下中） （ＦＬ３６８を降下中）
54'55" 訓練監督者 「日本航空９５７便、 （ＦＬ３６７を降下中） （ＦＬ３６８を降下中） 日本航空９５７便はな

降下を開始してください。 かった。
54'56" （ＦＬ３６７を降下中） （ＦＬ３６７を降下中）
54'57" （ＦＬ３６６を降下中） （ＦＬ３６７を降下中） この間、両機は
54'58" Ａ機のＦＬは３６７表示。 （ＦＬ３６６を降下中） （ＦＬ３６６を降下中） ほぼ同高度を同じ
54'59" （ＦＬ３６６を降下中） （ＦＬ３６６を降下中） ような降下率で降
55'00" （ＦＬ３６５を降下中） （ＦＬ３６５を降下中） 下しながら飛行し
55'01" （ＦＬ３６５を降下中） （ＦＬ３６５を降下中） ていた。
55'02" 訓練監督者 「Ａ機、ＦＬ３９０ま 応答はなかった。

で上昇して下さい 」 （ＦＬ３６５を降下中） （ＦＬ３６４を降下中） この間の後半では。
55'03" Ｂ機のＦＬは３６６表示。 （ＦＬ３６４を降下中） （ＦＬ３６３を降下中） Ｂ機の方がＡ機よ

ＴＣＡＳにおいて、Ａ機からの信号 り低い高度を飛行
が受信できなくなった。 していた。

55'04" （ＦＬ３６３を降下中） （ＦＬ３６３を降下中）
55'05" （ＦＬ３６３を降下中） （ＦＬ３６２を降下中）
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時刻 東京ＡＣＣ Ａ機 Ｂ機 その他参考情報

55'05"(続き) 降下のピッチ角が更に大きくなり始 操縦桿の角度が機首下げ側から機首
めた。 上げ側に変化した。

55'06" ＴＣＡＳのＲＡはインクリース（
2500ft/minの上昇指示）となった。
ＣＡＳは、２８４ktで、降下中にお
いてほぼこの付近で安定していた
が、このころから増加し始めた。
（ＦＬ３６２を降下中） （ＦＬ３６１を降下中）
（垂直加速度：－０.５５Ｇ）

55'07" ピッチ角がこの降下中、機首下げ側
で最大－１０.８度となった。この
後、徐々に機首上げの方向にもどさ
れた （ＦＬ３６２を降下中） （ＦＬ３６０を降下中）。

55'08" Ａ機のＦＬは３６２表示。 燃料流量は、アイドル付近の値に低
下していた。
急速な降下となり、本降下中、ＤＦ
ＤＲ記録限度値の８,１９２ft/min
の降下率を示した。
（垂直加速度：＋１.３３Ｇ） Ｂ機のＴＣＡＳにお
（ＦＬ３６０を降下中） （ＦＬ３５９を降下中） いて、連続してＡ機

55'09" 機首が引き上げられたことから、高 からの信号を受信で
度の低下率がわずかとなった。 きなかったため、ト

ラックドロップとな
ＴＣＡＳ情報表示器上で、Ａ機の り、表示が消えた。
シンボルが消えた。

（ＦＬ３５８を降下中） （ＦＬ３５８を降下中）
、 、その後 再受信され

55'10" Ａ機のシンボルが再表示された。 再表示された。

（ＦＬ３５７を降下中） （ＦＬ３５８を降下中）
55'11" Ｂ機と最接近した。 Ａ機と最接近した。 Ａ機はＢ機の下側を

（ＦＬ３５５を降下中） （ＦＬ３５７を降下中） 通過した。
55'12" Ｂ機のＦＬは３５９表示。 （ＦＬ３５４を降下中） （ＦＬ３５７を降下中）
55'13" ＣＡＳが本降下中最大の２９９ktに

達した。
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時刻 東京ＡＣＣ Ａ機 Ｂ機 その他参考情報

55'13"(続き) 燃料流量は、アイドル付近の値で、
。ピッチ角は－５.５゜まで戻された

（ＦＬ３５３を降下中） （ＦＬ３５６を降下中）
55'15" ＲＡがＴＡとなり、ＣＬＲ ＣＦＴ

(ｸﾘｱｺﾝﾌﾘｸﾄ)となった。
55'17" （垂直加速度：＋１.５９Ｇ）

55'18" ピッチ角が正の値となり始めた。
（ＦＬ３４８付近まで降下）

55'20" （ＦＬ３４８付近を維持）

55'21" 上昇に移り始めた。 ＲＡが作動したこと、現在降下して
いること、及び再び上昇するとの通
報があった （この通報は、便名は。
含んでいなかったが、解析の結果、
Ｂ機からのものと判明した ）。

ＦＬ３５３付近まで降下していた
が、２６秒ごろには上昇し始めた。

55'29" 訓練監督者 「日本航空９０・・８ ９０８便はなかった。
便、了解」

55'32" 「関連機は解消しました 」。
55'36" 訓練監督者 「Ａ機、了解 」。

その後 オート・パイロット オート・パイロット
オート・スロットル オート・スロットル

それぞれ再エンゲージ それぞれ再エンゲージ
ＤＣ－１０型機とのニアミスがあっ
た旨を通報。

負傷者が発生しているため東京国際
空港へ引き返すことを要求し、了承
された。

１６時３２分、新東京国際空港に着
１６時４４分、同空港に着陸した。 陸した。
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別添４
ＴＣＡＳの運用に係る関連資料２（ＰＡＮＳ－ＯＰＳ）

国際民間航空条約第６附属書補足編であるＰＡＮＳ－ＯＰＳ、第１巻 パートⅧ
第３章 ＡＣＡＳ装置の運用( )には以下のOPERATION OF ACAS EQUIPMENT
記載がある。

3.1 GENERAL3.1 GENERAL3.1 GENERAL3.1 GENERAL

3.1.1 The information provided by airborne collision avoidance system (ACAS)
is intended to assist pilots in the safe operation of aircraft.

3.1.2 Nothing in the procedures specified in 3.2 hereunder shall prevent
pilots-in-command from exercising their best judgement and full authority in the
choice of the best course of action to resolve a traffic conflict.

3.2 USE OF ACAS INDICATIONS3.2 USE OF ACAS INDICATIONS3.2 USE OF ACAS INDICATIONS3.2 USE OF ACAS INDICATIONS

ACAS indications are intended to assist the pilots in the active search for, and
visual acquisition of, the conflicting traffic, and the avoidance of potential
collisions. The indications generated by ACAS shall be used by pilots in
conformity with the following safety considerations:

a) pilots shall not manoeuvre their aircraft in response to traffic advisories
only;

Note 1. Traffic advisories are intended to assist in visual－
acquisition of conflicting traffic and to alert the pilot to the possibility of
a resolution advisory.

Note 2. The above restrictions in the use of traffic advisories is due－
to the limited bearing accuracy and to the difficulty in interpreting
altitude rate from displayed traffic information.

b) in the event of a resolution advisory to alter the flight path, the search for
the conflicting traffic shall include a visual scan of the airspace into
which own ACAS aircraft might manoeuvre;

c) the alteration of the flight path shall be limited to the minimum extent
necessary to comply with the resolution advisories;

d) pilots who deviate from an air traffic control instruction or clearance in
response to a resolution advisory shall promptly return to the terms of
that instruction or clearance when the conflict is resolved and shall notify
the appropriate ATC unit as soon as practicable, of the deviation,
including its direction and when the deviation has ended.

Note. The phraseology to be used for the notification of manoeuvres－
in response to a resolution advisory is contained in the PANS-ATM
(Doc 4444), Chapter 12.
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別添５
ＴＣＡＳの運用に係る関連資料３（ＰＡＮＳ－ＲＡＣ）

(注)ＰＡＮＳ－ＲＡＣは、２００１年１１月からＰＡＮＳ－ＡＴＭとして改訂さ

れている。

（ ） 国際民間航空条約第２及び第１１附属書補足編であるＰＡＮＳ－ＲＡＣ1
パートⅡにおいては、ＴＣＡＳと航空管制の関係について以下の記載がある。

（抜粋）

19.1 The procedures to be applied for the provision of air traffic
services to aircraft equipped with ACAS shall be identical to those
applicable to non-ACAS equipped aircraft. In particular, the
prevention of collisions, the establishment of appropriate separation
and the information which might be provided in relation to
conflicting traffic and to possible avoiding action shall conform with
the normal ATS procedures and shall exclude consideration of
aircraft capabilities dependent on ACAS equipment.

19.2 When a pilot reports a manoeuvre induced by an ACAS
resolution advisory, the controller shall not attempt to modify the
aircraft flight path until the pilot reports returning to the terms of
the current air traffic control instruction or clearance but shall
provide traffic information as appropriate.

Note 1. The ACAS capability of an aircraft will not normally be－

known to air traffic controllers.

Note 2. Operating procedures for use of ACAS are contained in－

PANS-OPS(Doc 8168), Volume , Part , Chapter 3.Ⅰ Ⅷ

Note 3. The phraseology to be used by controllers and pilots is－

contained in Part , 3.1.2.Ⅹ
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ＩＣＡＯ ＰＡＮＳ－ＲＡＣ パートＸ に規定されて(2) Phraseologies 3.1.2
いる用語は以下のとおりである。

Circumstances Phraseologies
；...after modifying vertical speed to comply *TCAS CLIMB( DESCENT)or

with an ACAS resolution advisory ( );acknowledgement

(Pilot and controller interchange)

( );...after ACAS "Clear of Conflict" is *RETURNING TO assigned clearance

；annunciated ( ) ( )acknowledgement or alternative instructions

(Pilot and controller interchange)

...after the response to an ACAS resolution *TCAS CLIMB (or DESCENT), RETURNING TO

；advisory is completed ( )assigned clearance

；(Pilot and controller interchange) ( ) ( )acknowledgement or alternative instructions

...after returning to clearance after *TCAS CLIMB( DESCENT),or

responding to an ACAS resolution advisory COMPLETED ( ) RESUMED;assigned clearance

；(Pilot and controller interchange) ( ) ( )acknowledgement or alternative instructions

...when unable to comply with a clearance *UNABLE TO COMPLY, TCAS RESOLUTION

；because of an ACAS resolution advisory ADVISORY

(Pilot and controller interchange) ( ) .acknowledgement

*Denotes pilot transmission.
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別添６
本事故調査の経過報告時における建議

平成１３年６月２２日に、国土交通大臣に対し本事故調査の経過報告を行ったが、そ

の際に、以下の建議を併せて行った。

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

国土交通大臣

扇 千 景 殿

航空事故調査委員会

委 員 長 佐 藤 淳 造

日本航空株式会社所属ボーイング式７４７－４００Ｄ型ＪＡ８９０４

の航空事故に係る建議について （建議第１４号）

平成１３年１月３１日、静岡県焼津市南南西１８ｋｍ付近の駿河湾上空

で発生した標記の航空事故は、他の航空機との異常な接近が係わって発生

したものであり、当委員会としては、事故発生以来、航空交通管制、航空

機の運航、航空機衝突防止装置の作動状況を含め、考えられるあらゆる事

実情報に関して多角的に調査を行うとともに、鋭意解析を続けているとこ

ろである。

現在、当委員会においては調査の過程にあることから、個々の事実情報

と原因との関連については、予断を排し、今後の慎重な調査に委ねること

が不可欠であるが、現時点において推定される事故発生地点付近の主要な

飛行状況等を述べると、次のとおりである。

ＪＡ８９０４（以下「同機」という ）は、管制機関の指示に従って上。

昇中、新たに管制機関により降下するよう指示を受け、これに従って降下

するための操縦操作が行われた直後、航空機衝突防止装置の上昇指示が作

動した。

その後、同機は、管制機関の指示のとおり降下を継続したが、航空機衝

突防止装置の回避指示とは逆の操作を選択したこととなった。
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この間、同機は、他機と接近しつつあったが、他機は、航空機衝突防止

装置の回避指示に従って降下した。

同機はそのまま降下を続け、他機も降下を続けたため、両機は、ほぼ同

高度で降下を続けた状態となって接近していった。

その後、両機がすれ違う直前、同機は急速な降下を行い、他機は機首を

上げる操作を行った状態ですれ違った。

また、以上のような状況下において、進路の変更を求めた管制機関から

の指示に対する応答がなかったこと等、管制機関と航空機との間の意思疎

通が確実に行われなかった点も見られた。

以上の経過に鑑み、今後、同様な事故の発生を防止するため、本事故調

査の終了を待つことなく、航空事故調査委員会設置法第２２条の規定に基

づき、関係当局が早急に検討し、所要の措置を講ずるべき事項として下記

のとおり建議する。

記

（意思疎通）

１ 航空機同士が異常に接近する可能性が予測される場合のように、緊急性が

高く、かつ緊張を伴いながら特定の事柄への集中を必要とする場合におい

て、管制機関と航空機との間の意思疎通が迅速かつ確実に行えるような通

信手段及び交信方法のあり方について検討すること。

（教育・訓練）

２ 上記１の検討状況を踏まえ、管制機関と航空機との間の連携を向上するた

めの教育・訓練のあり方について検討し、所要の改善措置を講ずること。

（実態調査）

３ 航空機が飛行中、航空機衝突防止装置の回避指示が作動した場合の対応の

実態について調査し、管制業務、航空機操縦及び航空機衝突防止装置の設

計・研究に従事する者の三者の間で分析するとともに、必要に応じ、改善

のための方策について検討すること。


